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積 五三 平方 nl 〇 人口 三 三 四、 八四〇 . ° 氣溫 平均 最高 八 〇度〇 最低 二 一度 〇雨 
量 年 平均 三 九、 八一时 。大陸 橫斷鐵 道 接續四 G 太平洋 橫斷 淹 船 三 Q 沿海 線 
九 三哩〇 ドッグ 面積 一四 一 一英 加 〇繫船 棧橋七 二、 四 八四呎 〇 繫松 海面 一二 平 
方哩 Q 電鐵二 六〇哩 一日 平均 乘客二 六 六、 一八 三。 公阖四 四、 面積 一、 九〇〇 
英加〇 小 學校七 一、 中學校 七、 其 生徒 六〇 ' 111三0大學一、生徒五、〇〇〇 
公設 圖書誼  一〇敎 會 二三 五 0 死亡率 一千 人 1: 對 し >1 人强〇 電燈率 ーヶ月 最 
始 の四五 ド矽1 |: 對し：^1每 !: 六仙之 ^ 超過マろとき每ド矽1二仙九厘0 が 
ス率 最低 五 百 立方 呎七五 仙 〇水價 最低 五 百 立方呎 五十 仙 之を 超過した る 百 立 
方呎毎 U 六 仙 G シアトル 貯水量 二 七 一、 一三 七、 千が n  XO 一日 平均 用水 量 三 
八、 三 〇九 、一八 ー ザ n  XO シアトル 橫濱間 四、 二 五五哩 Q 上海 迄 五、 〇八五 
哩 〇 ホ ノル、 迄 二、 四 〇九マ ィル 〇 桑 港 迄 八 一 五 マィル 〇 

帝國領事舘と米國西北部聯絡日本人會はシアトル市セントラルゝビルデン广 
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ロニ 五八、 二 八 八 0 
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上記の 産物 11 華 州 1: 於け る 重要 


景 光の 業 農 


華 州 沿岸の 地形 

シアトルと タコマ ! t 重なろ 通商 港灣、 アバー デ 
X、 ホ キア ム、 H ヴレ ツト三 港は 木材 積 出港な 
り、 オリ ムヒア II 華 州の 主府に して 州廳 あり、 
シアトルの 對岸 1: •フレ マトン 軍港め り、 ヴヰク 
卜 V アの 對岸ヴ ア y デフ H 力の 海峽 1: 沿 ふて 口 
トト y、 J7 - デン、 ヶーシ I の 三 要寨 あり 〇 沿 
海水 淸ら か 1: して 才  V  ムヒ ツク 、カスケ— ド 兩 
山嶽 II 四季 雪 積り て 風景 明媚な O  Q 


序 

米國 西北 部 在留 日本人の 發展は 一方 日本 民族 海外 膨脹の 象徴に して 他方 米國 西北 部 隆昌の 
証左と 云 ふべ し。 華盛頓 州に 於け る 日本人の みに 就て 云 ふ も 三十 年 前 僅に 三百を 數 ふるに 
過ぎ ざ 6 しもの 爾來 年を 逐ふて 其 數を增 し、 日米 外交の 經緯 、經濟 界の動 搖に伴 ひ 多少の 
消長 あ 6 しに 拘らず 今や 二 万の 多數 に垂ん とし、 農業、 商業、 其 他 各種の 產業に 鬱然 根 1 饰 
を 深ぅ する に 至れ 60 之を 日本 R 於け る 年々 人口の 增殖 六十 万 海外 日本人 總數 六十 四 万な 
るに 顧みれば 九牛の一毛に 比すべ け 1; も、 其 社會的 迫害、 立法 的 打撃の 間に 處し 能く 今：！！ 
の 地步を 贏ち 得た るは 同胞 不撓の 精神と 勤勉 努力の 發現 として 民族 發展の 氣魄を 窺知す る 
に 足 6 宴に 同慶の 至 6 に堪 へず C 

由 來米國 太平洋 沿岸の 地は 所謂 「ワィルド、 ヱ スト」 の 西 端に 在 6、 殊に 西北 部の 地は 重巒 
谟野 (C 遮られて 文化の 光明に 接する こと 遲か りしが 一度 米國 北部 大陸 橫斷鐵 道の 開通を 見 
るに 至 6、 『シアトル』 『タコマ』 を 中心とする 華 州 一 帶は茲 に 長足の進歩を 遂げ、 「ビ ユゼ 
ツト 、サウンド」 の 自然 的 良港と m 洋及 東部 地方に 至る 距離 上 優勝の 地位は 木材、 小麥、 
果實の 地方 的生產 品の 饒 多と 相俟って 『シアトル して 一躍して 東西 貿易の 一 要港と 化し 
大戰の 勢に 乘じて 今や 紐 育に 次ぐ の米國 海外 貿易港た るに 臻れ 60  I, 一十 五 年 前日 本 郵船 會 
社 三 池 丸の 來航 t 以て 巨船 來を 謳歌した る 「シアトル J 市は 現に 人口 三十 三 万を 包 擁し 巨船 
大舶灣 頭に 去來し 四通八達の 一大 都會 となる 何 e 桑 滄の變 も啻な らん や 〇天の 慶福は 疑 ふ 
'ベく も あらず 〇我 同胞 將來 の發展 一に 懸て愼 重の 用意と 不屈の 精神に 在 60 


今旣往三十年來西北部日本人發展の由來を査するに、之を日米外交の見地 1- 6觀れば日米 
紳士 協約の 實施 期を 境と する 自由 移民 時代 及 制限 移民 時代に 分つ とと 得べ く、 之を 邦人 發 
展の 原因よ 6 探 n ば 移住 時代 及 出生 時代を 認め 得べ く、 之 ^ 邦人 活動の 心理的 方面よ 6 察 
すれば 出 稼 時代 及 土着 時代を 劃す るを 得ん。 米國が 自由、 活動の 新无 地と して 舊 世界の 因 
襲、 桎桔に 歉らざ る 移民を 廣く歡 迎收容 したる 時代は 巳 (C 去 6、 漸く 移民 制限 時代に 遷ら 
むと する に 方 6、 逸早く 阻止の 厄に 遇； 5 たる ものは 東洋 移民に して 我 固 胞 亦た 幾多の 脅威 
侵 迫と 奮闘す るの 止むな きに 至れ 60 斯 くして 米國に 於け る 邦人 將來の 發展は 其 修養、 德 
性の 向上、 其 經濟的 地盤の 確立に 嚮 ふの 外な く曩に 一攫千金 以て 錦 衣 鄕黨に 誇らん 事を 夢 
みたる 所謂 出 稼 根性を 棄て 、己が 移住 地に 定着し" 近隣 米 人と 提携 融和して 其 敬愛 聚め、 
t 地方 團 体の 一分 子と して 各種 産業の 發展に 貢献 努力 せんとす る 土着 氣 分を 抱 持す るに 至 
る、 素よ 6 其 所に して 又 健全なる 趨 潮と 云 ふを 得べ し〇而 して 漸く 成年の 域に 達せ ひとし 
つ、 ある 日系 兒 童の 將來は 益 ❖ 同胞 將來の 要 契と して 衆望 自ら 玆に 集まら ひとす るを 見る 
其 日系 市民と して 能く 大和民族の 精華を 米國の 特徴と 加味し 星條 旗下に 忠實 、優良の 實蹟 
を擧 ぐるは 獨 6 日米 善隣の 見地よ 6 讓ま しきの みならず、 米國の 隆昌， V 援け 、人道 正義の 
世界 ^ 招徠 する に 資する 事 多から 1; 〇米國 西北 部 聯絡 日本人 會が 『西北 部 日本人 發展史 
編纂す るに 際し 素懷を 述べて 序と なす 0 

.大正 十一 年 十月  在 シァトル 領事 齋藤  博 


米國 西北 部 在留 日本人 發展 略史 

I 、 緖論 •. 

合 衆國に 於け る 日本人 移住の 歷史は 四十 有 除 年の 星霜 k 重ねた る も、 之を 歐州 諸國の 移 K 又は 支那 移民 
の 歷史に 比せば 到底 之を 比較 論述す る ほどの 事績 k 有せず、 最近 二十 年間に 涉る 布哇及 太平洋 沿岸に 於 
ける 移民 往來の 歷史は 米國に 於け る 日本 移 K の 一般的 史實 とす、 本書 出版の 目的は 米 大陸 及 布哇其 他の 
合 衆國屬 領地に 於け る：：：： 本 移 K の發展 變遷の 狀况ヒ 詳述せ /L が 爲に 非ず して 米國 西北 部 諸 州に 於け る： n 
本人 移住の 梗槪ヒ 記し 在米 H 本人の 實狀 t 知ら / L とする 人の 爲に 部分的 材料 V 提供 せんとす るに あ 6  0 
一八 七〇年 (明治 三年) 頃 米國に 在留した る 日本人は 僅かに 五十 五 人、 十 年後 A 於て は 百 四十 八 人、 一八 
九〇年 (明治 二十 七 年) に 至 6 漸く 二千〇 三十 九 人に 達し、 日 淸戰役 後に 移住者の 增 加を 見る に 至れ 60 
一八 八〇 年頃は 支那 人 十万 五 千 四百 六十 五 人に 對し 日本人は 僅かに 百 四十 八 人、 日本人 問題の 中心た る 
加州に 於て すら 八十 六 人、 華盛頓 州の 如き li 實に 唯一 人 住居せ しのみ、 日本人 排斥は 一九 〇六年 以降の 
乙と に 屬し其 原因と 徑路は 支那 人 排斥の 塲台に 於け ると 殆んど 相似た る もの あ 6、 日本人 排斥の 原因は 
雜種 多樣に して 容易に 眞相を 捉へ簡 單に說 明す る こと 困難な れ ども、 人種的 偏見、 社 會經濟 的 ■由、 地 
方 的 又は 國際的 政治 上の 理由に 基く ものにして、 日本人 發展の 情 况變遷 に 依 6 又 時と 塲合に 因 6 排斥の 
原因 動機に 變調あ 6 て 之を 綜合して 原因を 列擧 する 乙と 困難な 6、 本書は 西北 部に 於け る 邦人 發展の 事 
實を 列記し 我 民族 海外 發展を 念 ふ 有識の 土と 共に 米國に 於け る 我 民族 移住の 梗概を 考察し 將來米 國に於 
ける 邦人の 福祉と 日米 兩國の 倌久 親善を 謀らん とする 人の 爲め に參考 資料の 一端に 供 せんとす るに 在 6 
て 内容 甚だ 杜撰な n ども 精讀を 賜は らば 著者の 本懷 とする 處な 60 
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11 、日本人 移住の 梗概 
_ 西北 部 諸 州に 於け る變遷 

米國 西北 部 諸 州と 稱 する 地域は オレゴン、 モンタナ、 アイダホ、 ワシントンの 四 州を 總稱 する ものにし 
て オレゴン 州は 早くょ 6 合衆國 聯邦の 一州と な 6 しも ダコタ、 モンタナ、 ワシントンの 三 テリ トリー は 
一八 八 九 年 二月 二十 二日 合衆國 中央 議會の 决議に 基き 南 ダコタ、 北 ダコタ、 モンタナ、 アイダホ 及ワシ 
ン トンの 五 自治 州と な 6 合衆國 聯邦の 列に 加は れ 6、 ワシントン 州は 一八 八 九 年 五月 州 民 代表者 會 を 開 
き 憲法 草案を 起草し テリ トリ アル、 コンベンションは 同年 八月 二十 二日 憲法 原案を 可决し 同年 十月 一日 
の 州 民 一般 總選擧 に 之 t 採决 したり、 時の 大統領 クレグ ランドは 同年 十一月 一日 ワシントン 州が 自治 州 
たる ことを 正式 承認す る 布告を 發 し、 茲 R 初めて 合衆國 聯邦の 一州と なれ 60 

一九二 〇 年米國 々勢 調査に 依れば 加州 人口 三 §* 四十 二 万 六 千 八 百 六十 一、 華洲百 三十 五 万 六 千 六 百 二十 
一、 オレゴン 州 七十 八 万 三千 三百 八十 九、 モンタナ 州 五十 四 万 八 千 八 百 八十 九、 アイダホ 州 四十 三 万千 
八 百 六十 六、 にして 日本人々 口は 加州 七 万一 千 九 百 五十二、 華 州 一万 七 千 三百 八十 八、 オレゴン 州 千 百 
五十一、 モンタナ 州 一千 七十 四、 アイダホ 州 一千 四 一 m 六十 九、 之を 一九  一 〇 年米國 ❖勢 調査 即ち 之を 十 
年 前の 日本人 令 口に 比較 するとき は 加州に 於て 三 万 五 百 九十 六、 華 州に 於て 四千 四百 五十 九、 オレゴン 
州に 於て 七 百 三十 三、 アイダホ 州 R 於て 百〇 六、 增殖し モンタナ 州に 於て は 五 百 十一の 减少ヒ 見た 6、 
一九二 〇 年米國 全人 口は 一億 〇五百 七十 万 八 千 七： 白 七十 一に 對し 日本人 十一 万一 千〇 二十 五、 又た 一九 
一〇 年米國 全人 口は 九 千 三百 四十 万 二 千 s' 五十一に 對し 日本人々 口は 七 万 二 千 百 五十 七に して 滿十ヶ 年 
間に 三 万 八 千 八 百 六十 八の 增 加を 見た 6、 而 して 加州、 華 州、 オレゴン 、モンタナ、 アイダホ 五州に 於 
ける 一九！ 〇 年ょ 6 一九二 〇年に 至る 滿十ヶ 年間 R 於け る 日本人々 口の 增 加は 三 万 五 千 三百 八十 三に し 
て此 期間に 於け る 日本人 ❖口の 增 加の 殆んど 全部は 太平洋 沿 m 諸 州 内に 在 6 て 以上の 五州 以外に 於て は 
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僅かに 三千 四百 八十 五の 增 加に 過ぎず 0 

西北 部 諸 州の 產 業は 主として 鑛業 、農業、 製材業、 漁業 等に して 機械 製造業の 如きは 極めて 幼稚な 6、 
日本 移民 移入の 目的は 大陸 橫斷 鐵道勞 働 R あ 6 しも 交通 機關の 完成と 產業の 勃興 並に 人口の 增加に 從； 3 
邦人 勞働狀 態 亦 漸次 變 化し、 鐵道勞 働ょ 6 漁業、 農業、 製材業 勞 働と 變遷し 現在に 在て は唯獨 6 是等の 
勞働に 從事 する のみならず 自から 事業 經營 者と 爲れる 者 尠からず、 日本人 移住の 當 初に 於て は 殆んど 其 
全部 獨身 者に して 不熟練 勞働 者な 6 しを 以て 一定の 地に 居住す るに 非ず して 常に 轉々 流浪す るの 狀態に 
あ 6 た 6、 從て 生活 及 社會狀 態は 頗る 乱雜 にして 風敎上 好ましから ぬ 有樣な 6 しも 家族の 增 加と 獨立營 
業者の 增加は 一定の 地に 居を 搆 ふるもの 頻出し 社會狀 態は 著しく 善 化し 生活 程度 も 亦 向上した 6 しが 其 
半面に 於て 胃險的 勇氣减 じ、 同族 相 求めて 群居す るの 弊を 生じ、 有望なる 新 天地 ある も 容易に 遠隔の 地 
に 移住す るを 好まず、 自然 日本 村 又は 日本人 町と 稱 する ものを 形作る に 至 わ 60 

• 支那 人 排斥と 日本人 

支那 人が 米國に 移住した るは 西班牙 殖民 時代に して 加州に 於て 金鑛發 見せられ /2 る 一八 四 八 年の 頃は 旣 
に 加州に 五十 四 人の 支那 人 居住し、 一八 四 九 年には 七 百 三十 七 人、 一八 五〇 年には 三千 二百 二十 七 人、 
一八五一年には六千人、|八五二年には二万人、一八五三年には四千人、一八五四年には一万六千人の 
移住者 あり、 米國 々勢 調査に 依れば、 

種  別  一八 六 〇年  一八 七〇年  一八 八〇年  一八 九〇年  一九 〇〇年  一九 一〇年  一九二 〇年 
支那 人  nl 四、 S1  ナーー、 一九 九  10 五、 四六五  一〇 七、 四 八 八  八 九、 八 2 七 一、 五三 一  六 1 、 a 九 

日本人 S 一四 八  一一、 0 S 一一 四、 一一 S  七 一一、 一 五 七  ニー、 010 
にして 一八 九 〇年以 降は 支那 人を 口 俄かに 减 少し 年々 約 一万 人の 减少を 見る に 至れ 6 之に 反し j 八九〇 
年 以降 日本人々 口は 急激なる 增 加を 見た 6、 日 支 人々 口の 增减と 分布の 狀况 を對照 考察す る 乙とは 日本 
人 問題を 研究す るに 最も 興味 ある 問題と す 


H 支 人々 口 分布 統計 （米國 々勢 調査) 


JAPANESE  ~ j  CHINESE 


Division  and  dtate 

1920 

1910 

1900 

1890 

1880 

1920 

1910 

1900 

1890 

1880 

UNITED  STATES 

111,010 

72,157 

24,326 

2,039 

148 

61,639 

71,531 

89,863 

107,488 

105,465 

GEOGRAPHIC  DIVISION: 

New  England . 

347 

272 

89 

45 

14 

3,602 

3,499 

4,203 

1,488 

401 

Middle  Atlantic . 

3,266 

1,643 

446 

202 

27 

8,812 

8,189 

10,490 

4,689 

1，227 

East  North  Central . 

927 

482 

126 

101 

7 

5,043 

3,415 

2,533 

1，254 

390 

West  North  Central ••… 

1，215 

1,000 

223 

16 

1 

1,678 

1，195 

1，135 

1，097 

423 

South  Atlantic . 

360 

156 

29 

55 

5 

1,824 

1，582 

1，791 

669 

74 

Kast  1  ^  Ontral 

35 

26 

7 

19 

542 

414 

427 

274 

90 

\V 户 St  1 ^  t ral 

578 

428 

30 

42 

1,534 

1，303 

1,555 

1，173 

758 

Mountain . 

10,792 

10,447 

5,107 

27 

5 

4,339 

5,614 

7；950 

11；S72 

14,274 

Pacific . 

93,490 

57,703 

18,269 

1，532 

89 

34,265 

46,320 

59,779 

85,272 

87,828 

NEW  ENGLAND: 

IVT^tnp 

7 

13 

4 

1 

161 

108 

119 

73 

8 

TTfl  mpshire. 

8 

1 

1 

2 

95 

67 

112 

58 

14 

4 

3 

1 

11 

8 

39 

32 

Massachusetts . 

191 

151 

53 

18 

8 

2,544 

2  582 

2,968 

984 

229 

Rhode  Island . 

35 

33 

13 

5 

225 

272 

366 

69 

27 

Connecticut . 

102 

71 

18 

18 

6 

566 

462 

599 

272 

123 

MIDDLE  ATLANTIC: 

New  York . 

2,686 

1,247 

354 

148 

17 

5,793 

5,266 

7，170 

2,935 

909 

New  Jersey . - 

325 

206 

52 

22 

2 

1,190 

1,139 

1,393 

608 

170 

Pennsylvania . - 

255 

190 

40 

32 

8 

1,829 

1,784 

1,927 

1，146 

148 

EAST  NORTH  CENTRAL: 

Ohio •… 一 . 

130 

76 

27 

22 

3 

941 

569 

371 

183 

109 

81 

38 

5 

18 

283 

276 

207 

92 

29 

Illinois . . . 

472 

285 

80 

14 

3 

2,776 

2，103 

1,503 

740 

209 

Michigan . 

184 

49 

9 

38 

1 

792 

241 

240 

120 

27 

60 

34 

5 

9 

251 

226 

212 

119 

16 

WEST  NORTH  CENTRAL, 

Minnesota . 

85 

67 

51 

2 

1 

508 

275 

166 

94 

24 

Iowa . - . . . . . 

29 

36 

7 

1 

- - 

235 

97 

104 

64 

33 

135 

99 

9 

6 

412 

535 

449 

409 

91 

72 

59 

148 

1 

124 

39 

32 

28 

8 

38 

42 

1 

142 

121 

165 

195 

230 

Nebraska . 

804 

590 

3 

2 

… .... 

189 

112 

180 

214 

18 

52 

107 

4 

4 

68 

16 

39 

93 

19 

SOUTH  ATLANTIC: 

8 

4 

1 

43 

30 

51 

37 

1 

29 

24 

9 

7 

371 

378 

544 

189 

5 

District  of  Columbia . 

103 

47 

7 

9 

4 

461 

369 

455 

91 

13 

56 

14 

10 

16 

278 

154 

243 

55 

6 

10 

3 

3 

98 

90 

56 

IS 

5 

N ort  h  . . 

24 

2 

1 

1 

88 

80 

51 

32 

15 

8 

93 

57 

67 

34 

9 

9 

4 

1 

5 

211 

233 

2CH 

108 

17 

106 

50 

1 

14 

181 

191 

120 

108 

18 

EAST  SOUTH  CENTRAL: 

9 

12 

3 

62 

52 

57 

28 

10 

8 

8 

4 

6 

57 

43 

75 

51 

25 

18 

4 

3 

3 

59 

62 

58 

48 

4 

2 

7 

364 

257 

237 

147 

51 

•  WEST  SO.  CENTRAL: 

5 

9 

113 

62 

62 

92 

133 

57 

31 

17 

39 

387 

507 

599 

333 

489 

67 

48 

261 

139 

58 

38 

449 

340 

13 

3 

773 

595 

836 

710 

136 

MOUNTAIN: 

1,074 

1，585 

2,441 

6 

872 

1,285 

1,739 

2,532 

1,765 

1,569 

1,363 

1,291 

585 

859 

1；467 

2,007 

3,379 

Wyoming . 

1,194 

1；596 

393 

252 

246 

461 

465 

914 

2,464 

2,300 

48 

16 

291 

373 

599 

1,398 

612 

W  p  "v  i  c  o 

’251 

258 

8 

3 

171 

248 

341 

361 

57 

Arizona . 

550 

371 

281 

1 

2 

1，137 

1，305 

1,419 

1,170 

1，630 

Utah . 

2,936 

2，110 

417 

4 

. . 

342 

371 

572 

806 

501 

Nevada . . . 

754 

864 

228 

3 

3 

689 

927 

1，352 

2,833 

5,416 

PACIFIC: 

Washington . . . 

17,387 

12,929 

5,617 

360 

1 

2,363 

2,709 

3,629 

3,260 

3,186 

Oregon . ^ 

4,151 

3,418 

2,501 

25 

2 

3,090 

7,363 

10,397 

9,540 

9,510 

California . 

71，952 

41,356 

10,151 

1，147 

86 

28,812 

36,248 

45,753 

72,472 

75,132 
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右の 統計に 依れば 支那 人 分布の 數及 地域は 日本人の 塲 合に 於け ると 殆んど 同様にして 支那 人 發展の 中樞 
地は 太平洋 沿 単 及 中西部 諸 州 R して 排斥 亦 加州を 中心として 勃興した 6、 支那 移民は 鐵 道、 農園、 鑛山 
等の 勞役に 服す るを 以て 目的と し勞働 契約を 締結して 渡航した る ものな 6、 從て 彼等は 長時間 勞 働と 低 
廉なる 賃金に 甘んじた るは 勿論 他人 種の 喜ばざる 一切の 苦役に 從 事し 柔順に して 勤勉なる 彼等は 勞働又 
は 生活 狀 態の 如何を 顧みず 天候 嶮恶に して 生活 困難なる 加州、 ネバダ、 アィダホ、 モンタナ、 アリゾナ 
オレゴン、 ワシントン 諸 州の 未開の 原野に 鐵 道、 鑛 山、 農業 等の 勞 働に 從 事した るの みならず 料理人、 
洗濯 業、 家僕 等の 如 $勞 働に も從 事した 6、 彼等は 資本家に 取 6 ては 宴に 得難き 好勞働 者な 6 しも 其當 
時ょ 6 漸次 勢力 ^ 扶殖 したる 白人 勞働 者に 取りて は實乂 一大 敵 國の觀 あ 6 た 6、 太平洋 沿岸 諸 州に 於け 
る 政治 及社會 的變遷 は南歐 移民 及墨國 人に 對 する 排斥ょ 6 政治的 低抗力 乏しき 支那 人 排斥を 招致し、 勞 
働 組合の 組織と 其 勢力の 扶殖 は獨 6 產業 上の 問題に lh まらず 延 い ては 政治 上 各種の 問題を 湧發 せし ひる 
に 至 6 政界の 勢力 k 壟斷 したる 資本 階級に 反抗す る 政治家は 常に 外人 排斥 V」 標榜し 低級なる 勞働 者の 人 
種 的 反感を 挑發 して 以て 政爭 運動に 利用す るに 至 6 一般 市民の 支那 人に 對 する 反感 濃厚と なれ 6、 即ち 
一八 八〇年 前後に 於け る 支那 人 排斥運動は 甚敷 過激と なぅ 加州、 カロラ ド、 モンタナ、 ワシントン 諸 州 
に 於て は 支那 人に 對し 暴行を 加 ふるもの 續 出し 彼等の 生命 財産は 警察 權又は 司法 權を以 て 保護す る 乙と 
も 不可能なる 狀態に 陷 6 し 例 乏しから ず、 支那 人 排斥 暴動 鎭壓 の爲め には 軍隊の 出動を 見た る 乙と すら 
あ 6、 又た カロラ ド 州に 於け る 支那 人 排斥 暴動 事件の 裁判 R 際し 支那 人に 對し 公平なる 倍審 人を 得る 能 
は ざり t 不祥なる 出來事 すら あ 6 しが 一八 六 八 年 「バ丨 リンゲ ーム」 條約を 締結して 米 支兩國 人の 旅行 居 
住 及 通商に 關 する 互惠條 約の 精神 R 依 6 支那に 於け る 米 國の利 權を擴 張 せんとした る 米 國の凿 支 政策は 
遂に 太平洋 沿岸 諸 州に 於け る 支那 人 排斥運動の 爲めに 一八 八 〇 年に 至 6 新ら たに 支那 移民 禁止の 條 約を 
締結し 越へ て 一八 八 二 年には 米 國議會 は 支那 移民 排斥 法律を 制定し 同時に 支那 人の 米 國歸化 禁止の 法律 
を も 制定した 60 
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合 衆國に 於け る 支那 人 渡航と 排斥の 由來 、原因 及 徑路は 頗る 興味 ある 史實に 富 〇 と 雖も茲 R 之を 詳述す 
るの 餘白な きを 遺 慽 とす、 日本人の 米國に 於け る 移民 史は恰 かも 支那 人の 跡 V 踏襲せ るが 如き 觀あ 6 て 
渡航 及 排斥の 原因 徑路は 二者 頗る 相似た る 者 あ 6、 之を 前揭の 統計に 依て 見る も 支那 移民は 數ヶ 年の 間 
に 大擧 して 米國に 移住し 其 排斥運動は 加州 桑 港 ^ 中心として 勃發 し、 條約又 •は 法律の 制定に 依て 移住を 
禁 IK し、 支那 移民の 數遞减 する 頃ょ 6 日本 移民の 移住 始ま 6 支那 人の 塲合に 於け るが 如 $ 狀態を 經て其 
排斥 も 亦 加州 桑 港を 中心として 勃興し 日米 兩國 政府の 協約 又は 米國内 國諸 法規の 制定に 依 6 日本人 排斥 
の 目的を 貫徹 せんとす る 傾向は 宴に 相似た る もの あり、 日本人に 對し ては 支那 人 排斥の 塲合に 於け るが 
如く 暴行を 加へ たる 例は 甚だ 尠 きも 今や 日米 紳士 協約、 轉航 禁止法 律、 及 太平洋 沿岸 諸 州の 排日 的 諸 法 
規 並に 移民法に 依 6 實際上 日本人は 恰かも 支那 人 同 樣の狀 態に 在りて 他の 一般 外 國 人の 場合に 比し 頗る 
劣等に して 且つ 差別 的 待遇を 受 くるの 狀 態と なれ 60 

_ 日本 移民 發展 の徑路 

今 公 去る 四十 年 前、 日本人 渡航の 初めに 於て は 邦人は 主として 紐 育 州 及び 東部 諸 州に 散在し、 加州に 於 
て すら 僅かに 八十 六 名を 算せ しに 過き ず、 當時 加州 在留の 支那 人が 七 万 五 千 百 三十 二 名の 多き に 達せし 
に 比すれば 日本 移民が 米國 人の 眼中に 存在せ ざり しことは 今日 之を 察する に 難から ず、 一八 八 〇年合 衆 
國 ❖勢 調査 表に 依れば 左の 十六 州に 邦人の 在留せ しもの あ- 〇 しが 其總數 支那 人 三 万一 千 二 良 十三 名に 對 
し 邦人は 實に百 四十 六 名 ありし のみ。 

0 H 支 人 在米 對照表 (一八 八 〇 年 米國々 勢 調査) 


州  名 

△マサ チュ— セツ 

△コン ネチ カツ ト 


支那 人數 
ニニ 九 

一二三 


日本人 數 
八 


州  名 

△紐  育 

△ニ ュー， セルジ ー 


支那 A 數 

九〇九 
一七 Q 


日本人 數 

一七 

二 


州  名  支那 人数 

△ペン シル ヴヱ- ーア  ー四 八 
△オハ ヨ丨  一〇九 
△ィリノィ ♦ス  ニ〇九 
△ミチ ガン  ニ 七 
△ミネ ソダ  ニ 四 
△デス トリク ト 、コロムビア ー三 
△北 力 


日本人 数 
八 

三 

三 


四 


ナ 


州  名 
△ァリゾナ 
△ネヴァ ダ 

△オレゴン 
△ワシントン 
△カリフ オル ニ ア 

へ a 計 


三 


支那 人數 

一、 六 三 〇 
五、 四 一六 
九、 五一 〇 
三、 一八 六 
九、 五一 〇 
二三 


B 本人 數 


八 六 
四 六 


今ょ 6 四十 年 前 頃に 米國に 在留した る 邦人は 官吏、 學生 、商人に 非ら ざれば 旅客の 類に して 勞働 者は 皆 
無な 6 しが 1 A 八 二 年 支那 人 排斥 法 制定せられ て 以來鐵 道、 鑛山 、農園、 家庭に 要する 勞働 者の 缺乏を 
補充せ むがた め 日本人の 移住を 獎勵 せし が 其數 累年 增加 する に 至り 支那 人の 數减少 する 反比例に 邦人の 
數 著しく 增 加した るは 別表に 示め すが 如し 0 

一八 九 五 年の 交 支那 人 排斥 熱 其 極に 達し 華 盛噸州 内に 於ても 排 支那 人 暴動 起 6 タコマ、 シァトル、 スノ 
丨ホ ミッシュ、 H  • ゥ H レット 各地に 在留した る 支那 人を 加州 桑 港へ 放逐 せんとし 暴徒は 沙 港と 桑 港 間を 
航行す る竄船 クィン 號に 暴力に 訴へ て乘 込まし め 船長を 脅迫して 送還せ /L とせし も シァトル 市民 及び 華 
州 ❖ 立 大學々 生團 の武裝 抵抗に 遭 CA 其 目的を 達せ ざ 6 き、 タコマ、 スノー ホ ミッシュ、 ヱヴ JC レット 谷 
地には 支那 人の 住居す る 乙と を 許さず 常に 土地の 米 人の 妨害に 遭 a 最近 七 八 年 前 まては 支那 人は 日本人 
と 假稱し 居た 6、 然る ic 當華 州に 新たに 移住し 來た 6 たる 日本人に 對し ては 頗る 好感 情を 以て 之を 迎へ 
各種の 勞働 R 從事 する も 何等の 妨害を 試みる 者 無 か 6&、 斯 くの 如くに して 支那 勞働 者に 代 6 太平洋 沿 
岸 諸 州に 移住した る 邦人は 初め 鐵 道、 鑛 山、 農園、 家僕 等の 勞 働に 從 事し / 2 6、 就中 鐵道就 働 者は 邦人 
全勞働 者の 殆んど 六 割， ど 占め 製材所 勞働 二割、 農業 勞働 一割、 家僕 一割の 比例 (C ありたり "一九 〇六年 


頃よ 6 製材所 及 農園 勞働 R 從事 する もの 增 加し 鐵道勞 働 者は 漸次 减少 する の 傾向を 生 r、 布 哇轉航 禁止 
並に 移民 渡航 制限の 結果と して 新 移民の 渡航の 途杜絕 し 邦人は 本國よ 6 妻子 家族 k 呼迎 ふの 風潮 起り 一 
定の 地に 居を 定む るの 必要 あ 6 て 從來 習得した る 職業を 選み 農業 又は 雜 種の 商業に 從事 する に 至 6 邦人 
の經濟 及社會 状態に 著しき 變 化を 生じた 60 

素と 西北 部 諸 州の 邦人は 英領 加奈陀 ヴァン クーゲ I 或は 加州 桑 港方而 よ 6 來れる ものにして 一八 九 六 年 
日本 郵船 會社が シァトル 航路を 開ら き、 一九 〇九 年大阪 商船 會社が タコマ 航路を 始めて よ 6 北太平洋 沿 
岸よ 6 入 米す る もの 夥しく 增 加し 華 州は 加州に 次 r の 在留邦人の 多き 地方と なれ 6、 苹 州帝國 領事館は 
明治 二十 八 年 十 一 月 九日 始めて タコマ 市に 創設せられ 明治 三十 三年 十二月 二十 二日 シアトル 市に 移轉し 
た 6 しが 船舶 出 人の 關 係と 領事館は 十數年 前まで 現在の ボ丨ト ランド 領事館の 管轄 區をも 併せ 管掌せ し 
ため 自然 シァトルに 邦人の 集中す る もの 增加 した 6、 然しながら 邦人々 口の 增减 は勞 働と經 濟狀 態の 變 
化 ic 依 6 常に 定 爻6 なし 0 

0 太平洋 沿岸 在留邦人 狀况 一覽表 (一九二 〇年 調査) 

合 衆國總 人口 數  一〇 五、 七〇 八、 七 七 一  在米邦人總人〇數  一 五 〇、 〇〇〇 
日本人は 合 衆國總 人口の ー パ ーセン トの七 分 ノーに 相當す 
加州 總 人口 數  三、 四 二 六、 八 六 一  加州 邦人々 口數  七 〇 、一九 六 
: n 本人は 加州 人口の ニ パ ー セントに 相當す 
華州總 人口 數  一、 三 五六、 六. ニー  華 州 邦人々 口數 
日本人は 華州總 人口の 一、 三 パ— セントに 相當す 
オレゴン 州 總 人口 數  七 八 三、 三 八 九  央州 邦人 ❖ 口數 
H 本人は 央州總 人口の ー パ— セントの 二分 ノーに 相當す 


七、 


四、 C ニニ 


州 


デ カネ サノ ミア 
ラン ブウ I ゾイ 
ウサ ラスス リオ 
エス ス  I  フ 


.7 


力 


ダ ダ 


タタ 


四  五  八 二 四 五 五 - 五 

一四三一八九七 一 五 i 九〇五七〇二四八三三 


―  7t  一  一 一  一 

〇九四 五 九 三 六三四八三七九〇 四 七三 五 
四 七 〇こ九 九 六 七 四 九 五 八六〇六七一三一 


B 米 大陸 各 州 在留 日本人 

名  一八 八〇年 

合衆國 大陸 計 一四 八 

メ  •-ン  ! 

ニ ュー ハン •フシ エア  丨 


ヴ K  I モント  - 

マサ チユ セット A 
口ー ドア ィラン ド  — 
コネチヵット  六 

紐  育  一七 

一ー ユーゼ ル ジー  匚 

ベン シル* ウヱー 1 ァ A 


オハ ヨ丨 

ィン デ アナ 

イリ ノイス 

ミ/ ガン 
ラ 4 スコン シン 
ミネソタ 


(米國 々勢 調 杳 統計) 

一九 〇〇年  一九  一 C 年 
二 四、 三 二 六 七 二、 一 五 九 
四  一三 
一  一 

丨  三 


々口 年別 表 

一八 九〇年 

二、 〇三九 
! 

二 

一 

一八 
五 
一八 
一四 八 


三 二 
ニニ 
一八 
一四 
三 八 
九 
一一 
L 

六 


二 

四 


一九二 〇 年 

七 ; 九 五’ 二 

七 

八 

四 

一九二 
三 五 
I 〇二 
二、 六 八 六 
三 二 四 
二 五三 
一三 〇 
八 一 
四 七 八 
一九 四 
六 〇 
八 丑 
二 九 
ニニ 五 
七 二 
三 八 
八〇四 
五 二 

X 
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玉く  一 

六 二 四 二  三 二 四  g 

一二 一八  四 九九 四 一  ー  ー〇 

七八七一八八三 - 三 丨七丨 丨三四 1 - II 丨〇七 九 年 


為、、、、、  一 

九八一三二三五三五三  九 
二六一七五〇九六八四四三  一五  一四 二 ^ 
九四〇 一八〇六三五〇八一九二四八二〇四八二三四七四 ¥ 


七  — ‘  — •一一 一 

三七九五二四一四〇四  一  一九 

八五三五四六九六七四六五  一  〇 一二 一 五〇二 
八四六〇一四四九四九七七五 丨 八八九六九五四〇六三九 ¥ 


州  名  一八 八〇年 
メリ— ランド  I 
デス トリ クト 、コロンビア 四 
パ アジ- 1 ア  I 
ウェスト バア ジニア  I 
ノ—ス カロライナ  ー 
サクス カロライナ  丨 
ジヨー ジア  丨 
フロリダ  ー 
ケン タツ キ丨  ？ 
テ ネシ丨  丨 

アラバマ  ー 
ミス シビ 丨  丨 
アー カン サス  丨 
ルイジアナ  r 

オクラ ハマ  !. 

テキサス  丨 
モンタナ  丨 
アイダホ  I 
ワイオミング  ー 

コロラド  I 
ニ ユ—  メキシコ  I 

アリゾナ  ニ 

ユタ  丨 
ネバダ 
フシ ントン 


三 


I 八 九〇年 

七 

九 

一六 

三， 


五 

一四 

三 

六 
三 

七 

三 九 

三 

六 


一〇 

三 

一 

四 

三 

三六〇 
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州  名  一 八 八〇年  一八 九〇年  一九 〇〇年  一九 一〇年  一九二 〇年 
オレゴン  ニ  ニ 五  一一、 五〇 I  三、 四 一八  四、 一 五一 
カリフ オル-ー ア  八 六  一、 一四 七 一〇 、一 〇 一四 '; 三 五六 七 一、 九 五一 一 
日米 兩國 政府の 相互 諒解に 依 6 日本 移民 t 制限せ /I としたる 日米 紳士 協約は 一九 〇八年 六月ょ 6 實 施せ 
られた 6 しが 米國 移民 局の 發 表した る 統計に 依 n ば 一九 〇九年 以降 一九二 〇年に 到る 滿十 ニケ 年間に 於 
ける H 本人 人 米 總數は 九 万 二 千 六 ff 六 名 (C して 歸國總 數は七 万 九 千 八 百 三十 二 名な 6、 一九 〇九 年ょ 6 
一九二 一年 迄 滿四ケ 年は 入 米 者よ 6 も歸國 者 多くして 六 千 六 百 六十 四名减 少し、 一九 一三 年よ 6 一九二 
〇年迄 滿八ケ 年間は 入 米 者の 數歸國 者よ 6 多く 一万 九 千 四百 三十 八名增 加した 6、 而して | 九 〇 九年以 
降 一九二 〇年に 至る 滿十 ニケ 年間に 於て 總數. 一万 二 千 七 百 七十 四名增 加した 6、 入 米者增 加の 主なる 者 
は 婦人 及小兒 にして 新ら たに 勞 働を 目的と し 渡航した る ものな し 0 


□日本 移民 入 米 及 歸國對 照 表 (_jw --o gf 米國 移 K 局 統計) 


年號 
一九 〇九 
一九 一〇 
一九二 
一九 一二 
一九二 一一 

一九 一四 

一九 一 五 

一九 一六 
一九 I 七 

一九 一八 

一九 一九 


人  國 
一一、 四 三 二 
二、 五 九 八 

四、  二八 二 

五、  三 八 五 

六、  七 七 一 

八、  四 六 一一 

九、  〇二九 
九、 一〇〇 
九、 一 五 九 

I、 一四 三 
一、 四〇四 


出  國 

五、 〇〇四 
五、 〇二四 
五、 八 六 九 
五、 四 三 七 

五、  六 四 七 

六、  三 〇〇 

五、  九 六 七 

六、  九 ニニ 

六、  五八 一 

七、  六 九！ 

八、  三 二八 


戚少數 
二、 五 七 一一 
二、 四 二 六 
一、 五八 七 
七 九 


增加數 


、ニー 四 
、一六 二 
二、 〇六二 

一、  一七 八 
、五 七 八 

二、  三 五 二 
二、 〇七六 
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年  號.  人國  出國  戚少數  增加數 
一九二 〇  一二、 八 六 八  二、 〇六二  I  一、 八〇六 
總  計  九 二、 六 0 六  七 九、 八 三 二  六、 六 六 四  一九、 四 三 八 
合 衆國に 居住す る 邦人の 正確なる 數を 知る 乙とは 頗る 困難な 6 何とな n ば 移民 局の 統計と 合 衆國令 勢 院 
の 統計 並 ic 各 日本人 會の 人口調査を 對 照して M る R 其 差 甚だしく 殊 R 米國 出生 子女の 數 明確なら ず 加 ふ 
る. に 死亡 及 密入國 者の 數を 知る 乙と 不可能な わ ばな 6、 然しながら 大体に 於て 一九二 〇 年の 米 國々 勢院 
の 人口調査と 一九二 〇年各 領事 舘及 日本人 會に於 て 調査した る 在米邦人々 口 調査は 稍々 實數に 近 9 もの 
なれ ども密 入國 者は 大部分 此 調査 ^ . 避けた るの 傾向 あれば 實 際の 在米邦人 (i 米 國々 勢院 統計の 約 三 割 位 
多數な 6 と 推定す る 乙と を 得べ し、 米國 出生 子女の 數 t E 確に. 知る 乙と を 得ざる 现 由は 米國出 子兒の 出 
生 届 t 爲 すに 當 6 領事館に 届出 づる 者と 直接 原籍地の 戶 籍役塲 R 届出 づる者 あ 6 又た ) K 國 側の 届出 •ての 
み t なして 日本側に 届出を 怠 6 たる 者 あるの みならず 敎養 の爲め 日本に 送 6 現に 米國に 居住せ ざる もの 
多き に 依る、 米國に 於け る 邦 入 子女の 出 牛 死亡と 邦人の 死亡 統計を 得る 乙と も 亦 頗る 困難な れは 左に 米 
國 政府の 發 表した る 移民 統計と 國勢院 統計を 對照 して 密人國 者 及び 米國に 居住せ る米國 出生 兒の數 と 推 
定 せらるべき 表を 揭げ て參考 とす 0 


0 在米 日本人 密入國 及米國 出生 兒 居住者 推定 表. 
一八 九〇年 在米 日本人 數  二、 〇三九 
卽一 5 s si 移民 增加數  二 三、 ニニ 
合計  二 五、 一 五一 
一九 〇〇年 在米： n 本人 數  二 四、 三 二 六 


.(米 國 々勢院 及 移民 局 統計) 


十ケ 年間に 八 二 五 减少の 差 あ， 


一九 〇〇年 在米 日本人 數 


二 四、 三 二 六 
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至 一九 一〇年 


合計 

I 九 一〇年 在米 U 本人 數 


三 四 ' 一六 九 
五八、 五八 五 
七 一一、 一 五 七 


十ケ 年間に ニニ、 五 七 二增 加の 差 あ 6 


一九 一 〇年 在米：！： 本人 數 
一 iTUI 一一 ? i 移 W 增加數 


合 計 

九 二〇年 在米： n 本人 數 


十ケ 年間に ニー、 〇 八三增 加の 差 あ 6 


七 二、 一 五 七 
■ 七、 七 八 五， 

八 九、 九 叫 二 
ニー、 〇二五 

前の 統計に 依て 見れば 一八 九 〇年以 降 一九二 〇年に 至る卅 ヶ 年間に 於て 始めの 十ヶ 年間には 八 百 二十 五 
名の 减少 t 見た 6 しを 以て 統計の 不 IE 確か 死亡者 多 か 6 しと 姑る の 外な し、 次ぎの 十ヶ 年間には 一万 三 
千 五 百 七十 二 名の 增 加を 見た 6 し ^ •以て 此增 加は 移 R 渡航 以外 米國 内に 於て 出生 又は 密入國 に 依て 增加 
し / 2 6 と a るの 外な し、 最後の 十ヶ 年間に 於て は 二 万一 千 八十 三 名の 增加あ 6 是亦 移民 渡航 以外 米國内 
に 於て 出生 又は 密人國 に 依て 增 加した る もの 七 認め 得べ し、 即ち 一八 九 〇年以 降 一九二 〇年に 到る 滿三 
十ヶ 年間に 於て 公然 米國に 入國 したる 者の 增加 以外に 三 万 三千 八 百 三十 名の 增加 t 見た る譯な 6、 然る 
に 一九 一〇年 以降 一九二 〇年迄 加州 内に 出生した る 日本人 敷は 三 万一 一千 九 百 四十 六 名、 一九 一 五 年 以降 
一九二 〇年迄 ヮシントン 州 内に 出生した る 日本人 敷は 三千 五；： n 九十 九 名 あり、 其 合計 三 万 六 千 五一 e 四十 
五名なる が 加州と ヮシントン 州は 邦人の 最も 多く R 住せる 土地なる •か 故に 之 ^ >假 りに 米國 大陸に 於て 出 
生した る 全 數 とする も 之 等の 兒 童は 死亡 又は 日本に 送 6 養育せ ら る、 者多數 あるを 以て 其 半數が 現に 米 
國內に 居住す ると 假定忙 ば 具數 一万 八 千 二百 七十 二 名 ありて 前記の 三 万. 1 一千 八 百 三十 名ょ 6 差 引く と& 
は 其殘 6 一 万 五 f 五 百 五十八 名が 密人國 其 他の 理由に ょ 6 米國 へ入國 したる ものな 6、 然れ ども 一九二 
〇年 太平洋 沿岸 諸 州に 於け る 各 日本人 會 の調杳 したる 人口調査に 依 n ば 年齢 二十歳 以下の 男女は 三 万 七 
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六 八 八 
AO  A 


四 ニニ 
七 二 五 
五一 四 


九 四 五 
八 六 一 
三 七 六 


一三 七  〇四五 

五 七 八  〇七二 

九 七 二  一四 七 


五一 四  一  五 七 6 二 

〇〇〇  二 四 八  七 二 五州 


八 


州ア 

一  一 2 イ 
六六〇 Sf： 


二  四 三 一  七 五 二 $ 


五三 二 年 五 ニニ： 年 
三〇三  二 五 七 市 


計 女 男  計 女 男 


計 女 男 

一四 七 年 


二 市 以外 • 


全 J7 V 〆 卜〆 州 

一、 九〇〇 
一、 八 二八 
三、 七 二八 


(六 歳 以下) 


(十四 歲以 下) 


合  計 

二、  〇〇七 
一‘、 九 二 

三、  九  一 A 


幼 

シアトル 市 

八 九 一 
九〇二 
、七 九 三 

少 

二三 九 
ニニ ハ 
四 五 五 


千 三百 七十 三 名 t、 又た 吾人の 經驗运 〃推定せ る 密人國 者の 數は全 米國に 於て 約 一二 万人 泣な*^ と 思 
推す、 歐 ：？： 大戰當 時日 本 船舶の 往復 頻繁に して 其乘組 員が 米國 海員 法の 規定に 依 6 米國 に假 上陸し 其 儘 

米國 If 又は 蠢 I 岳-日本に？ 蠢し 交付—〃  日本海 員は 悉 

く 米國假 上陸 k なし 其 大部分は 米國 海員 法の 規定に 依 6 米 國に滯 在せ し爲め 可な 6 多數の 邦人 密入 iil せ 
し譯な 6 是 等の 缺陷は 一に 米國 海員 法の 責任に 歸 すべさ ものにして 米國の 排日 輿論は 日本 政府の 不信義 
を攻む る もの あれ ども 我 政府 li 密入國 者 取締に 就て 毫も 責任を 負 ふべき 理由 あるな し 0 
左に 太平洋 沿岸 諸 州に 於け る 邦人々 口年齡 統計を 揭げ 參考 とす 〇 

回 ffi シアトル 帝國 領事館 管 W 在留 日本人 第一 回國勢 調査 統計表  其 一 

(一九二 〇年 十月 一日 現任) 


(二十歳 以下) 

三 四 六  七三 三 
一一 五  三 六 六 
四 六 一  一、 〇 九九 
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ニ ニ 九 
五 二三 


六 一 五 
二〇一 
三 九 四 


七三 四 
六 一四 
一 五六 


八 六 一 全 

、 ■ 、  \  v 

四 九四シ 
〇六三 f 
一九二 上 

州 


二 ー ニ  六 二三 夕 
三 一二 年 六 一 五 年 五六 九： 年 
四 三 一  八 七 一  四 ニニ 市 


〇 二七ン  三  三  四 一二 y 

三 四 八？  五 四  四 三 一  —— 九： 

四 五 九；  四 九 五  五一 四  六 九 七 州 


四 一二 

、 、 、  5/ 

一八 ニア 

四 五 七]; 

三 七 七市壯 


六六〇 
總 四 四〇老 


計 女 男  計 女 男  計 女 男  計 女 男 


六一五 
九 一八 
九九 〇 


(五十 歳 以上) 


(三十 七歲 以下) 

一 Jfxai  ? 二 上 州 
一、 八 四 五  四、 五一 四 
一、 三 ニー  三、 四 三 一 
三、 一 五 七  七、 九 四 五 

(五十 歲以 下) 


計 

夕 r-74 &  二 市 以外 ノ 

タコマ rfi ワシントン 州 

八 八 五 五、 〇六六 
五八 八 二、 七 九 六 
一、 四 七三 七、 八 六 二 


三、  二 五 五 
七 六 八 

四、  〇 二三 


トル 帝國頭 事 舘管內 在留 日本人 第一 回國勢 調査 表 


熟 

、五 五八 
三 三 六 
、八 九 四 


シアトル 市 

五、 四 八 一 
三、 五八 五 
九、 〇六六 

回在シ ア 


合  計 
一二、 四〇一 
七、 二. 八〇 
一九、 六 八 一 


日 現在) 


男  女 

幼年 (六 歲以 下，) 二、 〇〇七  一、 九 


合  計 
四、 八 七 一 
三、 五八 七 
八、 四 五 二 


三、  六 三 四 
'ニー 

四、  四 四 六 


アイダホ  r  -7  ^ 
州 (九 郡) ァラスカ 

三 六  二 四 
三〇  七 
六 六  三 一 


二 三 
五 
二八 


一 五 


アィダホ  r  ^  ^  ,7 
州 (九 郡) アラスカ 

一〇三  七 七 
四 五  ニー 
一四 八  九 八 

其 二 

(一九二 0 年 十月 

計 

三、 九 一八 


四 二 
八 
五〇 


六 
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セ  三、 

：£ 一  八 S 三 四 女 

八 - 八 七 七 

〇九二 七 七 四 


老熟 壯靑少 幼 
年年 年年 年 


合 老熟 壯靑少 


年老 熟 壯靑少 幼 
合齡 
計不 

明年 年^ 生年 年年 


在 

ホ. 


在 

桑 

港 

帝 

國 

總 

領 

事 

舘 

管 

内 

在 

留 

日 

本 

人 

第 


七 

ュぐ 


四 一九 三 二 四 


三三一五〇九七五 

二〇四六七五三七 


九 

〇 
計 年 


日 

現 

在 


年 (十四 歲以 下) 
年 (二十歳 以下) 
年 (卅 七歲 以下) 
年 (五十 歲 以下) 
年 (五十 歲以 上) 
計 


男 

五二七 
七 八 二 
四、 八 七 一 
三、 六 三 四 
五八 〇 
一一、 四〇一 


四、 四 七 八 
一、 九九 六 
一、 四 九九 
一、 一六 二 
三、 四 二 
三、 〇六八 


.ランド 帝國 領事 舘管內 在留 日本人 第一 回國勢 調査 表 ( 一 


七三 一 
ニニ 三 
二 七 六 
一、 七 七 五 
一、 八九〇 
三 八 九 
二 六 
五、 ニニ 〇 


女 

七 二 六 
一四 〇 
二 九 
一、 ニニ ニ 
二 六 六 
二 五 

ra 

二、 四 一二 


一、 〇〇一 
一、 一 五 九 
八" 四 五 二 
四、 四 四 六 
六 九九 
九、 六 八 一 


回國勢 調査 表 (一九二 〇年 十月 一日 現在) 


女 

四、 一八 三 

一、  九 二三 
六 二三 

八、 一八 八 

二、  五 〇三 
三 三 四 


計 

八、  六 六 一 
三、 九 一九 

二、  二三 

九、  三 五〇 
五、 九 一四 

三、  四〇 一一 
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合計 


三 五、 六 一四 


七" 七 五 四 


五三、 三 六 八 


0 在 ロスアンゼルス 帝國 領事館 管内 在留 H 本人 第一 [nl 阈勢 調査 表 (一九二 〇年 十月 一日 現在) 


幼  年 
少  年 
靑  年 
壯  年 
熟  年 
老  年 
合計 


三、 三 五 九 
八 八 三 
六 七 六 
五" 四 二三 

五、  四 九 四 
八 ニニ 

六、  六 五 七 


0 在 晚香 坡帝國 領事館 管内 在留：：： 本-^ 第一 回 國勢調 査表 


幼  年 
少  年 
靑  年 
壯  年 
熟年 
老  年 
合計 


一、 六〇四 
六 三 一 
六二〇 
四、 四 九 七 
三、 五三 七 
七 九九 
一、 六 八 八 


女  計 

三、  九 八 九  六、 七 五 七 
八 ニニ.  一、 六 九 六 
三 三 九  一、 〇一五 

四、  九 八 七  一〇、 四一〇 

一、  一一 九  六、 六 一三 

九 八  九二〇 

〇 、七 五 四  二 七、 四 一一 

一九二 〇年 十月 一日 現在) 
女  計 
, 五ー ニ  三、 一一 六 
五 九 三  一、 ニニ 四 
ニニ 六  八 四 六 

二、  六〇八  七、 一〇五 
七 五 二  四、 二八 九 

九 六  八 九 五 

五、  七 八 七  一七、 四 七 五 


_ 日本人 勞働狀 態の 變遷 

西北 部 諸 州に 於て 日本 勞働 者の 就 働せ る勞働 種別は 其 初め 鐵道 工事、 製材所 又は 家 內勞働 等に して 農園 
勞働 者は 極めて 少數な 6 しも、 歐州 移民の 移住す る 者 漸く 增加 すると 共に 日本 移民の 新ら たに 渡航す る 
の 途絕ぇ て鐵道 工事の 如き 常に 一團 体と し C 多 數の勞 働 者 $: 要する 勞 働には 自然 伊 多 利 人、 ボー ランド 
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人、 グリ ーキ人 等の 如き 一團 体と して 多數の 人員を 容易に 供給し 得る ものに 漸次 驅逐 せらる、 R 至 6 鐵 
道 工事 勞働 に從 事した る 者は 機械工 塲の勞 働に 轉じ 或は 方面を 變へて 邦人の 性情に 適した る 農業、 製材 
所 又は 魚類 罐詰業 等の 勞 働 (C 從事 する に 至れ 6、 又た 家內勞 働に 從事 せし 男子は 婦女子の 數增 加す ると 
共に 漸次 此 種の 勞働に 從事 する 者减 少し 婦人 之に 代る に 至 れ6、 現在に 於て 日本 勞働 者の 勞働 種別 順次 
は 農業 勞働 最も 多數 にして 製材所、 鐵遣 工事、 エ塲 、家内 勞 働’ 商業 使用人の 順序に あ 60 
日本 勞働 者は 皆 コム モン レ— ボァ— の 部に 屬し 夏季 魚類 罐詰 業に 從事 したる 者は 冬季 鐵 道に 就 働し， 夏 
季 農業 勞働に 從 事した る 者は 冬季 製材所 又は 山林の 伐採 勞 働に 轉 ずるな ど 一定の 職業を 固守す るの 傾向 
なか 6 しも 今日に 於て は 多年の 習慣と 經驗 とに 依 6 又た 勞働狀 態の 變化 並に 生活 上の 關 係よ 6 して 一定 
の職業を固守するの風潮生じ加ふるに其技能は準スキルドレボァ丨の域に達し給金も相當に高給を採る 
に 至 6 て 自然 邦人の 間に も 一種の 職業 階級を 產むに 至れ 60 

_ 日本人 營業狀 態の 變遷 

日本人が 獨立營 業に 從事 せし 端緒は レストラン ト 業、 雑貨商、 下宿 業、 理髮 業、 日本 飯屋の 類な 6、 一 
九 〇〇年 前に 於て は 一般 同胞 社 會狀態 頗る 不健全な 6 しのみ ならず 米 人の 社會狀 態 も 亦 等しく 混沛 とし 
て 秩序な く 其 間に 在 6 て 低級なる 勞 働に 從事 せる もの 多數な 6 し を 以て 今日よ 6 其狀態 t 回顧 すれば 殆 
んど 隔世の 感あ 6、 一九 〇六 年の 頃よ 6 寫眞 結婚に 依る 婦人の 渡米す る者增 加し たれば 色 ❖ の勞 働に 從 
事した る 者 も 一定の 地に 住居を 定む るの 必要と 生活の 安定を 求めん とする 經濟的 理由は 期せず して 獨立 
營業に 着く の 風潮 生じ、 各種の 勞 働に 從事せ る 間に 習得した る 職業を 選み 夫婦 共 稼の 事業を 營ひ K 至れ 
60 理髮 業、 洗濯 業、 洋服 裁縫 業、 宿屋、 ダ ロ サリ—、 農業 等の 增 加せ るは 實 に此砰 由に 依る ものな 6 
就中 農業は 一般人 口の 增殖 a 激 にして 供給 不充分な 6 しを 以て 生產 品の 販路 容易に して 極めて 有利なる 
事業な 6 しのみ ならず 各方 面よ 6 之シ .獎勵 したる 結果、 農業は 數年間 の 間に 長足の 發達を 遂げた 6、 歐 
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州大戰 前後に 於て 貿易業に 從事 する もの 續 出した 6 しも 今は 拾數 軒に 過ぎす 0 

レストラン ト 業と 貿易業を 除き 其 他の 營業は 悉く 在留邦人を 主なる 華客と して 始めた る ものな n ども 華 
州 シアトル 、タコマ、 スボ丨 ケン 等に 於て は 現に I 切の 營 業の 顧客は 日米 人相 半ばし 日本人の みを 得意 
とする 營 業の 如きは 極めて 少數 にして 例へ ば 日本 飯屋の 如き 特種の ものを 除き 他は 營 業の 塲所に 依 6 各 
種の 一般 華客を 得意と す、 人種 僻見に 基く 排日の 聲ぁ n ども 打算的 觀 念に 富める 米國 人は 營業上 邦人を 
排斥す る こと ® し。 

本 # 管内に 於け る 邦人の 營業 別人 口 表を 揭げ 一九二 〇 年度に 於け る狀况 と 一九二 一年 度に 於け る變遷 VJ 
示せば 左の 如し U 

回 在 シァ-ル 領事館 管内 在留：！： 本人 職業 別人 □表 ( M j -O ^ ls il 比較) 

米國 西北 部 聯絡 日本人 會 調査 

シアトル 市  タコマ 市  其 他 各地  計 
一九一 〇 年 5 1 一年  50 年  i 年  50 年  i 年 5 0 年  i 年 

官  公  吏  M  四  五  丨丨丨  丨四五 
僧侶、 宣敎師 、神職 姑  ^  ^ r H 一一 一一  一  こ  二  一四 
敎育二 關スル 者 
醫  師 
齒科醫 


男 

女 

男 

女 

男 

女 


五 

六 

七 


三 

五 

三 


四 


VII 


一一  V 


二 六 

一八 

一九 
一〇 


一七 \ 
二〇 \ 

一 五 

一 

二 一一 
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一 全 
〇1 計 


元 


四 七 四 五丨丨 一一 四 I 

I  一 *  1 三  II 1  I  二  I 

I 1 丨 四丨丨 丨 一三 I 

I ニ ニ 九丨丨 一七 二 I 
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技藝二 關スル モノ  (俳® 
輕業師 、琴 三味線 ノ 師匠) 
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視察 遊歷者 
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朝鮮人 


28 


— ^  八 三 四 一 •ノン 

二 一  3R.3i.  —  rt? 

五  四  七 六 一 - 
八 三  六 七 年 

二 一 M _ 

一 尖 三」 空 
A  M. 九 実韋夕 

Z3 

ニー 五八 ー マ 
五 四'  八 八 全 市 
八窀 五 二； 


合 

總 

戶 


計 

計 

數 


一九二 0 年 
男 四、 七 六 六 

女  r 七三 八 

九、 五 0 四 
一、 0 七  ii 


其 他 各地 

一九 S  1 九 一二 年 
九、 四 四 0  七、 八 六 0 

一一、 一四 三  一一、 一三 一 


二、 S1 

一、 三 〇七 


九、 九九 一 
r H 九 


一 蒙 

一 五、 一一 八 一一 
七、 i 

一一 0 、六 011 

一一、 五 九 八 


一九 一一 一年 
一一 一一、 三 〇 九 
六、 一一 九 一一 
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一一 一、 六 一. I 五 


三、 日本人の 現狀 

_勞  働 

元來 日本 勞働 者は 低 給 長時間 勞 働に 甘んじた る 支那 勞働 者の 補給と して 移入 せられた 6 しを 以て 其當初 
に 於て は 頗る 低廉なる 勞働 賃金に 甘 / 1 じ 長時間の 勞 働に 從 事した るは 勿論、 勞働狀 態 又は 生活 狀 態の 如 
き 宴に 貧弱なる ものな 6 しが 世 運の 進歩と 邦人の 社 會的 訓練は 其舊 態を 一變 して 勞銀率 も勞働 時間 も 他 
の 一般 白人 勞働 者と 同 一 狀 態に 進歩した 6、 鐵道勞 働、 農園 勞 働、 製材 听勞 働、 其 他 各般の 製造 X 塲に 
就 働す る 日本 勞働 者の 多數は 所謂 不熟練 勞働 者 (C して 技術者 階級 又は 熟練 勞働 者と 認め ^ る 可 きものは 
極めて 少數な 6、 從來勞 働 組合は 人種 上の 狭隘なる 僻見と 賃銀 及び 勞働狀 態の 著しき 相違ょり 日本 勞働 
者の 勞働 組合に 加盟す るを 拒み 熟練 勞働 者と なるべき 機 會を與 へず 常に 彼等は 邦人を 排斥したり しも 近 
年 邦人 勞働狀 態の 向上と 勞働 事情の 變化 並に 經驗と 訓練 V 積 ひに 至 6 自衛 上 之れ と 提携 協調す るの 得策 
なる を自覺 せしめ、 歐 州大戰 前後に 於け る 米國内 の勞働 運動は 階級 利益 增進 の爲め 著しき * 調を 來たし 
對 資本 階級の 應策上 人種的 觀 念を 捨て、 專ら經 濟的團 結を 主と する の 傾向 生じ 画 北部 諸 州に 於て は 一 切 
の勞働 者を 抱 括す る勞働 同盟を 起さん とする 運動 起 6 加 ふる (C 資本 階級が 勞働組 合の ク a 丨ズ 、シヨ ッ 
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ブ 政策に 對抗 する 一策と して 常に 勞働組 合 員 以外の 勞働 者に 均等の 機會 k -與 へたる 事情よ 6 して 米人勞 
働 組合は 邦人の 組合 加入 ^ - 勸誘 する に 至れ 6、 例へ ば 材木 伐採 勞働 組合、 製材業 勞働 組合、 鐵道勞 働 組 
合、 ブッチ ャ-ユ ーー ォン、 ダィゥ ォ丨ク 組合の 如き 全米 勞働 同盟 華 州 支部の 管轄 內に 於て は 邦人の 加入 
5: 許す に 至れ 6、 又た 華 州 日本人 理髪 業 組合は 拾 數年前 設立以 來 、勞働 時間 及び 料金 等 皆 白人 同業組合 
と 同 一條 件に 依るべし との 諒解に 基き 好 良の 關 係を 持續 しづ、 あ 6、 其 他 各般の 勞働に 於て 雇主は 勞働 
組合との 關係上 特に 日本人 シ低銀 長時間の 勞働に 服せ しむる 能は ず、 從て 現在に 於て は 日白 人 勞働條 件 
は 大体に 於て 同一 狀態に 在る と 謂 ふ も 可な 6 とす、 農園 勞働 又は 市內 特種の 勞働に 於て は勞働 能率 其 他 
の 經濟的 理由よ 6 して 他の 一般 勞働 者よ 6 も 現在に 於て は 寧ろ 高給 ^ , 得つ、 あ 6、 婦人の 勞働に 關して 
は 婦人の 勞働 時間と 賃銀 率を 州 法律 r 以て 定め あるを 以て 日本 婦人 亦 他の 一般 婦人 勞 働の 賃銀よ 6 安價 
なる 報酬を 受 くる ことなくして 常に 對笠の 位置に あ 6 或 特種の 婦人 勞働に は 日本 婦人 11 最も 優秀なる 勞 
働 階級と して 歡迎 せらる、 の 傾向 あ 60 

今日に 於て は 右の 如き 事情なる 公 以て 日本人に 對し低 給 長時間 勞働 云々 の 苦情 非難を 聞く 乙と なく、 唯 
だ 勞働 能率に 於て 日白 人の 間に 一長一短 あ 6 從て 体格、 熟練、 經驗 等よ 6 打算して 敏捷 ヒ要 する 勞働に 
は 日本 勞働 者の 能率 多く、 体力 t 主と する ものには 白人 勞働 者の 能率 勝れる® よ 6 事業經 營 者は 其 長短 
を 講究して 勞働 者の 選擇を なすの 風 k 生ぜ 6、 例へ ば 製材所 勞 働の 一部、 鐵 道機關 修繕 所勞 働の 如き 短 
時間に 敏活なる 勞 働を 要する 事業には 日本人の 能率、 白人に 比し 遙か R 卨 しと 稱せら る、 が 如 3 一 例と 
す、 又た 市內に 於け る 商業 使用人、 飲食店、 ホテル 就 働 者、 家 內勞働 等は 勞働 時間、 勞 銀、 能率 等は 日 
白兩 者の 間に 大 なる 差異な きも 日本人が 白人に 比 f 柔順なる と 勤勉なる とに よ 6 雇主は 日本人を 信賴し 
得べき 使用人と して 推賞せ り 0 

斯の 如く 勞働關 係に 於て は 從來同 階級よ 6 發 せられた る 非難 攻擊は 漸次 消滅し、 階級 利益 增進 のた め 白 
人勞働 者と 提携 協力せ / 1 とする 邦人の 努力と、 邦人 勞働 能率の 變化 並に 勞働狀 態の 善 化は 米 人勞働 組合 
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の 階級 的 提携の 希望と 相 待て 益 ♦良好なる 傾向 あ 6、 全米 勞働 同盟 華 州 支部 並に 勞働 組合員の 出資 K 依 
6 經營 せられ シアトル 市に 於て 發 行す る勞 働機關 新聞 ユニォン、 レコ ード紙 主筆 ィ— 、ビー 、アルト 氏 
が 一九二 〇年 八月 シアトル 市に 於て 米國 中央 議會 移民 調査 委員 會に 陳述した る 証言は 勞働 階級の 日本人 
觀を 推知す るに 足る を 以て 之を 譯 載すべし 0 

『勞働 組合は 東洋 移民の 無制限 移入に 反對の 態度を 採る ものな 6、 米國は 幼稚なる 産業を 保護 發 達せし 
めむ がた め 關税 保護 政策 ♦で 採 6 低廉なる 外國 品の 輸入を 防 11: する の 政策を 採る を 以て 勞働 者亦此 政策 
に 準據 し適當 なる 保護 k 爲 3  <  るべ からず、 即ち 東洋 移民の 群來に ょ 6 て不 公： 牛なる 競爭を 受け 組合 
組織の 基礎に 動搖 シ-來 たさし むる が 如 9 は 到底 吾人の 堪へ 能は ざる 處な 6、 移民 問題は 純然たる 經濟 
問題な り、 從て 勞慟團 体と しての 行動は 之に 依て 决 すべき ものにして、 人種的 偏兒 k -以て 左右すべき 
ものに 非ず、 米 國の勞 働界は 世界 列國何 n の國に 比する も 最も 高さ 生活 程度に 勞働 者の 生活を 進めた 
6、 吾人は 飽迄 之を 支持せ A と 欲する ものな 6、 抑 も 東洋 移 K ' で米國 K 移 人した るは 資本家 階級に し 
て 吾 入は 初めょり 之を 喜ば ざ 6 しも 今日 旣に 合法に 入國 したる 東洋 移民に 對し 不法の 壓 迫を 爲す は不 
可な 6、 東洋人と 白人の 勞働 能率 t 比較せば 白人 勞働 者は 常 R 東洋人に 比し 優秀に して 同一 賃銀を 以 
てして は 彼等は 到底 吾人の 敵に 非らず、 故 R 勞働 組合と しては 彼等を 驅逐 排斥す るを 以て 目的と せず 
寧ろ 彼等の 生活 程度を 高めし め 以て 白人 勞働 者と 同一 勞 銀に 而かも 同一 狀 態に 就 働せ し Ij* るを 獎勵す 
るの 當 i: 得た るを 確信す、 ^ に勞働 組合 中に も 日本人を 組合員たら しめ 居る もの あ 6、 メカ-ー スト ユ. 
ニ オン、 テン バ— ウオ- 力— ユニオンの 如き 即ち 之な 6、 勞働 組合 R して 日本 勞働 者の 盡くを 其 運動 
中に 拉致し 之を 同一 立 塲に 置く と 3、 白人 勞働 者は 何等 日本人 ic 就て 恐るべき 黙 4: 見ざる のみならず 
之に 依て 勞働組 合は 階級 利益 增進に 一層 强硬な る團結 t 見る に 至るべし J と 述べ 市 比 權 問題に 關 して 
は f 日本人な るの 故を 以て 必ら ずし も 之に 市 K 權シ -附與 せず との 现由 あるな し、 與ふ べき 資格 ^ に存 
すれば 之に 市民 權を與 ふるの 不可なる を绝 ず』 と 云 ひ、 雜婚 問題 R 關して は 『之れ 元來伽 人 意志に 任 
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すべ t のにして 法律を 以て 干涉 すべき 問題に 非らず』 と 云へ り、 而 して B 本 移民を 現在 以上 移入す 
る 乙とは 勞働 組合は 反對 する ものな 6 と 語れ 60  . 、 

要 之 こ ワシントン 啊 内に 於て は 日白 勞働 者の 關係 漸次 良好と な'^ 往年の 如く  H 本人 排斥と し 云へ ばぜら 
ず勞働 者の 人種的 僻見に f し 運 S 非らず して 相互の 間に 階級 利 I 護 ss£—、 へ 4 觸 S 

•コン、 モンタナ、 ァィダホ 諸 州に 於て は 一九ニ ニ 年 九月 大要 左の 最低 率が 邦人 勞働賃 
銀の 標準に して 勞働 時間は 八 時間を 基礎と す。 

鐵道 線路 工事 二 弗 八十 仙、 鐵 道て 塲三 弗〇四 仙、 製材所 コム モン レ乂 ホア， 三 弗 五十 仙、— 塲機 f 
窒弗 七十®、 木材 伐採 鐵道 H 事 三 弗 七十 五 仙、 木材 伐採 人夫 四 弗、 農夫 三 弗、 チ i スタ， 五明， 
ミルク マン 三 弗 七十 五 仙、 自動車 使 三 弗 七十 五 仙 J スト ラント、 コック 四 弗、 八ェウ エタ ■  I 三 弗 五十 
仙、 企 雜役三 弗、 ホテル f 夕丄二 弗、 ホテル チヤ ムブく ドー 週 十三 弗 五十 仙 法定 最養金 率。 


• 農 


業 


) ソフト I 


5 匕部 »# =^こ ^ て日本人の從事せる農業は主として蔬菜農業、酷農業、果實栽 ^ 業(主として 
レ 1 卜 栽培) こし V、 蔬菜、 果實 等の 耕作地 積は 平均 一軒 十五 英加 内外に し J 糧 、麥 耕作、 乳牛 飼養 等 
こ從 事す t の は 平均 百— 内外に 響す f 槪 して 邦人は 小面 積 SS 注 f 間斷 f 努力を 要す 
る 蔬菜 栽® ハ 如き 集約農業に 從事 する 备て 加州 方面 K 比し 耕作 面積は 少なし、 華 S 從來 日本人に 土 
也 所有 權 f 又套 期間の 借地 契約の 權 利な t しを？ 三年 乃至 五ヶ 年の 借地 契約期間 内に 耕作— 
t i る蠢— ぶの &S ざる 事情 i 十ヶ年 乃至— 基す る 果樹園の 如 t の S 手す る もの 
乂七也 所有 i ある - £ ンタナ 、アィダホ、 オレゴン 州に 於ても 農業に 從事 する ものは 多くは 借地 農 
業こ從 事し 土地— 人し V 永住 11 つる もの 小ノ  11 力 sk が 2 にして 農業の 種別 
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及び 一般的 狀况は 華 州の 狀况と 大差な し、 農産物の 販路は 附近 市街に 於て 賣捌 くものと 州 外に 輸送す る 
の 二方 法を 選び 農業 組へ 口 或は 生 產販賣 組合を 組織して 地方 市塲の 需用の みに 依賴 せず 廣く 東部 市 裏に 蔬 
菜 及び ソフト フル ート等 の販賣 方法を 講ずる に 至- 〇 近年 邦人 生產 物は 餘程 組織的に 市塲 に提與 せらる 
\ に 至りし が 將來 此方 面の 活動 宜 敷を 得 ば 邦人 農家の 蒙る 經濟的 利益尠 からざる もの あるべし 0 
借地 農 雲の 全 收入の 約 八 割は 借地料、 種物 代、 肥料、 勞響 金、 運搬費 其 他の 費用に 充當 せられ 嘉 
農家の 純利と なるべき ものは 平均 二割な 6、 而して 現在の 借地料は 大 市街 附近の 産物 販路に 適した る 地 
方に して 地味 蠢 、灌槪 の 便 ある 土地は j ヶ年 一英 加 五十 弗 乃至 七十 五 弗、 其 他の 普通の 蔬菜 耕作 也ょ 
ー ヶ年 一英 加 二十 五 弗 乃至 三十 五 弗、 牧塲 又は 秣糧 耕地は 五 弗、 十 弗、 十五 弗と す 0 
華 州 内 R 於け る 農業の 種別、 地方 分布、 面積、 年收 等の 梗概を 示め すため 本會 調査 統計を 參考に 供す 0 

農  業 (一九二 〇年 十二月 現在) 米國 西北 部 聯絡 日本人 會 管内 


B 酪 

塲  所 

ファイフ 
ベリン グハ ム 
グリン レ丨キ 
サウス ハ ー * ク 
オ ー バ ン 

ベル ビユ 丨 
タマ  ス 
ホワィト リヴァ— 


総 投資 額 

二 六、 七 〇〇弗 

四、  〇〇〇 
三、 四 九 五 

五、  〇〇〇 
一 五 二、 七 五 〇 

一 五、 〇〇〇 
九 二、 二 〇 〇 
五 九 四、 六〇〇 


総 取 入 額 

三！、 九 〇〇弗 
七、 〇〇〇 
三、 一〇〇 
七、 五 〇〇 

一二 一、 八九〇 

六、 〇〇〇 
ニニ、 七 一.〇 
六〇 九、 五六 四. 


年 借地料 
五、 二 五〇弗 
一、 六〇〇 
三九〇 
一、 八〇〇 
二 五、 四一〇 


一九、 〇 五 八 
九 四、 二八 叫 


四、 


乳牛 數 

一 五 〇 
二 三 

五 
三〇 
七 四 四 

二 九 
四 九 五 
三 


牧塲  件數 
一六 一英 加 四 
四 四  一 
三  一 
七 五  一 
不明  二〇 
内 七 名 收入 不明 
二〇  一 
八 二 七  八 
二、 九 二 六  四 六 
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合 


塲 


回 養 

所 

ヴア 丨 


サウス パ 1 ク 
ォ ー バン 
ベル ビユ 丨 
•へ . ^ シヨ ン 

合  計 

回 養 

ファイフ 


B 農 


八 九 三、 七 四 五 
鷄  業 

総 投資 額 
一、 〇〇〇 弗 

八、 八 〇 〇 
二 五、 〇〇〇 
三、 〇〇〇 
一二、 〇〇〇 
四 九、 八〇〇 
豚  業 
一一 八、 〇〇〇 

業 


八 九九、 六 六 四 一四 七、 七 九 二  五、 六 一九  N、 〇五六 


(一九二 〇年 十二月 現在) 


総收人 額 
一、 五 〇〇弗 

五、 〇〇〇 

五、  六 〇〇 
四、 〇〇〇 

六、  六 二 五 
ニニ、 七 二 五 


年 借地料 


弗 


三、 一〇〇 
五五〇 
一二 〇 


三、 七 七〇 


塲所 


夕 


総 投資 額 
六 八、 三 八 五 


マ  ス 

ヤ  キマ  五三 五、 二 一四 
ペル ビ 3. 丨  一ー ニ、 二〇〇 
ホジ ィト V ヴ—  三 九、 九五〇 
ォー パ X 七 五、 七〇〇 
サウス バーク  ー 五 九、 九五〇 
rv  x レ-- キ九 二、 七 六 三、 七 五 
r 丨シヨ x  五 四、 九五〇 
ベ vxr ハム  ー七、 〇〇〇 


総收入 額 

弗 

一六 二、 四 三 〇 


.一九二 〇年 十二月 現在) 

ニニ ニ、 四〇〇  九八〇 

.一九二 〇 年 十二月 現任) 

野菜 


羽數 

三〇〇 

二、 八五〇 
七、 五〇〇 
五〇〇 

四、  六〇〇 

五、  七五〇 

一、 九 一〇頭 


面 


積 

五 英加 


八 二 

件数 

一 

二 


一一 

七 


年 借地料  苺 

弗  英加 
四、 二〇五 三 四〇半 


七 一三、 二 五 四 七 二、 四〇〇 、八 五 


一四 六、 六 六 五 
八 一、 二〇〇 
不明 

一九 四、 〇〇〇 
六 六、 一五〇 
W 〇 、七 七 八 
二 四、 一〇〇 


五、 九 二 四、 三 〇 
二 五、 二五〇 
八、 四〇〇 、五 〇 
一七、 九 五六 
五、 七 一一 〇 
二、 〇九五 
五、 七〇〇 


三 三 八 
I 二、 八 八 六 半 
二 一四 四 分 ー  ニ 七 
二八  五〇〇 
二 五 七 四 分 一  二三 
六 四 八 二 四 分 三 
ニニ 分 一  九 六 二分 一 
一〇八  I 
I  一四 八 


穀類 

英加  英加 
一、 〇 七 一 


秣 

英加 
一、 六 九 二 半 


二 五 


丨 花木 五 
丨 一四 一 

二分 一 
五八  I 


五 


果實  件數 
I  五三 
I  九 四 
二  五 四 
I  一 一七 
I  四 一 
丨  四〇 
一八 

二 〇 
四 
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. ハ， 


所  総 投資 額  総 牧人 額  年借堆 料  苺  野菜  穀類 

弗  弗  弗  英加英 加英加 

丨二四 四 二分 一  丨 
二〇五  八 五 四  I 
四 分 一一 一  四 分 一 

§  _? 1 0 九 六 


六 八、 六 〇〇  八 五、 〇〇〇 
アィ 7 一 七 四、 三 五 〇 二八 一、 〇五四 

合計 一、 四 0 八、 0 六 一一、 W  1 、七 九 0 、六 三 一 

□ グリン ハウス 經營者 


填  所  総 投資 額 
グリン レーキ  ー 五、 〇〇〇 弗 

ベ V ビュ ー:: H 二 三、 〇〇〇 


才 1 .，ハン 


四、 〇〇〇 


六、 七 一七 
一 〇、 九 六 九 

一六 五、！ 1 $* 

(一九二 〇 年 十二月 現在) 

総収入 額  年 借地料 
一三、 五 〇〇弗 二、 九 五〇弗 

九、 〇〇〇  一、 ニニ 〇 
1  一、 二〇〇 


株  果貢 

九 一英 加 六 


面  積 

二 六 一、 三 六〇 平方 尺 

四 一、 七六〇 平方 尺 


件數 

一七 
五 九 

四 一一 七 

件# 

六 

五 


サウス パ I ク  ー 五、 〇〇〇  一〇、 〇〇〇  ——  一七、 五〇〇 平方 尺  一 
合  計  五 七、 〇〇〇  五 二、 五〇〇  五、 三 七 〇  三二〇 、六 二〇平 方 尺  一三 
太平洋 沿岸 諸 州に 於て 邦人の 最も 多く 農業に 從事 する 地方は 加州に して 華 州 其 次に 位し オレゴン 州は 第 
三位と す アィダホ 、モンタナ 兩州 にも 農業に 從事 する もの あれ ども 其總 借地 面積は 各々 一万 英 加を 超え 
ず 0 

□農業 地面 積 比較 表 (一九二 〇年 調査) 


加州 總 面積 
農作 地總 面積 
日本人 農作 面積 
内 邦人 所有地 
內 借地 面積 
華州總 面積 


九九" 六 一七、 二八 〇英加 
二 七、 九 三 一、 一四 四 
四 五八" 〇 五六 

七 四、 七 六 九  加州 總 農作 地の 一 % の 叫 分ノ 
三 八 三、 二八 七  同  の 一、 七 % 

四 二 ゝ七七 五、 〇四〇 
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農作 地總 面積  六、 五 七三、 五 四 八 

內 邦人 農作 面積  二〇 、五 〇〇  華州總 農作 地の  一％ の 三分 ノー 
オレゴン 州總 面積  六 一、 一八 八、 二八 〇 

內 邦人 農作 面積  一〇 、〇九 六  州總 面積の  一 % の 五十 分 ノー  弱 

I  業 

日本 移民 發展の 徑路の 項目 中 本 會管內 に 於け る 本邦 人 職業 別人 口 表を 揭 示した 6 しが 之 R 依て 見る も荆 
人の 從事 せる 商業の 種別は 雑種 多樣 にして 最近 四 五ケ 年間に 於て 長足の 發展を 遂げた 6、 在留 判 人を 顧 
客と する 商店に 於ても 商品の 過半は 米國 日用品に して 日本製 商品 (i 食料品を 主と す、 商業の 項目に 入る 
ベ & 一切の 事業の 顧客は シアトル、 タコマ 地方に 於て は ホテル 業、 ダィウ オ—ク 業、 レスト ラント 業 
理髮業 等の 如き 純 商業に 屬せざ る も 其 顧客の 大部分は 白人に して 之を 加州 方面の 狀况に 比すれば 日本 A 
の經營 せる 之 等の 事業が 其 華客を 日本人に 限る と 云 ふが 如き 事な きは 事業の 發展上 頗る 喜ぶべき 現象と 
す、 日本製 食料品は 從來 可な 6 多額の 輸入を 見た 6 しも 近年 邦人 生活 狀 態の 變 化と 物 價の關 係 上 漸次 日 
本產 食料品は 量减少 する に 至れ 60 

日米貿易 R 關し ては 玆 に 之を 詳說 する の餘 白な きのみなら ず 本書の 目的 R 非ら ざれば 其 梗概を 示す 爲め 
に 左に 輸出入 統計と 材木 輸出 統計を 揭 ぐべ し。 

□ 日本ょ 6 米國へ 輸入 年表  (重要 地) 

地名  一丸 一六 年 S IL5 1 丸ー セ 年 S 上： >  1 丸一 C 年 S 上： >  1 九 一<  年 ( ?! 1 55 一九一丸年(5|1 53 一九ーー〇年§上^ 
紐 育 一一 五、 一 五六、 客 ご-一 五、 五 S 四 一1 九 0、0 七 一、 二 「一 0 七、 八 九 七、 I 

妙 アト 儿 六 七、 1 重、 八 三 三  九 一、 一一 一九、 〇 一七 一三〇、 六 四 一、 一 K 五  一一 i 一一、 六 三 九、 一六 一一  五一、 四 五六、 一四 七 四 0 、七 五 四、 一一 七 九 
桑コ港 一一 1 、六 〇 四  一一 一七、 〇 八 0 、五八 七 s 、i、、 八 S 六、 毫、 一九 一一  五一、 S 一、 八 〇 一 一二、 交 七' 五 九九 
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地名 
シカゴ 
ボー トラ x lr 

南 加州 


九 一六 年 (s? flJ 

一一、 三 八 四、 一四 气 
5 一、 二 七 
四 六 一、 S 九 


一九 一七 年 (仝 上) 

r 交 七、 5. 
悪、 一一 六 九 

五三 五、 一三 八 


紐  育 

シア トシ 

タコマ 

桑  港 

シカゴ 


0 U 本ょ 6 米國へ 輸入 按分 率 表 
二 五％  一七 % 

四 五、 五  四 三、 七 
ニニ  ー七、 八 
一、 六  一、 七 
Q 米國ょ 6 日本へ 輸出 年表 

紐  育二、 五一 一七、 七 九 〇  一一 一、 八 七 0 、九九 六 
バア コ ~  一一 i 五、 一一 一 一八、 〇一〇  六 八、 5 九、 一 五三 

桑  港  一一 四、 八 K、 雲  gg ' 1、 老一 
r  500  —— 


ラ ンド 

南 加州 


六 〇〇 


紐 

シア 
夕 一 

桑 


B 米國ょ 6 日本へ 輸出 按分 率 表 
育  一 五、 四 八％  九、 八 六％ 
パ  四 七、 一ー ー〇  五 二、 五六 
港  三 三、 三 三  三 三、 九 一 


一九 一八 年 (仝 上) 

ーーー、一1 & 、ーー〇「 
四 四 0 、蓋 六 

八 八 一、 八 四 八 

(重要 地) 

三  一％ 

四 五、 八 

二、 七 

- - 

(重要 地) 

一四、ーー晶、ズーギ 

一六 一一  一、 g 五、 六 四 九 

八 六、 表、 一 1 

一七 六、 一 五 0 

(翁 要地) 

二、 四 三％ 
六 六、 九 四 
一八、 六 七 


|九一<年( ?0 ^ )一九一丸年(£ 

一一、 一一 一一 九、 八  一 0  五、 六 一一 0 _' 一一  g 


八 六、  六 八 0 

八 七、  七 〇 八 


一. 三、 九 一四、 六 六 一一 
八 一、 四 一一 一七、 七 一一 一 五 

一一 11 、六 交、 一一 六 四 

ーー五 〇 〇〇 
一、 九九 六 


一一 九 一一、 四 一一 四 

三 六 七、 雪 一 

五三％ 

ニー、 五 

一二、 六 
一、 三 

六 六、 ^ 八、 111 三 
一八 四、 S 五、 七 四 九 
六 一、 S 五 〇 六 六 
一、 & 11、九ーーーー 

一一 五一 一、 靈 

一八、 一七％ 
五 〇、 二 三 
一六、 六 七 


九 二〇年 (仝 上) 
七、 CC0、 六 五一 一 

一、 0 11、九四五 
一、 00 五、 八 四 四 

五 九 % 

九、 八 

五、 二 
一、 六 

二 三、 七 四 六、 五六 七 
10 八、 01 六、 六 四 丑 
五 九、 S 五、 三 S 
o 、 g 七、 六 七 九 
一一、 X 七、 八 〇 

三〇、 一〇 ％ 
二八、 五八 
一 五、 七 二 
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ホ 丨卜 
ラ ン  *卜 

南 加州 


、〇二 


、〇七 


、五三 


r 八 二 


輸 

東洋 
歐 


0 一九二 一年 材木 輸出 表 
出 地 
へ 


/ 自一  M 

一至 十二 a 

產 


地 


ワシントン 州よ- 〇 

1 一六 六、 一六 一、 〇〇 〇呢 
一〇、 六 四 六、 四 四 〇* 


オレゴン 州ょ 6 

一九 四、 五 九 二、 〇〇 〇两 
七、 七 八 三、 六 八 〇* 

四、 三 一四、 〇〇〇 
二三 七、 二 七 〇* 

七、  六 五八、 〇〇〇 
三 四 四、 六 一 〇* 

二、 三 五〇、 〇〇〇 
一〇 五、 七 五 〇* 

二〇 八、 九 一四、 〇〇〇 

八、  四 七 一、 三. 一 〇* 

北太平洋 沿岸、 英領 加奈陀 ブ リチシ ユ n TJ ム ビア 縣 、ワシントン 州、 オレゴン 州の 諸 州は 過去 三 四年來 
東洋 諸 國に對 し 材木の 輸出を なし 漸次 市場の 需用 增 加の 有樣な りしが 一九 一九 年 以降 日本は 俄かに 米國 
產 木材の 輸入を 始め 一九二 一年は 其 最も 顯著 なる 輸入を 見た 6、 近來 多少 減退の 摸樣 なれ ども 將來 米國 
產 木材は 東洋 諸國に 需用 增加 する もの あるべし、 近來 日本の 商人に して 山林に 投資し 立 木と 買 込みた る 
もの 二三 あるを 聞け 60 

• 鑛業、漁業及び製造業 

華 州は 憲法の 規定に 依 6外 國人 R 鑛 山の 所有 權を與 へ鑛物 採掘 並に 之 わが 精練 作業に 必要なる 敷地の 所 


州 


南米  へ 
其 他の 諸國へ 


累  計 


九、 二 四 四、 〇〇〇 
五〇 八、 四 二 

五一、 八 七 一、 〇〇〇 

二、  三 三 四、 一九 五を 

三、  六〇 一、 〇〇〇 

一六 二、 〇四五 ヰ 

三三〇 、八 七 七、 〇〇〇 
ニニ、 六 五一、 一 〇〇ぁ 


英領 ブリ チシユ コロ ム ビァ 縣 

一三 四、 四五〇 、〇〇 〇呢 

五、  三 七 八、 〇〇 〇* 

一三、 五 九 三、 〇〇〇 

七 四 七、 六 一 五 弗 

一、 三 一八、 〇〇〇 
五 九、 三 一 〇肖 

一一 一、 五 九九、 〇〇〇 
五六 六、 九 六 五 $ 

一六 一、 九 六〇、 〇〇〇 

六、  七 五一、 八 九 〇肖 
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有權 をも與 へ 居れ ども 多額の 資铨公 要する 鑛業 に從 事した る もの 尠し 、先年 石炭 採掘の 極めて 少規 摸な 
る 事業 V 開始した る 者 あ 6 しも 遂に 失敗に 歸 した 6、 モンタナ、 オレゴン、 アィダホ 諸 州に 於て 鑛山業 
に勞 働す る 者は あ U ども 之 k 所有 經營 して 成功した る もの あるを 聞かず。 

漁業は 州 法律に 依 6外 國 人の 之に 從事 する 乙と 幻 禁止せ るを 以て 現在に 於て は 漁業に 從事 する ものな し 
將來 米國 出生 日本人 增 加せば 漁業に 從事 する もの あるべき 可能性を 苻 す、 魚 頼 錐 詰 業、 肥料 製造業に 從 
事す る もの 二三 あれ ども 法律の 關係上 何れも 株式 會社組 織に して 貝類の 養殖 採取は 外 國人も 亦 之に 從事 
する ことを 得る を 以て 蠣 養殖に 從事 する もの 若干 あ. 〇〇 

一般 製造業 11 有望 なれ ども 日本人の 經營 せる ものは 極めて 小規模の 家内工業の 類な 6、 機械的 大規模の 
生 產エ業 に從 事す る ものは 皆無な 6、 然れ ども 日本人の 技術 優秀なる、 將來 此方 面に 必ら ず發展 すべし 
と 思惟 せらる も fnl 分 機械工業は 大 資本 5: 要するに 加へ 日本人は 共同 精 _に 乏しく 團体 的經濟 活動の 訓練 
に缺 くる 處 あるを 以て 大 資本を 集中す るに 適せず 從て 其發展 宴に 幼稚なる を 遺 慽 とす、 現在に 於て は 家 
具 製造、 製材業、 及び 之れ に 從屬 せる 製凾 業、 並に 野菜 乾燥槳 に從 事す る もの 三 四 あ 60 

• 敎  育 

約 二十 年 前に 於て は硏學 のた め 渡米した る學牛 ：が 大中學 校に 通學 したる を 以て 其數 極めて 少數な ，〇 しも 
近年 米國 出生 兒の增 加す るに 從 CA 小學 校就學 兒童數 激增し 中學校 父 ^ 大學 にも 米國に 於て 出生した る靑 
年子 女の 通學 する もの 增加せ 6 、 fl: 年 加州 桑 港に 於て 勃發 したる 學童問 題なる ものは 實に 小學校 通學年 
齡以 上に 達せる 邦人が 小 學 校に 通學 せる に 胚胎した る も 最近に 至 6 此 種の 苦情を 聞かず。 

華 州に 於て は兒 童の 就學 年齢を 滿 L 歲ょ 6 滿 十八 歳までと し 小學校 八學年 t 義務 敎 育と す〇而 して 市 K 
たると 外國 人た るの 別な く 在留 者に 對し 通學を 獎勵 し、 敎科 書、 文房具 一切と 無代 償に て 貸與し 授業料 
を も 一切 免除す 〇中學 校は 學 生の 通學區 域 ^ - 定め 其 區域以 外の 通學 生に 對し 或は 其 地方に 一定の 住所 ヒ 


的 


有せ ざ る學 生に 對 しては 授業料 ^ - 徵 する も 其 他の 一般 學生に 對し ては 之を 徵 せざる のみならず 實驗費 及 
科學の 材料 實費以 外は 敎科 書、 文房具、 諸 機械に 至る まで 一切の 費用を 免除す、 州 立 大學は 何れも 原則 
として 授業料 ^ - 徵せざ るの 方針なる も 華 州 今 立大 學は經 費に 對 する 豫算 充分なら ず 一九 一九 年よ 6 各 分 
科と も 若干の 授業料を 徵 せり、 如斯 事情なる を 以て 米國に 在留す る 邦人 靑‘ 年子 女は 小學よ 6 中 學大學 に 
至る まで 極めて 少額の 學資 V- 以て 各般の 學 問を 修得す るを 得る 次第な 6  0 


0 シアトル 市 學生數 統計表 (一九二 〇年 十二月 調査) 


至自 

九九 

0 九 
年年 

至自 

九九 

九 八 
年年 

至自 

九九 

八 七 
年年 

至自 

九九 

七 六 
年年 

至自 

九九 

六 五 
年年 

至自 

九九 

五 四 
年年 

年 

月 

四 

ft 

冗 

五 

男 

0 

小 

宝 

I 

X 

四 

九 

女 

本 

八 

〇 

さ 

〇 

豐 

九 

三 

志 

計 

人 

學 

四 

ズ 

九 

四 

S 

〇 

5 

八 

〇 

其 

他 

生 

五 

五 

五 

七 

五 

当 

•Z=£ 

男 

日 

本 

人 

中 

六 

八 

四 

女 

八 

主 

へ 

% 

四 

■ = 

手 

計 

學 

八 

XV 

七 

i 

五 

六 

六 

六 

八 

七 

六 

五 

九 

其 

他 

生 

S 

三 

四 

男 

大 

5 

六 

四 

四 

四 

五 

六 

〇 

五 

力: 

女 

計 

本 

人 

學 

生 

B シアトル 市 各外國 人中 學校 學生數 (一九二 〇年 十二月 調査) 

國別  一級  二 級  一一 一級  四 級  靠 
米國 出生 日本人 學生  一一  一 五  一〇  七  四 三 
米國生 出-ー アラ ザル 日本人 學生 a わ if  of こ  二 四  九  八  ニー  五三 
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國  別 

計 

米國 出生 支那 人學生 

米國 出生-ー アラ ザル 支那 人學生 (肺 為 一) 
計 

米國 出生 ヒ y ツビ ン人學 牛： ( 歡 if  m  ) 

其 他 ノ外國 人 學生百 三十 六 名の 國別 下の 如し 


一級 
三 五 
六 
四 
一〇 
六 


二級 


二 四 

一 

二 

三 

五 


三級 

一八 


三 

四 


四 級 

一九 


三 


合計 

九 六 


八 

九 
六 


ィングランド ニ | 、 

ジユ丨  一、  トルコ 

フランス  ニ、  オ ー スラ リア 


スコットランド 五、 イタ リ—  七、 アイルランド ニ、 ロシアン 
一、 ロシア ー四、 キャ ナダ 五三、 ドイッ  ー、 ノーウ エー 丄、、 
二、 ス 4 デン  ーニ、 スキ ッル ランド ー、 オー スト ラリ 
ア  ー、 ボー ランド ニ、 ギリシャ  ー、 不明 四 

一九二 〇年に 於け る シアトル 市の 小學 校に 通學 する 日本人 系學 童は、 男子 四 ¢1 八十 九 名、 女子 三百 十七 
名、 總計八 百 六 名な 6( シアトル 布 (C 於け る小學 生の 全數は 四 万 | 千佘 名) 又 □本人 R して シアトル 市の 
中學 校に 在學 せる もの 男子 五十 五名、 女子 廿六名 (シアトルに 於け る 中 學生全 數は八 千 八 百 八十 五名) シ 

アト ル 國語學 校に 通學 する もの 男女 合計 二百 五十一 名 (市の 公立 學 校. に 通學 する 日本人 兒童 i 八 百 六 名) 
な 60 

米國 大中小 學校 以外に、 米國 出生 兒 童 R 國語敎 育 k 施す 爲め 、在留 日本人 相 寄り 日本 國語學 晈 を 創立し 
米國 公立 小學校 放課後に 於て 希 8 に 日本語 墨け つ 、あ り、 敎科 書は 特に 米國 事情に 適應 する ものを 
編纂し 之 n に充 つ、 現在に 於て 在留 同胞 間に 大 問題と して 研究せられ つ、 あるは、 實に 七の 米國 出生 兒 
敎育 問題に して、 日本人が 一區域 R 群居す るの 結果、 米國 出生 兒の 英語 理解力の 發 達を 妨げ、 小學 校に 
於ても 授業 上 困難を 感ずる 事 少から ず、 一面 父兄が 日本 雲曹 重す る 結果、 兒童は 上記の 如く 公立 
小學校 放課後 更に 日本 國語學 校に 通學 する が 故に 兒 童の 腦 力に 對して 過重の 負詹 とな 6 英語 も 完全に 浬 
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_  羞 — ^  —  *  _  — •  _  — -  第 

五 四 五六 一八 〇九 八〇 M 


八 三 七 五 二 こ 五八 五 五 g 

五 七 こ 九 二三 七 七 二 七 ® 

こ 八 四 二 七 六 一六 九 七 £ 
第 


第 

七 四  I  |  r  I  r  \  r  I  i： 

第 

HA  i  r  ?  i  it  ]  ?  ^ 


一二 九九 八 九 七 七 六 六合 
三 九 〇七 七 二 四 二 六 0 計 


ル 市 

M 六 年# 
: 1 七 年# 
MA 年 姑 


第一 年 
二 
三 

三 

二 

三 四 

三 五 


男  三 五 
九# 女  ニニ 

JW. 男  二 四 
し 与  女  ： •し 


- - C* 
二 五 


回荦 州-一 於 ケル 日本 國語學 校就學 兒童數 統計 


解し 得ず、 日本語 も 亦 完全に 理解し 得ざる の 結果を 見る K 至る を 以て、 國語敎 育は 兒童の 就 學年齡 に 達 
したる 後 一定の 時期に 於て 之れ を 施す を 穩當 とし、 現在の 急務と しては 家庭の 缺陷ょ 6 來る 英語 理解力 
の 不足を 補充す るの 敎 育を 盛 / L ならしむ 可し との 說旺 ん な 6、 而 して 本 問題の 解决の 根本と なる 可き は 
父兄が 永住の 决心 如何に 存 する ものなる を 以て 之が 解决は 宴に 困 il な 60 

最近 シアトル 市に 市民 協會な る もの 米國 出生 者を 以て 組織 せられた るが、 其 目的は 米國に 出生して 米國 
市民た るの 特權を 享受し つ、 ある R 拘らず 其特權 V 行使せ ざ る もの あるを 以て、 一面 R 市民と しての 自 
覺を與 へ 他面に 完全なる 米國 市民を 養成せ /I とする にあ 6、 本 協 會の發 達は 上述の 缺陷 k 補 ふに 多大の 
効果 ある 可き k 信ず、 尙ほ 一般 學生 中、 H 本に 於て 敎育せ られ たる ものは 英語の 力 少なき の慽 みあり、 
大學 R 於け る 研究科 目は 機械工業、 政治 經濟を 志す もの 多數 なる も、 近 來化學 、醫學 の 研究を 志す もの 
增 加す るに 至れ 60 
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五〇 
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四 三 ニニ 
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一八 

合 
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一九 一六 年 
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第一 年 


93 

九 一九 年 J 


第二 年  第三 年 

四  二 


第 四 年  第五 年  第 六 年  第 七 年  第 八 年 


九 二〇年 


男  三 
女  三 

タマ ス 、クリストファー 

一九 一七 年# 

一九 一八 年# 

一九 一九 年# 

一九二 C} 年# 


三 


三 

二 

四 

三 

六 

四 

三 

五 


四 


三 

一 

二 

四 


四 

二 

二 

二 

三 
二 

四 

三 

七 


六 


合計 


九 

31 

P 


P4 

四 


回 シアトル 國語學 校兒童 身体 檢査表 


九 ニニ 年 九月 調査) 


疼 1 腎芦 

一 815*与 OTtN 

同  女 

第二 學 年男 

同  女 

第三 學 年男 

同  女 

第四學 年男 


受檢數 

二 五 

二 五 
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一九 

1 二 

一六 

一九 
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一 

〇 

九 
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四 
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七 
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一〇 

一〇 

二 

二〇 


最小 
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群 _ 


七、 五 
四、 五 
六、 七 
六、 四 
九、 八 
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四 

二 
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〇 
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四 
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九 

七 

六 

三 
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四 

五 

四 

四 

四 

五 九 3  3  3 七 二三 八 3 九 
二 五 〇  〇'  〇  〇  〇  — 


同 .女 
第五 學年男 
同  女 
第 >*; 學 年男 
同  •女 
第七學 年男 
同  女 
第八學 年男 
同  女 
補習 科 男 
同  女 


0 sa i 狀 -0 00 拾 年間* 一  於 ケル 英語 ヲ語リ 得 ザル 日、 支 人人 □及 割合 比較 表 

年別  人種 別  男  割合  女  割合  男女 合計  割合 

支那 人 二 六、 六； ニニ  四〇 •七  一、 七三 八  五〇 、四  二八、 三 七 〇  四 一、 二 
一九 1C 日本人 一三、 八 四 八  三 七、 六  三、 七 一六  五 四、 一ー  ニ 六、 五六 四  三、 九 三 

支那 人 三 一、 一九 一  三 七、 ー  ニ、 三 〇七  六 五、 二  三 三、 四 九 八  三 八、 二 
一九 rc 日本人  一 N、 四 四べ  六 二、 六  三 九 五  四 五、 〇  一四、 八 四 三  六 六、 六 

在米 日本人 中 文肓 者は 一九 〇〇年 米國令 勢調奄 統計に ょ n ば 左に 表出す る 如く、 日本人は 米國 R 出生し 
たる 白人に 次ぎ 少數 率 ^ - 示し、 支那 人 及びへ 口 衆國に 移住した る 白人の 文盲 率は 遙かに 高率を 示し 居 n  6 
又 英語 t 理解し 得ざる 日本人は、 別表の 如く 一九 〇〇 年に 於て は 稍 多 敷なる も" 一九 一〇 年度 統計に 示 
す 所に ょ n ば 其 數激减 せ 6、 n 本人の 在留 期間 永 さに 從ひ减 少しつ、 あるは、 同化 努力の 一證 左と も 云 
ふ 可き な 60 
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回 千 九 百 十 年 以前 拾 年間 一一 於 ケル 人口 總數- 一對 スル 無敎 育者ノ 割合 


人口 種別 

合 衆國總 人口 
米國 出生 白人 
外國 出生 白人 
支那  人 
日本人 


•宗 


合計 
七、 七 
三、 〇 
一二、 七 
一 五、 八 
九、 二 

敎 


七、  六 
三、 一 

一、 八 
五、 〇 

八、  六 


女 

七、 八 
二、 九 
ニニ、 九 
三〇、 二 
一四、 一 


西北 部 諸 州に 於け る 邦人の lilt 會及家 庭の 改善 並に 日米 人の 接觸に 就て は 宗敎關 係 者の 貢献せ し處斟 から 
ず 一八 九 二 年 ワシントン 州 シアトル 市に 於て 基督 敎 靑年會 なる もの 設 Yr せられ 一八 九九 年 浸禮敎 會と改 
稱せ られた '^是 れ邦 人敎會 設立の 始めと す、 タコマ 市に 於て は 一八 九 四 年 基督 敎靑 年會の 設立 ヒ見た 6 
しが 後年 バフチ スト、 ミッションと 改め 現に# 在す、 シアトル 市に 於て は 一九 〇 四 年美以 敎會 、一九 〇 
六 年に 日本 基督 敎會 (後年 改めて 東洋 傳 道と 稱し 現在 日本人 長老 敎 會と稱 す) 一九 〇七 年に 組合 敎會 、一 
九〇八 年に 聖公會 、一九ニ ニ 年に 救世軍 等の 設立を 見た 6 浸 禮敎會 は 其 附屬の 事業と して 一九 〇 三年に 
日本 婦人 ホ 丨ムを 設立して 單獨 渡 >!<: 婦人の 保護、 啓發 等に 從 事！ 約 一万 弗を 投じて 土地 家屋を 購入し 婦 
人 子供 V •收容 する 傍ら 英語 敎授 、家政 上の 敎育 V 施し 米國 婦人 傳道會 と 提携して 婦人 社交 上の 聯鎖 とな 
6 又た 日曜 學 校、 幼稚園 k 設け 靑 年 - f 女 並に 小學校 就學年 齡未滿 の - f 女敎 養に 努めつ、 ぁり而 して 最近 
約 四 万 三千 弗を 投じて 宏壯 なる 會 堂 ^ 建築し 穴 6、 美以 敎會亦 約 一万 五 千 弗を 投じて 會 堂を 建設し 別に 
婦人 ホ丨ム 、幼稚園 公設け て靑 年 - f 女の 爲め 有力なる 働きを なし 組合 敎會、 % 公會 、長老 敎會等 何れも 傳 
道、 說敎 等の 外に 日曜 學校 或は 英語 學校 を經營 して 邦人 / lit: 會啓發 に 貢献す、 タコマ 市には メソヂ スト 敎 


會 、ス •ホ r ケン 市には メソヂ スト、 ミッション あ 60 ォレゴン 州 •ホ r ト ランド 市には メ ソデ スト 敎會あ 
6 て 幼稚園、 日曜 學校 等を 經營 す、 モンタナ、 アィダホ 兩州に は 別に 邦人 設立の 敎會 或は ミッションと 
稱 すべき ものな きも 各 敎會の 牧師は 巡 廻傳道 k 行 CA 谷地の 米 人 敎會に 赴く もの 多し、 一九 〇 | 年に シア 
トル 市に 佛敎靑 年# の 設立を 見た 6 しが 一九 〇八年 約 二 万 弗を 投じて 會 堂 ^ 建築し 佛敎會 と 改稱し 日曜 
學校巡廻傳道等に從事すタコマ市とタマスにも亦佛敎會あ6、以上は阿れも眞宗にしてシアトル市には 
別 R 日蓮 宗傳道 所 あり、 西北 部 諸 州の 都會に 於て 一般 米國 人の 敎會に 禮拜に 行く ものは 人口の 約 一割、 
H 曜學 校に 行く 幼年 子女は 二割な りとの 見當な るが 日本人 も 亦 全人 口の 約 一割 位は 基督 敎會及 佛敎會 に 
行き 幼年 子女は 約 八 割 乃至 九 割 日曜 學校に 行く と 云 ふ 0 

_ 社交、 娛樂 、犯罪 及び 衛生 

在留邦人 間の 社交 機關 としては 各地 (C 日本人 會 、縣人 曾、 靑年會 ，婦人 會 、實 業俱樂 部、 學生俱 樂部等 
あ 6 日米 人 接觸の 社交 機 關と稱 すべ $ ものな $ も 各地の 商業 會議 所、 基督 敎靑 年會 、基齊 敎婦 人會 等は 
常に 邦人の 加入を 歡迎し 社交 機關の 一助と なる、 社交 上の 事は 同人種 間に 於て すら 職業、 生活、 社會上 
の 地位 或は 家庭の 關 係ょ 6 して 容易に 抱 括 的に 行は る、 乙と 至難に して 米國に 於け る 邦人は 人種 僻見、 
徘日 等の 宴に 不快なる 空氣 の裡に 生活す るを 以て 一層 困難なる 狀態 R 在り、 日白 人 聯合 社交 機關の 設立 
に 就て は從來 幾度 か 試みられた る 乙と あ 6 しも 其 永 續發展 頗る 困難な 6、 娛樂は ゴルフ、 ベ— スボ r ル 
テ-ー ス 、柔道、 相撲、 檑球 等の 設備 あ 6 又た 日本ょ 6 各種の 興行 圑の 渡米す る もの あると 同時 R 邦人 間 
に 音樂會 等の 催し あ 6 て 甚だ 幼稚な n ども 現在の 邦人 社會に 慰安を 與 ふるの 途あ り、 靑年 子女の 運動は 
日白 人間に 屢々 競技を 行 CA 相互 親善を 促進す るの 機會あ 60 

犯罪は 各國 移民 初期の 通弊た る 賭博、 傷害罪 等 多く 禁酒法 實 施以來 禁酒法 違反者 續 出した 6 しが 邦人の 
犯罪は 何れも 低級の 犯罪に して 別表に 示す が 如き 統計に 依る も 邦人 社會狀 態の 改善と 共に 當然 減少す ベ 
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き 運命を 有する ものな 6、 各國 移民の 犯罪 統計を 得る 乙と 困難に して 之を 邦人と 比較 對照 する の 便な き 
も 一般 刑事々 故は 人口の 割合よ 6 見る と & は 宴に 少數の 割合な 6 とす 0 


回 在留邦人 犯罪者 統計 ノー^ |ーー發 & 華 州々 立監— 記録) 

過失 殺人罪  一〇 
竊盜罪  九 
故殺 罪  八 

六 

四 


傷害罪 
謀殺 罪 
持 兇器 傷害罪 
强盜罪 (二等) 
署名 僞造罪 


三 

三 


强盜罪 

醜業婦 一ー ヨリ 生活 セ シモノ 
殺人未遂 罪 
姦通罪 

妻-一 醜業 ヲナ サシ メタル 乇 
醜業婦 卜 同棲 セ シモノ 
詐欺 取 財. 

合計 


二 


五 五 


回— 犯罪者 統計 ノニ 州 キング 11 ) 


一九 一二 年中 華 州 キング 郡 裁判所に 於け る 日本人に 關する 刑事裁判 事件々 數は總 計 三百 九十 五 件 其內有 
罪蕃备 けたる もの 三； m 五十 七 件、 無罪の 宣吿墨 けたる もの 五 件、 裁判 棄却と なりたる もの 世 二 半 
罸金總 額 一万 一千 八 百 四十 七 弗、 監獄 服役 者 十九、 再犯 以上 三十 ありたり、 之 ^ 細別 すれば 次の 如し 0 

犯罪 種 則  有罪 宣吿  裁判 棄却  罰金  再犯 以上 
一、 交通 法 違反  一〇 一件  丨件  三 六 〇弗  一件 
一、 速力 法 違反  三〇  一  四 五 九  丨 
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ー  ニー 七三 

一二 - 三八六六六二四五二九八 九 五三 


r  r  r  r  r  r  \H  r  ) - 二四三五ーニー 


キ 

ン 

グ 

郡 

裁 

判 

所 

に 

於 

て 

取 

扱 

a 

n 

る 

刑 

事 

裁 

判 

總 

數 


万 

四 


一、 泥醉 自動車 使用 
一、 不注意 自動車 使用 
一、 泥醉セ ル 者 
一、 禁酒法 違反 
一、 治安 妨害 
一、 賭博 犯 
一、 兇器 ヲ持 テル 者 
一、 醜業 犯 
一、 傷害 犯 
一、 消防 規則違反 
一、 度量衡 取締 規則違反 
一、 衛生 規則違反 
一、 建築 規則違反 
一、 無 鑑札 營業 
一、 公園 規則違反 
一、 電車 只乘 
一、 狩獵 、漁業法 違反 
一、 雜 


三 二 五 
一九 五 
四 五 〇 
七、 八九〇 


三 

〇放免 五 件 


二八 五 
一〇〇 
三五〇 
三 五 
一三 〇 
八 六 
七〇 
三 八 五 
二〇 


I 放免 一件 


二〇  丨 
六〇  丨 
一 五  丨 

七 百 二 件、 處 罸件數 一万 二 千、 禁酒法 違反 一 


50 


六 五 四 三 ニー 
月月 月月 月月 


ニニ 五〇四  一11 
ニニ 四 四 〇〇# 
S  S  a  S  S  二 計 

三 六 七 八 七 七 男 

r ニー 三 三 一女 

三 八 八 一 〇八計 

九 六 八 二 七 四 男 

三 5  H  — 七 九 

一六 一三 四 三 


千 百 九 件、 其 內處罸 せられた る 者 七 百 六十 人、 却下 五十八 件、 無罪 六十 人、 違反者 不明 二百 十一、 罰 
金 五 万 五 千 弗、 尙ほ 同期 間に 於け る 治安 裁判所の 裁判 總數二 千 七 百 七十 件內 日本人に 關 する 事件 八十 
八、 類別 小窃盜 三、 大 窃盗 五、 治安 妨害 二、 持 兇器 二、 夜盗 一、 抵當物 異動 二、 一等 傷害 犯 一、 二等 
傷害 犯 二、 スチ I ム 計量器 邪魔 三、 狩獵 漁業 犯 ニニ、 交通 法 違反 一八、 速力 過度 二、 泥酔 一、 禁酒法 
違反 二〇 、食料 商標 變更 一、 文書 僞造 一、 殺人 一、 

衛生 狀 態は 一般生活の 程度 向上せ しため 移民 渡航 初期に 比し 著しく 改善せられ しも、 勞働 過重、 住宅 不 
完全、 或は 勞働中 他ょ 6 病氣を 感染し 易き 勞 働に 從事 する もの あるを 以て 結核 病患 者 多し 地方 農園、 山 
林、 鐵 道、 漁塲 等 R 勞働 する ものは 比較的 優良な れ ども 衛生 思想 缺如 して 一般 米 人 社會に 比し 遜色 ある 
を 遺 慽 とす、 幼兒の 死亡率は 一般 米 人に 比し 頗る 高率を 示め すは 邦人 生活の 改善を 要する を 証す、 左に 
出生 死亡 統計を 揭げて 其 槪况を 示すべし 0 

回 如 i  1一 一一 - -〇 轉在シ アト ル 帝國 領事館 管内 在留 日本人 出生 死亡 月別 統計表 


千 九 百 十 年 

讥 一  出 


生 


死 


亡 


米國 西北 部 聯絡 日 木 人會 調査 
—差引 1 增—加 I 
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五 

四 

JL. 
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一し 
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八 
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五 
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六 

五 
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八 

男 
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五 

三 

三 

一 

一 
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一 
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一 

— 

一 
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女 
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一 

八 

五 

七 

二 

九 

〇 

二 

二 

三 

〇 

五 

〇 

〇 

九 

三 

四 

七 

加 

一 

- 

一 

.一 

一 

一 

一 

- 

一 

四 

計 

__ . 

一 

_ ^ 

一 

九 

X 

二 

〇 

七 

五 

二 

八 

八 

五 

一 

一 

五 

二 

-JT 為 

三 

丄 

十二月 

計 

干 

月別 

一 月 

二 月 

三 月 

四月 

五月 

六 ^ 

七： C 

八月 

九月 

十月 

十一月 

十二月 

計 


一〇  六 
一八 八  一八 八 

九 百 十二 年 

出  _ 生 


一六 
三 七 六 


五 

ヒヒ 

死 


一  六 
二八 一〇五 

亡 


五 


五  一〇 
六 〇  二 七 一 


差— 引— 增加 


男 

二〇 
二 一 
二八 

一四 
一二 
一二 
二 六 
二 六 
三〇 
一六 

一 五 
一〇 

二三 九 


女 

一六 
一八 
一 五 

一四 
二 
ニニ 
三 一 
三 一 
ニー 

一 五 

一七 


計 

三 六 
三 九 
四 三 
二八 
二三 
四 三 
五 七 
五 七 
五一 

三 一 

三 二 


ニニ ニ  四 六 


男 

七 

一 

五 

四 

三 

七 

A 


七 
三 
八 五 


女  計 
一  八 
五  一六 

一  六 

三  七 

二  五 

三  一〇 

四  一二 

四  ニー 
三  一四 
一  一二 
三  1 0 
二  五 

三 ニ ニ 七 


男 

一三 
一〇 
二三 
一〇 

九 

一四 
一八 

一八 

一九 

五 

V 

七 
五 四 


女 

一 五 
ニニ 
一四 

二 

L 

一九 
二 七 
二 七 
一八 
一四 
一四 
九 
九〇 


計 
二八 
二三 
三 七 
ニー 

一八 
三 三 
四 五 
四 五 
三 七 

一九 
ニニ 
一六 

三 四 四 


千 九 百 十三 年 
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〇二六 S  S 九 至丟三 5 艽 $ 


灵九〇 六 三 S 七 七 九 一 五 七 S 女 


五 

四四二五二六五三四五六三五 
七〇〇七九〇三六二七一七五 計 


十 十 十九 八七六五四三二 一月  十 十 

計 ニー  計 ニー 

千  月月 月月 月月 月月 月月 月月 別 千  月月 


二八 九 

九 百 十七 年 


二八  二三  五一 

二 九  二 五  五 四 
二 六 三  二 四 六  五〇九 

九 百 十六 年 

出  生 


六  六  ■ニー 
五  四  九 

七 七  三 九 ーェハ 


^ _  C  — 

男女  計 
二  一  三 
八  四  一二 

七  一 0 一七 

八  二  一 0 

四  四  八 
二  三  一四 

六  五  二 

五  三  八 
五  一  六 

九  ー  ー〇 
五  二  七 

七  六 r 一一 
七 L  四 二 一一 九 


ニニ  ー七  三 九 
二 四  ニー  四 五 
八 六  二 0 七  三 九 三 


差 ^ 增—加 

男女  計 
土 七  二 五  五 二 
一ニ  ニニ  ニ 五 


一 五  二 九  四 四 
二八  一九  四ヒ 
一九  一 五  三 四 
八  一四  ニニ 
二〇  ニニ  四 二 
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二  一二  二三 
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一四  二 一 ー  ニ 七 
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加 
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一八 八 五 年 華 州に 於け る排支 暴動 後 移住せ る 邦人は 殆 ん ど 全部 勞働 者に して 其 大多數 は 人 n 稀薄に して 
白人 勞働 者の 競爭 無き アィダホ 州、 モンタナ 州 ic 勞動 せる を 以て 對日或 情 ま 極めて 良好な 6 しなり、 卜 Irn 
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ほ當 時は 西北 部 沿岸 諸 州の 政 權は 資本家の 壟斷 する 所と なり 居 6 し 際と て 邦人 勞働 者 JC 對して は 河 等 政 
治 的 壓迫も 無 か 6 き、 殊に 當時 アラスカ 金鑛 の發昆 と共に 白人 勞働 者の 北上す る もの も 多く 從つて 一層 
日本人 勞働 者との 競 爭を見 ざ 6 し 次第な 6、 一方 日本 郵船 會社は 大北鐵 道と 提携して 太平洋 海運業に 染 
手せ るを 以て 地方 的 經濟關 係は 一層 密接と な 6 對米關 係は 各方 面に 於て 圓滿 なる もの あ 690 

• 社交 關係 

初め 邦人が 華 州 方面に 移住した る 時は 米 人 社會も 無秩序に して 市 K の 大多数は 淳朴に して 人種的 僻見、 
階級 的 排斥の 念 強烈なら ず 開拓者 時代に 共通なる 相互 共 濟の 義侠 的 精神に 富み 日本人に 對して も 米國人 
相互に 對 すると 同樣の 態度を 以て 接する の 風 あ 尙 日露 戰爭當 時に 於て は米國 一般 輿論が 日本に 繫 
して 良好な 6 し爲め 邦人に 對して 一層 友誼 的 態度を 示せ 6、 同時に 在留 H 本人 先輩 も 邦人の 風紀 ^ 革 正 
し 日米 人の 接近 提携を 計 6 感情の 融和に 努めた る 結果、 一九 〇九年 アラスカ、 ユ— コン. 太平洋 1-® 覽會が 
沙 港に 開會 せられ 當し 時ょり 今日に 至る 迄、 在留 日本人は 物質 上に 多大の 犠牲を 拂 ひ たる も 加州 方面と 
多少 趣 3 を 異にし、 營業上 社交 上 差別 的 取扱 ひを 受くる 事 無 か 6 き、 其 後 時勢の 變遷は 動ともすれば 徘 
日の 聲 を 耳に する に 至 6 たるは 遺慽 とする 所なる が 社交的には 尙 露骨の 排斥な く 社交 團体 、婦人 團体は 
同胞の 加 人を 歡迎 しつ、 あ 60  • 

_ 經濟關 係 

在米邦人が 專ら勞 働の みに 從 事し 獨立營 業者少 敷な りし 時代は 其 蓄積せ る 金は 悉く 日本 送金と な 6 米 人 
との 經濟關 係 皆無な 6 と 云つ て 過言なら ず、 •日常 消耗品を 店舖ょ 6 買 人る、 か 或は 少數 の營 業者が 有せ 
し 銀 引取 引 •か 其 唯一 連鎖たり しなり、 然るに 一九 〇九 年の 頃ょり 商業、 農業に 從事 する もの 增 加し 地方 
的 經濟關 係 漸く 密接と な 6 勞働者 も 家族を 迎へて 定住の 企てを なし、 日本 送金は 减少 し、 米國に 於け る 
投資 增 加し、 地方銀行 商店との 關係益 ♦密接なる に 至れり、 M 近に 於て は獨 6 小 取引の みならず 米 人の 
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企業に 進ん て 投資す る もの さへ 生じ、 殊に 大戰 前後に 於て 日本 大會 社、 大 商店、 大 銀行の 交 店 出張所の 
沙港 R 開設 せらる、 もの 績 出し、 現在に 於て 沙港 商業 會議 所の 弗 人會 員は 九十 四 名を 算す るに 至れ 60 
一九 一〇 年ょり 一九 一九 年に 至る 十 V 年間 R 亘 6 沙港 郵便局を 經由 せる 日本 移民の 鄕里 送金は 一千 二百 
万 弗ーケ 年の 平均 百万 弗强 に當 る、 此外 タコマ 市、 ボ—ト ランド 市、 スボー ケン 市の 郵便 送金を 通計す 
るも總 額は 其 倍額に 達せず 更らに 此外 銀行 經 由の 送金 あ 6 しち 極めて 少額な 6 し、 之れ を 要するに 西北 
部 沿岸 諸 州に 居住せ る 邦人の 鄕里 送金は 年令 四百 万 弗 内外な 6 しと 見て 大過な からん、 其 後獨立 營 業者 
農業 家の 增 加に 從 a 地方銀行 貯金は 增 加し 昨年 末の 調査に ょれば 貿易 資金 以外の 日本人の 銀行 預金は 華 
州內に 於ての み 六 百万 弗を 下らず、 貿易業 者 以外の 事業 投資 額 例へ ば 土地、 農業、 商業 一切を 合して 一 
千 八 & 万 弗に 達し、 零細 資金と して 右の 外 九 百 五十 万餘 弗を 算し 得べ し、 從つて 之れ に 貿易 關係 者の 資 
金を 合計 すれば 可成 6の巨額に達する事となれ6斯の如くして米國人側ょり見れば日本人の經濟的能力 
は 無視す るを 得ざる に 至れ 6、 而して 日本人は 地方銀行との 取引に 於ても 誠實 なる 態度を 以てし 信用を 
重んずる を 以て 米 人に 金融 t 計らざる 銀行に して 尙 日本人と 喜んで 取引を なす もの 少なからず、 日本人 
に 對し ては 資力 以上に 信用 貸出しを なす 例 甚だ 多し。 

• 雇傭 關係 

在留 日本人に して 米 人の 傭人た る もの 多き と共に 米 人に して 日本人の 傭人た る もの も 少なからず、 華 州 
內の 銀行、 會社 、商店、 農園、 レストラン ト 、洗濯 業 其 他日 本人 關係 事業に 雇傭 せらる、 米 人の 男女は 
二百 名を 超 ゆ、 而して 其關係 共に 圓滿 R して 何れも 滿 足して 就 働し つ、 あ 6、 尙 此の 外 日本人 關係 事業 
に附隨 する 事業に 雇 はれ 居る 白人は 可成 6 の 多數に 達 t 可し 0 

五、 排日 變遷の 梗概 
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米國に 於け る 排日の 聲は 遠く 卅年前 加州に 起つ て 以來 幾多の 變遷 曲折を 重ね 其 原因 も 多種 多樣な 6 と雖 
も 一言に して 云へ ば 日本 移民の 密集に 起れ る ものにして 其 窮極す る 所は 畢竟 人種的 僻見と 經濟的 理由に 
ょる ものな 6、 米國 移民 史を繙 けば 其 建 國の大 精神と して 自由、 平等、 博愛を 標榜す るに 拘 らず實 際に 
採 6 來れる 階梯は 盡 く新來 人種 迫害の 歴史に して 之れ を 愛蘭 人、 猶太 人、 伊太利 人、 獨 逸人、 スヵン デ 
ナビ ャ 人、 支那 人の 實例 に徵 する も 皆 順次 迫害を 重ねた る ものにして 異人 種 排斥の 事 實は獨 6 我 日本人 
R のみ 見る 特例に あらず、 而かも 昔日に 於け る 迫害 行爲は 之 n を 現在の 夫れ に 比すれば 更らに 猛烈に し 
て 暴行 至ら ざ る 無く 實に 排他主義は 米國發 展史を 通じて 流る、 一大 暗黑 潮流た 6 しな 60 

• 日本人 勞働者 排斥 

抑 も：！！ 本人 排斥の 端緒 li 一八 八 六 年 加州、 桑 港に 於て ドクトル、 才丨 ドン ネルなる もの 桑 港 市 一 吏員た 
らんと 欲し 勞働 者を 煽動して 邦人 排斥運動と 起せし に 始まる、 即ち 彼等は 『•支那 人逐は ざる 可 i ら ず』 を 
標榜して 排支 運動に 成功せ るに 鑑み 再び 之を 日本人に 適用して 政爭の 具に 供せ / L とせし ものな 6、 當時 
加州に 於け る 日本人 數は 僅かに 四 ^ 名內 外に 過ぎ ざ 6 しを 以て 其 運動は 全く 失敗に 歸した 6 しも 之れ 米 
國に 於け る 排日 運動の 嚆 矢と す〇超 ぇて 一八 九 五 年 桑 港に ベスト 病發 生す る や 之れ 東洋人 特有の ものな 
れば とて 日 支 人 5: 非難 攻擊し 加 ふるに 桑 港に 於け る勞働 同盟 及び 大工 職組 合と 資本家 側との 爭 ひは 其餘 
沫を日 支 人に 及ぼし 排日の 聲は 漸く 高く、 一 九〇五 年 R 於て 亞細亞 人 排斥 協會な る もの 組織せられ、 次 
S て 日韓 人 排斥 協 會と變 じ、 チベット モ- なる もの 之れ が 首領と な 6 加州は 勿論 北は 華 州 及び 英領 加奈 
陀 R 至る 迄 其 支部 ^ - 設け 日韓 人 排斥を 唱導し 英領 加奈陀 晚香坡 市に 於け る 暴動 及び 桑 港 日本人 學童 隔離 
問題を 誘發 せしめた 60 

當時 彼等の 主張せ る 排日 理由なる ものは 長時間 低勞 銀を 以て 勞働 する 日本人を 排斥 せんとす るに あ 6 從 
つて 排斥運動の 中堅 及び 其 範圍は 勞働者 間に あ 6 て.！： 一本 移民の 制限を 唱導した るな 6、 殊に | 部 野、 い 攻 
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治 家は 勞働 者の 排日 運動を 利用し 之に 迎合し 只管 其歡 心を 得ん 事に 努め 政治的 K 之れ を 利用せ るを 以て 
排日 思想は 一層 勢を 加 ふるに 至れ 6、 當 時の 日本人に 對する 非難の 要 黙 t 擧 ぐれば 

一、  日本人は 職業 上の 價値 標準を 無視して 長時間 低勞 銀に 甘んじ 白人 勞働 者に 對抗す 

二、  日本人は 生活 程度 劣等に して 米國 人は 彼等と 生活 上の 競 爭に堪 へず 

三、  日本人は 其 取得せ る 金錢を 故國に 送 6 經濟 上米 國 R 何等 貢献を なさず 

四、  日本人は 日常 消耗品の 總て を故國 ょり 供給 5: 仰き 米國 製品を 需用せ ず 

五、  日本人は 愛國 心強く 又 彼等の 政治 道德 は米國 人の 夫れ と 一致せ ず 同化の 素質を 欠く 

六、  日米 文明の 根本的 相違は 日本人が 米國に 移住す る も 其 固有の 文明を 捨てず 米國 文化に 惡 影響を 及 
ぞ す 

七、  日本人は 密集 群居して 自國 固有の 風俗 習慣を 改めず 

八、  米國は 絕對に 米國 人の 米國た らざる 可から ず 

九、  斯か る國 民を 入國 せし 〇 るは 米國 に 於け る 人種問題を 一層 紛糾せ しむ 

斯 くして 一九 〇七 年には 學童 問題 桑 港に 誘發 せられ、 轉航 禁止、 日本 勞働 移民 入國を 禁止せ る 日米 紳士 
協約の 締結と な 6 超えて 一九 一三 年には 加州に 於け る 外國人 土地 所有 權 禁止 及び 借地 權 制限の 法律 制定 
せらる、 に 至れ. 〇〇 

排日 問題 誘 發の當 初に 於て は 日本人が 長時間 低勞 銀に 甘ん ずる 黙を 攻撃し、 一八 八 二 年に 成功せ る 支那 
人 排斥 法の 實果 も、 日本人の 渡航を 禁止す るに 非れば 何等 得る 所な く、 往年 白人 勞働 者が 支那 勞働 者の 
爲めに 苦しめられ たる 歷史は 亦茲 R 繰 返へ さる、 ものな 6 とし 其 渡航 禁止を 絕叫せ るは 如上の 如し、 而 
も當 時政權 に據れ る 共和 黨 政府は、 極端なる 國產 保護 政策を 採用し、 高率 關税 則を 制定し、 廉價の 外品輸 
入を 防ぎ、 米國產 業の 發 達を 熱望せ し 結果、 移民の 大 移入を 獎勵 せる 爲めに 勞働 階級は 之れ に對し 全米 
勞働 同盟を 中心として 外國 移民の 渡來 制限を 主張し、 階級 利益の 擁護に 努めた 6、 勞働者 側の 主張は 外 
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國 品の 輸入を 杜絕 して 內地產 業の 發 達に 資せん とせば 低廉なる 外 國勞働 者の 侵入を も 防ぎ 資本家 保護と 
勞働者 保護と を對立 並行す るの 途に 出て ざる 可から ず、 斯くて 民力の 充實を 得、 國產 に對 する 需要の 增 
加を 助長し 得べ く 保護の 本旨を 達成し 得るな 6、 然るに 獨 6外 品の 流入を 防 C に 吸々 として 物價を 騰貴 
せしめ 勞働 者に 何等の 保護を 與へざ らん か勞働 階級は 資本 階級の 利益 增 進の 犠牲と な 6 資本 階級は 勞働 
階級の 犠牲よ-' 其 私腹 i: 肥す の 偏頗 的 事 實の發 生を 見る 可し、 從つて 政治の 公平を 期せん とせば 産業 保 
護の 半面に 勞働 利益 保護を 忘る 可から ずと 云 ふ R あ 60 

斯 くの 如くして 排日 運動は 各所に 行 はれ 支那 人に 代りて 鐵 道、 鑛 山、 農園に 入 込める 日本 勞働 者に 對し 
各地 方の 白人 同種 勞働 者は 暴力に よ 6 或は 商店を 强壓し 之れ と 聯合して 不賣 同盟に よ 6、 有 ゆる 手段を 
以て 迫害を 重ね / C るが、 日本 勞働 者の 雇主た る 資本家は 又 有 ゆる 方法を 講じて 邦人 勞働 者を 保護せ 6、 
事情 斯 くの 如くな 6 しを 以て 日本人 對米 人勞働 組合は 殆かも 仇敵の 如き 關係 とな 6 日本人の 組合 加盟を 
許す が 如きは 當 時に 於て は 夢想 だ R 爲し得 ざ 6 し 所な- 〇、 然るに 時勢の 推移は 此 大勢 ^ こ 變せ しむる に 
至れり、 即ち 勞働 階級は 日本 移民の 渡航を 禁 Ih せ 1; としたる 目的の 主要部が 達成せられ たる 今日 之れ 以 
上 ic 邦人 勞働 者を 迫害して 常 ic 組合 勢力 圈外に 放任す る 事は 偶々 日本 勞働 者を して 勞働 組合 破壤 者た る 
の 地位に 立たし むる 事と な 6 團体 運動 上に 支障 少なから ざるを 以て 寧る 進んで 之れ を 包容し 訓練し、 階 
級 的 運動の 一助たら しめ / L とする の 態度を 採る に 至れ 6、 邦人 も 亦米國 に渡來 して 勞働 者と して 生活す 
る 以上 其 階級 利益を 無視して 經濟 秩序を 破壤 する 事の 誤れる を 自覺し 努めて 階級 利益 增進 K 一致 せんと 
する の 態度を 採れる 爲め 、兩 者. の 關 係は 近年 頗る 融和す るに 至れり、 殊に 一九 一九 年初 頭に 於て 沙 港を 
中心として 斷行 せら n たる ゼネ ラル、 ストラィキ 當 時日 本勞働 者は 米 人勞働 組合と 一致の 行動を 共に せ 
し以 來更ら (C 兩 者の 關 係は 密接の 度を 增せ る感あ 6、 之れ を 前揭 移民 調査 會に 於け るユ ーー オン、 レ n 丨 
ド 紙 主筆 ィ丨 、ビ丨 、アルト 氏の 證 言に 徵 する も、 邦人 勞働 者の 全米 勞働 同盟 加入 勸 誘の 事 實に徵 する 
も、 た 又 最近 華 州 排日 土地 法制 定當 時に 於， て シアトル、 タコマ 兩 地の 中央 勞働 會議の 排 m 土地 法 反 對聲明 
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に 徵 する も兩 者の 關係良 好に 向 a つ、 あるを 察知す るに 足る 可し。 

• 獨立營 業者 排斥 

邦人 渡 來の當 初に 於て は勞働 本位の 狀態に あ 6 しも 年を 經るに 從； 3 小規摸 獨立營 業に 從事 する もの 起 6 
農業、 宿屋、 小 商店、 洗濯 業、 理髪 業 等の 獨立 事業は 到る 所に 經營 せらる、 事と なれ 6、 而して 最近 四 五 
年間に 於て は 前 揭營業 統計表に 表出す るが 如く 多種の 營業に 從 事す るに 至れ 6、 從つて 從來 日本人と 經 
濟 的競爭 者た 6 し 白人 勞働 者は 今日の 敵に 非らず、 現在に 於て は 小 資本 ^ 以て 日本人の 營 業と 同種 營業 
に從 事す る もの、 其競爭 者た る 地位に 立つ に 至れ 6、 加州 方面に 於て は 日本人は 著しく 農業に 發展 した 
るを 以て 小作農 業者 間に 排日 運動 起 6 近年 西北 部 諸 州に 於ても 亦 農業 者に 排 〇： 氣勢擧 6、 華 州內に 於て 
は レスト ラント、 洗濯 業、 ホテル 業、 靑物 商、 碑 髮 店の 發展著 しか 6 し爲め 白人 同業者の 反抗 運動 起れ 
6、 沙港に 於て は 旣に廿 年 以前に 於で 日本人 理髮 業に 對 する 排斥運動 起 6、 超ぇて 數 年後 青物 商に 與す 
る 排斥運動 起 6 邦人 同業者は 卸 仕入れ ^ - 市內に 求め 得ず 遠く 東部よ 6 商品を 仕入れて 其 苦境を 脫せ る實 
例 あ 6、 更らに 一九二 〇 年に 於て は ホテル、 古物商、 球塲 、マ ー ヶット 業者に 對し市 法規を 制定して 殘 
酷 峻嚴な る 取締りを 斷 行し 邦人 營業 者^ 排斥せ /L と 企てた 6、 また 海運業 者、 貿易業 者 間に も斷 へず 猛 
烈な る競爭 起り 現に 昨年 合衆國 中央 議會を 通過せ るジ ョ丨ン ス 航海 法案の 如 i らかに 日本 海運業に 打 
擊を與 へんと したる ものな 60 

殊に 最近 排日 立法 ^ 制定す るに 至れる 最大 原因は 顯著 なる 發 達を 遂げし 邦人 農業 家を 農園よ 6 驅逐 せ / L 
とする 經濟的 理由に よる ものにして 斯くて 昔日の 勞働 排斥は 今日に 於て は營業 排斥と な 6 從つて 排日の 
表面 理由ち 變更 せらる、 に 至れ 6、 今 其 代表的 意見と も 見る 可き 加州 サクラメント、 ビー 新聞 發表マ ク 
ラッチ 丨の 移民 調査 會に 於け る 陳述を 引用 せんに 前記 勞働者 側の 排日 理由との 間に 大變 化を 認め 得べ く 
彼等は 口に 人種的 僻見を 否認す る も其證 言を 熟 讀し兩 者の 理由を 比較す る 時 R 其 根底 ic 人種的 僻見の 橫 
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はるを 知る を 得べ し 0 

7 ィ "エス、 マ クラ ツチー氏 証言 (一) 

『日本人 問題は 素と 經濟 問題に して 人種問題に あらず、 余の 所論 基礎に 一 黙の 人種的 僻見を 有する もの 
にあらざる 事を 了知せられ 度し、 在米 日本人は 秩序 あり“ 法に 遵 a 、 勤勉に して 節約、 加 ふるに 事に 當 
6 旺盛なる 精力を 發 揮す、 然れ ども 彼等は 貪慾に して、 財の 飽く 事を 知らず、 爲めに 米 國社會 組織 t 往 
♦破 壤 して 顧みざる もの あ 6、 今日 本人を 排斥すべき 理由を 擧げん に 

一、  日本人は 實際上 同化 不可能の 人種な 6 

二、  平和的 侵略は 彼等の 素志な 6 

三、  日本 兒童 出生率の 高き は 米國祉 會に 多大の 威嚇な 6 

四、  日本人の 經濟 的發展 勢； 3 盛んなる 今にして 策 e 講ぜず /L ば遂； 5 に 阻止す るに 途な からん 

五、  日本人が 二重 國籍 によ 6 二重の 忠誠を 誓 ふは 不誠意と 云は ざる 可から ず 

六、  日本人に 對し 支那 人 排斥 法を 適用して 禍 V」 未然に防 r 必要 あ 6 

七、  排斥 法の 實 施は 今に 於て 爲す 事の 最も 時期を 得た る ものな 6 

以上 七熙 は佘の 日本 入 排斥を 主張す る 主要 論據 K して、 日本人が 到底 同化し 得べ & 人種に 非らざる は 過 
去 幾多の 事 實に徵 する も 明瞭に して 特に 論議を 要せず、 同化を 徹底的なら しめんは 雜婚 によるの 外途な 
し、 然るに 米國内 日白 結婚 k 禁止せ る 州 少なからず、 日白 結婚が 結果より 云つ て、 悉く 悲慘 なる 終局を 
齎らす を 見 ば、 蓋し 思 CA 半ばに 過 ぐるものあらん、更らに日本政府は其國民を米國各州に分布散在せし 
めて、 平和的 侵略を 行は / L とし、 特に 其國民 を 農業に 從事 せしめ、 米國 基本 產 業の 支配 權を掌 握 せん 事 
を 企つ、 日本人 R して 米國に 在留す る 者 今や 十五 万に 達す、 其 中 十万は 加州に 在留す、 此の 一事に 徵す 
る も 紳士 協約の 何等 實効な 3 を 察する ic 足るべく、 約 五 万人の 日本人 (其 多數は 勞働 者) li 該 協約 實施後 
に 入 米せ る ものな 6、 在 加州 日本人 男女 別を 示せば 成年 男子 六 万人、 成年 女子 一万 五 千 人、 兒童二 万 五 
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千 人な 6、 殊に 驚く 可き は 日本人 出生率の 高き 事に して、 千 人に 就き 四 六 人 四 四の 割合を 示せ 6、 他國 
人の 出生率が 一六 人 五 九なる に 比して 如何に 高率になる やを 知る に 足る 可し、 而して 米國 R 出生せ る 之 
等兒 童は、 米國 憲法の 保障に ょ 6 悉く 米國 市民と な 6、 其特勲 を 享有す る 一面に、 日本 帝國は 依然 之 等 
出生 兒を 帝國 臣民と して 忠誠を 强ゆ 、之れ 明かに 米國令 家に 採つ て 重大 禍根なら ず や J と 
調査 委員ゲ H 丨， 氏は 此熙 に關し 意見を 述べ 『何れの 國 民と 雖も移 殖民の 先驅 たる ものは 多産の 傾向を 
有す、 佘の 母は 七 人の 兄弟 姉妹を 有し 佘は四 人を 有す、 而して 父と しては 余は 一人の 子を 有る すの み、 
日本人 にして 米國に 在留す る 夫婦 者は、 壯齡 にして 繁殖力 旺盛の 年齡 者な 6、 從つて 現在に 於て 多產な 
る怪ひ に 足らず、 漸次 出產 率の 减少す 可き は 察知す るに 難から ず』 と 

マ クラッチ， 氏は 更らに 第 四論勲 に 言を 進め、 日本人の 經濟的 基礎 益々 鞏固と なるべき^ 一力 說し 其證左 
として 加州に 於け る 日本人 所産 農作物 統計を 示し、 更らに 再び 日本人 二重 國籍 問題に 關 連して 二重 忠誠 
の 件に 論及し 『日本 政府は 日本人 兒 童の 出生地の 何處 たるを 問は ず 其國 民な 6 と認 む、 日本人 亦 之れ を 
喜び 忠誠を 盡 事を 期す、 日本 政府は 近來 其の 國籍 法規に 改正を 加へ て、 在外 出生 日本人 兒童 R 國籍 
離脫 ir 許す 條項 V 規定せ 6 と雖 も、 其 許否は 日本 政府の 一存に あるを 以て、 之れ を 以て 未だ 本 問題の 解 
决と なす 可から ず、 實例に 就て 見る も、 日本 政府が 離脫 申請に 對して 許可を 與 へたる 數は 僅少に して 殊 
に 最近 在布哇 一日 本人に して、 米國 軍隊に 編 人せられ 出征せ る ものに 對し 、日本 政府は 自國國 民と し更 
らに徵 兵の 通牒を 發して 其 歸國を 迫れ 6』 

調査 委員 シ丨ゲ ル 氏は 此點に 關し發 言し 『之れ 獨 6 日本 國籍 法規の み 然るに 非らず、 伊太利、 佛蘭 西、 
濠 州、 西班牙の 諸國皆 同一 法 系に 屬 す、 然れ ども 此國際 的 法規 衝突は、 之れ を 改正して 救濟 する の途あ 
るべ く、 米國獨 6 出生 兒を 市民と して 認む るに 至らん』 と 

マ クラッチ— 氏は 更ら に、 日本人が 國勢 調査に 虛僞の 申立を なす 事實を 指摘し、 人口統計の 表示す る以 
上に 實數の 多 かるべき 事を 述べ 『支那 人、 印度人、 黒人 •か 年々 人口 减少 する に拘ら ず、 獨 6 日本人の み 
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增 加す るは 注意すべき 現象に して、 假 6に ギユ リック、 デ リンゲ ハム 移民法 案を 實施 する ものと せ ば、 
在米 日本人は 四十 年後に 於て 二 巨 万人、 八十 年後に 於て 四千 万人、 百 四十 年後に 於て 一億の 多き に 達す 
べし』 と、 マ 氏は 又 二重 忠誠の 問題に 關 して 日本 國語學 校 問題に 論及し 『國 語學 校なる ものは 其 設立の 
目的、 日本 國 家に 忠誠を 敎 ふるに あり、 其 大多數 は 神道 即ち 天皇 崇拜を 高調す る佛敎 僧侶を 敎師に 採用 
し、 日本人 兒 童を 收容 して 母國 との 接觸シ 保たし めんと す、 期の 如きは 明らかに 米國國 体を 傷つけん と 
する ものなら ず や J と、 調査 委員 シ— ゲル 氏は、 マ 氏に 問 ふて 『國 語學 校に 通學 する 日本 兒 童は 米國學 
校に も通學 する や j マ 氏 答へ て r 然 6 各 學校共 下級 (C は 日本人 兒童 群を なす』 と、 シ丨 ゲル 氏 日く 『然ら 
ば 彼等 ! 1 英語を も 習得し、 米 化せん と 努力し つ、 ある ものに 非らず や』 と、 マ 氏は 之れ に 答へ ず 自己の 所 
說を 引續さ 述べ 『櫻 府に 於け る 日本人 出産率は 白人の 夫れ に 比し 三倍 乃至 四 倍に 當 る』 と 
此時 調査 委員は 別に 一人の 証人 あ 6、 陳述を 急ぐ との 事な れば 之れ を 先き にし、 マ 氏の 證言引 續 きを 其 
後に な 3 しめんと 申出で、 マ 氏 も 之れ を 諒 とし 一先 づ證 言を 打 切る。 

マ クラ ツチ— 氏 証言 (二) 

マ 氏は 再び 證 言を 繼續 し、 日本人 出生率に 就て 新 統計を 得た るを 以て 之れ を 示すべし と 云 ひ 『一九 一八 
年 加州に 於け る 日本人 ❖口は、 白人 全人 口の 十三 分の 一に 過ぎ ざ 6 しも、 其の 出生率は 白人に 比して 三 
倍に 當 る、 更らに 一九二 〇 年に 於け る 出生 統計を 示せば  . 
加州に 於け る 全 出生 數  五 二、 〇六三 
内 日本人 以外の 異人 種  七 四 七 
白人 以外の 異人 數  五、 ニニ 五 
即ち H 本人 出生 數  四、 四 七 八 
日本人の 日本に 於け る 出生率は 千 人に 就き 卅 乃至 四十に 當 ると 信ず J と 

調査 委員シ I ゲル 氏は 日く 『今や 日本人の 多数は 盛ん ((: 西 伯利亞 に 人込みつ、 あ 6、 lfn して 過去 十 ヶ月 
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間に 日本人の 歸國 者數は 入 國者數 を 超 ゆ』 と 

マ クラッチ， 氏は 更ら に其證 言を 續け 『所謂 紳士 協約は 日本 之 n を 遵守せ ず、 米 國亦之 nk 強要せ ず 同 
協約の 下に 日本人 入 米 者は、 支那 人 排斥 法に よる 支那 人 一名の 入 米 者に 割し、 日本人 卅二 名の 入 米 許可 
せられつ 、あり、 最近 二十 ヶ 年間に 於 C、 在米 日本人は 六 倍に 增 加し、 紳士 協約 實施以 後に 於て、 加州 
に 於け る 日本人は 四 倍に 增 加し、 全米を 通じて 三倍に 達せ 6、 而 して 日本 政府は 紳士 協約 締結せられ 其 
實行 期に 入る に 先 だち、 一万 七 千 人 t 入 米せ しめた 6、 一九 一九 年 七月 一日よ 6 一九二 〇年 六月 十二 日 
に 至る 間、 日本人に して 太平洋 沿岸に 上陸せ る もの 左の 如し 
桑 港 上陸 者  男 二、 九 四 四  女 二、 五 四 一 
沙港 上陸 者  男 三、 一七 五  女  一、 A 一一 一八 
一九二 〇年 二月、 十五 六 名の 寫婚 婦人は、 夫た るべき ものが 不正 入國 者た るの 故を 以て 送還せられ ん と 
したる に、 桑 港 合衆國 裁判所に 人身保護 律の 訴ヒ 起し、 悉く 上陸したり、 素と 寫眞 結婚なる 制度は、：：： 
本 政府が 紳士 協約を 潜らん が 爲めに 案出せ る 一種の 奸策 にしで、 同 協約 實施 前に あ 6 て II 絕 無の 事實な 
6 しな 6、 右 結婚 法に 關し ては、 日本人 中 之れ t 不當 とする もの 生じ、 桑港總 領事 太 田 氏 及び 日本人 會 
は 母國 政府に 警告して 該 制度を 撤廢 せし むる に 至れ 6』 と 

更ら ((: マ 氏は 二重 國籍 問題に 對し 『在米 日本人は、 今日 本へ 委員 ヒ 特派し、 在米 日本人が 日本 訪問に 際 
し徵 兵猶豫 ーヶ月の 現行法を 廢し六 ヶ月の 滯在 期間 猶豫ヒ 得ん と、 故 國政府 と 交渉の 途 にあ 6J( 此時委 
員 長 ジョンソン 氏は 桑 港 在留の 日本人が 太田總 領事 召喚の 申請 k 日本 政府に なす 可 さ 事を 决議 せる 情報 
に 接せ 6 と 云 ふや) -V 氏は 『之れ 在 加州の 多數 H 本人が 寫眞 結婚 制度 廢止に 反 對 せる 餘 6、 太 田總 領事 
の 行爲に 憤慨せ る 結果な 6』 と 附言せ 6、 マ 氏は 又 更らに 加州 スタ ク トン 在留 日本人 古谷 某が 新聞 廣吿 
によ 6 布 哇に配 遇 者を 求めつ、 ある 事實を 述べ、 進んで 養子 問題に 論及し 『日本は 養子 制度の 下に、 養 
親 -1 6年少なる何人をも自己の子として取扱ひ得る風あ6、此形式の下に過去三ヶ月に桑港に於て發給 
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せられし 呼寄證 明は 卅 通に 達す、 此被呼 寄 者た る ものが 男子た るの みならず 女子 また 養女と して 其 特典 
に 浴し 得る ものなる 時、 吾人は 之に 留意すべき に 非らず や J と 切言せ 6、 マ 氏は また 更に 日本人 不正 入 
國者 問題に 論議を 轉じ 『不正 入 米 者の 多數 なる 事を 日本 政府は 桑港總 領事 舘及び 在米 日本人 會を 通じて 
知悉し 居る 可き 箸な と 云 ふや、 委員シ 丨ゲル 氏は 『現在 加州に ある 日本人に して 不正 入國 者と 云 ふ 
もの、 中には、 他 州に 正 當入國 せる ものが、 後日 加州に 轉ぜる ものに あらず や』 と 云 a 、 マ 氏の 所 說を追 
及す る 所 あ 6、 マ 氏は 續いで 『日本人が 米墨國 境を 超ぇて 密入國 となす もの 多數に 達す 』七云 64 、『來ら 
ん 數 年間に 日本人の 入墨は 十万 人に 達せん とする 時、 彼等は 悉く 墨國に 生活を 營まん とする ものなら ず 
入墨は 密入 米の 徑路た るに 過ぎ ざ るな 6、 而して 日本人の 米國 に於て穫得する地は、常に豊饒の地を選 
び、 加州 各 郡に 散在し つ、 あ 6』 と 

委員は 此時マ 氏に 質問を 發して 「米 人に して 日本人に 其 土地を リ丨ス する もの も 亦 日本人を 好まざる や」 
と 云へ るに マ 氏は 『此等 米 人は 日本人に 16 て 利益し、 若しくは 特別 關係 t 有す、 一九 〇九 年には 日本 
人は 加州に 於て 三 万 三千 二百 五十二 英 加を 耕せる も 一九 一九 年には 四十 二 万 七千〇 二十 九英 加を 耕す に 
至れ 6J と 答 ふ、 更に 漁業 問題に 轉じて 『加州 漁業は 日本人の 掌握す る 所と なれり、 加州に 於て 外國人 
所有の 漁船は 二 千隻に 達す、 而して 日本人 所有 漁蚣 は、 漁業 以外に 日本人 密入國 V」 扶け 、日米 一端 事 あ 
るに 際して は、 日本の 爲めに 努力 せんとす る ものな 6、 乙 n を總 括して 日本人を 排斥す 可き 理由を 再說 
すれば 

一、  日本人は 不同化な 6 

二、  出産率 高率な 6 

三、  經濟的 競爭に 於て 日本人は 常に 優秀な 6 

第一熙 は 人種的 相違が 日本人 同化を 困難なら し li* るの みならず、 日本人 自身に 於て 同化を 好 ^ ず、 殊に 
天皇 崇拜の 風は 其 同化と 米 化を 妨 r る 事 甚だしき もの あ 6、 第二熙 に關 しては 如上 說明 せる 如く、 日本 
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人の 出産率 高く 繁殖力 絕大 なる 白人 令 口を 凌駕す る 恐れ あるな 6、 第三 熙に關 しては H 本人は 白人に 比 
し 長時間 勞 働し、 生活 標準 低く、 妻子 眷族 一家 悉く 擧つ て勞 働し、 白人は 到底 其 競 爭に堪 へざる を 以て 
な 6 j 委員 レ 丨 力— 氏は マ 氏に 質問して 『日本 婦人に して 當國 に來る ものは 渡航に 先つ て 出產 能力 あ 6 
や 否やを 撿 せらる、 と 聞く、 右は 事實な 6 や 』と云へるに對し、マ氏は乙れを『知らず』と答へた6。 

マ クラ ツチ— 氏 証言 (三) 

同氏は 前回 審問に 應 じ / 2 る も 更らに 再度 出頭し、 日本人 狀 態に 就いて 述べて 日く、 日本人は 到底 善良な 
る米國 市民た b 得ざる ベ L、 阿ん となれば 米國に 出生せ る 日本人と 雖も 日本 政府が 國籍 離脫を 許可す る 
に 非ら ざれば 依然と しこ 日本 國民 たるべく、 從つ C 日米 國交 破裂に 際して は、 米國 はこれ を 日本 國民と 
して 取扱 ふの 外途な かるべし、 日本 政府が 國 籍離脫 4: 許可せ る實 例は 極めて 稀れ にして、 七歲の 幼童に 
劉 して 不 許可の 决定 t なせる 實例を 熟知す、 日本 國語學 校は 其敎科 書と して、 日本 文部省 撿定の 讀 本を 
用， Q つ、 あ 6、 米 國小學 校の 敎授 時間 中 R 日本 學童 ♦か、 日本語 敎科 書の 豫習に 耽る 事は 屢 々米 國敎師 ょ 
6 耳に する 所な 6、 日本人は 米國 市民た るを 欲せざる ものな 6』 と 云 ふや 

調査 委員 スゥ ーブ 氏は マ 氏に 問 ふて 『日本人が 同化し 得ず とは 如何なる 謂 CA か J と 云へ るに 對しマ 氏 答へ 
て 日本人は 思想 理想 共に 米 人の 夫れ 等と 背馳 すれば な 6 J 

ス氏 更らに 問 ふて 日く 『社會 的に 其 他に 日本 入は 一般ょ 6 差別 的 待遇と 受け 居らざる か』 と、 マ 氏は 然 6 
と 答 ふ、 ス氏 更らに 進んで 『彼等の 同化を 妨 ぐるは 盖し此 等差 別 的 待遇が 其機會 VJ 失 (i し (J1 る ものに 非 
ざるな さや』 マ 氏 「或る 程度 まては 然 らん』 ス氏 『足下は 櫻府に 於て 地位 ある 日本人と 親しく 同化 問題 K 
就て 論議せ し 事 ある や、 又 彼等に 米國 市民たら /L とする 意思な き 事 ^ 確め / 2 る 事 あり や』 マ 氏 『共に 之れ 
無し J ス氏 『然 らば 足下は 如何にして 日本人が 同化を 欲せず と斷 言し 得る や』 

調査 委員シ 1 ゲル 氏 も 亦 マ 氏を 追及して 『足下は 布哇に 於け る 日本人 狀態を 考究せ 6 や J マ 氏は 『未だ 親 
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しく をれ をな ず J 

マ 氏は 言 ^ 河上淸 氏の 一身に 轉 じ、 同氏を 米國に 於け る 日本 政府の 代表者な 6と云ひ、河上氏は米國に 
於け る 日本 情報 局と 出版 局の 事務を 司る 首長な 6、 十万 弗の 金員は 日本 政府の 非常 基金 中より 支出 せら 
れて 米國に 於け る 日本 ブ〇パ ガン タ 遂行の 爲め に、 河 上 氏 指導の 下に 費され つ、 あ 6、 目下 加州 出生 兒 
にして 日本に 於いて 敎 育せられ つ、 ある もの 五 千 人に ^ すと 云 ふや、 調査 委員 シ T ゲル 氏は f 氏に 對し 
『足下は 右 所 言に 對 する 證據， ど 提供せ ず 漫然 此の 言を なす、 余の 解す る 所に よれば 右 計数は 米 國全七 -よ 
6 日本 行せ る 兒童數 なるべし J マ 氏は 之れ に對し 調査 委員 會に 抗議して 委員 會は 余が 意見 披瀝に 對し充 
分の 餘裕と 時間を 與 へずと 叫ぶ やシー ゲル 氏は r 委員 會は 足下に 對し 他人に 與 へし 以上に 意見 陳述の 機 
會 を 與へた 6』 と 反駁して マ 氏の 失 1  言を 責め、 マ 氏は 其 暴言を 取消し 陳謝して、 更らに 意 II 陳述を 繼續 
し 日本 兒童に して 日本 行を なす ものは、 悉く 日本 主義の 敎 育 ^ 故國に 受け、 在米 H 本人 叫 千 人を 超 免 ざ 
る少數 者が キリスト 敎 主義を 奉ずる のみ』 と 

• 政治的 排日の 變遷 

=： 本勞働 者 5: 排斥 せんとす る 白人 勞働 者は 專ら 暴力に よ 6 邦人を 迫害し 極めて 秩序な >  排斥の 態度を 執 
6 しも、 日本人が 漸次 農業 及 商業 k 營むに 至 6、 稍 獨立營 業者の 体裁を 備 へ經濟 的に 白人 同業者と 競爭 
の 位置に 立つ に 至つ て、 彼等は 非買同盟 又は 暴行を 以て 排斥せ ん とする に 至りし が 斯 くの 如き 手段は 到 
底 日本 移民の 增加及 事業 經營 者の 經濟的 膨脹を 防止す るの 道に あらざる を自覺 し、 排日 運動は 漸次 政治 
的 色彩を 帶ぶる R 至れ 6、 即ち 排日 派は 加州 桑 港に 於け る學童 隔離 問題の 發生 する や勞働 組合 又は 政黨 
の 力を 籍 6 加州々 會を 中心として 日本 移民 入國 禁止の 運動を 開始し、 更ら に米國 中央 議會を 動かし 遂に 
移 ^ 法を 改正して 布哇 、加奈陀、 墨 斯古其 他 南米 諸國よ 6 邦人の 渡航す るを 禁止し、 米國 政府に 迫つ て 
日本 帝國と 日米 紳士 協約を 締結せ しめ、 一九 〇八 年に 至 6 ては 全く 日本 移民の 渡航を 絕滅 せしめた 6、 
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加州、 華 州 及 オレゴン 州 等に 移住した る 同胞の 多數じ 專ら 農業に 從 事し 其 發展顯 著なる もの あ 6 しを 以 
て 小作農 K は 我 邦人を 農業ょ 6 驅逐 せんと 企て、 加州々 議會は 一九 一三 年 外國人 土地 所有 權 禁止 及 借地 
權 制限の 法律を 制定し、 日本人の 農業に 於け る 發展を 防 lh せんと 企てたり、 加州の 排日 派は 他の 沿岸 諸 
州に 宣傳 して 同一 法律の 制定を 運動したり、 彼等は 絕 へず 支那 人 排斥 法律 i: 日本人に も 適用し、 家族 呼 
寄を も禁 lh せんと 企てた 6、 在米邦人は 新 移民の 渡航 嚴禁 せら n て以來 稍 永住 的 傾向を 有する に 至 6 家 
族の 呼 寄を なし 民族 發展の 素地 ^ 作る R 至 6しが故に一九〇八年以降と雖も漸次其人口は增殖した6而 
かも 其增殖 の 率は 全く 妻子の 增殖 にして 新 移民の 渡： M に 依る ものに 非ら ざ 6 し？- 以て 加州に 於け る排 n 
派は 再び 妻子の 渡航を 禁止せ /I との 政治的 運動を 開始し 遂に 日本 政府を して 寫眞 結婚を 禁じ 婦人の 渡航 
を 禁止せ しむる に 至れ 6、 日米 兩國 の歷 史的 關 係^ ，無視して 重大なる 兩國 々際 的關 係は 斯 くの 如き 些細 
なる 少數 移民 問題ょ 6 も 重大なる 意義 ある ものを 考量せ ずして 益々 太平洋 沿岸に 於け る 日本人 問題を 紛 
糾 せしめ /L とする は 甚だ 遺慽な 6 とす、 一九二 〇 年に 至り 加州 議會 は！ 九 I 三年の 土地 法を 改締 して 更 
に 過酷なる 法律を 制定し、 加州 排日 協會 及び 在鄕 軍人® は 沿岸 十一 州に 加州 法律 同樣の 土地 法 制定の 運 
動 を なし、 華 州、 アリゾナ、 ニ ユー メキシコ、 テキサス 諸 州は 遂に 外人 土地 所有 權 禁止 及 借地 權制限 の 
法律を 通過し、 合衆國 中央 議會 に 對し ては 極端なる 邦人 渡航 制限の 法律を 制定せ ん事 t 建議し、 合 衆 國 
第 十四 改正 憲法の 規定 (C 依る 米國 出生 H 本人 兒童の 市民 權 七 享有すべき 規定を 改正して 米國 内に 於け る 
日本 入の 民族的 發展を 防 IK せんと 企つ るに 至れり、 布哇に 於け る 日本 移民に 關 する 排斥 も 亦 太平洋 沿岸 
に 於け る 排日と 略 ぼ 領似の 道程を 迎6 現今に 於て 11 國語學 校 禁止 及 借地 權 禁止 等の 法律を 制定 せんとす 
る 政治的 運動を 開始す るに 至 no、 合 衆國 全般に 亘る對 日本人 關係七 考察す るに ミスシ ツビ-河 以西の 
中西部 及 太平洋 沿岸 諸 州に 於け る排 U は經濟 上の 理由 及 人種 僻見に 基く 在留 日本人 排斥に して ミス シッ 
ビ丨河 以東の 排日は 我が 帝國の 東洋に 於け る 國際的 特殊 位置に 對し 商業 市塲 及經濟 上の 理由に 基き 純正 
なる 商業 帝國 主義の 排日に して、 彼等は 我 帝國の 支那 及 朝鮮、 南洋諸島に 於け る國 家政 策に 對し 常に 非 
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難 攻撃を 加へ 機會 均等 主義の 下に 我國 運の 發展 V 嫉妬す るに 因由す、 從 つて 東部の 排 =： と 太平洋 沿岸に 
於け る 排日とは 自ら 其 根據を 異にし 相 一致せ る ものに 非ら ざれ ども 我 帝國の 海外 政策に fl する 僻見 嫉妬 
陷弈は 同一 黙に 歸納 すべし。 

六、 日本 政府の 移民 政策と 其 影響 

帝國 政府は 始め 布哇に 於け る 砂糖 耕作 業に 從事 する 官約 移民〜 送 6、 一八 八 二 年 支那 人 排斥 法 制定に 依 
6 米國 大陸に 支那 移民の 入國を 禁止せられ てょり、 太平洋 沿岸に 於け る 米國 資本家は 支那 勞働 者に 代は 
るべき 日本 移民の 移住を 熱望した る爲 めに、 帝國 政府 11 比較的 容易に 米國渡 航移民 の 旅行 券發給 t なし 
寧ろ 我國 民の 海外 發展 t 助長す る 態度を 以て 米國 渡航者の 旅券 出願を 許可した 6、 之が 爲めに 一八 九〇 
年 前後に 於て 著しく 渡米 者の 數增 加し、 殊に 日露 戰爭 後に 海外 移住の UJ (潮 勃興し、 一九 〇五年 及 六 年の 
交は 非常の 勢を 以て 渡米 移民の 數激增 した 6、 然るに 偶々 一九 〇五年 加州 桑 港に 於け る 日本 學童 隔離 問 
題の 勃發に 次ぎ 日本人 排斥の 聲 漸く 盛に な 6 加州に 於け る 排日 運動は 遂に 沿岸 各地に 瀰漫 し、 米國 中央 
議會 k 動かし、 日本 移民の 渡航 取締 e 目的と せる 移民法を 制定し、 布哇 、加奈陀、 比島、 墨 國其他 南米 
諸國に 移住した る 日本人の 米國 大陸に 轉航を 禁止し /? 6、 一九 一一 年 三月 改締の 現行 日米 條約 第二 條の 
但書を 撤廢し 一見 頗る 有利なる 條約 締結と 認むべ き现由 あれ ども、 當時我 帝國の 輿論 並に 米國 政界の 事 
情と 交涉顚 末の 書類に ょ 6 考察す n ば、 我帝國 政府は 第二 條の 但書を 撤廢 する に 早急なる 餘 t 將來 在米 
日本人の 永住 的 發展の 進路に 向つ ては 周到なる 注意 V- 拂はざ 6 しもの、 如し、 之 ^ を 日米 條約改 締交涉 
顚 末の 文書に 照し 考ふ るに 我帝國 政府が 提出した る 現行 日米 條約 草案には 第 一條 第一 項の 規定に 産業 及 
他の 合法なる 目的の 爲めに 土地 家屋を 賃借し 得との 條項あ 6 しに 拘らず 米國 上院の 條約比 准に 協賛を 與 
へざる べきを 憂 CA 之れ が 修正に 同意 t 輿へ、 現行 日米 條約第 一條 第一 項の 規定に 示す 如く 兩 締盟 國の國 
民 又は 人民は 他の 版圖內 R 於て 住所 及 商業の 爲め其 他 之れ に附帶 して 必要なる 土地 家屋を 賃借し 得と 改 
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めた るは、 正に 今回 加州 及 華 州 其 他 沿岸 諸 州に 於て 日本人に 對して 農業 用 土地を 賃借す る 事 ^ 禁止せ る 
法律を 制定した るに 際 L 條 約上此 種の 法律が 日米 條約に 抵觸せ ずとの 主張を 肯定せ ざるを 得ざる の 禍根 
を貽 した 60 

一九 〇八年 七月よ 6 實 施の 日米 紳十 協約と 稱せる 日本 移民 渡米 制限の 覺 書は 米國に 於け る H 本人 勞働排 
斥の 輿論を 援 和せ / L との 目的に 出で たる ものなる べしと 雖も 啻に 其 目的た る米國 排日 輿論を 防 壓し得 ざ 
るに Lh まらず 米國に 於け る 我が 民族の 發展 ic 至大なる 影響を 與 へた 60 

• 轉航 禁止 

日露 戰爭後 我 移民の 渡米す る 者 多き に從ひ 其 需要の 途益 々擴 張せられ 各種 產 業は 日本 勞働 者を耍 求し 比 
較的 高率 勞 銀を 支拂ひ しを 以て、 布哇 、加奈陀、 墨 國其他 南米 諸 邦よ 6 米國 大陸へ 轉航 する もの 夥しく 
布哇砂 糖 耕作 業者の 間 R 一大 恐慌を 來した 6、 加州に 於け る 排日 運動 V 利用して 布哇に 於け る 日韓 人の 
大陸への 轉航を 防止して 以て 自家 防衛の 爲めに せんとした る 布 哇耕主 同盟は 窃かに 當時 加州 桑 港に 於て 
設立せられ たる 日韓 人 排斥 協會 ^ 援助した 6 との 噂 あ 6 しは 相當 理由 ありし 事な 6 と 信ず、 即ち 日本 移 
民 布 哇轉航 禁止に より 砂糖 耕作 業者の 利益は 盖し 莫大なる ものにして 今日 猶依 然として 長時間 低 勞賃を 
以て 東洋人を 使役し 米國の 領土 内に 於て 最も 劣惡 なる 勞働狀 態 R 甘 / I ぜざ るべ からざる 我 邦 入の 現狀は 
其 原因 遠く 轉航禁 IL 實行當 時に あ 6 といは ざるべからず 0 

• 寫眞 結婚 禁止 

轉航 禁止 及 日米 紳士 協約の 實施に よ 6 新 移民 渡米の 途全 く杜絕 したる を 以て 在米 H 本人は、 故國よ 6 妻 
子を 呼 迎へ其 蓄積した る 小 資本を 以て 各種の 獨立營 業に 從 事し、 農業、 漁業、 商業に 極めて 小規模の 事 
業を 開始し、 漸く 勞働本 位の 狀 態よ 6 脫 して 自營獨 立の 生活を 營む もの 多き に 至 6、 移民 初期の 社會狀 
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態に 通有性た る 混沌 態狀は 家族 呼 寄と 獨立 自營の 業に 從事 する 若 增加 する に 至 6 自ら 永住 的 傾向を 馴致 
し、 在米邦人の 社會狀 態は 一變 する に 至れ 6、 而して 彼等の 經濟狀 態 も 亦た 漸次 好 良と なり 一九 〇五年 
以後に 於て は 著しく 家族と 同棲す る 者增 加し、 又孤獨 生活の 裡に 山間 僻陬の 地に 健闘 努力した る 幾千の 
靑年は 、不拔 の 精神を 以て 蓄財し、 妻帶 する 者の 數 漸く 多から /L とする に當 6、 偶々 排 H 派の 排斥 n 實 
に 捕 へられ 在米の 靑年が 故國に 於け る 父 ほ 親戚の 媒介と 寫眞の 交換に 依 6 見合； 3 1 なし、 婚姻 入籍して 
後、 其 妻を 呼び 迎ふる 事は、 米 國の風 俗 習慣に 背き 好ましから ざる 結果 ァど 來た すの みならず 寫眞 結婚に 
ょ 6 婦人の 渡航を 獎勵 して 之れ を勞 働に 從事せ しめ 米_ 人の 對抗し 能は ざる 不當 なる 勞 働競爭 k 惹起し 
又 子女の 繁殖を 旺盛なら しむる は 之 れ 明かに 紳士 協約の 精神に 戾 6、 日本 政府の 新 勞働者 渡航 禁止 聲明 
を 裏切る ものな 6 との 非難を 生じ 之れ が 緩和の 爲めに 我帝國 政府は 自ら 寫眞 結婚に 依る 日本 婦人の 渡航 
を 禁止せ ひが 爲め 一九二 〇年 三月 以降 是等 婦人に 對し ては 旅券の 發 給を禁 IK せ 6。 

斯の 如き 結婚は 古來 日本の 風習に 從ひ 日常 行は る、 處の ものにして 歐凇 諸國に 於ても 亦 同様の 精神と 形 
式を 以て 結婚せ る 者 其 例に 乏しから ず、 况 ん や寫眞 結婚に 依る 在米邦人の 家庭は 時に 例外な きに 非ざる 
も 大体に 於て 別 (C 不幸なる 結果を 來 S V るの みならず 此 結婚に 依 6 たる 夫婦 關係は 離婚 別居 等の 不祥事 
は 米 人の 信條 とせる 戀愛 結婚に 依る 離緣训 居の 數に 比し 遙か に尠 なく、 在米：！： 本人の 結婚は 日本に 歸朝 
して 結婚す る 者と 寫眞 結婚に 依 6 家庭 ^ 一  持てる 者との 間に 毫も 異なる 處な し、 在米邦人が 態々 歸朝 して 
結婚す る 時は 經濟 的に 多大の 損耗を 蒙 6 且つ 貴重なる 時日を 空費す るの みに して、 寫眞 結婚の 禁止は 毫 
末 も 在米邦人の 家庭を 廓 正す るに 非ず して R 單に靑 年子 弟を し . -c 婚姻の 途を 困難なら しめしに 過ぎず、 
殊に 一九二 〇年 改正せられ たる：！！ 本 徴兵 事務 條例 施行 細則に 依 6 日本に 歸朝 せる 徵 兵豫猶 中の 在米邦人 
の 日本 滯在 期間を ーヶ月に 制限せ しが 爲めに 益々 結婚の 途を 塞ぎ 却つ て 在米邦人の 社會狀 態を 惡 化し、 
民族 發展の 道程を 困難なら しめた 6、 最近 ーヶ月 制限を 三 ヶ月に 改正した 6 しは 多少の 便を 得た る譯な 
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⑩ 二重 國籍 

國籍得 喪の 法律は 世界 各國其 主義を 異にし 國際法 一定の 法規な き爲め 外國 ic 於て 出生した る ものは 稍 も 
すれば 居住地の 法律と 本國 法律の 衝突に 依 6 二重の 國籍を 有する に 至る 乙 と あ 6、 合 衆國に 於て は 其 版 
圖内に 出生した る ものは 人種 國 民の 如何を 問は ず 其 出生と 同時に 合衆國 市民と 認ひ る屬地 主義を 採る に 
反し 我が 日本は 屬人 主義を 採 6外 國に 出生した る 者と 雖も 日本人の 子は 其 國籍を 喪は ず 自然 二重の 國籍 
を 有する に 至れ 6、 日米 兩國 間に 於て は 二重 國籍を 有する 者に 對し條 約 上 何等の 規定な き i: 以て 我が 在 
米 日本人 永住者の 增 加と 米國 出生 子女の 增殖 する に從 a 早晚 兩國々 籍 法の 衝突に 依る 困難なる 問題の 湧 
發す るを 慮 6 速 かに 之れ を 解決し 禍を 未然に防が A として 太平洋 沿-: 1 各 州の 各 日本人 會は 一九 一四 年 三 
月 オレゴン 州ボ -ト ランド 市に 太平洋 沿岸 日本人 會 協議 會を 開き 日% 國籍 法の 改正を 我が 政府 R 建議す 
べき 事を 决議 した 6 而して 日本 朝野の 間に 之が 解决の 道を 講ぜられ ん 事を 訴 へ、 一九 一 班 年 十一月 米國 
太平洋 沿岸 日本人 會 協議 會の 名を 以て 加州 桑 港 在米 日本人 會 、オレゴン 州。 ホ— トラ ンド央 州 日本人 會、 
華 州 北米 聯絡： II 本人 會及 加奈陀 晚香坡 日本人 會は 二重 國籍 問題解決 要求 理由 書なる ものを 編纂し 廣く日 
本朝 野の 間に 配布し 之れ が 解決を 努めた 6、 一九 一 五 年 七月 帝 國議會 は 國籍 法を 改正し 外國に 出生した 
る 日本人の 子が 外國 出生の 理由に 依 6 其 生 出國の 國籍を 取得す る 時は 日本の 國籍を 離脫 する 事 ^ 得べ し 
との 改正 法律案を 通過し 一九 一 五 年 八月ょ 6 之れ を實 施し、 內務 省は 之れ が 施行 細則を 發 布した 60 
一八 六 八 年 七月 廿 七日 發 布した る 合衆國 法律 第 千 九 百 九十 九 條國籍 離脱に 關 する 合 衆國の 宣言に 依れば 
歸化ノ 權利ハ 人類 ノ 生命 及 自由 ノ權 利ヲ 擁護 シ 幸福 ヲ 享有 スル ニ 缺クべ カラ ザル 天賦 固有 ノ權利 ナジ 
合衆國 政府 ハ 此 主義 ヲ 確認シ 世界 各國 ヨリ 自由-一 各人 ノ 移入 ヲ許シ 之 二 市民 權ヲ 賦與シ タリ 然ルニ 此 
等ノ 市民 ハ 其 子孫 卜共- 一同 時 一一 又 外 國ノ國 民 トシ テ其國 政府 一一 服從ノ 義務 ヲ負 フ然レ ドモ 公安 維持 ノ 
必要 上此 外國二 負 フ處ノ 義務 ハ 迅速 二 全然 之 レヲ 抛棄 セ シメ ザルべ ヵラズ 、此 故-一 我 政府 官衙ノ 如何 
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ナル 訓令、 意見、 議會又 ハ 决定卜 雖モ國 籍離脫 (歸 化) ノ 權利ヲ 拒否 シ 、阻止 シ 、又 ハ 狐疑 ス， モノ ァ 
ラ パ 是レ 我ガ 共和 國ノ 根本主義 卜 背反 スル モノ ナリ 

以上の 宣言の 精神に 基き 米國に 歸化 せざる 米國 出生 兒は其 子が 滿廿歲 に 達した る 時 本人の 志望に 依 6 父 
母の 國籍 又は 子の 出生した る 米國の 國籍の 一を 選擇 する 乙と を 許した 6、 合衆國 憲法 第 十四 回 改正 法の 
解釋 につきて は 種々 なる 議論 あ 6 しも 一八 九 八 年 三月 廿 八日 合衆國 大審院の 下せる 支那 人 黃金德 の關す 
る 判例に 依 6 全く 舊來の 異論を 一掃し、 米國に 生れた る 者は 其 親の 從屬 せる 國の 國籍 に關 する 法律 又は 
親の 希望 如何 R 拘らず 本人の 志望に よ 6 年齡滿 二十歳に 達した ると き 自由に 國籍 の選擇 をな す 事を 得る 
に 至れり、 而して 合 衆 國は歐 米 諸 國と國 籍及歸 化に 關 する 條 約を 締結し、 二重 國籍に 依 6 生ずる 紛爭を 
解決せ 6、 然る R 我が 日本は 數年前 國籍法 t 改正して 滿 十七 歲未滿 前に 日本 國籍の 離脫を 許す の 規定を 
設けた 6 と雖も 現行 日本 國籍 法の 規定に 該當 せざる 他の 二重 國籍 者に 關し ては 未 •た 日米 兩國 間に 於て 乙 
れが 解決に 關 する 條 約の 締結を 見ず、 即ち 一九 一 五 年 七月 現行 日本 國籍法 施行 前に 年齡滿 十七 歲以 上の 
二重 國籍 者は 今日 猶 依然として 二重 國籍 者なる 奇 現象を 呈せ 6、 現行 日本 國籍 法が 國籍離 脫年齡 限度を 
滿 十七 歲未滿 としたる は國民 皆兵の 主義に 依る 兵役 關係 によ 6、 身分に 關 する 法律上の 能力な き 未成年 
者に國籍離脫標準年齡を置きしは 1]: 1/ .^得ざる理由に基きしものならむと思考すれども法律智識に乏し 
き 在米 □本人は 稍 も すれば 米國 出生 二重 國籍兒 童の 國籍 離脫を 申請す る 事を な 3 ず、 又國籍 離脫の 申請 
を 躊躇す る 者 多し、 現行 國籍 法には 一旦 國籍を 離脫 したる 者と 雖も 再び 日本の 國籍を 恢復し 得る 寬大な 
る 規定 あるが 故に 米國に 出生した る二電 國籍 t 有する 日本 兒童は 日米 兩國の 戸籍法に 依 6 兩國 R 生 出の 
登錄 t なし 滿 十七 歲未滿 前に 日本の 國籍を 離脫 して 本人が 滿 二十歳に 達し 米國 の國籍 法に よ 6 其 何れ か 
を選擇 せし IJ* る 自由を 與ふ るを 以て 再び 日本の 國籍を 恢復す るか 或は 米國 の國籍 のみ 取得す るか 其 一を 
選ぶ を 最も 賢明なる 方法と 思考す、 併し乍ら 現行 日本 國籍 法實施 前に 於て 滿十 七歲以 上の 二重 國籍 t 有 
する 男子は 現在に 於て 其數 明瞭なら ざれ ども 布哇及 加州に 於て は 可な 6 多數 ある 由に して 當華 州に 於て 
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は其數 五十 餘名あ 6 實際 問題と して 困難なる 狀態に 在る を 以て 應急 方法と しては 中繼 的に 國籍 離脱に 關 
する 法律の 制定を なすの 必要 ありと 思考す 0 


0 卽ーー 』 一一 一一 年 AA 牌 在 シアトル 領事 舘管內 在留 U 本人 阈籍 離脫數 
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• 再 渡航と 米國 移民 局との 關係 


現今 米國に 渡航す る 者は 相當 身分 ある 商人、 學 生、 旅客、 視察 者に 限 6 1 切勞 働を 目的と する 者は 旅行 
券の 發給 t 受 くる 能は ず、 從來 米國に 正當に 入國 したる 者 及 密入國 或は 不正 入國 者に して 米 國內國 法の 
規定に 抵觸せ ざ. る 者は 一旦 日本に 歸朝 すると 雖も 在米 帝國 領事館の 發給 せる 在留 証明書を 旅券 出願に 添 
付す る 時は 旅行 券の 發給 k 受 くと 雖も 日本 外務省は 初め 再 渡航に 要する 在留 証明書の 有効期間を 六 ヶ月 
に 制限し、 旅行 券の 有効期間は 發 給の 日ょ 6 滿ーヶ 年を 限度と した 6 しが、 爾來 幾度 か 之れ を 改定して 
最近 在留 証明書の 有効期間を 滿三ヶ 年と して 旅行 券は 發 給の 日ょ 6 滿六ヶ 月と 定めた 6、 在米 日本人に 
して 再 渡航の 資格 ある 者と 認め 帝國 領事 舘の發 給した る. 在留 証明書を 有する 者は 再 渡航の 道 あ 6 と雖も 
偶々 加州に 於け る排 H 派は 太平洋 沿岸 諸 州に 於け る 日本人 口の 增殖は 日本 政府が 日米 紳士 協約の 精神を 
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沒 却して 家族の 呼 寄せを 獎勵し 殊に 不正 入國 者が 米 國内國 法の 規定に 抵觸 せざる を 理由と し 米 國に五 年 
以上 住所を 有する 不正 入國 者に 再 渡航に 要する 在留 証明書を 發 給し 彼等に 再 渡航の 便を 與ふ るは 明か K 
紳士 協約に よる 勞働 移民 入國 禁止の 精神に 戾る ものと なし 之れ を米國 々務 省に 抗議し 國務 省は 我が 外務 
省に 交渉した る 結果と して 一九二 〇年 六月 頃よ 6 無 旅券 在留 者 又は 不正 入國 者に 對し ては 其 在米 期間の 
如何を 問は ず 凡て 再 渡航者に 要する 在留 証明書の 發 給^! 拒み 現に 其 前に 於て 再 渡航の 爲め に發 給し ^ る 
証明書 すら 之れ ^ ■ 無効たら しめ 旅行 券の 發 給を 拒みた る 事實あ 6、 當時 不正 入國 者に して 米國に 五年以 
上 住所を 有し 米 國內國 法の 規定 (C よ 6 米 國內に 正當 なる 居住 櫂を 有する 者と 認められ 帝國 領事館に 於て 
も 同様の 見解を 以て 之れ に 再 渡航 在留 証明書を 下附し 外務省 も 亦 旅行 券を 發 給し 再 渡米せ し 者 あ 6 しが 
桑 港及沙 港米國 移民 局に おいては 之れ 明かに 不正 入國 者に して 再 渡航の 資格な きものとの 見解を 有し 又 
同時に 日米 紳士 協約の 規定せ る 新勞働 移民の 渡米を 禁止す べしとの 條 項 (C 抵觸 する ものと 看做し 之れ が 
上陸を 拒絕 した 6 しが 米國 移民 局の 調査を 不當 とし 合衆國 地方裁判所に 訴へ 彼等は 米國に 住所を 有し 內 
國 法の 規定に 依 6 正當 なる 法律上の 居住 權を 有する 外國 人と して 再 渡米に 際し 我 外務省が 發 給し / 2 る 正 
當なる 旅行 券を 有する 以上 米國に 上陸し 得べき 權 利を 有する ものな 6 との 主張を なせ 6、 之れ に 對し合 
衆國 裁判所は 一切の 條 件を 具備した る 再 渡航者と して 上陸 k 許すべき 命令を 發 給し 米 國移民 局の 見解に 
基く 日米 紳士 協約に 抵觸 すべし との 見解は 毫も 合衆國 裁判所の 關知 する 所に あらず、 何と なれば 日米 紳 
士 協約は 合衆國 上院の 協賛を 經た る條 約 R 非ざる を 以て 例令該 協約の 精神に 戾る ものな 6 と雖も 裁判所 
は 之れ を 適用して 日本人の 入國 を拒絕 する を 得ず との 斷 案を 下せ 6、 乙れ と 同一 理由に 基き 不正 入國歐 
洲 移民は 米國 內國 法の 規定に 抵觸 せざる に 至 6 たる 時は 正當に 米國に 住所を 有する 者と して 今日 尙 依然 
として 公然 再 渡航の 途 ありと 雖も 我が 外務省は 排日 派の 唱 ふる 日本 政府が 日米 紳士 協約の 精神を 無視す 
るて ふ 排斥 理由に 籍口 する を 考慮し 米國 内國 法に 依 6 又條 約に 依 6 何等の 躊躇すべき 理由な きに 拘らず 
一九二 〇 六月 以降 一九二 一年 六月に 至る 迄是 等の 在留 日本人に 對し ては 再 渡航の 便を 與へざ 6 き、 一九 
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ニー 年 六月 以降に 於て 始めて 若干 之れ に 緩和 的 解 釋を與 へ 紳士 協約 實施 (.一九 〇八年 六月 卅 日) 前に 米國 
在留の 事實を 立証し 得る 者に 限 6 再 渡航に 要する 在留 証明書を 發 給し 乙れ ^ 携 へて 日本に 歸朝 した 時 我 
•か 外務省は 再 渡米に 要する 旅行 券の 發給 をな すに 至れ 60 

渡米 邦人に 對して 米國 移民 局は 渡米の 目的、 資力、 健康 診斷 、敎 育試驗 等の 審問を なし 上陸 ;4: 許可す る 
次第なる が 現在に 於て は 敎育 試驗に 不合格と なる 者 無く 改正 移民法 施行 當時に 於て 敎 育試驗 不合格の 爲 
め 送還せられ たる 者 三 四に 過ぎず、 健康 診斷に 至つ ては トラ ホ丨ム 、十二支 腸 等の 疾病 患者と して 移民 
局に 抑留せられ 治療を 強制 せらる V 者每航 其數尠 なからず、 我が 移民の 渡航す る 者は 乘船 地に 於て 嚴重 
なる 健康 診斷 をな し米國 移民 規定に 依る 健康 診斷に 合格す る 者な 6 と 認められた る 時 始めて 乘 船を 許可 
する 次第 なれ ども 每船 上陸 地に 於け る 健康 診斷の 結果は 日本に 於け る 健康 診斷は 毫も 其 意味を な 3 < る 
ものと 思惟 せらるべき 狀態に あ 6、 米國 移民 局に 於け る入國 者の 取調べは 全く 當該 官憲の 認定に 一任し 
米國に 住所を 有せざる 所謂 ィミ グラントなる 者は 上陸 拒絕の 宣吿を 受けた る 時 これが 抗議は 米 國勞働 卿 
の 裁斷を 最 終審と し米國 裁判所に 訴 ふるを 得 ざれ ども 米國に 住所を 有した る 者は 滿ーヶ 年 以内に 再 渡航 
する 時は 米國に 住所を 有する 者と して 合衆國 裁判所に 訴へ 移民 官の採 量 決定に 對し 異議 ^ 一  挾む 事を 得、 
我が 外務省は 在米 日本人に 對し再 渡米に 要する 在留 証明書を 發給 する R 當 6 其 身分 資格に 依り 移民 及 非 
移民の 區 別を 設け 渡米 者の 携帶 する 旅行 券 も 亦 移民 非 移民の 區別 あれ ども 乙れ を米國 移民 局 側ょ 6 見る 
時は 我が 政府の 旅券 分類と 毫も I 致す る處な し、 米國 移民 局 R 於て 非 移民と 認〇 べき 者は 米國に 住所を 
有し 米國を 出發 して 滿 ー ヶ年以 內に再 渡米す る 者に 限 6 其 他は 悉く 移民と する もの なれば 移民 非 移民の 
取扱 a に 今後 若干の 改正を 要する もの あ 6 と 思考す 0 

七、 日本人の 歸 化に 關寸る 係爭 

在米 日本人が 排日 的 法律 制定 R 苦しめられ 區別的 待遇を 受 くる 禍根は、 米 國に歸 化し 能は ざる ものと 見 
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做し 常に 米國 に歸 化し 能は ざる 外國 人なる 空漠た る 言葉を 捕へ 來つて 在留邦人 排斥の 利器と なし 土地 所 
有權 禁止 及び 惜地權 制限の 法律の 如き も 悉く 日本人には 米國に 歸 化の 權能 なしとの 前提に 依る、 若し 日 
本人に して 歸 化し 得ろ とせば 此 目的と 手段と に 依つ て旣に 制定せられ たる 排斥 法律 も 又 今後 制定せ /L と 
欲する 百般の 排斥 法案 も 全く 其 根據を 失 a 卑屈なる 間接 語を 用ゐて 日本人 公 排斥せ ひとす る 立法の 禍根 
を 一掃す るに 至るべし、 從つて 米國に 於け る 日本人の 歸化權 の 有無は 在米邦人の 發 展に収 6 頗る 重大な 
る關 係を 有する ものな 60 

• 米 國歸化 法の 變遷 

合衆國 憲法 第一章 滾八條 に 日く 『合 衆 國議會 は 歸 化に 關 する 均一の 法規を 設 くるの 權能を 有す』 と あ 6 議 
會は 一七 九〇年 三月 廿 六日 始めて 歸化 法律を 制定した 6、 此 法律に ょれば 合 衆國に 二 年間 居住し、 ーヶ 
年間 住所を 有する 州に 於て 歸 化の 請願 ^ なす 自由 白人が 合衆國 憲法 七 擁護す る 事 k 誓； 3 善良なる 外國人 
なる 時は、 何時に て も 合 衆 國に歸 化する 事を 得る の 規定 あり、 爾来 幾度 か 修正 補足 せら n 一八 七 0 年 七 
月 十四日 奴隸 開放の 結果 從來 の歸化 法に 修正を 加へ て 自由 白人、 亞弗利 加 土人 及 其 子孫は 米 國に歸 化す 
る 事を 得との 規定 V 一附 加した 6、 超 t て 一九 〇六年 六月 廿 九日 合 衆 國議會 は 移民 歸化 局の 設置 及 合衆國 
內に 於け る 外人の 歸化に 就いて 均一の 規定を 設 くる 事に 關 する 法律 k 制定し、 從來商 工務 省に 屬 したる 
移民 局の 名稱を 改めて 移民 歸化 局と 稱し 、新 / 2 に 法律 以て 規定せられ たる 責任 ^ 遂行し、 移民 及外國 
人の 歸化 に 關 する 一切の 事務を 管掌す る 事と なれり、 其 後 商 工務 省を 二分して 獨 立した る 商務省 及勞働 
省と 改稱 し、 移民 歸化 局の 管轄は 勞働 省の 所管に 移した 6、 抑 も 一九 〇六 年の 歸化法 制定は 從來 移民 歸 
化に 關 する 管掌 事務 複雑 混淆して 統一な か 6 しを 以て 均一の 法規を 制定して 歸 化に 關 する 裁判所の 所轄 
權をも 併せて 規定した る獨 立の 法律 制定な 6、 一八 八 二 年 支那 人 排斥 法の 制定 せら n たると 同時に 當時 
の 米 國歸化 法に 修正 4: 加へ 特に 支那 人は 米 國に歸 化し 能は ざるの 條項を 加へ た 6、 一九 一八 年 合 衆國が 
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歐洲戰 乱に 參 加し、 米國 在住の 諸外國 人を 兵役に 採用 せんとす るに 當 6、 歸化 法を 改正して 米國 海陸 軍 
の 兵役に 服した る外國 人は、 歸化 法の 規定せ る 一切の 制限を 廢 し、 只單に 米國の 兵役に 服した るの 理由 
に 依 6 商ち に歸 化を 許す の戰時 特別法 律を 制定し、 平和 克復 後 兵役に 服した る外國 人には 此 特典を 停止 
すべし との 規定を 設けた 60 

• 歸化日本人 

合衆國 政府の 發 表し / 2 る 一九 一〇 年の 國勢 調査 統計に 依れば、 米國 に歸 化した る 支那 人 千 三百 六十 八 名 
日本人 四百 廿名あ 6、 支那 人は 一八 八 二 年 支那 人の 歸 化を 禁止した る 法律 制定 前に 於て 布哇 國に歸 化し 
たる 市民と して 布哇 合^^ 約の 規定 R 依 6 米國の 市民 權を 取得した る 者 あるべ しと 雖も 四百 廿 名の 米國 
歸化 日本人は 一九 〇六 て歸 化した る ものと 認めざる を 得ず、 何とな ばれ 支那 人は 一八 八 二 年の 歸 
化 法改正に 依 6 絕對歸 化 禁止せられ 日本人に 對 しては. 何等の 法律 制定な か 6 しを 以て 各地に 於て 歸 化し 
たるの 事實其 例に 乏しから ず、 一九 〇六 年の 法律 改正と 同時に 米國 司法 省は 各地の 裁判所に 向つ て 日本 
人の 歸化 申請 t 拒絕 すべく 訓令を 發 したる ^ 以てな 6、 歸化 日本人に して 最も 著名なる 一例を 擧 ぐれば 
一八 九 八 年 三月 廿 七日 歸 化した る 南 加州 ハリウッド 市に 於け る 金子 眞成 氏、 一九 〇五年 十月 九日 歸 化し 
たる ィン デ アナ 州 モン P  - 郡の 故 宮川益 治 氏、 一九 〇七年 四月 九日 フロリダ 州 ペンサコラ 市に 於て 歸化 
したる 松 木爲松 氏、 一九 〇六年 華 州 タコマ 市 R 於て 歸 化した る 山 下 宅 治 氏の 如き 其他大 貫八郞 、河 野 兵 
三郎兩 氏の 如き 世間 周知の 事實な 6 とす、 金子 眞成 氏に 對し合 衆國檢 事は 南 加州 合衆國 裁判所に 於て 一 
九 一三 年 二月 十日 歸化 無効の 訴訟を 提起した 6 しが 何故か 理由 不明な れ ども 合 衆國檢 事は 一九 一四 年 二 
月 十三 日付を 以て 勞働 卿の 要求に 依 6 金子 眞成 氏の 歸化証 無効の 訴訟を 撤回すべき 通知を 發せ ぅ、 而し 
て 金子 眞成 氏は 甞て南 加州 ハリウッド 市 R 於て 共和 黨ょ 6 選ばれて 市會 議員と な 6 たる 事實あ 6 しも 不 
幸に して 數年前 死亡せ 6、 又 ィン デ アナ 州に 於て 歸 化した る 宮川益 治 氏は 米國 辯護士 とな 6 しも 是亦數 
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年 前 死去した 6、 華 州 タコマに 於て 歸 化した る 山 下 宅 治 氏は 華 州大學 法科を 卒業して 後 辯 護 ± たらん と 
欲し 許可の 申請を なせし に 米國 市民と 認めず との 理由に 依 6 是れを 拒まれた る 事件 あ 6 しも 同氏の 歸化 
証は 今日 猶 依然として 失効せ ず 現に 次 項に 於て 詳述す る 山 下 事件の 當事 者な 60 

• 歸化訴訟 

前に 述べた るが 如く 米國に 歸 化した る 日本人の 數は 四百 廿名 ある 事は 合 衆國國 政院の 統計の 示す 所 なれ 
ども 今日 果して 其內 幾人 米國に 居住せ る や 全く 調査 不可能の 狀態な 6、 然れ ども 米國 裁判所の 記錄に 依 
れば 日本人 歸化 申請に 對し 之れ k 拒絕 したる 裁判々 例は 約 十 有 餘件あ 6、 何れも 第二 審或は 控訴院の 判 
决 を 仰ぎた る 事な し、 然るに 一九 一七 年 五月 布哇 在留の 小 澤孝雄 氏に 關 する 合 衆 國第九 巡回 控訴院は 同 
氏の 歸化 訴訟に 對し 法律上の 解釋に 苦しみ 自ら 之れ を 裁判す る 能は ずして 合衆國 訴訟法 第二 6* 三十 九條 
の 規定に 依 6 本 事件を 合衆國 大審院に 廻送した 6、 本 項に 於て は 下級裁判所の 判決に 關し ては 玆に之 れ 
を 詳述す るの 煩を 避け 日本人 歸化 訴訟に 關 する 代表 事件と して 小 澤孝雄 氏に 關 する 歸化 訴訟事件 及 乙れ 
と 併行 隨伴 したる 山 下 宅 治 及 河 野 兵 三郞兩 氏の 設立 せんと 欲した る 土地 會社 設立 請願 拒絕 事件に 伴 ふ 日 
本人の 歸化 訴訟に 關し 詳述すべし 0 

小 澤孝雄 氏は 甞て 加州 パ 丨クレ 丨の 中學を 卒業し 加州々 立 大學に 於て 三年 間 法律 學を 專攻し 一九 〇六年 
加州 桑 港 震災 後布哇 R 移住し ホ ノル、 市に 於て 家族と 共に 住居せ る 紳士な 6、 小澤 氏 11 一九 〇二年 八月 
一日 加州 アラメダ 郡に 於て 第一 歸 化の 申請 どなし 一九 一四 年 十月 十六 日 布哇ホ ノル、 に 於て 最後の 歸化 
請願の 申請を なせり、 然るに 一九 一六 年 三月 廿 五日 合 衆 國檢事 ホ レ— ス 、ボ I ガン 氏の 抗議 R ょ 6 クレ 
モンス 判事は 小 澤孝雄 氏の 歸化 申請 七拒絕 した 6、 茲に 於て 小澤 氏は 一九 一六 年 四月 布哇 合衆國 地方 裁 
判 所に 於て 自ら 合 衆 國歸化 法の 規定に 依り 歸 化の 特權 ある 事を 主張し 控訴す る處 ありし •か 一九 一七 ¥ 八 
月 十七 日 遂に 敗訴に 歸した 6 しを 以て 直ちに 合衆國 控訴院に 控訴せ 6、 越 t て 一九 一七 年 九月 廿三 日本 
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件を 合 衆 國第九 巡回 裁判所に 上告の 手續を 履み た 6 而 して 巡回 控訴院は 控訴人 及 合 衆 國檢事 ブレス トン 
氏の 上吿 意見書に 徵し 之れ に 依つ て 審理を 遂げ I 九 一八 年 五月 巡回 控訴院 判事 ギル バ丨卜 、モ丨 口丨及 
ハント 三 氏は 小 澤孝雄 氏の 歸化權 の 有無に 就て は 判決 ^ 與へ ずして 合衆國 訴訟法 第二 百 三十 九條の 規定 
にょ 6 合衆國 大審院に 之ヒ 廻した 6、 巡回 控訴院の 大審院に 廻は したる 理由に ょ n ば 小澤 氏の 歸化 に關 
する 條件 資格に 就て は 合 衆國檢 事の 抗議 ありた るに 拘らず 之 n を 完全なる ものと ^ 做し 左の 三 件に つき 
審理 k 求めた 60 

一、  千 九 百 六 年 六月 廿 九日 制定の 移民 歸化 局の 設置 及 合 衆國 内に 於け る 外 國人歸 化に 就て 均 I の 規定 
を設 くる 事に 關する 法律 規定 } i 獨 立し / 2 る 法律 制定なる や 又 同 法律は 合衆國 改正 法律 二 千 百 六十 
九條の 拘束 k 受 くべき ものな 6 や 

二、 日本に於て出生しだる日本人種に屬する者は侖衆國歸化法律にょ6歸化し得るや否や 

三、  若し 千 九 百 六 年 六月 廿 九日 制定の 法律は 合 衆 國歸化 法 二 千 百 六十 九條の 拘束 k 受け a つ また 米 國 
歸 化は 自由 白人 (ホゾ トィ、 パ ー ソン) 亞弗利 加 土人 及 其 子孫に 限られた る ものと せ ば 日本に 於て 
出生したる日本人種に屬するものは如何なる事情の下に於ても歸化し能はざるや否や 

以上の 三 黙は 米國に 居住し 法律 規定の 歸化 に關 する 條件 資格 t 具備す る 日本人が 現行歸 化 法律に 依 6 歸 
化し 得る や 否やを 決定す ベ 9 三 大 綱領に して 大審院の 判决は 多年の 懸案た る 日本人の 歸化 特典の 有無 ヒ 
決定すべき 最 終審な 6 とす、 時なる 哉歐洲 大乱 勃發し 米國も 亦此戰 乱に 參加 せる 結果、 米國は 我が 日本 
帝國が 共同の 敵に 對し國 運を 賭して 奮戰し 且つ 我國と 緩急 互に 扶助 提携す るの 必要を 生じ 來 6 國を 擧げ 
て 日本に 對 する 感情は 全く 一  變し來 6 たる觀 あ 6、 偶々 此 時に 當 6 太平洋 沿岸 日本人 會協 議會に 加盟せ 
る 五大 日本人 會は南 加州 ロスアンゼルス 市に 於て 聯合 協議 會 ir 開催せ し 時な 6 しを 以て 小 澤歸化 訴訟 事 
件を 援助す る 事は 實に 積年の 懸案た る 在米 日本人の 歸化權 を 決定す る絕 好の 機會な 6 しを 認め、 小澤氏 
及 其 辯 護 ± の 承諾を 得て 大審院に 於け る 辯 護 土の 選定 及 訴訟 費 一切の 負擔 をな すに 决 し、 聯合 協議 會は 
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特に 小 澤歸化 訴訟 後援 會を設 置し 前記の 五大 日本人 會は各 一名 宛の 委員を 選定し 加州 桑 港 在米 日本人 會 
に 事務所を 置け 6、 歸化 訴訟 委員 會は詮 衡の 結果、 合衆國 檢事總 長た 6 し 法律家 ウイ ツカ— シャム 氏に 
本件の 辯 護を 依賴 し、 小澤 氏の 辯護士 ウイ ジン トン 氏と 共に 同胞 權利 擁護の 爲め將 又 日本 民族 名 譽の爲 
めに 奮鬪 努力して 以て 最後の 必勝を 期せり、 然るに 一九 一八 年 一月 大審院に 於て 本件の 口頭 辯 論を 開始 
せんとす るに 當 6 合衆國 司法 省は 本件の 延期を 求め 來 6 しか ば 協議の 結果 之れ を 延期した 6、 然るに 同 
年 一月 七日 アン トー ーオ、 モレナなる 伊太利 人の 歸 化に 關 する 上告 事件 大審院に 於て 判決 あ 6、 一九 〇六 
年 六月 廿 九日 制定の 現行 歸化 法に よ n ば 合 衆 國に歸 化せん と 欲する 外國 人は 第一 歸化 申請の 日よ 6 起算 
し 第二 最終の 歸化 申請は 滿七 ヶ年以 內に 之れ を 申請せ ざるべからざる の 規定 ある (C 拘らず 伊太 人 モレナ 
の 第二 最終の 歸化 申請は 法律 規定の 滿七ヶ 年 シ>  經 過した るを 以て 同人の 歸化を 無効なら し 〇 との 判决な 
6、 此の 種の 判 决は 全く 合衆國 大審院に 於て 判 决 せられた る 新 判例に して 舊來斯 くの 如き 手續 法には 何 
等の 故障な か 〇 しに 拘はら ず モレナは 政治 上の 係爭 事件の 爲め遂 a に 政敵よ 6 斯 くの 如き 訴訟事件を 上 
吿せら る、 に 至れ 6、 而かも 此の 新 判例は 小 澤歸化 訴訟事件と 最も 密接なる 關 係を 有する ものにして、 
第 九 巡回 控訴院が 小 澤孝雄 氏の 歸化條 件 資格が 毫も 欠陷 なしとの 聲明あ 6 しに 拘らず モレナ 新 判例を 適 
用す る 時は 小 澤歸化 事件に 欠陷を 生ずる に 至れ 6、 即ち 小 澤孝雄 氏は 一九 〇二年 八月. 一日 第一 歸 申請を 
なし 十二 年後の I 九 一四 年 十月 十六 日に 第二 最終の 歸化 申請を 提出せ しが 爲め k 當然 時効 消滅の 理由に 
よ 6 歸化 資格に 欠陷を 生ずる に 至 6、 合衆國 大審院は 第 九 巡回 控訴院の 要求した る 三 ヶ條の 質疑に 對し 
之れ を 審理す るの 必要 無き 者と して 小 澤歸化 訴訟事件を 棄却す るに 至る や も 知るべからざる 狀 態に 陷 n 
6、 聯合 日本人 會協 議會が 依 囑 したる 辯護士 ウイ ツカ ーシャ ム氏も 亦た 此の 見解に 基き 本件は ム 丨トヶ 
丨ス として 棄却 せらる、 に 至るべし との 懸念を 抱く に 至れ 6、 56 乍ら 小 澤孝雄 氏が 第一 歸化 申請を 請 
願したる時は一九〇二年にして現行歸化法一九〇六年六月廿六日制定の細則に規定せる第二最終歸化申 
請の 七 年 制限の 規定な か 6 しを 以て モレナ 事件の 拘束を 受 くものに 非ず との 法理 上の 疑義 あれ ども モレ 
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ナ 事件 新 判例 發表 前に 比し 多少 問題の 根據 薄弱と なれる の 傾を 生じ / 2 6、 元來 本件は 小澤氏 一個の 歸化 
の 能 不能を 决定 する にある は 云 ふ 迄 もな き 事な れ ども 本件の 判决は 全く 一般的に 現行 歸化 法が 在米 日本 
人に 歸化 權を與 ふるや 否やを 决定 する にあ 6 て 第 九 巡回 控訴院が 大審院に 本件を 廻 付し 最終 判決を 仰が 
ん とする 目的 も 亦 / 2 之れ に 外なら ず、 而かも 太平洋 沿岸 日本人 會 協議會 に參 加せ る 聯絡： H 本人 會が 本訴 
訟 後援の 大目 的 も 亦 一般 日本人の 歸化權 の 有無 t 一齊に 决定せ むと せし にあ 6 しを 以て 法砰上 多少た 6 
とも 本件 訴訟に 於て 欠陷あ 6 との 疑義 V 生じた る時愼 重に 之を 誇 衡硏究 して 失敗な からしめ むとの 考慮 
ょ* 〇 合衆國 司法 省の 要求を 容れ本 訴訟を 延期 繼續 して 萬 全を 期す る 事と せ. 〇、 辯護士 ゥィ ツヵ— シャム 
氏 も 亦小澤 氏の 歸化 資格 (C モレナ 事件 判決に ょ 6 欠陷 ある 事を 主唱し 他に 新たに 第 九 巡回 控訴院 管轄 内 
に 於て 新歸化 訴訟を 起し、 若し 第一審に 於て 之れ を 拒絕 したる 時は、 直ちに 第 九 巡回 控訴院 ic 控訴せば 
控訴院は 小澤 事件の 先例に 做 CA 直ちに 之 n を 大審院に 廻 付す ベ 3 は 自明の理な るを 以て 當該關 係 者 及 辯 
護士 との 間に 審議を 遂げ 小 澤歸化 訴訟事件 は 當分 之れ を 延期す る 事に 决し 大審院 ic 於て 係 爭の儘 今日に 
至 n 60 

太平洋 沿岸 日本人 會 協議 會に屬 する 小 澤歸化 訴訟 委員 會は小 澤 事件を 補足す る 目的を 以て 新たに 一人の 
候補者を 選み 第 九 巡回 控訴院の 管轄鼯 域内に 於て 歸化 申請の 手續 t なし 初審 裁判所が 其 申請 t 拒みた る 
* 合は 直ちに 巡回 控訴院に 控訴の 手續を 執る 事と なれ 6、 之れ 辯護士 ゥィ ツヵ I シャム 氏の 希望に 基く 
ものに して 此 手段た る小澤 事件の 欠陷を (時効 問題) 補足し 併せて 大審院を して 事件 G 判决を 回避す るの 
途なく 是非とも 日本 \ の 歸化權 の 有無を 判決せ ざるを 得 ざら しひる の 位置に 立たし むる ものな n ば 此方 
針に 向つ て 研究の 步 t 進め 適當 なる 候補者を 選定した 6 しが 再び 玆に 至大なる 故障を 發 見す るに 至れり 
即ち 一九 〇六 年米國 司法 省の 訓令に 基き 裁判所は 日本人の 歸化 申請に 對し 必ず 之れ を 受理す る 事を 拒絕 
すべし、 此塲 合には 裁判所 書記を 相手取 6 職務 執行 命令 發 給の 訴訟 ^ 提起せ ざるべからず 此 訴訟に 於て 
最終の 决定を 見る 迄には 少 くと も三ヶ 年の 時日を 要すべし ffn して 訴訟の 結果は 裁判所 書記は 裁判官に 非 
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ざる ^ 以て 歸化 申請者の 能 不能を 決定す るの 權能な き 者と して 吾人の 勝利に 歸し 裁判所 書記を して 歸化 
申請を 受理すべく 餘儀 なくせし むる 事は 敢て 難事に 非らざる べしと 雖も 此塲昏 に 於て 歸化 申請を 受理せ 
られた 6 とする も 日本人が 果して 法律上の 資格 R 於て 歸 化し 得べき ものな 6 や 否やは 申請書 提出 後少く 
とも ニケ 年の 歳月を 經ざれ ば 歸化 審判 官の 裁決を 仰ぐ 能は ず 即ち 滿 ニケ 年後に 於て 始めて 歸化 訴訟の 形 
式と な 6 て 表は る、 に 至るべし 而して 本 訴訟 も 亦 初審ょ 6 控訴院を 經て 大審院に 至る 迄には 少く とも 三 
ケ 年の 歳月を 要する もの なれば 前後 通計して 約八ケ 年の 長 日月 V' 俟たざ るべ からず、 斯 くの 如きは 日本 
人 現 時の 境遇 上 焦眉の急に 迫られ 居る 本 問題の 解決策と しては 餘 6 に 迂遠なる 方法 なれば 他に 捷徑 手段 
を 講ぜざる ベから ざる 立 塲に 陷れ 6、 然るに 偶々 華 州は 一九二 一年 三月 外國人 土地 所有 權禁止 及 借地 權 
制限に 關 する 法律を 制定し 同年 六月 九日ょり 之れ k 實施 する 事と な 6 しを 以て 現に 華 州 内 R 居住し 米國 
歸化 証を 有する 山 r 宅 治、 河 野 兵 三郞二 氏を 選拔 し此兩 人の 名 儀を 以て 華 州 ❖ 廳に 土地 賣 買を 以て 目的 
とする 株式 會社 創立の 申請を なさし むる 時は 州 政廳は 前記 二 名の 歸化 日本人の 申請は 申請 人が 米 國の市 
民に 非ず との 理由を 以て 必ず 之れ を 却下すべく 然る 時は 州 政廳を 相手取 6 米 國に歸 化せる 日本人 市民 4C 
其 市民 權の 行使を 認めざる は 不法な りとの 理由に 依て 株式 會社 創立 不許 可に 對し華 州 大審院に 職務 執行 
命令 發 給の 訴訟を 提起す る 時は 州 大審院 11 法律上 本人の 有せる 歸化 証の 効力 有無 ^ 判決せ ざるを 得ず 
此塲 合に 於て 其 事件の 勝敗 如何に 拘らず 州 大審院の 判決に 對 しては 直ちに 合衆國 大審院に 上告す る 事 i: 
得る もの なれば 僅か ーケ 年内 外に 於て 小 澤歸化 訴訟と 共に 大審院に 併 立す るに 至るべし との 結論に 到達 
せし を 以て 歸化 訴訟 委員 會は 前記 山 下 宅 治 及び 河 野 兵 三郞兩 氏を 選び 一九二 一年 五月 四日を 以て 日本人 
土地 保有 株式 會 社を 創立す る 申請書を 華 州 政務 長官に 提出せ しめた 6、 然る 處 政務 長官は 吾人の 期待せ 
し 通 6 日本人の 歸化 証を 認めず との 理由を 以て 株式 會 社の 創立 申請書を 却下し / 2 6、 依つ て 同年 五月 十 
日を 以て 華 州 大審院に 向つ て 州 政務 長官を 被吿 として 職務 執行 命令を 發せら る、 樣 州の 大審院に 訴訟を 
提起した 6 、 華 州 大審院は 被告を 代表す る 檢事總 長 及 本件 訴願人 辯 護 土の 口頭 辯 論を 審理し 同年 八月 訴 
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願 人の 訴へを 理由な さものと して 棄却した るを 以て 同年 九月 合衆國 大審院に 向つ て 直ちに 上告の 手續 k 
完了した 60 

之れ を 要するに 小 澤歸化 訴訟は 第 九 巡回 控訴院の 大審院に 對 する 三 ヶ條の 質疑を 以て 其 一 班を 說明 する 
に 足る と雖も 更に 之れ を 別記せば 小澤 氏の 主張は 

一、  千 九 百 六 年 六月 十七 H 制定の 歸化 法律は 獨 立した る 法律 制定に して 舊 法律の 一部 改訂に あらず 從 
つて 舊 法律 二 千 百 六十 九條 に 規定せ る米國 に歸 化し 得る 外國 人は 自由 白人、 亞弗利 加 十： 人 及 其 子 
孫と すとの 規定は 全然 撤廢 3れ たものに して 現行 歸化 法 tc ば 阿 等 人種 及 皮膚 如何に 關 する 規定を 
設けず 故に 日本人は 米國歸 化の 特典 t 有す 

二、  千 九 百 六 年 六月 廿 七日 制定の 現行 歸化 法は 舊 法律の 一部 改正に して 舊法二 千 百 六十 九條の 規定が 
現存 するとす る も 同條項 中の 白人 (ホワイト パ 丨ソ ン) なる 用語は 通俗 習慣 語に して 人種 學及 人類 
學 K 阿 等の 意義を なさぐ るの みならず 之れ を 米國 法律 語に 慣用した る傳統 的 事實に 徵し黑 白 二種 
の相對 語に 過ぎず ホワイト、 パ ー ソンなる 用語は 遠く 千 七 百 九十 年に 始ま 6 當時合 衆 國內に 居住 
する 人は 白人、 黑人及 赤色 人種の 三種に 止 ^ 6 亞弗利 加 土人 及 亞米利 加 土人と 除き 他の 人種は 悉 
く ホワイト、 メンと 稱し之 れを 中央政府 及 各 州の 記録 又は 法文 等の 現存せ る ものに 照して 其証據 
歷 然として 明白な 6 殊に 白人と 黑 人との 混血 兒は 之れ を ム ラトと 稱し黑 人の il 血 稀薄と なる に 從 
ひ ホワイト、 メンの 部に 編入した 6、 從つて 舊法二 千 百 六十 九條の 所謂 ホワイト、 パ r ソンなる 

，用語は 白皙 人種を 意味し たる ものに あらず 况んや 合衆國 憲法の 精神と 奴隸 開放の 結果 合衆國 憲法 
第 十四 改正 憲法の 精神に 照し 又は 米 國歸化 法律の 歷 史的 變遷の 事實に 照らす も 常に 其 精神は 崇高 
なる 自由 平等の 大 精神に 基き 均しく 世界 万民シ 米國に 抱擁せ むとの 事實な ら ざるは なく 甞つて ホ 
ワイト、 パ— ソンに 限 6 たる 歸 化の 特典を 劣等 民族なる 黒人に 及ぼし、 また il 血 民族た る 墨西哥 
土人、 ボ丨 トリ カン 等に 歸 化の 特典を 與へ たるは 法律 制定の 精神が 全く 抱擁 平等主義に して 决し 
て 白色人種 及び 黑 人種に 限 6 米 國に歸 化する の 特典 k 與へ其 中間に 位する 異なれる 皮膚の 色を 有 
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する 人種 5- -拒み たる ものに あらず 即ち 日本人 種 も 亦歸化 法律用語の ホワイト、 パ 丨 ソンなる 類 妒 
に 含 1 るべき ものな 60 

然るに 山 下 宅 治、 河 野 兵 三郞兩 氏の 申請に 係る 日本人 土地 保有 株式 會社 R 關 する 事件は 直接 日本人の 歸 
化 權に關 し 何等の 關係な きもの、 如しと 雖も會 社 創立者の 主張は 一九 〇六年 六月 廿 七日 現行 歸化法 制定 
前に 於て 合に 合 衆 國に歸 化した る 市民と して 市民 權ヒ 行使し 居る ものなる ♦か 故に 華州會 祉 法の 規定に 依 
6 當然 株式 會社 t 設立す るの 權利あ 6  ^ いふに ありて、 此 請願を 拒みた る 華 州 政務 長官の 主張は 前記 兩 
人の 歸化証 k 無効と し 彼等は 米國 市民に 非ず との 理由に あるが 故に 合衆國 大審院に 於て 本 訴訟事件を 審 
理 する に當 6 ては 前記 兩人が 提出せ る 完全なる 米國歸 化の 証書に 對し 之を 無効と すべき 法律上の 理由を 
明示せ ざるべからず、 從つて 本 事件は 臥に 日本人が 獲得せ る 市民 權を 無効と する 立証を な 3  <  るべ から 
ず、 之れ を 小 澤歸化 訴訟事件と 對 照して 按ずる に 前者は 現行 歸化 法に 照し 米國歸 化の 特典 ある ものな 6 
との 主張を なすに 反し 後者は 旣 得の 市民 權を行 使せ / 1 とする 相違 あ 6 て 頗る 矛盾 撞着の 嫌 あ 6 と 雖も我 
が 在米 日本人の 歸化權 の 有無を 决定 する には 實に 好個の 資料たら ず / 1 ば あらず 0 

前述の 小澤孝 雄歸化 訴訟 及び 日本人 土地 保有 株式 會祉 創立老 山 下、 河野兩 氏に 關 する 歸化事 件の 外 (C 現 
に 加州に 在留す る 佐 藤 某に 關 する 歸化 訴訟事件 あ 6、 佐 藤氏は 一九 一八 年 制定の 戰時 特別 歸化 法律の 規 
定に基 さ 同氏が ハワイに 於て 米國の 兵役に 服し、 歐洲に 出征した る 理由に 依 6、 ハワイに 於て 米 國歸化 
の 申請を なし 合衆國 裁判所は 同 法律の 規定に ょ 6 之れ を 許可した 6 しが 佐 藤氏は 加州に 移住し 市民 權 t 
行使 せんが 爲めに サンノゼ* 市に 於て 市民 名簿に 登錄 せ / 1 として 拒絕 せられ、 之 れに 抗爭 して 訴訟と な 
6 目下 加州 大審院に 上告し 旣得 市民 權の 擁護を なし 一九 一八 年 制定 歸化 法律の 規定に 依 6 歸 化した る 市 
民權 行使を 主張せ 6 本 訴訟は 追つ て 州 大審院ょ 〇 合衆國 大審院に 回付 せらる、 運命を 有する ものなる が 
其 判決の 影響は 前記 二 訴訟の 塲 合と 其 趣を 異にし 只獨 6 米獨戰 爭中に 米國の 兵役に 服した る數： 白 名の 日 
本人に 關する ものにして 他の 一般 在留 日本人の 歸化權 の 有無を 決定すべき 代表的 歸化 訴訟に あらず、 山 


93 


下、 河野兩 氏の 米國 市民 權 行使 拒 絕 事件 及び 小 澤孝雄 氏歸化 訴訟 上告の 審理は 一九ニ ニ 年 十月 三日よ 6 
四日に 涉 6 米國 大審院に 於て 終了した 6、 其 判决は 敷 ヶ月 後に 發表 せらる べしと 思惟す、 原吿の 主張は 
前項に 記載せ る 諸 :^ にあ 6 しが 小澤 氏の 辯 護士ゥ ヰ-ジン トン 氏は 先年 布哇に 於て 死去せ しを 以て 右兩 
事件 共 前の 合 衆 國檢事 總長ゥ ィツカ 丨シ ヤム氏 擔當し 合 衆國檢 事局よ. 〇 はソ リシ ター 、ゼネ ラル、 べツ 
ク 氏と 華 州 檢事總 長 タム ソン 氏と 被吿 辯護士 として 原告の 主張に 反對の 意見を 述べた 6、 其 要熙は 

一、  一九 〇六年 六月 十七 H 制定の 歸化 法律は 舊 法律の 一部 改訂に して ニー 六 九條は 依然として 存續し 
其 規定せ る、 米 國に歸 化し 得る 外國 人は、 自由 白人、 亞弗利 加 人 及 其 子孫に 限ぅ、 自由 白人なる 
用語は 幾多の 下級裁判所の 解釋 する が 如く コ I カシアン レ— スを 意味す る ものにして 之^} 議會の 
議事録に 徵 する も 一九 〇六年 以降 屢ク 議會に 於て 東洋人に 歸 化の 特典を 與ふ るの 不可なる 議論 あ 
6 て、 議會は 幾多の 裁判々 例が 自由 白人なる 用語を コ 丨カシ アン レ ース と解釋 せし を 以て 殊に 之 
を 改正せ ざ 6 しのみ、 

二、  大審院は 米 國議會 の 立法の 精神を 尊重し 又た 之に 解釋を 與へ たる 幾多の 裁判々 例を 尊重して 自由 
白人なる 用語は nr カシアン レ.. スなる 乙と を 採用す るを 穩當 とす、 若し 然ら ずして 原告の 主張 
する が 如く 其 用語の 意味 明瞭なら ずとの 卵 由に 依 6 日本人 亦 ホワィト、 パ— ソンなる 用語に 抱擁 
せらる、 ものな 6 との 解釋を 爲す とさは 米國議 會が屢 々東洋人には 米國歸 化の 特典 t 與 へずとの 
意思を 表明せ しを 以て 他日 必らず 或 一國の 人民に 對し 明瞭に 歸 化の 特典 ヒ與 へずとの 法律 改正を 
試みる に 至るべく 然ると きは 國交上 好ましから ざる 結果を 招致す るに 至るべし、 今日 旣 に 現行法 
律の 規定 R 依 6 議會の 意思 明瞭なる に 毫も 之を 覆へ すの 理由を 锐 出す 能は ず、 

本件に 關 しては 原被 双方よ 6 長文の 判决 例と 法律上の 意見書 e 提出し 大審院の 判決を 仰ぎた 6、 本 訴訟 
は 米國に 於け る 日本 民族の 發展 に關し 至大の 關係 ある 問題と して 多年の 懸案な りしが 他日 參考 資料と し 
て 一件 書類を 刊行す るの 機會 あるを 信ず。 
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八、 排日 的 法律 制定と 試訴 

合衆國 中央 議會 、州 議會 又は rtj 會 等に 於て 各種の 排日 的 法律案を 提出した る 事 多々 あ 6 しが 在留 日本人 
に 最も 至大の 關係 ある 法律の 制定は 一九 〇六 年 A. 口衆國 移民法の 改正、 一九 一三 年 加州 外國人 七 地所 有權 
禁止 及 借地 權 制限 並に 一九二 〇年 加州 及 華 州外國 人. 土地 所有 權禁止 及 借地 權 制限の 法律 制定を 最も 顯著 
なる ものと す、 一九 一九 年 加州 選出 上院議員 フ H ラン 氏は 合 衆國に 出生した る 日本人の 市民 權を剝 奪す 
ベく 米國 憲法を 修正すべき 建議案を 提出し、 華 州 上院議員 ジョン ス氏は アメリカン、 レジ ヨンの 希望を 
容 れ米國 出生 兒の rtl lvc 權を 剝 奪すべく 米國 憲法の 修正 建議案 5: - 提出し、 二 建議案と も 委員 會附托 とな 6 
未だ 何等の 决定を 見ず、 一九 一九 年以來 日本 移 ] i!; を 取締るべく 法律を 制定せ /I が 爲めに 特に 合 衆 國議會 
は 日本 移民 調査 會 なる ものを 設置し 廣く民 間の 意見を 徵し 一九二 〇年 八月 下院議員 十二 名 k 太平洋 沿岸 
諸 州に 派し 日本人の 實狀 を踏杳 した 6、 

其 結果と して 或は 今後 何等かの 形式 k 以て 法律案の 提出 t 見る に 至る や も 計 6 知るべからず、 沿岸 諸 州 
に 於て は 州議會 開催の 都度 排日 的 法律案の 提出を 見た 6 しが 加州 及 華 州の 議會 に 其 最も 多數を 見た 60 

• 加州 排日 的 法律 制定 

太平洋 沿岸 諸 州は 二 年每に 州 議會を 召集し 各種の 立法を なす 次第なる が一 九〇七 年以來 一九 一三 年に 至 
る 迄 州議會 召集の 都度 外國 人 t 地所 有權及 借地 權に關 し 法律案 提出を 見た 6 しが 一九 一三 年には 排日 法 
律 案の 上程せられ たる 事、 實に三 十 有 三の 多き に 達したり 乙れ を 類別す n ば 

一、  土地 所有 權に關 する 案 

二、  漁業 及 乙れ に關 する 案 

三、  隔離 學 校に 關 する 案 
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四、  酒類 販賣 に關 する 案 

五、  機關 師に關 する 案 

六、  探偵に 關 する 案 

七、  人頭税 R 關 する 案 

加州は 從來 一般 外國 人に 土地 所有 權 ir 與へ 借地 權に關 して ネ 何等の 規定な か 6 しが 一九 一三 年 五月 二日 
上院は 三十 六對 二、 同年 五月 三日 下院は 七十 二對 三の 大多數 を 以て 檢事 總長ゥ H ツブ 氏の 起草せ る 折衷 
修正の 土地 法を 通過し / 2 6、 此 法律案は 同年 五月 十九 日 知事 ジョンソン 氏の 署名 t 經て 同年 八月 十日ょ 
6 實 施せられ た 60 

_ 外國人 土地 所有 禁止 及 借地 權制 限に 關する 法律 

(一九二 二 年 制定) 

第 一條 合 衆國ノ 法律-ー ョリ 國籍ヲ 取得シ 得 ル 外 國人ハ 、別-一法 律ヲ以 テ 規定 スル 塲合 ヲ除キ 合衆國 
市民 卜 同  ー ノ 形式-一由 リ 不動 產ヲ 享有 i/ 又 ハ 轉賣シ 遺產ヲ 相續シ 又 ハ 或 權利ヲ 取得 スル コト 
ヲ得 

第二 條 本 法 第 一條 一一 明示 セ ザル 他 ノ外國 人 ハ 其從屬 スル 國家卜 合衆國 政府 卜 締結 セル 條約ノ 明文 二 
ョリ 不動 產ヲ 享有 •> 又 ハ 轉賣シ 遺產ヲ 相續シ 又 ハ 或 ル 權利ヲ 取得 スル コト ヲ得 卜雖モ 他ノ塲 
合 ハ 之ヲ禁 ズ而シ テ 農作 地 トシ テ 土地 ヲ 賃借 スル 時 ハ 三 ケ年ヲ 超過 スル コト ヲ得ズ 

第三 條 本州 又 ハ 他 州 或 ハ 外國ノ 法律-ー ョリ 設置 セラ レ タル 會 社、 組合 又 ハ 法人 ノ 株主 ノ 過半 數ガ本 
法 第 一條-一 明示 セル 他 ノ外國 人-ー シテ其 株券 ノ 過半 數亦同 一外 國人ニ ョリ テ 所有 セラ レ タル 
時 ハ 其 外 國人ガ 從屬 セル 國家卜 合衆國 政府 卜締鲒 セル 條約ノ 明文 一ー ョリ 不動 產ヲ 享有シ 又 ハ 
轉買 シ 遺 產ヲ 相續シ 又/ 或 ル 權利ヲ 取得 スル コト ヲ得ル ト雖モ 他 ノ塲合 ハ是 ヲ禁ズ 而シテ 農 
作 地 トシ テ 土地 ヲ 賃借 スル 時 ハ 三 ヶ年ヲ 超過 スル コト ヲ禁ズ 
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第四條 裁判 ニ ヨル 遺産 相續ノ 手續- 一際 シ 本法ノ 規定-ー ヨリ 不動 產ヲ 所有シ 能 ハ ザル 遺族 又 ハ 遺族 自 
ラ 不動 產ヲ 享有シ 能 ハ ズト 認識 スル 者 アル 時 ハ 所轄 裁判所 ハ 不動 產ノ 分配 ヲ爲 サズシ テ 別* 一 
法律 ヲ以テ 定ムル 手續一 ー ヨリ 不動 產ノ 公賣ヲ 命. ジ其代 價ヲ以 テ 之 レ ヲ 分配 スべシ 
第 五條 本 法 實施後 第二 條二 明示 セル 外 國人又 ハ 第三 條二 明示 セル 會社 、組合 又 ハ 法人， 力 本法ノ 規定 
一一 反シ 取得シ タル 不動産、 ノ之ヲ 沒收シ カリフ オル 1 1 ア州二 歸屬セ シム 

本條 及第 二、 三條ハ 現存 スル 或 權利ノ 行使-ー ヨリ 又 ハ 先取 特權 裁判 確認 權等ノ 行使 ニ ヨリ當 
然 取得 ス可キ 不動産 二對シ テ ハ 其 權利ヲ 行使 スル 外 國人又 ハ 外國 會社ノ 所有 トシ テ存續 スル 
限 リ之レ ヲ 適用 セズ 

第 六 條本法 實施後 第二 條- 一明 示 セル 外 國人又 ハ 第三 條二 明示 セル 會社 、組合 又 ハ 法人 ガ 本法ノ 規定 
| 一反シ 取得シ タル 借地 權又ハ 地上 權 (不動 產ー ー對 スル 準 所有 權ヲ 含ム) ハ 之 レヲ 沒收シ テ カリ 
フォルニ ア州 一一 歸屬 fe シム 

檢事總 長 ハ 本 法 第五 條ノ 規定 一ー ヨリ 沒收 裁判 ノ手 續ヲ ナス 可キ モノ トス 而シテ 該 所轄 裁判所 
ハ 借地 權又ハ 地上 權 (不動産 二 對スル 準 所有 權 ヲモ 含ム) ノ價 値ヲ評 價シ 訴訟 入費 ヲ附 加シテ 
之 ヲ州ノ 權利二 移ス 可シ 

民事訴訟 第一 千 二百 七十 一條 ノ 規定 一ー ヨリ 借地 權又、 >  地上 權 (不動産 一一 對スル 準 所有 權ヲ含 
ム) ヲ 公賣シ タル 代 價ヲ以 テ 訴訟 入費 ヲ支 辨シ殘 額 ハ 關係者 一一 交附 ス可シ 
第七條 本法ノ 制定 ハ 本州-一 於 テ 不動産 二 關スル 外 國人ノ 所有 權及他 ノ權利 一一 關スル 法律 ノ 制定 權ヲ 
制限ス 火 モノー ー  アラ ズ 

第 八 條本法 卜抵觸 スル 他ノ 法律、 條規ハ 削除 セラ レ タルモ ノ トス 
同 法律の 制定は 日本人の 經濟的 發展を 防止し 農業 者を 驅逐 する に 在 6 しは 云 ふ 迄 もな く 現に 土地を 所有 
する 者が 死亡した る 時 土地 ^ - 相續 する 事を 禁止し、 法律に 由つ て 定められた る 規定 K 基き 土地を 競 買に 
附 し相續 者は 只單に 夫れ ょ 6得たる金額を得るに十.爻らしめ漸次日本人の所有する土地を恢復せんとす 
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るに 在 6、 當時 議員の 間に 論議せられ たる 記録に より 考察 すれば 米 國に歸 化し 得ざる 外國 人の 土地 所有 
權を 禁止す る 事は 殆入 ど滿塲 一致の 意見に して 只 僅かに 借地 權 を 六 年 乃至 三年に する かに 就て 穩和 派の 
議論 あ 6 しも 土地 案 提出者の 眞意は 全然 日本人に 對して 借地 櫂を 禁止す るに あ 6 た 6、 同年 五月 二 日 上 
院に 於て 借地 權を三 年に 制限す べしとの 修正案 t 提出した る 共和 黨 議員 •ホ ィン トン 氏の 議論 R 徵 する も 
當時 議員の 抱懐した る 意見の 一般を 知る を 得べ し、 同氏 日く 

『加州に. 日本人が 在留す る 事 だけは 別に 差 支へ なし、 只 彼等が 土地を 所有して 根據を 固む るを 欲せ ざ 
るの み、 故に 若し 日本人に して 米 人の 所有す る 土地に 勞働 者と して 働く のみなら ば 敢て搆 ひなし、 吾 
人は 全然 彼等を 驅逐 する に 先ち 小作人と して 位の 恩典を 與へ 置く を 以て 賢明なる 措置な 6 と 信ず OJ 
漁業 權 禁止 及 隔離 學校 に關 する 法律案は 幾度 か 議會に 上程せられ しも 前者は 經濟 上の f*p. 由よ 6 して 通過 
せず、 後者は 公立 學 校に 通學 する 生徒は 往年の 如く 日本に 於て 出生した る靑 年子 女に 非らず して 米國 R 
於て 出生した る 幼少の 子女なる が 故に 日本人 學童 隔離の 理由は 殆 ん ど 消滅す るに 至 6 現在に 於て 日本人 
學 童に 對 する 非難 (i 英語の 會話力 貧弱な 6 とい ふ一熙 にあり、 最近に 於て は 日本語 敎授 t 以て 目的と す 
る 日本語 學 校に 對 する 非難！ m 出し 一九二 一年の 州 議會は 日本語 學校 取締に 關 する 法律案を 通過し、 敎授 
時間の 制限、 敎 師に對 しては 極めて 簡單 なる 政治、 經 濟に關 する 試驗を 施し、 國語學 校を 州敎育 課の 監 
督の 下に 置け 6、 一九二 〇年 十一月 二日 加州の 總選擧 に 際し 一九 一三 年 制定の 土地 法を 更に 過酷に し 三 
ヶ 年間の 借地 櫂を も 全然 禁止す る 人民 直接 立法の 形式に よ 6外 國人 土地 所有 禁止 及 借地 權制 限に 關 する 
法律を 通過した 6、 此ィ- ーシ H テ 丨ヴ 立法 案は 一九二 〇年 六月 立案 請願 署名を 徵 する 事を 開始した 6 し 
が 法律 制定の 署名 敷を 得る 事 頗る 困難の 摸樣 なりし も 七月 加州 知事 ステ ゲン 氏は 日本人 實狀 調査 書を 發 
表し 上院議員 フ H ラン 氏 亦選擧 運動の 爲に 土地 法 制定 i: 利用し 盛んに 排日の 氣 勢を 煽 6 し爲め 形勢 一變 
した 6、 加 之 七月 桑 港に 於て 開催せられ たる 民主 黨 大統領 候補 豫選 大會に 於て 排日 决議を 通過し 超えて 
八月 米國 下院 日本 移民 調査 會の來 りて 一層 排日 氣 勢を 高め、 法定 署名 數も 容易に 蒐集し ィニシ H テ丨ヴ 
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案と して 一般人 民の 投票に 附す るに 至れ 6、 其當時 加州 商業 會議 所、 宗敎 家、 敎育 家、 實業家 其 他 地主 
等の 熱心なる 反對 運動 及 日本人 會の 熱心なる 反對 運動 あ 6 しに も 拘らず 土地 案に 對 する 一般投票の 結果 
は 六十 六 万 八 千 四百 八十 票の 賛成 投票に 對し 二十 二 万 二 千 八十 六 票の 反對 投票 あ 6、 賛否の 割合は 三對 
一に 相當し 遂に 法律と なれ 6、 之れ を 一八 七 八 年 支那 人 排斥 法を 制定せ むが 爲めに 加州々 民に 計 6 し 時 
排斥 賛成 十五 万 四千 六 百卅八 票に 對 し反對 投票 八 0* 八十 三 票な 6 しに 比せば 多少 形勢の 轉化 せる^ ，見れ 
ども 土地 案に 對 する 棄權者 約 二十 五 万 票 あ 6 しを 以て 加州 人民の 心理を 窺 ふ 事を 得べ し、 俳 日の 首領と 
見做 r&n たる フ H ラン 氏は 自己の 政治的 綱領と した 6 し 排日 土地 案が 通過した るに 拘らず 遂に 落選した 
るは 加州 政界の 對日 感情を 立證 する ものに あらず して 同氏 一個の 政治的 勢力の 失墜と 見ざる ベから ず當 
時幣原 大使は 本件に 關 し國務 省と 交涉ど 重ね 國務 省は 突如と して 總選擧 の 前日に 至り 現存の 合衆國 法律 
及 國民的 正義に 合致せ ざる 同 立法 案は 國家 として 之 れを 認容せ ずとの 聲明 書を 發 表した 6 しが 同 案否决 
に 好影響を 與 へた 6 との 說公 なす もの あれ ども 當時 加州の 政界の 實狀 に通曉 する もの >說 としては 國務 
省の 聲明 書は 加州 民の 反感を 買； S 中央政府の 干渉を 好まざる 彼等の 自尊心を 挑發 して 却つ て 本案の 通過 
を 助長せ 6 との 說は 稍其眞 相に 近き もの、 如し 0 

一九二 〇年 十一月 二日の 總選擧 に 於て 加州 在留 外國 人よ 6 毎年 五弗以 との 人頭税を 徴集し 乙れ を 敎育費 
に 充當 すべき 法律を 制定せ しが 一九二 一年 州議 會は此 法律を 改正して 加州 在留 一般 外國 人よ 6 每年十 弗 
宛 人頭 稅を徵 集すべき 法律を 制定した 6、 こ n に對し 才丨ク ランド 在留の 照 井丙吉 氏 fi 加州 大審院に 於 
て郡收 税吏 t 相手取 6 人頭税 法律 無効の 訴訟 •で 提起し 同 法律は 日米 條約第 一條 第三 項の 規定に 抵觸 する 
ものな 6 との 理由 V- 以てし、 墨 西 哥人ジ 丨 、•チ 丨 、コッタ 氏は 同 法律が 合 衆國第 十四 改正 憲法の 規定に 抵 
觸 する ものな 6 との 主張 t なし、 照 井 氏 同樣同 法律 無効の 訴訟 t 起した 6、 而して 此二個 の 訴訟は 加州 
大審院 k 於て 何れも 一九二 一年 九月 十二 日 憲法違反な 6 との 判决あ 6 て 同 法律は 無効に 歸 した 60 
是 n より 先き 一九 一三 年 排日 十 地 法の 制定 せらる、 や 加州の 日本人は 土地 購入の 契約 ^ - なし 所有 名義が 
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米國 市民の 名義と な 6 たる ものは 法律 執行 前に 悉く 乙れ を 日本人の 名義に 書換へ 契約の 變更 VJ なした 6 
借地 契約 も 亦 法律 執行 前に 於て 長期の 借地 契約に 書 換へ應 急の 方法を 講じた 6 しが 一九二 〇年 制定の 排 
日 土地 法の 實 施せら る、 に 先 だち て 農業 家の 多數は 一時的 應急の 策と して 其當時 法律の 規定 R 依り 許 3 
れ /2 る三ヶ年の借地契約を結び /2 6、而して將來加州農業者の農業を經營する事ぞ繼續せしめひが爲め 
に 收穫步 合 分配の 契約が 土地 法 R 抵觸 せず との 法律上の 見解 R 某： き 農業に 從 事す る途を 講じた 6 しが 檢 
事 總長ゥ H ッヴ 氏は 此契 約は 土地 法の 精神を 潜 6 米 國に歸 化し 能は ざる 外國 人が 借地 農業に 從事 する 事 
を 禁止せ る 法律の 精神に 抵觸 する ものな 6 との 聲明 書ヒ發 表し 日本人と 收穫步 合 分配 契約を 結ぶ 者は 同 
法律の 規定に 依 6乙れを處罰すべしとの訓令を郡檢事に發し /2 6乙れに依0て地主は收穫契約を締結す 
る 事を 惧 n 日本人を して 農業に 從 事す るの 道 途絶せ /L とする R 至 n 6" 一九二 一年 十月 十三 日に 至 6 加 
州 サンノゼ 市 在留の 地主 ォプラ イン 及 井上 善 三郞兩 氏は收 穫步合 分配 契約が 土地 法に 抵觸 する や 否やを 
决定 せむ が 爲めに 合衆國 地方裁判所の 衡平 法 裁判所に 於て 試訴を 提起した 6 而して 南 加州 R 於て は 現行 
土地 法の 借地 權及 株式 會社 株券 所有 禁止の 規定が 違憲な 6 や 否や 七 闡明 ならしめ /L が爲め に、 試 訴を提 
起した 60 

• 收穫 契約 試 訴梗槪 

一九二 一年 十月 十三 日 井上 善三郞 、ォブ ••マイ ン兩 氏は 加州 檢事總 長 ゥェブ 氏と サンタ クラ、 郡檢事 クー 
リッ ヂ 氏を 相手取り 桑 港 合衆國 地方裁判所に 收穫 契約 試訴を 提起したり、 其 吿訴狀 の 要綱は 

一、 原吿 合衆國 市民ゼ ー 、ゼー 、ォプラ インは 原吿 井上 善 三郞が 農業 上に 多年の 經驗を 有する を 以て 
彼に 其 所有地 十英 加の 苺 栽培 農園を 向 ふ 四ヶ 年間 耕作せ しめ 其 收穫を 分つ ベ 3 契約を 結ばん と 欲 
す、 然るに 被吿 加州 檢事 總長ユ I、 H ス、 ゥユヴ は 曾つ て 斯かる 契約は 加州 外人 土地 法の 規定に 
K6 刑罰 R 處し 土地を 沒收 すべし と聲 明せ 60 
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二、  本 訴訟は 原吿 又は 之と 同位 置に 在る 者に 對し斯 かる 契約と 其 遂行に 支障な か 6 しめむ •か 爲めに 裁 
判所に法律施行停止の命令を發給せん乙とを望み之を提訴せしものな60 

三、  原吿 等は 米國第 十四 改正 憲法の 規定に 依 6 保障せられ たる 權 利を 正當 なる 法律上の 手續 なくして 
剝奪 せらる、 乙と なきを 信じ、 財產の 享有 權 5: 剝奪 せ / I とする 檢事總 長の 行爲を 阻止し 均等なる 
法律上の 保護を 要求す る ものな 60 

四、  收穫 契約は 果して 加州 外人 土地 法の 禁ずる 範圍 内に 在る や、 若し 然 6 とすれば 加州 外人 土地 法は 
米國第 十四 改正 憲法の 規定に 抵觸 する ものな 6、 被告が 該 契約は 外人 土地 法の 規定に 抵觸 する も 
のな 6 との 聲 •明を 爲し 以て 原吿 等に 不法なる 脅威を 加へ 契約の 遂行を 妨げる は 原吿 井上 善 三郞の 
有する 生存の 爲めに 正當 なる 勞働 賃金を 得ん とする 權利を 剝奪 する ものな 60 

五、  原吿は 被吿が 今後 原吿 又は 之と 同位 置に 在る 他の 各人に 對し斯 くの 如き 契約を 締結せ ひとす る塲 
へ 口に 法律違反の _ 由に 依 6 之を 逮捕 監禁す る 事を 制止す る 法廷の 命令 發 給を 要求す る ものにして 
本契約が 加州 外人 土地 法の 規定に 抵觸 するとき は 同 法律は 米國第 十四 改正 憲法の 規定に 抵觸 する 
乙と を 主張す 0 

本 試訴は 加州 内に 於て は 在留邦人が 借地 農業に 從事 する ことを 禁ぜられた るを 以て 邦人が 農業に 從 事し 
其 收穫產 物を 地主と 分配して 耕作者の 勞働 R 對 する 報酬， で 得ん とする R 在 6 て 借地 櫂を 禁 Lk せらし 結果 
之を 潜 6 て 農業に 從事 せんとす る 一種の 窮策に して、 本 訴訟に 引用した る收穫 契約書の 内容は 頗る 窮屈 
なる 條件あ 6 て實際 一般 農業に 從事 せんとす る 者に 取 6 ては 適當の ものに 非 ざ 6 しも 法律上の 先例を 作 
る爲 には 宴に 已ひ ir 得 ざり しな 6、 本 訴訟は 合衆國 地方裁判所 衡平 法 裁判に 依 6 决定 せらるべき ものな 
6 しが 一九二 一年 十一月 十八 日 桑 港に 於て 合 衆 國巡廻 控訴院 判事 ハント、 地方裁判所 判事 ブレッド ソー 
ブ I リング 三 氏 立 會の上 原被 兩 造ょぅ 夫々 法律上の 辯 論 あ 6 て 一九二 一年 十二月 二十日 收穫 契約は 加州 
外人 土地 法の 禁ずる 範 内に 非ず との 判決 あ 6 原吿 井上 善三郞 、ォブ ■ラィン 兩 氏の 勝訴と な 6 た 6 しが 加 
州 檢事總 長は 土地 法の 改正を 企てる か 或は 本件を 米國 大審院に 土吿 すべし と聲 明せ ぅ、， 本 試訴判 决文は 
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可な. 〇 の 長文に して 之を 譯 裁す るの 餘白 なきを 以て 其 要領を 摘 載 すれば 左の 如し 0 
. ッー リング 判事 判決文 摘譯 

引証せられ たる 多 數の判 决例 に照らして 按ずる (C 係爭の 契約は 借地 契約に 非ず して 純然たる 收穫 契約 
なるとは 契約の 條項 文面ょ 6 見て 明瞭なる 事實な 6、 加州 外人 土地 法は 土地を 所有せ る米國 市民が 耕 
作者に 或 期間 土地 上の 權利を 讓與 せざる 限 6 收穫 契約の 締結を 禁 It する ものに 非ず、 合 衆國に 正當に 
入國 したる 日本人が 其 生存 上 必要と する 農業 勞 働に 從事 する 乙と を 禁止す るを 得ず、 原吿 等は 土地 上 
の權 利の 讓渡 をな 3  V る 限 6 收穫 契約を 取 結ぶ の權 利を 有す、 本契約は 詐欺 的 意思 又は 惡 意を 表明す 
る Z: となく 地主は 土地 所有 權及び 占有 權を 保留し 日本人は 唯單に 農産物を 作 6 其產 物を 收穫 したる 後 
歩合に 依 6 て 報酬を 受 くるの 規定なる を 以て 借地 契約 ic 非ず 全く 收穫 分配の 契約な n ば 裁判所は 本 契 
約が 其 規定 以外の 目的の 爲め R 締結せられ しものと 認定す るを 得ず、 加州 外人 土地 法の 目的は 土地 所 
有權 又は 土地 上の 權 利を 歸化 不能 外國人 R 讓 渡す る ことを 禁ずる に 在 6 て斯 かる 外國 人が 勞 働の 報酬 
として 收穫 物の 步 合を 受 くる/ 〇 とを 禁 11: する ものと 解釋 する 能は ず、 假 6 に 加州は 歸化 不能 外國 人に 
歩合 耕作 契約を 禁止す るの 權能あ 6 とする も 現行法 律には 期の 如き 契約を 違法と 認 む べき 規定な し、 
况 んや此 種の 收穫 契約は 從來 至る所に 廣く 慣用せられ たる ものにして 决 して 新ら しきものに 非ず、 若 
し 斯の如 & 契約を も 法律を 以て 禁す るに 在 6 しなら ば 之を 明瞭に 禁止す る 法律の 規定を 設 くる 乙とは 
極めて 簡單 にして 現行法 律に 此 規定な きは 收穫 契約を も 禁止す るは 外人 土地 法の 目的に 非ら ざ 6 し 乙 
と 明らかな 60 

右の 理由 R 依 6 原吿及 原告と 等しき 地位に 在る 者が 本契約と 同榛の 契約を 取 結ばん とする 塲合 、加州 
檢事總 長は 之 R 干渉 又は 檢擧 する ことを 禁ず 而して 本 裁判所は 法律 實施假 執行 禁止 命令を 發す〇 

• 加州 借地 權試訴 梗概 

一九二 一年 十月 加州 ロスアンゼルス 在住の 水 野 芳太郞 、ダブ リユー 、ヱ ル、 ボ r ター フキ r ルド 兩 氏は 
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加州 檢事 總長ユ I、 ヱス 、ゥヱ ッブ 及び B スァ ンゼル ス郡檢 事テー 、ヱ ル、 ゥル ヮィン 兩 氏を 相手取 6 
羅府 合衆國 地方裁判所に 加州 外國人 土地 所有 權 禁止 並に 借地 權 制限に 關 する 法律 規定の 借地 權に關 する 
試訴を 提起した 6、 其 吿訴狀 の 要綱は 左の 如し 0 

一、  原吿 水野芳 太郞は 農業の 多年の 經驗を 有し 唯單 に農產 物の 耕作に 從事 する のみならず 耕作せ し產 
物の 卸 小 賣に從 事す るに 最も 適當 なる 借地 人と 信ずる が 故に 原吿ボ 丨ター フヰー ルドは 其 所有地 
八十 英 加を 水 野に 賃借せ しめ / L とす。 

二、  然るに 加州 外國人 土地 法の 規定は 斯の 如き 行 爲を禁 ± し 若し 之に 違反 するとき は 苛酷なる 刑罸を 
科する の 規定 あり" 原吿 等は 斯の 如き 法律 規定は 憲法違反な 6 と 信ずる も 土地 沒收 又は 苛酷なる 
刑罸 に處 せらる、 の 危險を 胃す に 非 ざれば 本契約を 締結す る 乙と 能は ず、 而 して 原告 等は 本 法律 
の 効力 如何に 係らず 唯 だ 之に 服従す るの 外な し、 依て 原吿 等は 本 法律の 借地 權に關 する 規定が 憲 
法 違反なる や 否やを 决定 せらる、 まで 又た 原吿 等が 本契約を 締結す るに 先き だち 法律 施行 停止 命 
令を 發給せ られん 乙と を 要求す る ものな 60 

三、  加州 外國人 土地 所有 權 禁止 並に 借地 權 制限に 關 する 法律の 借地 權制 限に 關 する 規定は 第 十四 改正 
憲法の 保障す る 財産 及 平等なる 法律の 保護を 拒む 憲法違反の 法律に して、 日米 條約に 規定せ る 商 
業に 從 事し 又は 商業に 附帶の 行爲を 爲す權 利を も 侵害す る ものな 60 

四、  今後 原告 又は 原吿 等と 同 樣の地 泣に 在る 者が 借地 契約を 取 結ぶ に 際し 加州 檢事總 長 又は 郡檢 事が 
檢擧 干涉し 能は ざる 樣 法廷の 禁止 命令 發 給を 要求す。 

五、  加州 外國人 土地 所有 權に關 する 條項は 憲法違反の 法律と して 無効の 宣告 ^ - 要求す。 

本 試 訴は南 加 中央 日本人 會の 後援に 依 6 提訴せられ たる 事件に して 前項の 收穫 契約に 關 する 試訴は 桑 港 
在米 日本人 會の 後援に 依-提訴せられ たる ものな 6 而して 此試訴 は 加州に 於け る 邦人 農業 家に 取りて 重 
大 なる 關係 ある 問題た るの みならず 太平洋 沿岸 諸 州に 於け る 在留邦人 R 取 6 て も 亦 重要なる 訴訟な りし 
が 訴訟 關係 者は 加州 檢事總 長と 協議の 結果 兩試訴 t 同年 十一月 十八 日 桑 港 合衆國 地方裁判所 衡平 裁判に 
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附し 審議を 遂げた 6、 本件の 裁判官は 收穫 契約に 關 する 試訴に 於け る塲 合と 同一 裁判官に して 同年 十二 
月 十九 日 大要 左の 意味の 判 决を下 せ 60 
•ッー リング 判事 判決文 摘譯 

加州 外國人 土地 所有 權 禁止 並に 借地 權 制限に 關する 法律は 日米 條 約の 保障す る 範圍內 に 於て は歸 化し 
能は ざ る外國 人に 對し 土地の 所有 及び 賃借 t 許す が 故に 本 法律は 日米 條約 違反に 非らず、 •ホ ー ターフ 
キール ドと 水 野との 間に 取 結ばん とする 借地 契約は 農業 土地 上の 權 利の 讓 渡に 關 する 契約な 6、 然る 
に 日米 條 約の 規定は 日本 國民 に對し 農園 又は 其 利權の 取得、 占有、 享有の 權利に 就て は 何等の 保障 あ 
るな し、 本件に 於け る米國 憲法、 法律 及び 日米 條約 上の 論勲 に關 しては 加州 外人 土地 法と 殆んど 同一 
の 規定 k 設けた 華 州 外人 土地 法の 施行 停止 命令 發給 ir 要求せ し際旣 に 詳細に 論じ 盡 r&n たり、 同事 件 
に 於て 原吿は 略 ぼ 本 事件に 於け る塲 合と 同樣の 論告を なし 裁判所は 之に 對して 一切 否認せ 6、 華 州 外 
人 土地 法判决 の論熙 と 結論に 對して 本 裁判官は 全部 同意を 表する が 故に 茲 R 再び 之を 繰返し 評論す る 
の 必要を 認めず、 本件の 原告は 本件と 華 州 土地 法 訴訟と を區 別して 華 州 外人 土地 法は 歸 化の 意志 t 表 
明せ ざる 總て の外國 人に 對し 土地 所有 權ヒ禁 止せる ic 反し 加州 外人 土地 法の 規定は 歸 化し 能は ざる 一 
部外 國 人に 對し ての み 土地の 所有 權 ^: 與 ふること k 拒 1/ が 故に 專斷的 不合理の 差別 的 法律な りと 主張 
せ 6、 原告の 言^, 借 6 て 言へ ば 州議會 は外國 人なる 一つの 自然 的 階級と も稱 すべき もの^, 促へ 來 6 て 
二 個の 異 6 た 6 階級に 之を 分割し 各階 級に 對し異 6 たる 法律 規定を 設 くる， 〇 とを 得ず と 主張せ 6、 然 
しながら 華 州 外人 土地 法は 事實に 於て 之れ に 代 ゆるに 歸 化の 意志 r 表明せ し外國 人と 之を 表明 ^ ざる 
外國 人との 二階 級に 別ち 各階 級に 對し異 6 たる 法律 規定を 設け 前者 R は 土地 所有 權 5: 許し 後者には 之 
を 禁止せ 60 

合 衆 國議會 は 何人が 米 國に歸 化し 能 ふべき かを 專斷 的に 法制 k 爲 すの 權能を 有する は 明瞭なる 事實に 
して 議會 は此權 能に 依 6 自由 白人 及び 亞弗利 加 人並に 其 子孫なる 外國 人に 限 6 歸 化の 特典を 與へた 6 
從て同 制限 (C 依 6 世界 五大 人種の 中、 黃 、褐 、赤の 三人 種を 除外せられ たぅ、 而し て斯の 如き 差別 的 


104 


法制は 專斷の 嫌 あれ ども 之を 制定せ し 理由に 於て 根據な しとせ ず、 而 かも 短期間を 除き 此 制限は 米國 
政府 創設 以来 今日まで 常に 存續 せし ものな 6、 一旦 制定せられ 而かも 長期 間存續 せられた る ものは 假 
令 專斷的 法制な 6 と 雖も實 に 重要なる 基準を 制定した る ものにして 州は 此 基準を 適用して 何人に 其領 
土內の 土地 所有 權を 享有せ しむる か ^ 决定 する ことを 得、 即ち 此事實 は 在 華 州 合衆國 地方裁判所 テ レ 
丨ス 事件の 判決文に 照らして 明瞭なる もの あ 60 

『米國 の 市民と な 6 得ざる 者は 在留 國の 福祉に 對し滿 腔の 誠意を 盡 すの 精神に 乏しく 國 家の 興 廢と其 
人の 利害 常に 一致せ ざる もの ある k 以て 國家は 其 領土 內に 於け る 土地 所有 權 t 之に 與 ふること を 拒 
ひ は 至當と 謂は ざるべからず. 若し 市民と なり 得ざる 外國 人に 土地 所有 權と 借地 權を與 へ / L か 其領 
土は 悉く 外國 人の 所有に 歸す るに 至る Z: となき t 保し 難し、 而か のみならず 如斯塲 合には 國 家の 基 
礎を 危殆なら しめ 同時に 其 建設せられ たる 一切の 文化は 國 家に 忠誠を 盡 すの 誠意な く 又た 國 家の 盛 
衰と 行動を 共に する 義務な き 外國 人の 支配に 歸せ しめ 一旦 戰禍の 不幸に 遭遇せ /I か國 家の 運命は 恰 
かも バベルの塔た るの 慽あ るに 至る や も 計 6 知るべからず 0』 

阿昌 事件の 判決を 按ずる に 米國に 歸 化し 能は ざる 外國 人に 對 L 土地 所有 權 t 禁止す る 州の 立法 行爲ヒ 
禁ずる にある も 本官は 之に 同意を 表する 能は ず仍て 法律 施行 停止 命令 發 給の 訴願を 棄却す 0 
本 訴訟の 判決は 別項 記載の 華 州に 於け る 土地 法 試訴の 判决に 於け る塲 合と 等しく 訴願の 要 趣を 避け 純 法 
理の 解釋を 爲 3 ぐるの 慽あ 6、 本件は 米阈 大審院に 上告した 6 しが 一九ニ ニ 年 十一月 二十 七日 最終 審理 
ある 乙と、 なれ- 〇〇 

_ 土地 會社 株券 所有 禁止に 關 する 試 訴梗槪 

加州 外人 土地 法の 規定せ る 土地を 所有せ る 株式 會 社の 株券を 米 國歸化 不能の 外國 人が 所有す る 乙と t 禁 
止せる 條 項と 無効なら しめ li* が 爲めに 佐 藤信忠 フリック 兩氏は 一九ニ ニ 年 二月 廿 七日 加州 檢事總 長クヱ 
ッヴ 氏 ^ - 相手取 6 合衆國 地方裁判所 衡平 法 裁判に 訴 へた 6 しが 同年 三月 二十 二日 加州 桑 港に 於て 審理せ 
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られ た4、 原 告訴 狀の槪 要 左の 如し。 

原吿レ ィモン ド、 ヱ ル、 フリックは 米國 市民に して 加州々 法に 依. 〇 設立した る マ r セッ ド 農耕 會 社の 
資本 株 二十 八を 所有す る ものにして 原 吿佐藤 信忠に 之を 四千 二百 五十 弗を 以て 賣渡 3 /1 と 欲す 然るに 
一九二 一年 十一月 二日 制定の 法律は 米 國歸化 不能の 外國 人が 斯の 如き 株券 ^ , 取得す ると きは 之を 沒收 
し 且つ 苛酷な ろ 刑罰に 處す るの みならず フリック も 亦 刑 罸に處 せらる、 の 規定 あ 6 加 ふるに 加州 檢事 
總 長は 斯かる 商 行 爲は州 法の 規定に 抵觸 する ものと して 當事 者を 撿擧 處罸せ む とす、 如斯 法律 規定は 
合 衆國及 加州 憲法の 規定に 違反し H 米 通商 條 約の 保障を も 無視す る ものな 6、 原吿 等は 如斯 規定が 合 
衆國及 加州 憲法 並に 日米 通商 條 約の 規定に 抵觸 する ものなる や 否やを 合衆國 裁判所が 判决を 下す まて 
苛酷なる 州 法律の 規定に 反し 株式 賣買 契約の 履行 ^ 躊躇す 仍て合 衆國地 方 裁判所は 本件 訴訟の 確定す 
るまで 法律 臨時 施行 停止 命令を 發給 せられむ 乙 とを 希望す。 

原吿 辯護士  H リオ ット 氏と 加州 檢事 總長ゥ H ブ氏は 原被 兩 造の 法律上の 權 利に 關 し論吿 する 處ぁ 6 しが 
同年 五月 二十 三日 本 訴訟の 本件 爭熙及 法律 施行 停 lh 命令の 發給は 共に 棄却せられ たり、 其 判決の 大要は 
左の 如し 0 

本 裁判所は 原吿 等の 申請せ る 法律 臨時 施行 停 11: 命令の 發給 t 拒 絕す〇 

本 訴訟の 爭點 たる 加州 外國人 土地 所有 權禁 Lh 並に 借地 權制 限に 關 する 法律の 規定は 合 衆國及 加州 憲法 
の 規定 並に 日米 通商 航海 條 約の 規定に 抵觸 せず。 

本官 等は 最近 判決せられ たる 中 塚 澍華州 檢事總 長、 水野對 加州 檢事總 長、 井上 對 加州 檢事總 長に 關す 
る 合衆國 地方裁判所の 判決に 同意せ る ものにして 是 等の 判決は 各 ♦合 衆 國及州 憲法 並に 日米 通商 航海 
條 約の 規定を 正當に 解釋 せる ものと 認む 、仍て 法律 臨時 施行 停止 命令 發給の 申請を 拒絶す .0 
右の 判決文は ソ- テル、 ブー リング 兩 判事の 意見なる が モ丨口  t 判事は 右 判決文 (C 別區の 同意 書， 4: 添付 

せ. CSO 

加州 外人 土地 法には 米國 に歸化 不能の 外國 人は 合 衆國と 其外國 人が 從屬 せる 國 との 間に 締結せられ た 


る條 約の 規定せ る範圍 内 R 於て 加州に 於て 不動産の 取得、 所有、 共有 又は 讓與 k 許可す るの 規定 あり 
本件の 吿訴狀 に 依れば 佐 藤 忠信は 日本 帝國 臣民に して 日本人を 其 父母と し 加州 內 R 住居す る ものな 6 
佐 藤 信忠は 合 衆國の 法律に 依 6 合衆國 市民と なる 能は ざる 外國 人なる が 故に 彼は 日米 兩國 間の 條 約に 
規定な き 限 6 加州 內に 於て は 不動産の 取得、 所有、 共有 又は 讓與 をな し 能は ざる 處 の外國 人な 6 本官 
の 見る 處を以 て すれば 現行 日米 條約 中には 本件に 關して 何等の 規定な さが 如し 從てマ セツ ド 農耕 會社 
の 資本 株の 所有は 加州 外人 土地 法の 禁止せ る 不動産 上の 權 利を 取得す る ものなる や 否やに あ 6、 然る 
に マ セツ ド 農耕 會 社は 加州 法律に 依 6 農業 地を 所有、 取得、 共有 又は 讓與 する 權 能を 與 へられ 現に マ 
セツ ド 郡に 於て 二 千 二百 英 加の 農業 地を 所有す、 而して 右 土地は 住居 若しくは 商業の 目的の 爲めに 使 
用 せらる、 ものに 非らず 仍て 本官は 斯か る會社 の 株式の 所有者は 加州 土地 法が 斯の 如き 外國 人に 禁止 
する 土地 上の 權利を 獲得す る ものと 認 1/ 、 而 して 檢事總 長には 加州 外人 土地 法 第七條 第八條 並に 民事 
訴訟法 第 四百 七十 四條の 規定に 基き 斯の 如き 不動産 上の 權利を 沒收 する 法律 行爲を 採るべき 權 能を 附 
興せり 即ち 如斯 法律 行爲は 日米 條 約、 合 衆國及 加州 憲法の 規定に 抵觸 する ものに 非らず 0 
右 判決の 趣旨は 佐 藤 信忠が 買收 せんとす る 株式は 米 國歸化 不能の 外國 人に 所有 權 なき 土地を 代表す る 株 
式の 取得なる が 故に 之， 3: 禁止す と 云 ふに ある も 佐 藤信忠 の買收 せ / L とする 株式は 會 社の 過半 株に 充たざ 
る ものにして 加州の 會社 法の 規定に 依る も 如斯會 社の 法律上の 位置は 外國會 社と 看 倣 3 < るを 以て 此判 
决の 不法なる 乙とは 今更 云 ふ爻て もない。 若し 如斯 判決が 此儘 放棄 抗爭 せられ ) SQ 乙と にな n ば 加州 内に 
於て は 普通 一般 市塲に 於て 賣買 せらる、 株式、 債券、 ボンド、 手形。 モ—ゲ ，ジ キユ— ボンな どの 有價 
證券す らも 買 ふ 乙と 不可能なる 狀 態に 陷る もの なれば 合衆國 大審院に 上告して 最 終審を 求む るに 至る ベ 
し 0 

• 日本人 後見 職 拒 絕上吿 事件 梗概 

未丁年 者の 所有す る 財産 及び 其 個人に 對する 後見人 選定に 就て は 米 國各州 夫 ♦異なれる 法律 規定 ありて 
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加州に 於け る 事件と 他 州に 於け る塲合 とを 同視す る ことを 得 ざれ ども 加州 大審院の 矢 野 後見 職拒絕 事件 
に關 する 判决は 日本人は 日米 條約上 又は 合衆國 並に 州の 憲法の 保障に 依 6 如 河なる 特權 t 有する ものな 
るか ^ •判定した る ものなる を 以て 玆に 參考に 記載すべし 0 

加州 メリス ビルに 在留す る 矢 野定彌 氏は 一九 一九 年 十二月 其 孫娘 テツ ブ ミの 爲め にビユ ーテ郡 内に 於て 
價格 三千 弗 約 十五 英 加の 農業 土地を 購入 贈與 したり、 而して 一九二 〇年 十月 二十 三： n サタ— 郡 裁判所に 
對し矢 野 テツ ブミ (米國 出生 滿二歲 ) の爲 め (C 其 父 矢 野 速 雄 氏を 後見人と 定ひべ きと^, 申請せ 〇、 然る K 
加州 檢事 總長ゥ H ツグ 氏は 『本件に 關 する 土地 購入 代金は 父 速 雄が 支拂 ひ 娘 テツ ブ ミに 之 VJ 贈與 し財產 
管理を 申請せ る ものな 6、 本件は テツ ブ ミの 爲め に - h 地を 購入した 6 と 云 ふ も 事 實上速 雄の 金を 以て 之 
購ひ 事實 上の 支配 權卜得 んが爲 めに 後見人た らんと する 申請を なした る ものにして 明らかに 法律違反な 
6 仍て 土地は 州に 沒收^ きものな 6』 と 抗議し 同年 十一月 六日 裁判所は 矢 野 速 雄 氏の 後見人た る こと 
を拒絕 して 日く 州の 法律， V- 潜らん が爲め に 子供の 名義 公利 用して 土地を 購入した る ものな 6 仍 
て 子供は 何等の 財産を 有せず 同時に 矢 野 速 雄の 後見 職 申請 t 拒絶す J 一九二 一年 一月 矢 野 氏は 郡 裁判所 
の 判决 k 不當 とし 加州 大審院に 上告した 6、 矢 野 速 雄 並に テツ ブミ兩 氏の 主張は (一) 矢 野 定彌の 贈與 
したる 土地は 米國 市民た る テツ •フミの 所有な 6  (二) 日米 條 約の 規定に 依 6 速 雄は 後見人た る 乙と を 得 

(三)  テツ ブ ，•は 加州々 法の 規定に 依り 其 父を 財產上 並に 個人の 後見人と して 選擇 する の權 利を 有す、 

(四)  合 衆國及 加州 憲法の 規定に 依 6 テツ ブミは 其 財産に 關し 平等の 保護を 受 くる ものと す、 之に 對し 
檢事 總長ゥ ヱツ ブ氏は 全部 之 V」 否定し 一九二 〇年 十一月 制定の 外人 土地 法を 適用すべし となし 加 ふるに 
州 權を以 て 如 斯填合 に 差別 的 立法 爲 すの 權利 ある 乙と を 主張し 同時に 親が 子の 爲めに 代金を 支拂 a  土 
地を 購入した るは 子に 土地を 信託した る ものな 6 と 主張せ 6、 加州 大審院は 一九二 一年 十一月 十四日 双 
方の 辯 論 k 聽 取し 一九ニ ニ 年 三月 一日 左の 判決を 下せ 60 

一、 矢 野 テツ ブ ミは 米 國 市民に して 土地 所有 權を 有する ものな 6、 彼女が 未丁年 者なる が 故を 以て 土 
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地所 有權を 享有す る 乙と に 何等の 缺勲 あるを a 出す 能ばず、 土地は テツ ブミ に讓 渡せられ 彼女は 
之を 受納した る ものなる を 以て 何人が 其 代金を 支拂ひ たる かは 問題と する に 足らず 從て 父子の 間 
に 信託 關係 あるを 認めず 0 

二、  一九二 〇年 制定の 法律 規定に 依る 土地を 取得し 且つ 之を 所有す る 資格な き外國 人は 土地を 所有す 
る米國 市民 未丁年 者に 對し該 土地 法の 規定に 準據 しか、 る 未丁年 者の 有する 土地 ic 對し 後見人た 
る 乙と を 得ず との 規定は 日米 通商 條約に 違反せ ず、 何とな n ば 同條 約の 規定は 米國 に 居住す る 日 
本人の 生命 財產の 保護と 安全と に 必要なる 權 利と 特權と を 日本 帝國 臣民は 享有す る 乙と t 規定し 
居る も 後見人と して 選定 せらる、 資格は 財 產 又は 財産 上の 權 利に 非らず 唯單 R 人格 K 關 する もの 
にして 條約に 規定せ る財產 上の 資格に 非らず 仍て郡 裁判所の 判決が 日米 條 約の 規定に 抵觸 すと 9 
主張は 合法的 論據を 有せず 况 ん や 本件の 主体は テツ ブ ミの 所有す る財產 上の 管理を 委任す る米國 
市民の 權利 に關 する ものな 6 又た テツ ブミは 米國 市民なる が 故に 日米 條 約の 保護を 求む るを 得ず 

三、  合衆國 第十圆 i 憲法 及び 州 憲法 第 一條 第二 十一 項は 平等なる 條件 にょ 6 一般 市民に 賦與 せざる 
特權 又は 免除 權は之 t 一市 民 又は 一階 級の 市民に のみ 賦與 する 乙 とを 得ず との 規定 あ 6 テツ ブミ 
は 米國に 於て 出生し / 2 る 合 衆國及 加州の 市民に して 彼女の 人種 若く ば 皮膚の 識別を 以て 他の 一般 
市民の 享有す る 特權の 何れを も 拒 1/ 乙と を 得ず、 而 して 他人 種 市民の 享有す る特權 全部は テツ ブ 
ミに 於ても 亦毕 等に 享有すべき ものな り、 市民と な 6 得る 父母を 有する 子女は 其 父母を 個人 及 財 
產 上の 後見人と して 選定す る 法律上の 特權を 有し 市民と な 6 得ざる 父母を 有する 子女の みが 獨 6 
其 父母を 個人 及財產 上の 後見人たら しめ 得ず とせば 如斯 子女は 全く 緣故 なき 他人を 後^ J せざる 
ベから ず 之れ 明ら (C 差別 的 立法に して 加州 内に 於て は 滿十 四歲以 上の 未丁年 者は 市民と な 6 能は 
ざる 父母と 雖も其 未丁年 者の 自由 意思に 依 6 後見人と して 之を 選定し 得る. の特權 t 有する のみな 
らず 十四 歲未滿 の 子女は 法律上 當然其 父母を 個人 及 財産 lh の 後見人と して 選定を 申請す るの 特權 
を 有する ものなる を 以て 一九二 〇年 制定の 法律 規定は 憲法違反な 60 
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四" 本件 申請の 當 時に 於て は 米 國歸化 不能の 外國 人は 米國 市民の 有する 財產 上の 後見人た る 己と を 得 
ずとの 法律 規定な く サタ， 郡 裁判所が 矢 野 速 雄の 後見人た る 乙と を 拒絶した る 最終 命令の 發給は 
一九二 〇年 制定 外人 土地 法の 實施 前な 6 仍て 一九二 〇年 制定 法律の 規定に 依 6 拘束を 受 くべき 理 
由な きも 前に 述べた る 理由に 依 6 一九二 〇年 制定 外人 土地 法に 規定せ る 米 國歸化 不能 外國 人を 米 
國 市民 未丁年 者の 後見人と して 選定す る 乙と ズど禁 Ih せる 條項は 之を 無効と す 0 
右の 判決 要領は 極めて 嚴 1H にして 明瞭なる ものな 6 即ち 後見人の 選定は 米國 市民の 有する 特權 にして 後 
見入た らんと する 人の 特權に 非らず と 云 ふに あ 6 加 ふるに 檢事總 長が 本件は 一九二 〇年 制定 外人 土地 法 
の 規定の 拘束を 受く べしと なせし は 本 伴 申請 並に 拒絕判 决が同 法實施 前なる を 以て 當然同 法と 關係 なき 
に 不拘判 事を して 外 A -t 地 法の 後見人 選定に 關する 規定 t 憲法違反な 6 との 判 决 t 下す の機會 t 與へた 
るは 甚敷 失態に して 藪蛇の 感あ 6、 右數 件の 訴訟の 外に 尙三四 件 土地 所有 權に關 する 訴訟 係爭 中なる も 
茲に 之を 略し 代表的 訴訟の みを 揭 r る 事と せり 0 

• 直接 立法に 依る 加州 土地 法案 

加州 人民 ハ 左記 法律 ヲ制 定ス 

第 一條 合 衆 國 々法-一 據リ 合衆國 rl-i 民 タル コト ヲ得ル 總ラノ 外 國人ハ 合 衆國市 民卜 同一 方法 及 同 一範 
圍-一 於 テ 本州 内 二 於 ケル 不動 產又ハ 不動 產上ノ 權利ヲ 取得、 保有、 使用、 讓渡 及相續 スル n 
トヲ 得但シ 本州 ノ 法律 二 別段 ノ 規定 アル 塲合ハ 此限一 ー アラ ズ 
第二 條 第 一條-一 揭ゲ タル モノ 以外 ノ外國 人 ハ 合 衆國政 府卜當 該外國 人ノ本 國トノ 間- 一存 在 スル 現行 
條約二 規定 セラ レ タル 方法、 範圍 、目的 一一 於 テノミ 本州 内 一一 於 ケル 不動 產又ハ 不動 產上 ノ權 
利ヲ 取得、 保有、 使用 及讓渡 スル コト ヲ得 

第三 條 本州、 他 州 又 ハ 外國ノ 法律-ー ヨリ 組織 セラ レ タル 會社 、組合 又 ハ 法人 ニシテ 其 社員 又 ハ 組合 


no 


員ノ 過半 數ガ第 一條-一 特定 セル 以外 ノ外國 人 ナル カ 又 ハ 其發行 株式 ノ過 半數 力是 等外 國人ノ 
所有-一 係 ル 塲合ハ 該會 社、 組合 又 ハ 法人 $ 合衆國 政府 卜當該 社員、 組合員 又 ハ 株主 ノ本 國卜 
ノ間二 存在 スル 現行 條約二 規定 セラ レ タル 方法、 範圍 、目的-一 於 テノミ 本州 内-一 於 ケル 不動 
產又ハ 不動 產上ノ 權利ヲ 取得、 保有、 使用 及 譲渡 スル コト ヲ得 、合 衆 國 政府 卜第 一條 一一 特定 
セル 以外 ノ外國 人 ノ本國 トノ間 二 存在 スル 現行 條約- 一 規定 セラ レ タル 方法、 範圍 、目的-一 於 
テノミ 將來當 該外國 A ハ 農業 地ヲ 取得、 保有、 使用 又 ハ 譲渡 スル ノ權能 ヲ有シ 又 ハ 有シ 得少 
會社 、組合 又 ハ 法人 ノ 社員 又； 組合員 卜爲リ 又 ハ 之 レ ガ 株式 ヲ 取得 スル コト ヲ得 
第四條 第二 條二揭 ゲタ ル 外國人 及第 三條- 一揭 ゲタ ル 會 社、 組合 又 ハ 法人 ハ 將 來之ヲ 未成年者 ノ財產 
中 本法ノ 規定ガ 該外阈 人、 會 社、 組合 又 ハ 法人-一 對シ 取得、 保有、 使用 又 ハ 讓渡ヲ 禁止 セ 火 
部分 ヲ 管理 スル 後見人 二 任命 スル コト ヲ得 ズ當 該郡ノ 公定 管理人 其 他 適 當ノ個 人若ク ハ 之ヲ 
本條ノ 規定 二據リ 後見人 一一 任命 セラ ル、 資格 ヲ有セ ザル 者 ヲ兩親 トス ル 未成年 市民 ノ財 產ノ 
後見 一一 任命 スル コト ヲ得 

郡 裁判所 ハ 左記 ノ事 實ヲ認 メタル トキ ハ 其 必要 卜認ム ル 通 吿ヲ與 へ テ 前記 財 產ノ 後見人 ヲ解 
任 スル コト ヲ得 

ィ 、後見 入ゼ 第五 條二 規定 スル 屆出 ヲ爲サ V' リシ コト 

口、 後見人 ガ被 後見人 ノ 利益 ヲ 主眼 トシ テ 其 財產ヲ 管理 セ サル カ 又 ハセ ザ リシ コト 
ハ、 後見人 ガ 最初 ヨリ 後見人-一 任命 セラ ルべ キ 資格 ヲ有セ ザ リシ コト 
一一、 其 他 解任 ス ベ キ 法律上 ノ 理由 アル コト 

第 五條 (ィ) 本條一 一 於 テ 「受託 人」 卜稱 スル ハ 第二 條ー ー揭 ゲタ ル 外國人 又 ハ斯 カル 外 國人ノ 未成年 ノ子 
ノ 所有 一一 係リ且 本法ノ 規定 二 依 リ斯ル 外國 人ガ 取得、 保有、 使用 又 ハ 讓渡 ヲ禁ゼ ラルべ キ性 
質 ノ財產 又 ハ 財 產上ノ 權利ヲ 後昆 人、 受託 人、 事實上 ノ代辨 人 若 ハ 代 碑 A 又 ハ 其他ノ 資格 二 
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於 テ 所有、 保管 又 ハ 支配 スル 個人、 會 社、 組合 又 ハ 法人 ヲ謂フ 

(口) 受託 人 ハ 每年 一月 三十 一日 迄 二 本州 政務 長官 事務所 及 財産 所在地 ノ 郡役所 二 左記 事項 
ヲ揭載 セル 公証 アル 屆書ヲ 提出 スべシ 

( 一 )  受託 人ガ 前記 外 國人又 ハ 未成年者 ノ爲二 保有 スル 動 產又ハ 不動産 

(二)  前記 財產ノ 各項 目ガ 受託 人ノ 保有 又 ハ 支配 一一 移 レ ル 年月日 ヲ示ス 記事 

(三)  前記 財産 管理 及 支配-一 關スル ー切 ノ經 費、 投資、 地代、 收穫及 益金 ノ箇條 書特- 一所 
有 株券、 借地 契約、 收穫 契約 其 他 土地-一 關ス .ル 契約 及 作物 ノ貯藏 又 ハ 販賣二 關スル 

モノ  . 

(ハ) 本條ノ 規定-一 違反 スル 個人、 會 社、 組合 又 ハ 法人 ハ 之 ヲ輕罪 犯人 トシ 千 弗 以下 ノ 罰金 
又 ハ 郡 監獄 一一 於 ケル ー年 以下 ノ 禁錮-一 處シ又 ハ 前記 罰金 刑 及 體刑ヲ 併科ス 
(二) 本條ノ 規定 ハ 累加 規定 一ー シテ 裁判所 ノ 管轄 又 ハ 其手續 一一 關スル 規則 ヲ變更 スル n トナ 

シ 

第六條 管轄 裁判所 二 於 テ 遺產處 分又ハ 遺言 執行 ノ手續 中 當該相 續人又 ハ 受遺產 者 中二 本法ノ 規定 一一 
依リ 本州 內ノ 不動 產ヲ 取得 スル コト. ヲ得ズ 、又、 ノ鲁 社、 組合、 又 ハ 法人/社員 權 、組合員 權 
又 ハ 株式 ヲ 取得 スル ヲ得ザ ル 者 アル トキ ハ 裁判所 ハ 該財產 ヲ相續 人 又 ハ 受遺產 者 間 一一 分配 セ 
シメ ズ遺 產處分 一一 關スル 法規 ノ定ム ル 手續 一ー ヨ リ之ガ 賣却 ヲ命ズ べク 其賣却 代金 ハ 之 ヲ當該 
相 續人又 ハ 受遺產 者 間-一分 配ス べキ モノ トス 

第七條 第二 條 一一 揭ゲ タル 外 國人又 ハ 第三 條二揭 ゲタ， 會 社、 組合 又 ハ 法人-ー シ テ將來 本法ノ 規定-一 
反シ 不動 產ヲ 取得 シタルト キハ該 不動産 ハ 沒收 セラ レ 州-一 歸屬ス べシ檢 事 總長又 ハ 當 該郡檢 
事 ハ 加州 政 法 第 四百 七十 四 條及ビ 民事訴訟法 第三 編 第 八章ノ 規定 一ー ヨリ 當該 不動産 沒收ノ 判 
决及之ガ執行ーー必要ナル裁判上ノ手續ヲ執ルべシ、當該不動產ノ州一1歸屬スルハ右裁判確定 
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ノ後 タルべ シ 、將 來外國 人、 會 社、 組合 又 ハ 外人-ー シテ本 法 施行 ノ際旣 r 設定 シア リタ ル 不 
動 產上ノ 担保 權 行使 ノ結 果當該 不動 產又ハ 不動 產上ノ 權利ヲ 取得シ タル 場合 ハ 右 財産 力當該 
所有者-一 屬スル 限リ 第二、 第三 及 本條ハ 之ヲ 適用 セズ 、第二 條又ハ 第三 條- 一揭デ タル 外國人 
會 社、 組合 又 ハ 法人； 將來其 債權ヲ 確保ス A タメ-一善 意-一 設定 シタ， 抵 當權ヲ 行使 セル 結果 
農業 地ヲ 取得 スル-一至 リタ ル トキ 1: 一年 以上 之ヲ 保有 スル ヲ得ズ 
第八條 第二 條- 一揭 ゲタ ル 外 國人又 ハ 第三 條- 一揭ゲ タル 會 社、 組合 又 ハ 法人ガ 將來 本法ノ 規定 一一 反シ 
取得 5/ タル 借地 權其 他所 有權以 外ノ 不動 產上 ノ權 利、 ノ之ヲ 沒收シ 州 二 歸屬 スべシ 、檢 事總長 
又 ハ 當該郡 檢事ハ 第 七條ノ 規定 一一 依リ 前記 沒收ノ 判決 及 ビ之ガ 執行 一一 必要 ナル 裁判上 ノ手續 
ヲ執ル べシ 、該 訴訟 二 於 テ 裁判所 ハ 當該 借地 權其 他ノ 不動 產上ノ 權利ノ 價格ヲ 評定シ 其評價 
額 ハ 訴訟費用 卜共- 一州 二 屬ス べキ 旨ノ判 决ヲ與 へ 然ル後 民事訴訟法 千 二百 七十 條ノ 定ムル 所 
二 依 リ當該 借地 權其 他ノ 權利ノ 設定シ タル 不動産 全部 ノ賣却 ヲ命ズ べシ 前記 判決 ニ ヨリ 州-一 
歸屬ス ベ キ 金額、 ノ之ヲ 前記 賣却 代金 ヨリ 控除シ テ 州 金庫-一 支拂ヒ 剩餘金 ハ之ヲ 裁判所 二 供託 
シ關 係當事 者ノ權 利-一 應ジテ 分配 スべキ モノ トス 

將來 第三 條ノ 規定-一反 シテ 取得 シク ル. 會社 、組合 又 ハ 法人 ノ 株式 又 ハ 社員 若クハ 組合員 ノ權 
利 ハ 之 ヲ州一 一 沒收ス 前記 沒收ー ー關 スル 裁判上 ノ手續 ハ 借地 其 他所 有權以 外ノ 不動産 上 ノ權利 
ノ沒收 二關 スル 本法ノ 規定-一依 ル 

第九條 第二 條二揭 ゲタ ル 外國 人-一依 リ 取得、 保有、 使用、 又 ハ 讓受ヲ 禁止 セラ レ タル 不動 產又ハ 不 
動產ノ 權利ノ 移轉ガ 本 法規 定ノ沒 收ヲ免 レント スル 意志 ヲ以 テ爲サ レ タル トキ ハ 其 形式 ノ適 
法ナ， 卜否 トニ 拘ラズ 該移轉 ハ 無効-ー シテ之 二 依 リ移轉 セラ レ 又 ハ 移轉 セント 企 テラ レ タル 
權利ハ 之 ヲ州一 I 沒收ス 

左記 事實 ノー  ヲ認 メタル トキ ハ 本法ノ 規定 ヲ免 カル ヽノ 意志 ヲ以 テ移轉 ヲ行ヒ タルモ ノト 推 


(ィ) 第二 條所揭 以外 ノ者ノ 名義 ヲ以テ 不動 產二關 スル 權利ヲ 取得 セラ レ タル 塲合一 一 於 テ 
其 代價ガ 第二 條二揭 ゲタ /^ 外 國人一 一依 リテ 支拂ハ レ 又 ハ 支拂ハ ルべ キ 契約 若 ハ 合意 
アル n 卜 

(口) 會社 、組合 又 ハ 法人 ノ名 義ヲ以 テ 不動産-一 關スル 權利ヲ 取得シ タル 塲合一 一 於 テ其會 
社、 組合 又 ハ 法人 ノ 社員 若 ク/ 組合員 權又ハ 株式-ー シテ 第二 條- 一揭グ ル 外 國人二 屬 
スル 乇 ノト 是等ノ 外 國人一 i 依リテ 支拂ハ レ 又 ハ 支拂ハ ルべ キ 契約 若 クハ 合意 アル モ 
ノト ヲ合 算シ タル 結果 前記 會社 、組合 又 ハ 法人 ノ 社員 權 、組合員 權又ハ 株式 ノ 過半 
數一 一達 スル コト ハ 第二 條 ，一 揭ゲ タル 外 國人二 S シ抵 當權ヲ 設定シ タル 塲合一 一 於テ該 
抵當權 者-一 其 不動 產二關 スル 保有、 支配 又 ハ 管理 權ヲ與 フル コト 
前記 ノ 推定 ハ 本 法 二 依 ル 沒收ヲ 免 レント スル 意志 ノ 存在-一 關スル 他 ノ正當 ナル 推定 
ヲ妨ゲ ズ 

第十條 二人 以上 共謀 シ本 法-一 違反 シテ 不動産 又 ハ 不動 產上ノ 權利ノ 移 轉ヲ爲 シタルト キハ州 若 ハ 郡 
監獄 二 於 ケル ニ 年 以下 ノ 禁錮 又 ハ 五 千 弗 以下 ノ罸 金-一 處シ又 ハ 前記 罰金 刑 及 體刑ヲ 併科ス 
第 十 一條 外 國人ノ 本州 內二於 ケル 不動 產ノ 取得、 保有 及處分 一一 關スル 本州 ノ 法律 制定 權ハ本 法ノ規 
定二 依リ 何等 ノ 制限 ヲ受ケ タルモ ノト 解スべ カラ ズ 
第 十二 條本 法ノ 規定-一 抵觸 スル 法規 ハ 總テ之 レ ヲ廢止 ス但シ 

(ィ) 本 法 ハ 現-一 繫 屬中ノ 訴訟事件 二 何等 ノ 影響 ヲ及ボ サズ 是等ノ 訴訟事件 ハ 本法ノ 制定 
ナカ リシ ト同樣 一一 續行 セラ ルべ キモノ トス 

(口) 本州 ノ 法律 一一 依リテ 提起 セラ ル、 訴訟 ハ 本法ノ 効力 發生 時旣- 一 開始 セラ レ 居 タルト 
否 トヲ論 ゼズ 本法ノ 制定-ー ヨリ 何等 ノ 影響 ヲ受ク ，コト ナシ 訴訟事件 ハ 本 法律 ノ制 
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定前卜 同 一條 件 同一 方法 一一 璩リ 同一 効カ ヲ以テ 州 法 ニ ヨリ 之ヲ 提起 スル ヲ得 
(ハ) 本 法 現行法 ヲ增 補、 削除 又ぐ 變更セ ザル 限リ 現行法 ノ 繼績卜 看做 ス 
第 十三 條州會 ハ 本法ノ 目的 ヲ助 長シ且 其 運用 ヲ 容易 ナラ シムル 爲メ本 法-一 適當 ナル 修正 ヲ加 フル n 
.  トヲ得 

第 十四 條本 法ノ條 、項、 節、 句 又 ハ 用語 力 何等 カノ 理由 ニ ヨリ 憲法違反 ノ决 判ヲ受 クル コト アル モ 
斯ル 判决ハ 本 法 ノ他ノ 部分 ノ 効力」 一 影響 ヲ及ボ ス コト ナシ 人民 ハ 茲二本 法ノ條 、項、 節、 句 
又 ハ 用語 中 憲法違反 ノ判 决ヲ受 クル コト アルべ キー ー 拘ラズ 本法ヲ 制定 スべ キコ トヲ 宣言 ス 

• 華 州 排日 的 法律 制定 

華 州は 一八 八 八 年 十一月 一日 自治 州と な 6 憲法； V- 制定して 以来 外國 人の 土地 所有 t 禁止し 加州とは 其 趣 
を 異にせる 事は 旣に 前項に 記載せ しが 如し、 現行 州 憲法 第二 章 第三 十三 條の 規定に 依 n ば 
合 衆國の 市民と なるべく 意思の 宣誓 ^ な 3  <  る 外國 入は 本州 内に 於て は 遺 產相績 、抵 當權の 設定 また 
は債權 行使に よ 6 適法に 所有 權を 確認せられ たる 塲合を 除き、 讓與 、賣 買、 信託、 契約に よりて 土地 
所有 權 t 享有す る 事を 禁ず。 本 法は 貴重なる 鑛 石、 鑛 物、 鐵 、石炭、 煉 粘土を 含有す る 土地 又は 產物 
製作に 必要と する エ塲 敷地に 之 i: 適用せ ず、 社團 法人の 株式の 過半が 上記 外國 人に よ 6て 所有 せらる 
、時は 其 法人は 本 法を 適用すべき 外國 人と 認む〇 

と あ 6 て 之れ に附屬 したる 法律 規定 あ 6 舊來 日本人は 抵當權 設定 又は 株式 會祉 組織に より 若干 土地を 所 
有し、 たる 者 あれ ども 華 州 在留邦人の 農業 發展は 主として 借地 小作に 從事 せる ものにして 借地 契約は 一九 
二. 一年 以前には 法律を 以て 禁ぜず 從つて 憲法 規定の 土地 所有 權 禁止の 精神に 背反せ ざる 短期の 借地 契約 
は 有効な 6 しな 6 然るに 一九ニ ニ 年 外國人 土地 所有 權 禁止の 法律 規定と 修正せ ひと 企てた 6 しは 加州と 
は 反對 R 外國 人に も 亦 土地 所有 權 k -與 へんとの 計 書な 6 き、 元來此 憲法 修正案は 米國 に歸 化し 得る 外國 
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人に 限 6  士 地所 有權を 與 へんとの 計晝 にして 同年 一月 十五 日 下院に 提出 せら n た 6、 同時に 一般 外國人 
にも 亦 土地 所有 權 を 享有せ し 0 べしとの 修正案 提出 せら n、 議會に 於て 討議の 結果、 米 國に歸 化し 得る 
外國 人に 限 6  土地 所有 權を一 孚有 せし 1; べしとの 修正 議案は 同年 二月 六日 七十 對 十五の 大多數 を 以て 下院 
を 通過せ 6、 上院は 憲法 修正 委員 會に 於て 同 案を 修正して 自治 組織の 市町村 內 R 在る 土地に 限 6 一般 外 
國人に 其 所有 櫂 i: 享有せ しむべし との 修正を 加へ 是れを 院議に 上程せ しが 同年 二月 二十 六日 上院は 二十 
三對 十六 票の 差に て 之を 否 洗した 6、 然る R 三月 十二 日 同 修正案 再議の 動議 成立し 關係者 間に 於て 非常 
なる 苦心の 結果 二十 八票對 十一 票 R て 一旦 否決せられ たる 憲法 修正案は 遂に 上院を 通過し 三月 十三 日議 
會 最終日に 於て 六十 六對 二十 三 票の 差を 以て 下院 も 亦 之を 通過した 6、 即ち 前項 記載の 現行 州 憲法 第二 
章 第三 十三 條の 規定に 左の 但書を 揷 入して 一般 外國 人 (C も 亦 華 州內に 於て 土地 所有 權 k 與 ふるの 憲法 修 
正 案を 通過せ り。 

▲上下 兩院を 通過した る 憲法 修正案 

但し 定住 所を 有する 外國 人に ミユ- ーシバ ル、 n 丨 •ホ レーシ ヨンの 地域 内に 在る 土地を 讓與 したる 時 
は 本條を 適用せ ず而 して 滿 五ケ 年間 定住 所 (レシ デン ス) を 有せざる に 至る 時は 華 盛 頓州內 に 於け る 
其外國 人の 土地 所有 櫂は 學校 基本 金々 庫に 隸屬す 

州の 憲法 修正は 州議會 上下 兩院の 全員 三分の 二の 協賛を 經て 次の 總選擧 に 於て 一般 選擧 民の 過半 數の投 
票を 經て 成立す る ものなる を 以て 華 州に 於け る 土% 問題の 解决は 加州 R 比し 一層 困難なる もの あり 沿岸 
各地に 於て 米國に 歸 化し 能は ざる 外國人 (東洋人) W  土地 所有 權を與 ふるは 不可な 6 との 說 旺盛 K して 其 
波動 遠く 當州 にも 及び 滔合岸 を 打た ずん ば 止まざる の感 ある 時 逆 施 倒行强 S て 我が 權 利を 擴 張せ / L とす 
る 運動は 頗る 困難なる ものな 6 き、 當 時の 議會戰 にお s て疲 a たる 同胞 ば 一九 一四 年 十一月 二日の 總選 
擧 に 必死の 運動 も 遂に 其 効を 奏せず して 終に 憲法 修正案は 否決せられ た 6、 滿ーケ 年に 亘る 憲法 修正 R 
關 する 運動は 直接 在留 日本人に 何等の 障害と なら ざ 6 しも 若し 當年此 運動に 成功した 6 しならん R は 一 
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九 ニー 年 排日 土地 法の 制定を 見る 能 (i ざ 6 しな 6 何とな れば 今回 制定せられ たる 外國人 土地 所有 禁止 及 
借地 權制 限に 關する 法律は 現行 憲法の 規定せ る 外國人 土地 所有 權 禁止の 條 項を 敷衍 立案した る ものにし 
て 若し 一九 一三 年上 下 兩院を 通過した る 憲法 修正案が 一般 選擧 民の 賛成を 經て 憲法の 修正 成立した る 時 
は 憲法 其れ 自身を 改正す るに 非 ざれば 法律 規定を 以て 日本人の 土 池 所有 權或は 借地 權を 制限す る 事 不可 
能 なれば な 6、 今にして 當 時の 情勢を 顧み 一九二 一年の 對議會 運動に 想到す る 時は 實に 千秋の 恨な き 能 
はず。 

加州に 於け る 排日 運動の 大勢は 一九二 〇年 十一月 二日 ィニシ ヱ テ丨ゲ 案の 成功に 據 6 益々 旺盛と な 6 沿 
岸 各 州に をの 驥足を 延ばし 排日 協 會を各 州に 設立し アメリカン、 レジ ヨン 在鄕 軍人 團 等を 煽動し 遠近 相 
提携して 加州 排日 土地 法律と 同樣の 排日 土地 法を 制定すべき 運動を 開始し 華 州に 於て は シアトル 市の 排 
日 協會及 アメリカン、 レジ ヨン 其 中堅と な-^ 一九二 〇年 十一月 十一 日 フィ リツ ブ 、テン ダル。 ロバ ート 
グリ 丨ン兩 氏は 人民 直接 立法の 形式 R 據る 外國人 土地 所有 權 禁止 及 借地 權 制限の 法律を 制定すべき 意志 
を 華 州 政務 長官に 通じた 6 而して 排日 派は ィー ー シヱ テ ーゲ 立法 案 t 州 議會に 提出す る爲め に 一九二 一年 
一月 三日 迄に 前 總選擧 投票 有權 者の 一割に 相當 する 請願 人の 署名を 徴集す る 運動に 着手した 6 しも 時偶 
令 年末 多忙の 際 人心 動搖 して 斯 くの 如き 法律を 考慮す るの 遑なか 6 しと 僅々 ーヶ月の 短時日に 加 ふるに 
降雨 甚だしく して 天候 險惡の 際な 6 し爲 めに 直接 立法 提案に 必要なる 法律 所定の 選擧人 賛成 署名を 得る 
能は ずして 遂に 失敗に 歸した り、 彼等の 失敗に 際し 注意すべき は シアトル 勞働 組合 及び タコマ 勞働 組合 
が 何れも 排日 立法に 反對 して 之れ を 援助せ ざるの みか 華 州勞働 組合 機 關紙ユ ニ オン、 レコ 丨ド 紙 |± 數回 
紙上に 本 立法の 不法 非人 道を 痛 擊し勞 働 階級に 警吿 する 所 ありた る 一事な 60 


千 九 百 二十 一年 華盛頓 州々 議會に 提出すべく 成案せられ たる 

•i ®: w  •法 ブ案 

華 盛頓州 内-一 於 ヶル 不動産- 1 對シ 、外國 人及ビ 或 種類 ノ法 人ガ有 スル 
權利權 力及ビ 不能 事 二 關ス A- 法律 
華 盛 頓州ノ 市民 ハ 次 ノ如キ 法律 ヲ 制定 ス 

第 一條 當 州內- 一 於 テ ハ 誠意 ヲ以テ 合 衆國ノ 市民 タル 意志 ヲ旣二 發表シ タル 外國人 (誠意 ヲ以テ 合 衆 
國 第一 歸化證 ヲ旣一 一 取得シ タル 外 國人ノ 意) 以外 ノ土 地所 有 權ヲ禁 lh ス 、但シ 遺產ノ 相續或 
ハ 正當 ナル 抵 當權ノ 執行 或 ハ 普通 法律上 ノ手續 - 一依 リ債權 執行 ノ 結果 所有 權ヲ 取得シ タル 塲 
合 ハ 之 レヲ 除外 ス 、今日 以後 前記 ノ外國 人  一 I 對シ 直接 或 ハ 間接 信託 I 一依 リ行ハ レ タル 土地 ノ 
讓渡ハ ー切 無効 トス、 但シ本 法令 ハ 余屬鐵 石炭 或 ハ 耐火性 粘土 等 ノ如キ 貴重 鑛物ノ 鑛脈ヲ 含 
有 スル 土地 及ビ其 採 堀及ビ 其 生 產品ノ 製造-一 要 スル 機械 器具 ノ 設置-一 必要 ナル 土地 二 對シテ 
ハ 之ヲ 適用 セズ 、資本 株式 ノ過 半數ガ 誠意 ヲ以テ 米 合衆國 第一 歸化 證ヲ 取得 セ ザル 外 國人二 
依リ 所有 セラ レ 居 ル 法人 ハ 本 禁止法 ノ 目的 遂行 ノ爲メ 凡 テ 之 レ ヲ外 國人卜 看做 スべシ 
第二 條本 法令 解釋ノ 範圍内 n 於 テ ハ 農業 耕作地-一 對スル 賃貸借 權其他 凡 タ ノ權 利及ビ 農業 耕作地 以 
外ノ 土地-一 « スル 六 ヶ月 以上-一 涉ル 賃貸借 權ハ凡 テ之ヲ 所有 權卜 看做 ス 

本 法令 解 釋ノ範 圍內- 一 於 テ、 ノ 搾乳 業及ビ 牧畜業 ノ爲ノ ーー 使用 セラ ル、 土地 ハ 凡 テ 之 レヲ 農業 
耕作地 卜 看做 ス 

第三 條誠 意ヲ以 テ 米 合衆國 第一 歸化 證ヲ 取得 セ ザル 外 國人或 ハ 資本 株式 ノ過 半數ガ 前記 ノ外國 入 一一 
依リ 所有 セラ レ 居 ル 法人- 1 與へ ラレ タル リ-ス (賃貸借 權)、 ノ凡テ 本 法令 實施 以後 壹ヶ 年以內 
二 其 効カ ヲ失フ モノ トス 
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第四條 本法ノ 規定 二 違犯 シテ 所有 セラ レ タル 凡テノ 土地 二 對シ 土地 所在地 ノ郡檢 事 ハ 該 土地 ヲ州一 一 
沒收 スベタ 官沒 訴訟 ヲ 提起 スル 義務 ヲ有ス ;v モノ トス 若シ郡 撿事ガ 前記 ノ 訴訟 ヲ 提起 スル 事 
ヲ怠リ 或 ハ 拒否 スル 塲合ハ 州 撿事總 長 之-一代 V 前記 ノ 訴訟 ヲ 提起 スル 義務 ヲ有 スル モノ トス 
第 五條 本法ノ 規定-一依 リ當 州內二 於 テ 土地 ノ 所有 權ヲ 禁止 セラ レ タル 兩親 ヨリ 合 衆 國内二 於 テ 出生 
シタル 未丁年 者ガ 不動 產ノ 所有 權ヲ 取得 シタル 塲合ハ 郡 裁判所 ハ 請願 二 依リ 未丁年 所有 主ガ 
丁年-一達 スル 迄デ該 土地-一 對シ 管理人 ヲ 選定 スル 事ヲ 得、 但シ 前記 ノ 管理人 タルべ キ者ハ 必 
ラズ合 衆國ノ 市民 タル ヲ要シ 、法人 ハ 管理人 タル ヲ得ズ 、本 法ノ 規定-一 從ヒ 選定 セラ レタ〆 
管理人 ハ 其ノ 管理 セル 土地 一一 對シ 凡テノ 義務 ヲ執行 シ 、精神病 者及ビ 未丁年 者ノ 後見人-一 關 
スル 當州 法律 ノ 規定 二 從ヒ凡 テノ報 吿及ビ 勘定書 ヲ裁判 所-一 提出 スル ヲ要ス 
第六條 誠意 ヲ以テ 未 ダ 合衆國 第一 歸 化證ヲ 取得 セ ザル 外國 人及ビ 資本 株式 ノ過 半數ガ 前記 ノ外國 人 
一ー ヨリ 所有 セラ レ 居 ル 法人 ハ 未丁年 者及ビ 精神病 者ノ 所有 財產中 本法ノ 規定 二 依リ 前記 ノ外 
國 人及ビ 法人-一 對シ其 所有 權ヲ 禁止 サレ タル 種類 ノ財產 ヨリ 成立 スル 部分-一 對シテ ハー 切 後 
見 人若ク ハ 管理 入 タル 事 ヲ得ズ 

第七條 誠意 ヲ以テ 未 ダ 合衆國 第一 歸化 證ヲ 取得 セ ザル 外國 人及ビ 資本 株式 ノ過 半數ガ 斯ル 外國人 一一 
依リ 所有 セラ レ 居 ル 法人ガ 債 權或ハ 抵 當權ノ 執行-一依 リ 七地ノ 所有 權ヲ 取得 シタル 塲合ハ 前 
記 ノ外國 人 或 ハ 法人、 ノ公 賣處分 決定/承認 ヲ 裁判所 ヨリ 得 タル 日 以後 ニヶ 年 以上 其 所有 權ヲ 
保持 スル 事 ヲ得ズ 、又 前記 ノ外國 人 或 ハ 法人ガ 遺產ノ 相續- 一依 リ 土地 ノ 所有 權ヲ 取得シ タル 
塲合ハ 前記 ノ外國 人 或 ハ 法人 ハ 其 被 相續人 死亡 ノ日以 後 ニヶ 年 以上 其 所有 權ヲ 保持 スル 事ヲ 
得ズ 、本條 規定 ノ 期間 經過以 後一 一 於 テ ハ 該 土地 所在地 ノ郡檢 事 ハ、 若シ 前記 ノ郡 檢事ガ 之ヲ 
怠 リ若シ クハ 拒否 スル 塲合ハ 州 檢事總 長 之 レー ー代 リ 、公 賣處分 執行 ノ手續 法 二 依リ 裁判所 ノ 
命令 一一 從ヒ該 土地 ノ公 賣處分 要求 ノ 訴訟 ヲ 提起 スル 義務 ヲ有 スル モノ トス、 而シテ 其 賣得金 
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あ ハ 凡 テノ 訴訟費用 ヲ 扣除 シタル 後 之 レ ヲ 前記 ノ外國 人 或 ハ 法人 二 交附 スル モノ トス 
第 八 Jc 誠意 ヲ以テ 未 ダ 合衆國 第一 歸化 證ヲ 取得 セ ザル 外國 人及ビ 資本 株式 ノ過 半數ガ 前記 ノ外國 人 
ニ ヨリ 所有 セラ レ 居 ル 法人 ハ 債 權若シ クハ抵 當權ノ 執行-ー ヨリ 土地 ノ公 賣處分 决定ノ 承認 ヲ 
得 ル 以前-一、 該債權 若 シク ハ 抵當權 ハ 善意 的 二 生 ジタ ル モノ ニン テ决シ テ 本法ノ 適用 ヲ昆ル 
ヽ目 的ヲ以 テ 故意-一 發生セ シメ ラレ タル 者 一一 非 ザル 事ヲ 明記シ タル 宣誓書 ヲ裁判 所-一 提出 ス 
ル 事 ヲ耍ス 、合 衆 國ノ布 民 ハ 何人 ニ テモ 土地 公賣處 分决定 承認 ノ日 ヨリー ケ年 以內- 一 於 テ ハ 
土地 所在地 ノ郡 裁判所- 1 訴訟 ヲ提 起シ 前記 ノ 宣誓書 二 對シ 抗吿ヲ ナス 事ヲ 得、 斯ル 訴訟ガ 提 
起 セラ レ タル * 合-ー ハ H クィ ティ 裁判 (衡平 法 裁判所) 二 於 ケル 如ク 裁判 ヲ開 廷シ 法廷 一一 於 テ 
該債權 或 ハ 抵當權 ハ 本法ノ 適用 ヲ免 ル、 目的 ヲ以テ 故意-一 發生セ シメ ラレ タルモ ノナ ル 事ヲ 
判 决セ ラレ タル 塲合； 其 土地 ハ 州 二 沒收 セラ ルべ キ モノ トス 

債 權或ハ 抵 當權ノ 執行 ヲナ スー ー 當リ公 賣處分 決定/承認 ヲ 裁判所 ヨリ 得 ル 以前-一 其 土地 ヲ所 
有シ 或、 ノ 支配 ' y 或 ハ 三ケ年 以内-一 抵 當權ヲ 執行シ タル 塲合 >»> 該債權 或 ハ 抵當權 ハ 本法ノ 適用 
•ヲ免 ル、 目的 ヲ以テ 故意 二 發生セ シメ ラレ タルモ ノト 推定 ス 、本 條 規定 ノ 適用 ハ 旣往- 一遡ボ 

ル モノ トス 

第九條 土地 所在地 ノ郡檢 事 及 ビ州檢 事 總長ハ 當州 内-一 於 テ 土地 ヲ 所有 スル 凡テノ 法人-一 對シ其 資本 
株式 ノ幾 割ガ 誠意 ヲ以テ 未 ダ 合衆國 第一 歸化 證ヲ 取得 セ ザル 外 國人二 依リ 所有 セラ レ 或 ハ 前 
記 ノ外國 人 ノ爲メ 信託 一ー ヨ 9 所有 セラ レ 居 ル ヤー ー關シ 社長 或 ハ 其他ノ 責任 アル 役員 ノ 宣誓書 
ヲ 要求 スル 權利 ヲ有ス 、法人 ガ 前記 ノ 要求 ヲ 受領シ タル 塲合ハ 州 法人 ハ 三十日 以内 二 外國法 
人 ハ 九十 日以內 二 前記 ノ 宣誓 ヲ 提出 セ ザルカ 或 ハ 提出 セラ レ タル 宣誓書 一一 依 リ該 法人 ノ 資本 
株式 ノ過 半數ガ 誠意 ヲ以テ 未 ダ 合衆國 第一 歸化 證ヲ 取得 セ ザル 外國 人-一依 リ 所有 セラ レ 居 ル 
事實ガ 明白 トナ レ ル 塲合ハ 土地 所在地 ノ郡檢 事 ハ 該 法人-一依 リ 所有 セラ レ タル 土地 ヲ州- 一沒 
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收ス べク 官沒 訴訟 ヲ 提起 スル 義務 ヲ有 スル モノ トス、 若シ郡 檢事ガ 之 レ ヲ 拒否シ 或 ハ 之 レヲ 
怠 ル 塲合ハ 州 檢事總 長 ハ 之 レ-一代 リ 前記 ノ 訴訟 ヲ 提起 スル 義務 ヲ有ス 

合 衆國ノ 市民 ハ 何人-ー テ モ 前記 ノ 宣誓書 ガ 提出 セラ レ タル 日 ヨリー ヶ年 以内 一一 於 テ 郡 裁判所 
二 訴訟 ヲ提 起シ 前記 ノ 宣誓書-一 對シ 抗吿ヲ ナス 事ヲ 得、 前記 ノ訴 訟ガ 提起 セラ レ タル 塲合ハ 
エク ィテー 裁判 ノ塲 合-一 於 ヶル ガ如ク 裁判 ヲ 開廷シ 法廷-一 於 テ 法人 ノ 資本 株式 ノ過 半數ガ 誠 
意ヲ以 テ 未 ダ 合衆國 第一 歸化 證ヲ 取得 セ ザル 外國 人-ー ヨリ 所有 セラ レ 或 ハ 前記 ノ外國 人ノタ 
メ 信託 ニ ヨリ 所有 セラ レ 居 ル 事實ガ 明白 トナ ル 塲合ハ 該 法人-ー ヨリ 所有 セラ レ タル 土地 ハ 州 
二 沒收 セラ ルべ キ モノ トス 

第十條 .土地 所在地 ノ郡檢 事 及 ビ州檢 事總長 共-一本 法ノ 規定- 一依 リ 彼等 其 義務 卜定 メラ レ タル 訴訟 ヲ 
提起 スベタ 請求書 ヲ 受領 シ 受領 後 三十日 以上-一 及ブ モ尙 起訴 ヲ怠リ 或 ハ 拒否 スル 塲合ハ 合 衆 
國ノ 市民 ハ 何人-ー テモ之 レ-一代 リ 訴訟 當事者 ノー  方 タルべ キ州ノ 爲メニ 訴訟 ヲ 提起 スル 權利 
ヲ有ス 

本法ノ 規定 二 依 リ或ハ 市民ガ 前記 ノ 訴訟 ヲ 提起 スル 權利 ヲ附與 セラ レ タル 塲合ハ 市民 ハ 訴訟 
ヲ 提起 スルト 同時-一 被 吿人ノ 勝訴-一 歸シ タル 塲合其 訴訟費用 及 ビ相當 ノ辯護 費用 ヲ支 拂フ爲 
メ裁判 所-一 五 百 弗 ノ保證 若 シク ハ 現金 ヲ供托 スベン、 但 シ州ガ 前記 ノ如キ 訴訟 當事者 ノー  方 
タリシ 塲合ハ 州 ハ 其 訴訟 及 ビ辯護 費用 負擔ノ 責任 ヲ負て ス 
第 十 一條 本法ノ 規定 一ー ヨリ 必要 トセ ラレ タル 宣誓書 一一 對シ 故意-一 虛僞ノ 宣誓 ヲナシ タル 者 及ビ本 法規 
定ノ何 レカ ノ條 項-一 違犯 シタル 者及ビ 本法ノ 規定 ヲ犯ス タメ ニニ 人 若 シク 1' 一人 以上 共謀シ 
タル 者 ハ 凡 テ之ヲ 重罪 = 問ヒ ニヶ 年 以下 ノ 懲役 又 ハ 五 千 弗 以下 ノ 罰金 二 處シ又 ハ 懲役 及ビ罰 
金ノ兩 刑ヲ科 スル 事 アルべ シ 

第 十二 條假令 本 法 規定 中ノ或 條項ガ 憲法 一一 違反 スル モノ ナリ トノ判 决ヲ受 クル 事 アリ トス ル モ判决 ハ 
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本 法規 定ノ 其他ノ 條項ノ 法律 的 効力- 一對シ 何等 ノ 影響 ヲ及ボ ス 事ナシ 
人民 直接 立法 案 R 失敗した る 排日 派は 一九二 一年 一月 十日 召集 せらるべき 州 議會に 同樣の 排日 土地 案を 
提出すべき 事を 聲明 し / 2 -〇 しが 同年 一月 廿 七日 キング 郡 選出 下院議員 アダム、 ビーラ ー 及ゼ I、 テー 、ジ 
ヨン ス兩 氏は 排日 土地 案 VJ 提出した 6 國際關 係 及 移民 委員 會 並に 法制 委員 會 に附托 審議せられ たる 後 二 
月廿 五日 下院の 議事 日程に 上程せられ て 七十 一對 十九 票の 差 k 以て 本案を 通過した 6 越ぇて 三月 四日 知 
事 ハ ート 氏に 之れ を 送達した 6 しが 本 法律 原案は 凡て 十三 條よ 6 成る 法律案な 6 しに 枸らず 第 十二 條の 
法律 即時 執行の 規定 脫 漏し 居 6 しが 知事 ハ ート 氏は 三月 八日 本 法律案に 署名した 6 しを 以て 其實 施は 同 
年 六月 九日より 施行 3 る、 事と なれ 6、 斯 くの 如き 過酷な 5 法律を 制定し 日本人を 農業よ 6 驅逐し 日本 
人を して 法律 施行 前に 何等の 手段 方法を 講ずる の 暇な からしめ / 1 が爲 めに 特に 法律 即時 執行の 條 項を 制 
定 したる に 拘らず 知事の 手元に 廻 付した る 法律 原本には 彼等の 窘迫 最上の 武器た る 即時 執行の 條項脫 漏 
したる は 彼等 R 取 6 ては 千 « の 功を 一簣 R 缺 くの 慽あ らしめ たる ものなる べし、 此 奇怪なる 第 十一 一條. の 
脫漏 R 對し 排日 派は 狼狽 激昂し 再び 本 法律 議案を 議會に 返附 する 要求 决 議案を 提出せ むとの 運動を 開始 
したれ ども 議會 閉會の 期：！！ 切迫して 其 効 ^ > 奏せず 知事は 議會 の閉會 前日に 於て 署名 發 布した 6 本 會は我 
が 在留民の 權利 擁護の 爲め K 本案 否决の 運動を なし々 6 しも 遂に 効を 奏せず して 排日 土地 法の 制定を 見 
る R 至 6 しは 甚だ 遺 慽 とする 處な 6 、 這般の 運動 消息に 就いては 茲 に 之れ を 詳述す るを 避くべし 0 

• 華 州 外國人 土地 所有 及 借地 權制 限に 關する 法律 

(一九二 一年 三月 二日 制定、 同年 六月 九日よ 6 實 施) 

一條 本 法律 諸 條項中 使用 ノ 

A 「外國 人」 ナル 語、 >  誠心誠意 合衆國 市民 タラント 欲シテ 其 意志 ヲ發 表シ タル 外 國人ヲ 含 マズ然 
レ ド 乇其他 ノ外國 人、 株式 會社 及ビ 組合-ー シテ其 株券 ノ過 半數ガ 外 國人一 ー ヨリ 所有 又 ハ 管理 
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セラ ル、 塲合或 ハ 其 株主 又 ハ 組合員 ノ過 半數ガ 外國人 ナル 時 ハ 之ヲ外 國人卜 見做 ス 
B 「土地」 ナル 語 ハ 礦 物、 金屬 、鐵 、石炭 又 ハ 耐火性 粘土 等 ノ有價 物ヲ 含有 セル 土地、 採 堀ノ爲 
メ 使用 スル エ 塲及ビ 機械 設備 ノ爲メ 或 ハ 其產 出物 精製 ノ爲 メー ー  必要 ナル 土地 ヲ含マ ズ然レ ド 
モ其他 一切 ノ 土地 及 ビ其 利得 權 、支配、 所有、 使用、 享有、 借地、 生産物 又 ハ 利潤 等 ノ權利 
ヲ含ム 、但シ (第一) 抵當 (第二) 當該外 國人所 屬國卜 合 衆國ト ノ條約 一一 據リ 特種/目的 ノ爲メ 
一一 土地 ノ 使用 ヲ 許可 サレ タル 外 國人ガ 十ヶ年 以內二 限リ テ當該 土地 ヲ 所有、 使用 又 ハ 享有 ス 
ル 塲合ヲ 除外 ス 

C 「土地」 ナル 語 ハ 又旣 得ノ  土地 及ビ 將來 土地 ヲ 所有 スル 株式 會社又 ハ 其他ノ 組合 ガ本 法律 一一 依 
リ外 國人卜 見做 サレ タル 塲合ニ ハ 其 株券 及ビ 利得 ヲモ 含ム 
Q 「所有」 ナル 語 ハ 法律上 ノ  土地 所有 權及ビ 契約 其他ノ 方法-一因 ル ー切 ノ權利 ヲ含ム 
E 「所有 權」 ナル 語 ハ 法律上 ノ 土地 所有 權及ビ 契約 又 ハ 其他ノ 方法 二 因 ル ー切 ノ 所有 權ヲ 含ム. 
F 遺産 相 續或ハ 正當 ナル 抵當權 執行 若クハ 法定 ノ債權 執行 一一 依リ 獲得シ タル 土地 所有 權 並に 市 
民 權ヲ有 スル 婦女 ガ外國 人トノ 結婚 ニ ヨリ テ 國籍ヲ 喪失 スル モ其 結婚 前 一一 獲得シ タル 土地 沂 
有權ハ 除外 トス 

G 「相 續」 ナル 語 ハ 遺言 狀-ー ヨリ 土地 ヲ讓 與シ タル 填 合 ヲモ 含ム 
H 「抵當 J ナ火語 ハ 土地-一 關スル ー切 ノ 留置 權 (リ ーン) ヲ含ム 

丨外 國人ノ 所有 スル 抵當ー ーシテ 抵當權 執行 事故 發 生前 一一 其 土地 ノ 支配、 所有、 使用 或 ハ 享有 權 
ヲ 與へ夕 A 抵當 契約 ハ 之 ヲ絕對 的讓渡 契約 卜 看做 ス 
J 「人」 ナル 語 ハ 個人、 協同 經營 、株式 會社或 ハ 其 他 一切/ 團体 ヲ含ム 
二 條外國 人 ハ 土地 ヲ所 有シ又 ハ 所有 權ヲ 享有 スル 事 ヲ得ズ 、何人 モ外國 人 一一 代リテ 土地 ヲ所 有シ 
又 ハ 其 所有 權ヲ 保持 ス， 事 ヲ得ズ 、當 州ノ 憲法-一 違反 シ現 在外 國人ノ 所有 又 ハ 外國 人， 一代 リ 


123 


テ 保持 サル、 土地 ハ 之ヲ 沒收シ 州ノ 所有 一一 歸セシ ム、 當州ノ 憲法 又 ハ 本 法律 二 違反 シ 今後 外 
國人二 又 ハ 外 國人ノ 爲メ- 一讓 渡 1/ タル 土地 ハ 之ヲ 沒收シ 州ノ 所有- 1 歸セシ ム 
第三 條遺產 中-一 土地 アル 時 ハ 外 國人ハ 遺言 ニ ヨル 遺產 保管人、 管理人 又； 後見人 タル ヲ得ズ 、但シ 
本 法律 實施 前-一前 項ノ 資格 ヲ有 セル モノ 1' ー  ケ年以 內-一 限リ之 ヲ繼續 スル 事ヲ得 
第 四 條外國 人-ー シテ 今後 遺 產相續 、抵 當權 執行 又 ハ 法律上 債權 執行 二 依リテ 土地 ヲ獲 得シ 其： n ヨリ 
向フ十 ニケ 年 以上 之ヲ听 有シ テ尙ホ 外國人 ナル 時 ハ 其 土地 ヲ沒 收シ 州ノ 所有-一 歸セシ ム 
第五 條士地 ヲ擔保 トシ タル 債 權ヲ有 スル 外國 人-ー シテ其 擔保ノ  土地 ヲ 支配 シ 、所有 シ 、使用 シ又ハ 
享有 セル 塲合ハ 債務 辨濟ノ 期日 滿了シ タルモ ノト 看做 シテ抵 當權ノ 執行 ヲナス ペシ 若シ其 外 
國人 一ー シア 其 土地 ヲ 支配 i/ 所有シ 、使用 シ又ハ 享有シ タル 日 3. リ三ケ 年 以内 一一 抵當權 執行 二 
因 ル 公 賣處分 二 附セザ ル 時 ハ 其抵 當及ビ 債權ハ 之ヲ 州-一 沒收シ 州 ハ 抵 當權ノ 執行 ヲ爲ス べシ 
第六條 合衆國 市民 タラント 欲シ其 意志 ヲ發表 ン タル 外 國人ー ーシテ 意志 發表ノ 日 ヨリ 七 ケ年以 內, 一市 
民 トナ ラ ザル 時 ハ 其外國 人ノ 意志 發表ハ 誠意 アリシ モノ ト認 メズ 
第七條 何人 タリ ト雖モ 

A 情 ヲ知リ テ外國 人-一 土地 及ビ其 所有 權ヲ讓 渡シ タル モノ 
B  情 ヲ知リ テ 外 國人ノ 爲メ- 一  土地 又 ハ 其 所有 權ヲ 信託 ニ ヨリ 保持 スル モノ 

C  現在 又 ハ 將來一 一 拘ラズ 外 國人ノ 爲メ- 一信 託-ー ヨリ 土地 及ビ其 所有 權ヲ 保持 スル 者 一ー シテ其 事 
實ヲ發 a シタル 日 ヨリ 卅 H 以内 一一 檢事總 長 又 ハ 其 土地 所在 ノ郡檢 事 m 通吿セ ザル モノ 
D 現在 又 ハ 將來ー ー拘ラ ズ外國 人-ー シテ 土地 所有 權ヲ 有シ或 ハ 之ヲ 支配 シ 所有シ 、使用 シ 、又 ハ 
享有 スル 場合 其 土地 所有 權ノ 性質 及 ビ範圍 ヲ檢事 總長乂 ハ 其 土地 所在 ノ郡檢 事 一一 對シ 陳述 セ 

ザル モノ 

E  現在 又 ハ 將來二 拘ラズ 土地 ヲ所 有シ 、支配 シ 、使用 シ或ハ 享有 スル 株式 會社若 クバ 組へ ロノ 役 
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員 又 ハ 代理人-ー シテ其 株式 會社又 ハ 組合員 タル 外 國人ノ 有 スル 權利ノ 性質 及 範圍ヲ 檢事總 長 
又 ハ 其 土地 所在 ノ郡檢 事 一一 對シ 陳述 セ ザル モノ 

F 現在 又 ハ 將來- 一 拘ラズ 外國人 ノ爲メ 信託-ー ヨリ テ 土地 及 其 所有 權或ハ 支配 權ヲ 保持 スル 株式 
會社或 ハ 組合 ノ 役員 又 ハ 代理人-ー シテ其 土地-一 對シテ 外 國人ノ 有 スル 權利ノ 性質 及ビ 範圍ヲ 
檢事總 長 又 ハ 其 土地 所在 ノ郡檢 事  一一 #} シ 陳述 セ ザル モノ 
G 本 法律 ノ 規定 一一 違反 シ又ハ 之 ヲ 回避 セント スル 者ヲ 故意-一 敎示シ 幫助シ 或 ハ 敎唆 スル モノ 
以上 ノ 各項 一一 該當 スル 者 ハーケ 年以 內ノ 禁錮 又 ハー 千 弗 以下 ノ罸金 或 ハ 兩者ヲ 併 課 スル 事ア 

ル ペシ 

第 八條本 法律 ノ勵行 ハ 撿事總 長及ビ 各 郡 檢事ノ 職務 一一 屬シ撿 事總長 ハ 之ガ勵 行 ヲ 指揮 監督 スル モノ 

トス 

第九條 本 法律 ノ 規定-ー ヨリ 沒收シ タル 財產ハ 州內 公立 學校 基金 二 編入 シ其 規定 ニ ヨリ テ處分 スル モ 

ノト ス 

第十條 本 法律 ハ 市民 ーーシ テ 相當ノ 價格ヲ 支拂ヒ 外國人 ヨリ 又 ハ 外國 人ヲ經 テ旣 一一 取得シ タル 又 ハ 今 
後 取得 スル 土地 ノ所 有權ヲ 傷ケズ 

第 十 一條 本 法律 規定 中ノ 或 A 條 項-ー シテ 憲法違反 卜判决 セラ ル ヽモ其 判决ハ 他ノ 條項ノ 法律 的 効力 
- 一河 等 ノ 影響 ヲ及ボ ス 事ナシ 

第 十一 一條 レミントン 及 バリ ンヂヤ 丨氏 編纂 華 盛頓州 法典 第 八 七 七 五條 及第 八 七 七 六條ヲ 削除ス 
一九 一三 年 及 一九二 一年の 州議會 には 白人と 有色 人種の 雜婚禁 lh 法律案 提出せられ たる も 否决 とな 6 一 
九 ニー 年の 議會 は 日本人 國語學 校を 取締る 目的を 以て 私立 學校 取締 及鑑稅 制度に 關 する 法律案を 提出し 
たる もの あ 6 しも 否决 せら n た 6 華 州は 加州に 比し 排日 的 法律の 制定尠 く從來 二三の 排日 的 法律案の 提 
出を 見た 6 しも 何時も 成立せ I 事な し茲 R 其 內容を 詳述す る 事を 略すべし 0 
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• 華 州 土地 法 借地 權試訴 梗概 

一九二 一年 三月 廿 七日 シア ト， 市に 於て 開催した る 西北 部 聯絡 日本人 會協 議會は 在留邦人の 旣得權 t 擁 
護し 米國及 華憲州 法の 保障に 依る 權利を 侵害せられ た 6 との 理由 t 以て 農業 地 借地 權 禁止、 抵當權 設定 
による 土地 所有 權 制限の 各 條に對 し 試訴ヒ 提起す る 事に 決し 囑托 辯護士 をして 先づ 借地 權 禁止の 條項に 
對し 檢事總 長を 相手取 6 訟訴を 提起した 6 本件は 合衆國 地方裁判所 衡平 裁判所に 於て ィンジ ヤンク シヨ 
ン 命令の 發 給を 求め 本件 訴訟の 决定 する 迄 借地 權 禁止の 規定を 停止せられ ん 事 i: 求め 本件 訴訟の 第一審 
を 終 6 たる 時 州 檢事總 長 若しく ば 訴願人は 其 判決の 結果に よ 6 原被 何れ か 乙れ を 米國 大審院に 上吿 する 
の 諒解に 基き 一九二 一年 六月 十四日 訴訟を 提起した 6 しが 同年 六月 廿 四日 在 タコマ 合衆國 地方裁判所に 
於て 本訴 第一審 開廷せられ 原被 双方の 辯 論 あ 6 た 60 

此種 訴訟は 合衆國 地方裁判所 判事 二 名と 合 衆 國巡廻 控訴院 判事 一名との 合議に よ 6 決定す る ものなる を 
以て 當日は ボ—ト ランド 市に 居住す る 合 衆 國巡廻 控訴院 判事 ギ  <  バ丨ド 氏 タコマ 市 合衆國 地方裁判所 判 
事 クッシ マン 氏 及び 沙市 合衆國 地方裁判所 判事 ネ I トラ— 氏 本件 審理の 任に 當 nbo 

▲提訴 目的 

本 訴訟は 一九二 一年 華 州議會 制定の 外國人 土地 所有 權禁止 及び 借地 權 制限に 關 する 法律の 規定せ る 借地 
權に關 する 條 項は 我等 在留 日本人に 對し 差別 的 取扱を する のみならず 條約及 憲法の 保障に よ 6 當然 享有 
すべき 權利を 無視 侵害し 本 法に 抵觸 する の行爲 ある 時は 嚴 罰に 處 せらる 可き ものなる を 以て 本 法は 違憲 
にして 不法 且つ 無効な 6 と 信ず 可き ものなる も 何人も 本 法を 無視して 土地 賃借 契約を 締結 實 行し 能は ざ 
るを 以て 衡平 法 裁判所の 裁斷を 仰ぎ 本 法が 果して 違憲な 6 や 否やを 決定す るに 非れば 條約及 憲法の 保障 
による 合 衆國內 ic 居住 する 各人の 權利 平等 保護の 特權を 享有し 得ざる によ 6 本 法は 違憲な 6 や 否やの 决 
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定 ある 迄 其 執行 實施 k 停止 せん 事を 裁判所に 要求せ る ものな 60 

▲原告 側 辯 論 

原吿 フランク、 テレス 及び 中 塚 信 太 郞の辯 護 土 ハ 丨バ ，.スタ ット 氏は 本件に 關 する 辯 論を 爲すに 先 •たち 
新 土地 法の 註釋 をな し 土地 法實施 停止 訴訟の 目的を 詳述し 辯 論に 入れ 6。 

訴願人 フランク、 テレスは 其 所有せ る 土地を 中 塚 信 太郞に 賃貸 せんと 欲し 旣に兩 人の 間には 借地 契約の 
合意を なせ 6 と雖も 訴願人 等が 該 契約を 履行す る 時は 啻に 其 契約 關係 土地 i: 沒收 せらる、 のみならず 當 
該關係 者は 州 法に 觸る 、ものと して 罰金 及び 体刑に 處 せらる、 可し、 テレスは 米國 市民に して 其 所有せ 
る 土地を 正當 なる 目的の 爲めに 使用す 可き 契約 t 爲す 事は 當然 の權 利に しで 合衆國 及び 華 州 憲法の 保障 
する 所な 6 合 衆國に 居住す る 各人は 其の 生命 財產 幸福に 對し ては 平等に 保護 せらる 可き ものなる に拘ら 
ず 本法實 施を 見る 時は 生命 財產 幸福の 平等 保護を 得ざる のみならず 嚴 罰に處 せらる は 不法の 甚だしき も 
のと 云は ざ る 可から ず、 米國 大審院 判例に ょれば 土地 河川 港 灣鳥獸 魚介に 關 する 法律 及び 官衙 役人に 對 
する 制限 規定は 市民と 外國 人との 權利に 闘し 差別 的 法律を 制定し 得る も 居住 營業 旅行 遊戯に 關し ては 何 
等差 別 的 法律を 制定す る 事を 得ず と、 然るに テレスが 中 塚 信 太郞に 賃貸 せんとす る 土地 賃借 契約は 不動 
產 の贈與 又は 賣 買に 非らず して 單に其 使用 權 t 一時的に 認容す る ものな 6 普通法 及び 米國 大審院 判例に 
ょる も 此の 種 契約は パ ーソ ナル、 ブロ パテ ーと 認められ 居る もの なれば 之れ に關 する 契約 t なさん とす 
る當事 者が 米國 市民た ると 外國 人た ると t 問は ず 其 間 平等に して 何等 差別 ある 可から ざるな 6、 即ち パ 
丨ソ ナル、 ブ D パテ 丨に關 する 契約は 其當事 者が 合衆國 市民た ると 外國 人た ると t 問は ず 同樣に 其權利 
を 保護せられ ざる 可から ず 0 

現行 華 州 憲法は 外國人 土地 所有に 關する 規定を 設け 礦物金 屬鐵石 又は 耐火 粘土 等の 有價 物を 含有す る 土 
地 及び 之れ が 採掘の 爲めに 使用す るエ塲 並びに 器械 設備の 爲め 或は 其の 產 出物 製造の 爲め R 必要なる 土 


127 


地を 所有す る 事を 許容し 其 他の 目的の 爲めに 使用 せんとす る 土地は 一切 之 れを 外國 人に 所有せ し 〇 る 事 
を 禁止し 居る も 土地 借地 權に關 しては 何等 制限を 設けず 華 州對 力— ス チンの 判例に よれば 九十 九ヶ 年の 
借地 契約は 其 契約期間が 不當に 長期な 6 との 理由に よ 6外 國 人に 土地 所有を 禁止す る 精神に 悖る ものな 
6 として 其 借地 契約を 無効と せ 6 又 其 後外國 人に 賃貸した る 四十 九ヶ 年の 借地 契約は 前例 同一の 理由に 
よ 6 使用 目的に 對し 不當の 長期な 6 との 理由を 以て 憲法の 規定せ る 外國人 土地 所有 禁止の 精神に 悖る も 
のな 6 として 之れ t 無効と せる 華 州 大審院 判例 あ 6、 然れ ども 同時に 借地 契約が 土地 使用 目的に 對し相 
當の 期間なる 塲合は 例へ 借地 人が 外國 人な 6 と雖も 契約は 有効に して 憲法の 精神に 戾る ものに 非らず と 
判決せられ た 6 故に 現行 憲法の 規定に よる も 華 州 在住の 外國 人は 其 使用 目的が 正當 R して 相當 期間なる 
時は 有効に 借地 契約を 締結し 得る ものにして 殊に 借地 契約は 動產 契約と 認めら る、 ものなる t 以て 旣に 
憲法の 規定に よ 6 與へ られ たる 特權 k 後に 制定 せらる、 州 法を 以て 之れ を 奪 ひ 又は 制限し 得べき に 非ら 
ざるな 6、 即ち 州は 憲法の 保障に よ 6外 國 人に 對し 或る 種の 土地 所有 權を與 へ 又 借地 權を與 へたる もの 
にして 右 憲法 規定を 改めざる 限 6 州 法を 以て 旣得權 利を 奪取す る 能は ずと 痛論し 幾多 判决 例を 引用して 
其 所論を 確證せ 6、 更らに 同 辯 護士は 日米 條約第 一條 第一 項の 規定に よれば 『兩 締盟 國の 一方の 臣民 又 
は 人民は 他の 一方の 版 圖內に 到 6、 旅行し、 居住し、 卸賣 又は 小賣 商業 R 従事し 家屋 製造所 倉庫 及び 店 
舖を 所有 又は 賃借し 之れ を 使用し、 自ら 撰擇 せる 代理人を 雇 使し、 居住 及び 商業の 目的の 爲め 土地を 賃 
借し 其 他 一般に 商業に 附帶し 必要なる 一切の 行 爲を爲 す 事に 就き 其國の 法令に 遵由 する に 於て は 内國臣 
民 又は 人民と 同一の 條 件 R よ 6 之れ •か 自由を 享有す 可し』 と あ 6、 此條 項に 基き 訴願人 中 塚 信 太 郞は米 
國に 正當に 入國し 多年 農産物 卸 小 賣の營 業に 從 事し 土地を 賃借し 農産物 營業 R 必要なる 産物の 耕作に 從 
事した る ものにして 今後 も 亦 農産物 卸 小 賣營 業を 繼續 し獨 6 他人の 耕作に 關 はる ものの みを 販賣 する に 
止まらず 自ら 優秀なる 産物を 耕作し 手 廣く其 販路を 擴張 せんとす るに 必要なる 一切の 行爲 をな すに 於て 
合 衆國は 前記 條 約の 規定に よ 6 中 塚 信太郞 の正當 なる 行爲を 保護せ ざる 可から ず 中 塚 信 太郞が 農産物の 
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卸小賣 に從 事す るは 獨 6 單に 他人の 耕作せ る ものの みを 販賣 する に 止めず 自ら 其營 業に 必要なる 農産物 
を產 出し 市塲に 販路を 求 ひる 事は 條 約の 規定に ょる 所謂 商業に 附帶し 又は 必要なる 一切の 行爲 をな すに 
就き 米國 市民と 同一の 條 件に ょ 6、 同一 自由 ^ 享有す 可き な 6、 例へ ば 米國 市民が 一定の 給金を 支拂ひ 
日本人を 使用して 農産物を 耕作せ しむる 時 地主と 働き人との 間 R は單に 雇傭 關 係を 生じた る ものにして 
土地の 所有 櫂に 關して は 何等 影響を 生ぜざる ものな 6、 更らに 一歩を 進めて 地主と 日本人との 間 R 作物 
步合 分配の 契約を なし 日本人が 耕作した る 産物の 若干 部分を 報酬と して 日本人に 交附 する 時 も 同一の 結 
果を 生ず 可し、 尙更ら に 一歩を 進めて 米國 市民が 其 所有せ る 土地を 日本人に 對し向 ふ六ヶ 月間 使用せ し 
め 其產 出す る 一切の 產 物を 日本人に 與へ其 代償と して 若干の 借地料を 徴集す る 時 も 其 結果に 於て は 前 二 
例と 同一な 6、 只 契約の 形式に 於て 若干 相違 あるの み、 米國 市民た る 地主は 土地 所有 權の 一部分を も 外 
國人 たる 日本人に 讓與 する ものに 非らず 其 契約 自体は 動產 契約た るな 60 

旣に前 論の 如く 借地 契約は 現行 憲法の 規定せ る 外國人 土地 所有 禁止の 精神に 反せざる のみならず 訴願人 
等の 間に 締結せ /L とする 五ヶ 年 借地 契約は 其 使用 目的に 對 し相當 期間に して 華 州 大審院の 判例に も抵觸 
せず 同時に 契約 當事者 間に 於け る 合意に 基づき 現行 憲法 及び 其 他 一切の 法律に 抵觸 せざる ものなる が、 
只獨 6 一九二 一年 制定の 外國人 土地 所有 權 禁止 及 借地 權制 限に 關 する 規定に 抵觸 する ものな 彡、 斯 くの 
如くに して 新 土地 法 借地 櫂に 關 する 規定は 合 衆國第 十四 改正 憲法、 華 州 憲法 第二 章 第 卅三條 の 規定に 抵 
觸 し米國 内に 正當に 居住す る もの、 權 利を 平等に 保護せ ざる ものな 6、 故に 固 法の 規定は 憲法違反 にし 
て當然 無効た る 可き ものな 6 從つて 合衆國 地方裁判所は 訴願人 等の 締結 せんとす る 借地 契約の 事 實と審 
理し 訴願人 等の 行爲が 法律に 抵觸 する ものな 6 や 又 同 法の 規定が 違憲 不法な 6 やを 判決 せらる、 迄 臨時 
R 本法實 施を 停止せられ ん 事を 希望す と J 云 U 更らに 同 辯 護士は 新 土地 法 違憲の 勲を 指摘す る 細微に 入 
6 且つ 其 主張を 立證 する に 足る 可き 合衆國 大審院 及 華 州 大審院 及び 其 他 各 州に 亘つて 有力なる 判例を 引 
用して 辯 論を 終れ 60 
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次いで ハク 氏は 起ち 大要 下の 辯 論を なせ 6 『華 州 土地 法の 借地 制限に 關 する 條項は 全く 差別 的 法律に し 
て 明らかに 憲法違反な 6 と認 ひ、 誠心誠意 合衆國 市民た らんと 欲して 其 意思を 表示した る外國 人は 現行 
憲法の 規定に よ 6 土地の 所有 權及び 借地 權を 有する を 以て 日本人 も 亦 米 國に歸 化の 意思を 表示し 宣誓す 
る 時當然 憲法 及び 其 他 法律の 規定に よる 土地 所有 權及び 借地 權を 享有す るの 牿權を 享受す る ものなる が 
合 衆 國歸化 法の 解釋 及び 幾多 判例に よれば 日本人は 合 衆 國に歸 化する の 特權を 有せず との 解釋 あるを 以 
て 例へ 日本人 自らは 合 衆 國に歸 化の 意思を 有し 歸 化を 欲する も 現在に 於て は 其 自由を 有せず、 從つて 新 
土地 法に 於て 規定せられ たる 誠心誠意を 以て 合 衆國に 歸 化する の 意思を 表示した る ものは 土地 所有 權及 
び 借地 權 を 有すと 云 ふの 條項は 現在に 於て 日本人に 取 6 ては 寸効 あるな く 日本人は 事實上 右に 對 する 特 
權を 享有せ ざる ものな 6、 換言すれば 新 土地 法は 其條文 上に 人種 及び 民族の 差別を 設けざる も 別 他 合 衆 
國 法律 中 現在に 於て 人種 上 差別を 設けた る 法律 ある 5: 以て 其歸納 的實質 結論 R 至 6 ては 全く 差別 的 立法 
となれ 6、 歸 化し 能は ずと 解釋 せらる、 日本人に 對し 土地 所有 權を 享有せ しめよ と 主張す る もの R 非ら 
ざる も、 土地の 一 部 使用 權たる 借地 權 即ち 動産に 關 する 契約を 米國 市民 及び 他の 外國 人と 同等に 與 へら 
れん 事を 主張す る ものな 6、 日米 條 約の 規定に よる も 又は 合衆國 憲法 華 州 憲法の 規定に よる も 米 國の版 
圖 内に 居住す る 各人は 其 生命 財産 幸福に 對し 平等に 保護 せらる 可し と あ 6、 之 れに 基き 日本人 •か 正當に 
米國に 入國し 其國の 法律に 遵由 する 時は 正當 なる 目的に 使用 せんとす る動產 契約 權に ■して 平等なる 保 
護を 與へざ る 可から ず 之れ を黑 人種 選擧 權に關 して メリ i フン ド 州が 制定せ る 法律に 對照 する も 同一の 
結論に 到達す 可し、 即ち メリ ー ランド 州の 制定せ る黑 人選 擧權 に關 する 法律は 南北 戰爭の 結果と して 合 
衆國第 十四 改正 憲法 制定せられ、 黑人も 白人と 同樣に 米國 市民と な 6 しが 一八 六 六 年 以前に 選 擧權を 有 
せず 又 其 祖先が 選 擧權を 有せ V0.5 しものは メタ i フン ド 州に 於て は 選 擧權を 行使せ しめず との 立法を な 
し 州內に 居住す る 黒人 全体に 對し 選擧權 t 行使せ しめざる 事と せ 6 當時 合衆國 大審院は 之を 憲法違反の 
立法な 6 と 判決して 該 法を 無効なら しめた 6、 華 州 新 土地 法 11 外國 人が 歸 化の 意思を 發表 宣誓す る 時は 
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土地 所有 權及び 借地 權を 有すと あれ ども 日本人は 合衆國 法律に よ 6 歸化に 制限 ヒな 3 れ た るを 以て 例へ 
米國 に歸 化せん とする 意思 ある も 之れ を爲し 能は ず從 つて 日本人は 善意の 意思 5: 表示し 歸 化する の途を 
杜絕 せられ 居る を 以て 適法に 新 土地 法の 規定を 遵守す るの 不可能なる 狀 態に 陷 6 其 結果は 間接に 迂 廻し 
て 日本人の 借地 權を 禁止す るの 目的 1: 達せん とする ものな 6 即ち 之れ 差別 的 立法と 云 ふ 所以な 6、 前記 
メリ 丨ラン ド 法律が 違憲 立法と して 無効の 判 决あ 6た る 如く 本 法 も 亦同樣 無効た る 可き ものな 60 
合衆國 憲法の 規定に よれば 州は 州 權に屬 する 範圍內 に 於ての み 差別 的 法律を 制定し 得る も 其の 範圍を 超 
ゆる 能は ず、 合 衆國版 圖內に 居住す る 各人の 生命 財產 幸福に 關し ては 一切 差別 的 法律を 制定す るの 權能 
なし、 故に 土地 法は 差別 的 立法なる 黙よ りして 憲法違反た るを 免る 可から ず』 と說き 更らに 歸化權 の 有 
無に 就き 同 辯 護士は 『下級裁判所の 判例は 日本人に 歸 化の 權 能な しとの 判例 多數 なる も 未 •た 合 衆 國大審 
院の判 决 なきを 以て 日本人が 米國 に歸 化する の權能 有無の 問題は 明瞭なら ざれ 共 現在に 於て は歸 化の 權 
能な しと 推定して 本 辯 論 ^ 爲す ものな 6』 と 云 ふや クユシ マン 判事は 日本人の 歸化權 有無の 問題は 多年 
の 懸案に して 本 裁判所と 雖も 之を 斷定 する 能は ざるを 以て 何人 か 之 合衆國 大審院に 提訴して 最後の 斷 
案を 得る に 至ら ば此 重大に して 不確定の 問題に 對し解 决を與 ふるものと 云 ふ 可く 國家 的に 重大なる 貢獻 
をな す ものな 6、 本官は 本 係爭が 何人 か R よ 6 て 最後の 决定 をな 3 /1 事を 切望す る ものな 6 と 云へ. 〇〇 

▲被告 側 辯 論 

原吿 側の 辯 論に 對して 華 州 檢事總 長 H ル、 H ル、 タム ソン 氏は 大要 左の 抗論 t なせ 6、 氏は 先づ新 土地 
法の 實施に 就て は 其 正當な る實 施を なすに Ih め 故意に 外國 人の 權利 k 侵害す る 事な かる 可し との 口供書 
を 提出し 次いで 辯 論に 入る や 其の 第一 主張 ■として 本 訴訟の 裁判 管轄に 對し 異議 k 申立てた 6 『訴願人 
等は 普通 裁判所に 於て 本 訴訟の 審理を 仰ぎ 充分に 其權利 擁護 せらる 可き ものな 6、 假定的 事 實を以 て衡 
平 法 裁判所の 裁斷を 求む るは 啻 代 其 m 鵠を得 ざるの みならず 問題の 事實よ 6 遠ざか 6 た る ものと 云は ざ 
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る 可から ず、 何ん となれば 訴願人 間に 於て 果して 土地 貸借の 意思 あり や 否や 未 •た 其 事實の 有無に 就て す 
ら 何等 確證を 得ず、 加 ふるに 訴願人 等と 同一 狀態 R ある ものに 對して も總括 的に 法律 實施 停 ± の 訴願を 
なした るを 以て 本 訴訟は 總て 假設の 上に 立脚した る ものと 云は ざるべ 可から ず從 つて 本 裁判所は 此 訴願 
を 棄却す 可き ものと 認ひ 、假 りに 本 裁判所が 訴願人の 申立を 總て 採用して 當事者 間に 於て 土地 貸借の 事 
實 ある ものと する も 新 土地 法の 規定に よれば 中 塚 信 太郞に 對し ては 何等 損害 1: 與へざ るを 以て 假 6 に 法 
律 施行 停止 命令 發せら る 可き ものと すれば 唯一 人 テレスに 對 しての み 之れ を 發し中 塚 信太郞 及び 同人と 
同樣狀 態に ある ものに 對し ては 總括 的に 之れ を 適用し 得ざる ものな と 更らに 『訴願 代理人は 現行 憲 
法の 規定に よ 6外 國人に 對し 或る 種の 土地 所有 權及び 借地 權を與 へられ 居る を 以て 州 議會は 之れ を 制限 
又は 禁止す る 立法を 爲 すの 權能な しと 主張す と 雖も華 州 憲法の 規定は 土地 所有 及び 借地 權 t 外國 人に 享 
有せし むる の條 文を 明記した るに 非らず して 此 規定は 寧る 其 反對に 所有 權及び 借地 權を 制限した る條文 
な 6、 州 立法 部は 憲法の 精神に 基き 州 權を以 て 更らに 法律を 制定す る 事 i: 得るな 6、 次ぎに 日米 條約に 
よ 6 商業に 附帶 したる 一切の 必要なる 行爲 をな す 事に 就き 米國 市民と 同一の 條 件 R よ 6 其 自由を 享有す 
可し と 云 ふ も 日米 條約第 一條 第一 項の 規定に よれば 兩 締盟 國の 一方の 人民 又は 臣民は 他の | 方の 版圖内 
に 到 6、 旅行し 又は 居住し 卸賣小 賣の營 業に 從 事し 家屋 製造所 倉庫 及び 店舖を 所有 又は 賃借し 之れ を 使 
用し 自ら 撰擇 せる 代理人を 雇 使し 居住 及び 商業の 目的の 爲めに 土地を 賃借す る 事を 得との 規定な 6 之れ 
明らかに 居住 及び 商業の 目的に 限 6  土地を 賃借し 得る もの ic して 新 土地 法には 特に 日米 條 約の 條項 に抵 
觸せざ らしめ んが爲 め 居住 及び 商業 上の 借地 權を認 め 日本人に 對し 土地 家屋を 賃貸し 得る の 規定を 設け 
あるな 6 日米 條約 締結 當 時の 交 涉顚 末を 明らか R し兩 締盟 國の 意思の 存在せ し 所を 闡明 ならし めんが 爲 
めに 當 時の 記録 k 參照 せんと 欲し 其 文書 貸與 方を 上院議員 ジョ— ンス 氏を 通じ 國務省 R 申請せ しも 未だ. 
回答に 接せざる を 以て 兩 締盟 國間 R は 果して 農業の 爲め にも 借地 權を與 ふるの 意思 あ 6 しか 又は 其 第一 
條第 一項に 記載せ る 如く 居住 及び 商業 R 限る 土地の 賃借を 意味した る ものな 6 やは 明瞭なら ず、 然れど 
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も 之れ を 日本 法律の 規定に 見る に 日本 國內に 於て は外國 人に 對し 土地 所有 權及び 借地 櫂に 關し 差別 的 法 
律 あるが 故に 日米 條約 締結の 當時に 於て は 同條 文中に 記載せ る 事項に 限 6  土地 貸借 ^ 認容せ る ものと 認 
定す 可き 理由 あ 6 從つて 華 州 土地 法 ! i 日米 條約 に抵觸 せざる ものな 6 との 推論を 得るな 6、 現に 訴願 代. 
理人も 主張す る 如く 華 州は 其州權 によ 6  土地 R 關して は 差別 的 法律を 制定す るの 權能 あるが 故に 本 法は 
合衆國 憲法の 規定に 抵觸 せざる ものな り、 ハゥ 氏の 主張に よれば 本 法は 日本人に 對し 差別 的 立法な 6 と 
云 ふ も 本官は 之れ R 同意す る 能は ず 何ん となれば 本 法 中には 人種 上 何等の 差別 的 規定を 設けざる ものに 
して 外國 人は 何人た 6 とも 米 國に歸 化の 意思を 宣誓す る 時に 土地 所有 權及び 借地 權を享 有し 得る ものに 
して 只獨 6 米國に 歸 化の 意思を 宣誓せ ざる ものに 限 6 其 享有を 禁止せ る ものな. 〇、 日本人は 合 衆 國に歸 
化し 能は ざるが 故に 新 土地 法を 以て 差別 的 立法な 6 と 云 ふ もの あら / L かを は 華 州 土地 法の 直接 關知 する 
所に 非ら # して 合衆國 法律の 然 らしむ る 所なら ず や、 日本人に 歸化を 許容せ ざる 法律は 合 衆國法 R して 
華 州 法と M 毫も 交涉 t 有せず 從つて 華 州 土地 法の 精神 及び 明文より 見れば 日本人に 對し特 R 差別 的條項 
を 設けた る ものに 非らざる な 60』 

檢事總 長 タム ソン 氏の 抗 論に 對しハ ゥ 氏は 駁論 ^ 試みて 日く 
『檢 事總 長の 主張す る 華 州 土地 法は 差別 的 立法に 非らず して 一切の 外國 人に 平等なる 權 利を 與 ふるもの 
な 6 若し 同 土地 法の 規定に よ 6 平等の 待遇を 受けざる もの あら ば、 をは 合衆國 法律の 規定に よ 6 其 影響 
を 蒙む る ものにして 合 衆 國歸化 法の 規定に よ 6 差別 的 結果を 生ずる ものなる 以上 其責は 合衆國 法律に 存 
して 華 州 議會は 其責に 任ずべき に 弗らざる なり、 と 云 ふ も 米國に 歸 化の 意思を 宣誓せ ざる 外國 人に 農業 
用 土地を 賃貸す るを 禁止せ る 其 目的は 全く 日本人 ^ 農業よ 6 驅逐 せ / 1 とする にあ 6 て 成文 上に 之れ を 言 
明す るを 巧妙に 避けた るの み、 佘が曩 さに 辯 論せ る 所よ 6 推論す る も 又 本 法 制定 當時州 議會に 於け る 言 
論よ 6 推す も 農業 用 借地 禁 lh の 目的は 日本人 騷逐に 在る 事 明瞭なる を 以て 土地 法の 條文に 人種ヌ は 民族 
の 明示な きも 立法の 目的に 關 しては 疑義を 挾 ひの 餘地 なし 土地 所有に 關 する 立法は 華 州の 州權 R 屬 する 
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ものにして 外國 人と 米國 市民との 間に 差別 的條 項を 設 くる も敢て 異議な き 所に して 尙又合 衆 國議會 が 何 
れの 人種を 合 衆 國に歸 化せし む 可き かに 就き 歸化 法の 制定 ^ •なす も 異議な し" 然れ ども 本 訴訟の 主題た 
る 借地 權はパ —ソ ナル、 ブロ パ 丨テ— に 關 する 財産 上の 權利 にして 州は 其權 利を 享有す るに 就き 米國市 
民た ると 外國 人た ると によ 6 差別 的 立法を 爲す 事を 得ざる ものな 6 と 確信す、 華 州は 合 衆國 憲法 及び 華 
州 憲法の 規定に よ 6 中 塚 信 太郞の 享有す 可 & 借地 權即ち パ ーソ ナル、 ブ & パ r テ I に關 する 財產 上の 權 
利を 米國 市民と 同樣に 擁護せ ざるべからず 即ち 合衆國 法律に よ 6 特殊の 狀態 にある 中 塚 信太郞 を して 其 
權 利を 正當に 行使せ しむる 事を 留意す るは 當然 にして 然らずんば 憲法 及條 約の 保障に よる 中 塚 信 太郞の 
權 利を 侵害し 又斯 くの 如き 狀態 にある 外國 人の 權 利を 擁護す との 義務を 忘却した る ものな 6、 借地 權に 
關 する 本 法の 條項は 日本人の 借地 權^ ^ ^± せんが 爲め に條 文の 上に 明示す るを 避け 最も 巧妙に 其 差別 的 
立法の 目的を 達せん としたる ものと 斷^ P 憚らざる な 6 〇』 

原被 双方の 所論 主張は 大体に 於て 上記の 如し、 本 訴訟は 純 法理 論に して 主として 大審院 判例と 法の 解釋 
に 力 ^ 致 / 2 したる ものなる が 本訴の 主要 係爭熙 は 借地 契約は パ I ソナル 、ブロ パ-テ 丨なる や 否や 又 本 
法は 差別 的 立法な 6 や 否やの 二熙 に歸 着すべき ものな 60 

合 衆 國 地方裁判所 衡平 法 裁判所は 同年 八月 廿 五日 原告の 要求に か、 る 外人 土地 法 借地 權禁 止に 關 する 法 
律 規定の 實施 臨時 停止 命令の 發 給を 拒み 本 法律の 規定は 現行 日米 條約及 合衆國 憲法 並に 華 州 憲法に 抵觸 
せず との 判決を 下せり、 判決文は 可な 6 の 長文に して 一々 之を 譯述 する の 煩を 避け 其 概要を 摘譯 すれば 
左の 如し 0 

タコマ 合衆國 地方裁判所の 判决は クッシ マン 判事が 作製し ギル， ハ 丨卜 判事、 ネー トラ ー ラ— 判事 之れ 
に 同意 署名せ る ものな 6、 本 訴訟の 最電要 ❖件た る 借地 權はパ I ソナル 、ブロ パ i r r な 6 や 又は リ 
丨ァル 、ブロ パ I テ丨な 6 やの 疑問に 對し 何等 決定を 與へず して 土地 法 第一 條ビ丨 項の 規定 其 儘を 引 
用して 此 法律に よれば 農業 用地の 借地 權は 土地と 見做す と あるを 以て 今 新たに 借地 權が 普通法に よ 6 
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パ r ソナル 、ブロ パ.- テ r な， 〇やリ JK ル、 ブロ パ.- テ— なるやを 詮考 する の 必要なし とす o. 

中 塚 信 太 郞は其 訴願 書に 借地の 目的を 明示せ 6 と雖も 何ヶ年 借地す る 目的な 6 やを 明示せ ず 且つ 中 塚 
信 太郞は 合衆國 に歸 化の 意思を 發表 せる ものな 6 や 否やを 述べず 只單に 日本 帝國 臣民な 事を 述べた る 
も 果して 中 塚は 歸 化し 能は ざる 日本人な 6 や 否やを 識別す る 能は ず 何ん となれば 日本 臣民 中には n 丨 
ヵシァン 又は 白人種 あれば な 6 而 して 合 衆 國歸化 法 第ニ ニ 六 九條の 規定に よれば 合 衆 國に歸 化し 得る 
ものは 白人種 ァフリヵ 人種 及び 其 子孫に 限られた る ものな 6 而して 訴願人 中 塚 信 太郞は 黄色人種に し 
て 歸 化の 意思を 發表 せざる 外國 人な 6 と 見做し、 此 前提に 基き 中 塚は 米國 に歸 化する の 意思を 表明す 
ると も歸 化の 資格な く又歸 化し 能は ざる ものと 假定 して 同人の 土地 所有 權に關 する 地位を 按ずる に 此 
塲合華 州は 特に 條 約の 規定な き 限 6 此 種外國 人に 對し ては 其 州內に 於け る 土地 所有 權を 禁止す るを 得 
べし 但し 州の 法律が 條 約の 規定と 抵觸 する 場合は 合衆國 憲法 第 六 章の 規定 R 基き 其條約 有効期間は 州 
法を 停止す る 事 ある 可き も 現行 日米 條約第 一條の 規定に よれば 農業 用地の 所有 及び 借地 權に關 しては 
何等 明確なる 規定 明示せられ ず從つ て 普通法の 解釋 によ 6 日米 條 約は 農業 用 土地の 借地 權を 保障した 
る ものに 非らず とする を 以て 至當な 6 とす 之れ を 一九 一 三年 制定せ る 加州 土地 法 規定に 見る に 米國に 
歸 化し 能は ざる 外國 人に 對 し三ヶ 年の 借地 權を與 へた 6 當時 米國々 務 省と 日本 外務省との 間に 取換は 
3 れた る顚末 文書に 徵す るに 同 法律は 條 約に 抵觸 する ものに 非らず との 見解 兩國當 局の 一致す る 所と 
なれる もの、 如しと て クッシュマン 判事は 加州 土地 問題 發 生の 當 時國務 省が 日本 外務省に 致した る 米 
國 側の 主張を 詳說 したる 法律上の 意見書を 引用し 又 日米 條約改 締當時 國務卿 ノックス 氏と 當 時の 駐米 
大使 內田康 哉 氏との 間に 交換せられ たる 不動産に 關 する 條約上 の權 利に 就き 兩國の 見解に 關 する 覺書 
を 引用し 日米 條約に 於け る 不動産に 關 する 規定は 現行 條約 第一章に 規定せ る 物權に 限られ /? る ものに 
して 農業 用 土地を 借地す る 利權は 一切 之を 含まざる 旨の 文書を 判決文 中に 引用し 本 法の 規定は 日米 條 
約に 抵觸 する 事な きを 斷定せ 60 
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之れ を 要するに 米國 と他國 との 間に 締結せられ たる 條 約の 條文に 明記せられ たる 事項に 關して は 州 ば 
之れ に覊束 せらる、 義務 あ 6 と雖 、法律上 何等の 規定な く 且つ 州の 地域 内に 於け る 土地に 關 する 法律 
の 規定は 州權 によ 6 州が 任意 適宜に 立法し 得る もに して 本 法の 條項は 現行 日米 條 約の 規定には 毫も 抵 
觸 する處 なし 而して 米國 市民た る 土地 所有者は 其選擇 する 所の 何人に 對して も 土地を 讓 渡し 得る も 州 
法 R よ 6 所有 櫂 ^ 禁止せ る外國 人に 對し ては 之 nv) なす 事を 得ず 合 衆國第 十四 改定 憲法は 訴願人 等の 
要求す る 如ら」 權 利を 保障せ むが 爲め 制定せられ たる ものに 非らず 其 唯一の 目的は 解放 せらた るれ 奴隸 
に對し 平等の 權 利を 輿へ / L としたる ものにして 日本 帝國 臣民の 現に 附與せ せらる、 事 k 拒まる、 特權 
を附與 したる ものに 非らず 0 

華 州 新 土地 法は 日本人に ■して 差別 的 法律に 非らず 何 / I となれば 同文 中に ある 外國 人なる 語は 合衆國 
.に 歸化 宣誓した る外國 人を 抱 括す る もの なれば な 6 同時に 本 法 規定は 歸化 可能の 外國 人と 不可能の 外 
國 人との 別な く 共に 外國 人が 市民と なる 可き 意思を 發 表せる 時は 其 間 何等の 差別と 設けざる ものにし 
て 日本人の 塲 合は 支那 人 廣德の 判例と 同視す るを 得ず 此 判例に 依れば 加州は 甞て州 内に 於て 選 擧權を 
獲得し 得ざる 外國 人は 營 業の 目的を 以て 一切の 魚介類を 漁獲す る ことを 得ず との 法律を 制定せ るに 對 
し 支那 人 廣德は 同 法を 憲法違反 及 米支條 約に 抵觸 せる ものな 6 とし 之を 無効たら しむべ く 提訴せ 6 之 
れに對 し ソ—ャ I 判事は 同 法が 條約 及び 憲法違反な 6 との 判决 V-- 下して 米國 に歸 化せざる 獨 逸人、 英 
國 人、 伊太利 人同樣 の 立塲に ある 支那 人 t して 單に歸 化し 能は ざるの 理由 t 以て 之 n を 差別し 漁業を 
禁止し 禁を 犯す 時は 嚴罰に 處す 可し との 規定は 米 支條約 第五 章 及び 第 六 章に 明記せ る最惠 國條欵 に抵 
觸し又 合 衆國第 十四 改正 憲法の 精神に 戾る 差別 的 法律な 6 とし 同 法律を 無効なら しめ / 2 る ものなる が 
華 州 土地 法は 土地を 購入し 又は 借地す る外國 人に 對し ては 何等の 罰則を 設けざる のみならず 日米 條約 
の 規定に よれば 土地 所有 權 R 關し ては 最惠 國條激 娘 均霑し 得る の 規定な く 只獨 6 現行 日米 條約第 十四 
條に 最惠國 條欵の 規定 存 する も 乙は 單に 通商 航海に 關 する 事の みな 6 從 つて 日本人は 居住 及び 商業の 
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目的の 爲めに 限り 土地を 賃借し 得る ものと 云は^ 〇 可から ず 0 

歸化 立法に 關 する 議 會の權 能は 絕体 的に して 何 _ 拘束を 受けず 第 十四 改正 合衆國 憲法は 合 衆 國の市 
民と なれる ものに 對し其 人の 色、 民族 又は 血統の 如何にょ 6 其 享有す る 選 擧權に 差別 的 立法 V なす 可 
からず との 保障 あるな し。 

米 國議會 が 歸化法 律を 制定す るに 當 6 如何なる 外國 人を 歸化 せしめ 得る かに 就き 特に 其 人種の 皮膚の 
色を 定めた るは 一に 人に ょり 其區 別を なさん とする ものに 非らず 其 人種の 有すす る 色が 同時に 其 有す 
る 文化の 表徴た るを 以てな 6 黃色 又は 褐色は 東洋の 專政 ❖治の 表徵に して 歸化法 最初 制定 當時に 於て 
は 少なくとも 此狀 態に ありし ものな 6 斯の 如くに して 其 文化を 代表す る 特種の 通有性を 有し 君主 專政 
に 甘んじ 其 個人々 格を 之れ に 委ねて 滿足 せる ものなる が 故に 之 n を容れ て 以て 米國 社會搆 成の 分子た 
らしむ るは 共和政体の 發 達を 阻止す る ものと して 合衆國 が此種 民族に 對 して 市民 權を與 ふる 事を 拒み 
たる ものな 6 各 州政府が 中央政府の 見解に 倣 ふ 亦當然 な. 〇 とす 期く 議會が 東洋人に 對し 市民 權を 認容 
せ ざ 6 し 所以は 米 國文朋 ^) 向上 發 展を叻 長せ しめ / L が 爲め R 自衛 的 手段と して 講ぜられ たる ものにし 
て 之れ 先人の 遠慮に 出^^の たるな 6 斯の 如くして 合 衆 國議會 が 制定せ る 限界を 變更 する 事は 本 裁 
判 所の 職能に あらず 然れ ども 過去 五十 年 乃至 七十 五 年の 間に 於け る 東洋 諸 國の變 化は 今後 合衆國 が異 
なる 政策を 採る の狀 態に 立 至らし めた 6 と 思考すべき 理由 あれ ども 現在に 於て は 東洋人に 市民 權を附 
與 すべし とか 又は 人種の 混同 5: 來たす 危險狀 態が 旣に經 過せ る ものな 6 との 法律 又は 條約 5: 發見 する 
能は ず而し t 市民と な 6 得ざる 人は 在留 國の 福祉に 對し滿 腔の 誠意を 盡 すの 精神に 乏しく 國 家の 興廢 
と 其 人の 利害 常に 一致せ ざるを 以て 國 家は 其 領土 內に 於け る 土 池の 所有 櫂を 與 ふるを 拒む は 至 當と云 
ふ 可き な 6 若し 市民と な 6 得ざる 外國 人 R 土地 所有 權及び 借地 權を與 へんか 其國の 領土 悉く 外國 人の 
所有に 歸 するな きを 保し 難き のみならず 之れ • て 國 家の 基礎 5: 危殆なら しめ 同時に 其 建設せられ たる 
一切の 文化を 國家に 忠誠を 盡す 誠意な く 又其國 家の 盛衰と 行動 ^ 共に する 義務な き外國 人の 支配に 歸 
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せしめ 一旦 戰禍の 不幸に 際會 せ / i か 恰も パベルの 塔た るの 慽み あるに 至る や も 計 6 知る 可らず。 

國家 組織の 中堅た る ものは 土地を 有し 同時に 自由の. 民た るを 要する は アングロサクソン 祖先 傳來の 信 
條 にして 一國の 政治を 决定 する 選擧權 k 有する 自由の 民は 必ず 土地を 有する 自由の 民たら ざ る 可から 
ずとは 亦 アン グ& サクソン 人種の 歷史を 通じて 終始 不變 の大 主義た ると 共に 建 國の大 精神な 6 華州憲 
法 第二 章 第 廿三條 の 規定に 依れば 誠心誠意 合衆國 市民た らんと して 其 意志を 發 表した る外國 人に 非ら 
ざれば 州內に 於て 土地 所有 權を 有せず 只 遺 產相續 及び 法律の 正當 なる 執行に よ 6 取得し 或は 抵當 權設 
定 による 所有 權と鑛 物 金屬鐵 石炭 耐火 粘土 等を 含有す る 土地 採 堀の 爲めに 使用す る 工場 及び 器械 設備 
の爲め 或は 生産物 精製の 爲め 必要なる 土地を 所有し 得る 除外例 あれ ども 之れ を 華 州 及び ウィンストン 
對 モリソン 判例に 徵すれ ば 外國 人に 與へた る 九十 九 年の 借地 櫂は 憲法の 規定に 依る 外人 土地 所有 權禁 
止の 精神に 悖る 不當の 長期の 借地 契約なる を 以て 之れ を 土地 所有 權と看 倣した 6 又 華 州對ハ ド ソン 土 
地會 社の 判例に 徵 する も 四十 九ヶ 年の 借地 權も 前例 同様 之れ を 所有 權と 看做して 無効と し / 2 6 又 華 州 
對エ ブラ ハムの 判例に 徵 する (C 外國人 が 誤つ て 華 州內に 土地を 所有し 其 死亡 前 R 州が 之を 沒收 する の 
訴訟を 提起せ y る 時 其外國 人の 所有した る 土地は 米國 市民に 非らざる 死 C 者の 遺族に 其 所有 權 を相續 
せしめ 得る の 判例と ^ 州 及 rx アトキンソン 對ウ オ—ル ド、 リ- ■アル、 ヱ ステ*- 卜 、カム マ r シャル 會社 
の 判例に 徵す るに 米 國に歸 化せざる 外國 人の 所有した る 土地は 其外國 人が 土地 所有 櫂を 有する 米國人 
に讓 渡せざる 前に 州は 其 土地を 沒收 する 訴訟を 提起せ ざる 可から ずとの 判决 にして 其 他 四 五の 判例に 
徵 する も 華 州 大審院 幾多の 判例と 普通法の 解 釋は州 議會權 限は 州 憲法の 規定 條項に 基き ての み 之を 變 
更 する 事を 得べき ものと せ 6 勿論 州 憲法に 規定せられ たる 土地 所有 權に關 する 除外例は 外國 人に 附與 
せられた る特權 なる が 故に 其 憲法の 規定を 修正せ ざる 限 6 單に 法律の 制定 R よ 6 之を 變更し 又は 制限 
する 事を 得ず 然れ ども 憲法の 規定に よ 6外 國人に 土地の 所有を 禁止した る 時は 此限 6 に 非らず して 裁 
判 所は 普通法の 解釋 によ 6 之を 判定す るの 外途 なし 故に 本 法の 規定に よれば 憲法の 條文 上に 表 はれた 
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る 所有 權なる 語の 解釋は 外國 人が 權利 主体た る塲 合に 於て は 最も 狭義の 解釋を 適用す るを 至當 とす。 
以上の 理由に 基き 訴願人ょ 6 願 a 出で たる 外國人 土地 所有 權及 借地 制限に 關 する 法律の 臨時 執行 停止 
命令 發 給の 件は 之れ を拒絕 する、 ものな 60 

右の 判決文は 吾人の 主として 爭ふ 所の 要熙 に觸れ ざるの みならず 判 决 文中 矛盾 撞着 甚 しきもの あ 6 例へ 
ば 第 十四 改定 憲法は 黒人の 權 利を 擁護す る 目的に 外なら ずと 斷定 しながら 支那 人廣德 事件を 引証す る や 
茲には 又黑 人なら ざる 支那 人に 對し 『支那 人の み區別 待遇を 爲 すは 最惠條 約 及第 十四 改定 憲法の 精神に 
悖る ものな 6』 との 判決を 例証す 是れ矛 看の 甚し きものに して 餘 事と 異 6 苟も 一國の 憲法^, 解釋 する に 
當 6 此の 如き 不法の 斷定は 多く 其 例を 見ざる 處な 6、 又た 判決文 『中 塚 信 太郞は 借地の 目的 ^ 明示す と 
雖何ケ 年 借地す る 目的なる やを 明示せ ず J と ある も訴狀 原本には 中 塚は 五ケ 年間 リ丨ス すべき 乙と を 明 
記せ 6 依て 判事は 原告の 訴狀 すら も 能く 熟讀せ ざ 6 しこと 明かな 6、 更に 歸化 問題を 論じて 『中 塚 信 太 
郞は合 衆 國に歸 化の 意志を 發 表せる ものなる や 否やを 述べず 只單に 日本 帝國 臣民た る Z1 とを 述ぷ るも果 
して 中 塚は 歸 化し 能は ざる 日本人なる や 否やを 識別す る 能は ず 何と なれば 日本 臣民 中には コ I カシアン 
又は 白人種 あれば な 6 J と 宣言しながら 其 同文 末 段に 於て 中 塚は 黄色人種に して 米 國に歸 化し 能は ざる 
外國 人な 6 と專 斷し更 R 其 末 文に 於て 『黃色 又は 褐色は 東洋 専制政治の 刻印な 6J と 罵倒して 論理 混乱 
支離滅裂に して 殆ど 常識を 以て 判 斷 する 能は ず 之を 要するに 誤謬 多き 失當の 裁判た るは 言 ふ 迄 もな く 本 
訴根 本の 問題た るリ丨 ス權は 動産なる や 又は 不動産なる やの 熙 に 對して 答 ふる 處 なく 却て 米支條 約は 對 
等なる 最 惠國條 項に 均霑 する も 日米 條約は 最惠條 約に あらず と妄斷 せる が 如き 不法 不當の 裁判に して 吾 
々の 寸時 も 忍び 能は ざ る處な 6 依て 訴訟 當事 者は 之を 合 衆國 大審院に 上告して 更に 公明なる 裁決を 仰 r 
べき 乙 と、 なれ 60 

加州 外人 土地 法 借地 權に關 する 訴訟と 華 州 外人 土 法 借地 權に關 する 訴訟は 一九ニ ニ 年 十月 二十 七日 華府 
米國 大審院に 於て 一括して 審理 せらる、 乙と R 決した 6、 加州 土地 法 借地 權に關 する 訴訟と 華 州 土地 法 
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借地 權に關 する 訴訟は 等しく 在留邦人の 農業 用 土地 借地 權に關 する 訴訟な n ども 爭熙に 非常なる 相違 あ 
6 て 之を 同視すべからず 0 

加州に 於て は 外國 人の 土地 所有 權 並に 借地 權に關 しては 憲法 上 何等の 規定な く 一九 一三 年始め て 米國に 
歸化 不能の 外國人 R 限 6  土地 所有 權を禁 IK し 借地 權を三 ヶ 年に 限定した 6、 土地に 關 する 法律の 制定は 
一に 州權に 屬 する ことは 米國 大審院の 判決に 依 6 確定した るの みならず 加州 (C 於て は 借地 契約 又は 土地 
賣買 契約は 土地 上の 權利に 關 する ものにして 借地 人 又は 土地 買受 人は 土地 上の ィン テレス トを 取得した 
る ものな 6 とは 加州 大審院の 一貫した 6 判例な 6、 而して 米國 大審院は 州 權に關 する 立法 上の 解 釋は憲 
法 違反なる や 否やの 問題の 塲 合を 除き 常に 州 大審院の 判例を 尊重す るを 通則と す、 從て 加州 邦人 側の 爭 
勲は 大要 左の 諸熙 にある もの、 如し、 I、 合 衆 國議會 が 政治 櫂に 依 6外 國 人の 歸 化に 關 する 法律を 制定 
したる 基準を 借用して 人民の 財產 權に關 する 州 法の 差別 標準と し州內 住民の 財產 上の 權 利に 關し 差別 的 
立法を なすこと を 得ず、- I、 同 法律は 外國 人の 財 產權に 關し 差別 的 法律な 6、 三、 米 國十四 改正 憲法の 
規定に 依 6 州の 住民は 財產上 平等の 保護を 受 くべき ものな 6、 四、 同 法律は 日米 條約第 一條 第二 項に 抵 
觸 する ものな 6、 然るに 華 州に 於て は從 來外國 人の 借地 權に關 しては 何等の 規定な きも 憲法に 依 6外 國 
人の 土地 所有 權に關 して 特に 個條 k 擧げて 最も 明細なる 規定 あ 6 而か のみならず 華 州 大審院は 普通法 又 
は 加州 大審院の 見解と 異 6 借地 契約 又は 土地 賣買 契約 上の 借地 人 又は 土地 買受 人の 權利は 七 地上 何等の 
ィン テレス トを搆 成せず とは 土地 收 用法 係 爭 並に 借地 權に關 する 係爭 事件に 於て 常に 一貫し /2 る 判决な 
6、 加 ふるに 前段に 引証せられ たる 華 州 大審院に 於け る 九十 九 ヶ年及 四十 九ヶ年 借地 契約の 訴訟 判 决に 
於て 華 州 外人 土地 所有 權 禁止 憲法 規定の 精神に 悖らざる 限 6 土地 使用 目的に 相當 したる 短期間の 借地 契 
は 毫も 憲法の 規定に 抵觸 せざる も 不當に 長期に して 實際上 土地 所有 權を 享有した る塲 合に 等しき 長期 間 
の 借地 契約は 之を 土地 所有 櫂と 看做す と あ， 〇從て 華 州 外人 土地 借地 權に關 する 試 訴の塲 合に 於て は、 一 
借地 權は 不動 產上 の權 利なる や 或は 動產 上の 權利な る やは 最も 重要なる 先決問題 とす、 二、 而して 外人 
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土地 所有 權に關 しては 憲法 規定の 制限 あれ ども 借地 權 R 關 しては 何等の 規定な く 本 規定の 精神 R 抵觸せ 
ざるものは之を認容したるものなるやは次に來るべき重要なる爭熙とす、三、憲法規定に依6認容せら 
れた る權 利に 關し ては 州の 議會は 之を 制限 或は 擴 張す るの 權 能を 有せず 憲法 規定の 改廢 は唯獨 6 憲法 修 
正に 依ての み决行 せらべき な 6、 四、 州 權に囑 せざる 財產權 に關 する 差別 的 立法は 米國 十四 改正 憲法の 
規定に 抵觸し 之は 各人 平等に 保障 せらるべき ものな 6、 五、 華 州 外人 土地 法 借地 權に關 する 規定は 差別 
的 立法な 6、 本 法律の 規定は 不可能なる 法律 行爲を 日本人に 强 CA る ものにして 實行 不可能なる 法律 規定 
は 之を 無効と す、 六、 日米 條約第 一條 第二 項 抵觸の 爭點は 加州と 同樣 、如斯 加華兩 州の 訴訟には 爭熙の 
相違 あれば 大審院は 兩 件を 一括して 判決を 下す 乙と 勿るべし 0 

• 華 州 外人 土地 法 信託 規定に 關する 試 訴梗槪 

一九二 一年 制定 華 州 外人 土地 法の 規定に 依れば 外國 人は 其 所有せ る 土地を 米國 市民に 信託契約 R 依 6 所 
有權を 移し 以て 土地 上の 權 利を 一定の 代金に 見 積 6 之を 保留す る 事 t 禁止せ るが 普通法の 解釋に 依 n ば 
此 種の 信託契約は 不動産 上の 權 利を 保留す るに 非ず して 變 形した る動產 上の 權 利な 6 との 說 有力 R して 
信託契約の 內容 如何に 由て は 宴に 興味 ある 問題と して 法律家の 間に 研究せられ しが 偶々 シアトル 市 R 居 
住せる 英國 人に して 米國 に歸 化を 宣誓せ ざる オコンネルなる 者 其 兄と 共 R 時 價七百 弗の 宅地を 所有せ 6 
而して 共有 不動産は 各 其 半分の 權 利を 有する ものにして 豫め 之を 分割せ ざる 處の ものな 6、 一九二 一年 
六月 外人 土地 法實施 前米國 市民 ロナ ガンは オコンネル 兄弟の 所有地を 向 ふ 二十 ヶ 年間 以内 R 一定の 代價 
を 以て 之を 賣却 して 代金 k 信託 者に 折半 支拂 ふべき 事 5: 約した 6、 キング 郡檢 事は 此 信託契約は 州 法の 
規定 R 違反す る ものな 6 とし 之が 沒收 訴訟を 提起した 6、 第一審に 於て 郡 裁判所は 被吿 〇 ナガ ンの 主張 
せる 本 信託契約 書に 依 il ば 英國 人の 所有せ し 土地 上の 權 利は 信託契約に 依 6 動産 上の 權 利に 變 化し 州 法 
の 規定に 抵觸 せず との 說を容 れて 沒收 訴訟を 棄却せ しが 郡檢 事は 之を 華 州 大審院に 上告して 郡 裁判所の 
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誤判を 指摘せ 6、 一九ニ ニ 年 十月 十七： n 州 大審院は 第一審の 判 决 を 誤ぅ とせり、 本 訴訟事件は 直接 日本人 
の關 係した る 訴訟に 非ら ざ 6 しも 其 判决は 日本人 土地 信託契約に 影響 ある ものと して 重要なる 試 訴と看 
做した. 〇 しを 以て 信託契約の 內容 と爭燁 の 一般を 參考に 供すべし 0 

ィー 、オコンネルは 米國 に歸 化した る英國 人、 其 弟デー オコンネルは 米國 R 歸化 せざる 未丁年の 英國人 
にして 各 令 半分 宛 宅地の 所有 權を 有した 6、 オコンネル 兄弟は 一九二 一年 制定 土地 法 實施前 R 米國 人口 
ナガ X に 信託契約に 依 6 之を讓 渡した 6、 本 信託契約に 依れば ロナ ガンは 向 ふ廿ヶ 年間 以内に 一定の 代 
價を以 て 之を 賣 却し 其 代價 をオ コン ネン 兄弟に 交付す るに 在 6 て 其 信託 期間 土地よ 6 生ずる 一切の 收益 
は 地租 其 他 土地に 關 する 經費に 充當し 信託 費と して 年々 五十 弗を： ー ナガ ンに與 ベ 其殘額 又は 缺 損に ■し 
ては 何等の 規定を 設けず 又た 本契約は 何時に て も 契約 當事者 間に 於て 合意 變更し 得る の 規定 e 設けたり 
第一審に 於て 沒收 訴訟を 棄却した る 理由は 米國に 歸 化の 意思を 宣誓せ ざる 外國 人の 所有せ る 土地 上の 權 
利は 信託契約 締結と 同時に 物權の 性質 變態 して 動產 上の 權利 とな 6 信託 者は 契約書 面 上の 代金を 收領す 
る 以外に 何等の 權 利を 保留せ ず從て 土地 法の 規定に 依 6 て沒收 すべき 物權の 存在， i: 認めず と 云 ふに 在り 
しも 華 州 大審院は 信託契約 規定の 內容に 涉 6 土地よ 6 生ずる 收 益の 處分法 並に 本契約は 何時に て も當事 
者 間に 於て 合意 變更し 得る 規定 あるは 一旦 變態 したる 物權の 性質を 再び 舊態に 恢復し 得る の權 利を 保留 
する のみならず 土地よ 6 生ずる 利益の 分配と も當然 信託 者の 權利に 移るべき 可能性を 有する ものにして 
外國 人の 所有せ し 土地 上の 權 利は 信託契約 締結と 同時に 完全に 動產 上の 權利に 變 態し / 2 る ものに 非ず 仍 
て 第一審の 判決は 誤判と すと 云 ふに あ 6 即ち 本 訴訟は 信託契約の 條 件の 不備に 依て 敗訴した る ものな 6 

• 華 州に 於け る 日本人 _ 係 土地 沒收 訴訟 梗概 

在留邦人に して、 土地 沒收 訴訟に 關係あ 6 し 者は、 シアトル 市 メ—ン 街、 長 野 縣人太 田 丑太郞 氏を 以て 
濫觴と す 0 


142 


伺 氏は 一八 九 七 年 一 米 人よ 6  土地を 購入す る 契約を 結び 一九 〇 三年 三月 土地 讓與証 k 取 6、 自己の 名義 
に 登記し、 一九 〇五年 五月 前記の 土地を 米國 市民と 共同して 設立した る 土地 株式 會社 に讓與 したる に當 
時の 州 檢事總 長は 之に 對し 土地 沒收 訴訟を 提起せ 6、 郡 裁判所に 於け る 第一審に 於て、 太 田 氏の 勝訴と 
な 6、 州は 之を 州 大審院に 上告せ しが、 是亦 州の 敗訴に 歸 し、 太 田 氏は 自 已の權 利を 有効に 維持した 6 
ワシントン 州に 於て 土地 所有 權 なき 在留邦人は 常に 米國 市民と 協同し 株式 會 社を 設立して 土地を 購入し 
又は 俗に 『土地 賣買 契約 j と稱 する、 其 契約 當時 土地 代價の 一部を 支拂 ひ殘 金は 一定の 期間に 支拂ふ 事と 
し 契約 締結と 同時に 其 期間 土地 k 使用し 得る 方法に 依 6 土地を 所有せ り、 右の 方法に 依り 住宅、 農園を 
所有し 又は 使用す る もの 州內に 於て 二百 五十六 件、 之れ を 類別す n ば、 シアトル 市內に 於て、 住宅、 ホ 
テル、 商店 及 エ塲百 五十 七 件、 シアトル 市 以外の 市街 宅地、 ホテル、 商店 及エ塲 二十 七 件、 農園 地 七十 
二 fr あ 6、 之れ を 時 價に見 積る 時は、 總額 凡を 三百 五十 佘萬 弗に して、 農園 地面 積 五 千 七 百 三十 七英加 
な 60 

一九二 一年 六月 九日 實 施せられ し、 現行 外人 土地 所所 有權 禁止 及び 借地 制限に 關 する 法律の 實 施に 先 だ 
ち、 在留邦人は 夫れ'—- 合法の 手續 をな して、 土地を 沒收 せらる、 を 避け 又は 借地 期間を 延長して、 此 
法律 實施に 依 6、蒙る損害を、未然に防ぐの方針に出て /2 るに、一九二三年六月キング郡檢事は、州の 
名義を 以て、 下記 三 件の 土地 沒收 訴訟を 提起した 60 

是れよ 6 先、 キング 郡に 於て 一件、 フランクリン 郡に 於て 一件の 土地 沒收 訴訟 係爭 中に して 前記 三 件と 
合して 五 件 あ 6、 以下 起訴 順によ 6、 各 其 梗概 t 記述すべし 0 
| 、 ワシントン 州 對蔦川 彰三及 一 米 人 土地 沒収 事件 

:一 九 一三 年 十二月、 蔦 川 氏は 『土地 賣買 契約 J により、 シアトル 市 第 十六 街の 土地 家屋を 購入し、 直ちに 
之れ に 引 移 6、 其 所有 權を 取得し /2 る 後 一九二 一年 六月、 之を 米 人に 賣渡 し、 代金 全部 支拂 完了す る 迄 
之 ^ 抵當 とせし めた 60 
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一九二 一年 七月 三十日、 キング 郡檢 事は、 蔦 川 氏が 米國 市民の 名 儀を 利用して 前記の 土地 家屋を 所有し 
たる ものにして、 一九二 一年 六月 作製せ し抵當 書は、 全く 假想的 契約に して、 新 土地 法の 拘束よ 6 遁れ 
ん とする 手段な 6 と 認定して、 沒收 訴訟を 提起した 6、 

本 訴訟は、 一九ニ ニ 年 九月 十九 日、 キング 郡 裁判所に 於て、 審理せられ、 撿 事は、 蔦 川 氏の 契約 •か、 假 
想 的 契約に あらず して、 善意の 契約な 6 と認む るに 至 6 たるを 以て、 遂に 棄却せられ、 蔦 川 氏の 勝訴に 
歸せ 60 

一一、 ワシントン 州對喰 田慶助 土地 沒收 事件 

喰 田 氏は 『土地 賣買 契約』 によ 6、 フランク リン 郡 パスコ 市に 於て、 土地 ^ 購入し、 洗濯 機械工 塲を 建築 
し、 之に 隣接せ る 土地 k も、 同樣の 契約に よ 6購入し、土地代金支拂完了と同時に、前者は、シァトル 
佛敎會 に 寄附し、 僅少の 借料を 拂 ひ て 借用し、 後者は、 自己 名義に 登記せ しも 後ち 之を、 米國 市民 R 讓 
渡し、 向 ふ 五ケ 年間の 借地 契約を なせ 60 

州は、 一九二 一年 四月、 沒收 訴訟を 提起せ しも、 延期を 重ねて、 未だ 第一審を 3 へ 終了せ ず 0 

三、  ワシントン 州 對大久 保 勘 太 郞及荒 井吉雄 土地 沒收 事件 

大久保 氏は 『土地 賣買 契約』 によ 6、 キング 郡ヴァ シヨ ン 島 R 於て、 土地を 購入し、 之を 開墾して、 莓耕 
作を なし 〇 、 あ 6 しが、 新 土地 法實施 前 R 、 米國 出生の 荒 井吉雄 氏に、 契約 上の 權 利を 譲渡し、 同氏と 
借地 契約を 結び、 ^ 法の 手續を 完了して、 依然 之を 使用し つ、 あ 60 

一九ニ ニ 年 六月 十四日、 キング 郡檢 事は、 州の 名義を 以て 荒井吉 雄、 大久保 勘太郞 夫妻を 相手取 6、 土 
沒收 訴訟を 提起せ り。 

四、  ワシントン 州 平 林 及 ホワィト 、リヴァ ー、 ガー デン _土 地沒收 事件 

平 林 勝 野 兩氏外 一名は 數年前 『土地 賣買 契約』 によ 6、 キン^ T タマ スに 於て、 土地を 購入せ しが、 後、 
二人の 米國 市民と 共に、 ホワィト、 リヴ ァー 、ガ I デンと 稱 する、 株式 會社を 組織し、 之に 前記の 土地 
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を讓 渡して、 土地 所有 名義を、 同會 社に 移し、 同會 社は、 土地 代金 支拂 未了 額に 對し 、前記の 土地を 抵 
當に差 入れた 5、 新 土地 法實施 前、 米國に 出生せ し 勝 野 氏の 一子に、 株券の 過半を 讓與 し、 裁判所の 許 
可を 得て、 一米國 市民を、 幼兒の 後見人と し、 合法の 手續を 完了せ 60 

一九ニ ニ 年 六月 九日、 キング 郡檢 事は、 州の 名義を 以て、 前記 土地 賣買 契約は 州 憲法 及 法律違反 とし、 
且つ、 會 社との 契約を 假想的 契約と して、 土地 沒收の 訴訟を 提起せ 60 

五、 ワシントン 州 對楠見 隆三郞 、林靜 雄、 H ンター ブライス 投資 會社 並に 日本 商業銀行に 
關 する 土地 沒收 事件 

楠 見、 林兩 氏は 『土地 賣買 契約 J に 依 6、 一九 一九 年 八月、 キング 郡 ボセルに 於て、 土地 家屋を 購入し、 
此所に 養豚 所を 建築し、 多額の 投資を なせ 6、 兩氏 は、 新 土地 法實 施に 先 だち、 一九二 一年 五月 三十 一 
日、 自己の 權 利を H ンター ブライス 投資 會社に 賣 却し、 同會 社は、 其 代金を、 約束手形を 以て 支拂 ひ、 
此 手形の 擔保 として、 該 土地を 抵當に 差 入れた 60 

一九二 一 ハ 月 一日 (新 土地 法實施 前) 楠 見、 林兩 氏は、 エン タ丨 ブライス 投資 會 社ょり、 向 ふ 五ケ 年間 
前記の 土地を 借 受け、 現 R 養豚 業に 從 事し 居れ 60 

日本 商業銀行は、 楠 見、 林兩 氏に 貸付け たる 債 權の擔 保と して、 農具、 自動車、 家畜 及 一九ニ ニ 年の 農 
作物の 抵當權 を 有する ものな 60 

一九ニ ニ 年 六月 二十 三日、 キング 郡檢 事は 州の 名義を 以て、 前記の 契約が、 ワシントン 州の 憲法 及 法律 
を 潜る が爲 めに、 作成した る 假想的 契約に して、 當事者 間に、 何等 金錢 上の 受授な &、 虛 僞の讓 渡しな 
6 として、 土地 沒收 訴訟を 提せ 60 

以下 目下 係爭 中の 土地 沒收 訴訟 四 件は、 何れも 虛僞の 假想的 契約に して、 其實際 上の 所有者は、 北米 合 
衆國 に、 歸 化の 宣誓を な 3 くる 外國人 K して、 當然 法律の 規定に 照し、 州 R 沒 收歸屬 せし ひべ しと いふ 
に 在 6 て、 吿訴狀 記載の 事實は 、多少 實 際の 事實と 、相違せ る熙ぁ れ ども、 裁判所に 於て、 雙方 証人の 
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審理と、 記錄の 調査に 依 6 て、 自ら 賞 際 上の 事實 、判明す るに 至るべし。 

ワシントン 州 大審院の 諸 判決 例 及 一九二 一年 六月 九日 實 施の、 外國人 土地 所有 權 禁止 及 借地 權制 限に 關 
する 法律 第 十條の 規定に 依る も、 土地 所有 櫂な き外國 人が、 善意に、 其 所有 土地を 米國 市民に 譲渡した 
ると きは、 之を 有効と 認め、 又此 章の 胃 頭に 引証した る、 太 田 氏に 關 する 土地 沒收 訴訟事件の 判例に 照 
らす も、 州は、 外國 人が 適法に 土地を 所有せ る 期間 內 に、 沒收 訴訟を 提起す るに 非 ざれば、 到底 勝訴の 
理由な きものな n ば、 前 揭係爭 中の 五 件は、 檢事が 認定せ るが 如く、 日本人が 米國 市民 又は 株式 會社 に 
譲渡した る 行爲が 、虛 僞假想 的の 契約なる 事を 立証せ ざれば、 斷じ て、 州に 沒收 せらるべき ものに 非 ざ 
る 事を 確信す る ものな 60 

本州 內 R 於て、 土地に 投資した る 在留邦人は、 何れも 一九二 一年 六月 九日、 土地 法實施 前に、 米國 出生 
兒に 贈與し 又は 米國 市民 或は 株式 會社に 讓渡 したれば、 前記 沒收 訴訟は、 代表的 訴訟と 看做す Z: とを 得 
ベく、 第 四の 沒收 訴訟事件は、 日本人が、 米國 出生 兒に 贈與 したる、 土地に 關 する 權利及 後見人に 關す 
る 疑義を、 裁斷 する ものな れば 、宴に、 興味 ある 問題と す" 本 訴訟は 何れも 今年 中に 郡 裁判所に 於て、 
第一審を 行； 5、 原被 何れが 敗訴す る も、 必らず 州 大審院に 上告 せらるべき 豫想 なる を 以て、 一切の 解決 
を 見る は、 數ケ 年を 要する ものと 思は る、 而し て、 本 訴訟は、 EquityCase なる を 以て、 倍審 裁判に 附せ 
ずして、 裁判官 R 依 6 て、 事實の 審査を なすを 以て、 比較的 公平なる 裁判を 見る 事を 得べ し、 訴訟 費は 
關係 者が、 自辨 する 筈なる も、 本會 は、 豫ねて 土地 法 試訴を 提起す る爲 めに、 依囑 したる 法律家を して 
擔當辯 護士た らしむべく、 訴訟 上の 統一と、 經費 節約の 目的を 以て、 夫々 關係 者に、 交渉 援助を 與へ居 
れ 60 

• 西北 部 諸 州に 於け る 排日 土地 法 

加州 排日 協會は 西北 部 諸 州 (C 檄を飛ばし アメリカン、 レ ジョン 會員 及州會 議員に 宣傳し 加州 排日 土地 案 
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と 同 r の 外國人 土地 所有 權 禁止 及び 借地 權 制限の 法律案を 一九二 一年の 議會に 於て 制定 せん 事を 慫慂し 
た 60 

左に 排日 土地 法 提出せられ たる 諸 州の 狀况を 略述すべし。  • 

▲モンタナ 州 下院議員 スぺ ンサ ー 氏は 加州 排日 土地 法と 全然 同一なる 土地 法案を 提出し 一九二 
一年 二月 十九 日 下院を 殆ん ど滿瘍 一致を 以て 何等の 討議を 加へ ずして 之れ を 通過した 6 西北 部 日本 
人會は 排日 土地 法 制定の 理由な きを 說き 之れ 全く 加州 排日 派の 煽動に 基く ものにして モンタナ 州は 
其 土地の 狀况に 順應 して 適當な る 施設を なすを 以て 適當 なる を遊說 したる 結果 同年 三月 二日 上院 法 
制 委員 會は同 法案の 否決を 上院々 議 に 主張せ し 結果 大多数を 以て 否決した 60 
▲アィダホ 州 下院 R 於て 一九二 一年 一月 八日 白人種と 蒙古人種の 雑婚を 禁 lh する 法律案の 提出 
を 見た 6 しが 一月 十八 日 大多數 を 以て 下院を 通過し 一月 廿 五日 上院は 之れ を否决 した 6 同年 | 月 八 
日 上院に 於て タム ソン 氏は 外國 人の 土地 所有 權及 借地 權 禁止の 法律案 ^ 提出した 6 しが 法制 委員 會 
に 於て 同 州 檢事總 長の 同法壤 は 憲法に 抵觸 する ものな 6 との 意見に 基き 一月 十八 日 之を 否決した 6 
越 t て 一月 廿 八日 下院議員 ヴァン デシ テ ツグ 氏は 新たに 排日 土地 案を 下院に 提出した 6 二月 十一 日 
法制 委員 會の 修正を 經て 院議に 上 ぼし 三十 六對 十五 票の 差 ^ 以て 乙れ を 通過したり 上院 法制 委員 會 
は 本案を 無期延期と なすの 多數 決議を 院議に 付し 上院は 二月 廿 八日 廿一對 十八 票の 差を 以て 無期 延 
期と 决 した 6 一月 廿 七日 下院は オレゴン、 ワシントン、 ァィダホ 三 州議會 協同 排日 法案 制定の 協議 
會决 議案を 三十 五對 十五の 差を 以て 通過し 翌日 上院 も 亦 乙れ t 通過した 6 しが 7 シン トン 州 議會は 
之に 賛同せ ざ 6 しを 以て 同决 議案に 對 して ォレゴン 州 議會が 同 州 •ホ ート ランド 市 (C 於て 三 州 協議 會 
開催の 决 議案を 通過せ しに 拘らず 遂に 沙沙 止と なれ 60 

▲オレゴン 州 一九二 一年 一月 卅 一日 オレゴン 州議會 下院に 於て 加州 土地 案と 全然 同一なる 排日 
土地 案の 提出を 見た 6 しが 二月 十五 日 下院は 三十 四 對廿五 票の 差を 以て 乙れ を 通過し 上院 法制 委員 
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會は同 案 無期延期の 多数意見を 決定し 二月 廿 九日 院議に 上程せ しが 廿對九 票の 差を 以て 無期延期^, 
議决 した 61 月廿 四日 ワシントン、 アィダホ、 オレゴン 三 州議會 協同 排日 法 制定 協議 會 開催の 決議 
案を 五十 對五 票の 差を 以て 通過し 上院は 二月 一日 此决 議案に 賛成の 決議を なし 知事 オルコット 氏は 
ボート ランド 市に 於て 二月 十三 日 協議 會 開催の 通知を 他の 二 州の 議會に 通達す る處あ 6 しも 華州議 
會の 賛同を 得る 能は ずして 乙 nk 廢 止した 6、 オレゴン 州 日本人 會は 排日 緩和の 爲め 頗る 有効なる 
活動を 爲 せり 〇 

▲ ネブラスカ 州 一九二 一年 一月 十七 日 下院 (C 於て 排日 土地 案 提出せられ しが 法制 委員 會に 於て 
二月 三日 七對二 票の 差を 以て 無期延期の 多數 意見を 决定 せし も 二月 十二 日 同 法案に 修正を 加へ 下院 
を 通過した 6 越 t て 二月 十五 日 上院に 於て は 下院の 通過した る米國 R 歸 化し 能は ざる 外國 人に 土地 
所有 權 禁止の 法律 規定を 一般 外國 人と 改め 乙れ を 通過し 下院に 廻は せし が 二月 二十 八日 下院は 上院 
の 修正に 一旦 反對 せし も 遂に 之に 賛同し 三月 二十 六日 知事は 乙れ に 署名し 七月 廿 五日ょ 6 實施 せら 
る、 事と なれ 60 

▲ T キサ ス帅 一九二 一年 二月 四日 上院に 於て 同 州 一九 一一 年 制定の 法律 規定を 修正し 米 國に歸 
し 能は ざる 外國 人に 土地の 所有 權を與 へざる 法律 修正案を 提出す る 者 あ 6 しが 二月 十九 日 上院を 通 
過し 下院は 同年 二月 九日 別個の 排日 土地 案を 通過し 下院は 上院の 通過した 法律案を 否決した 6 しが 
兩院 協定 會に 於て 折衷案を 通過し 越えて 四月  一 H 知事の 署名を 經て 六月 十日ょ 6 實施 せられた 60 
▲デ ラウア ffl 排日 土地 案の 內容 不明 なれ ども | 九 二 一年 州 議會は 外國 人に 土地 所有 櫂を 禁止す 
る 法律を 制定し 四月 七日 知事の 署名を 經て乙 れを實 施せ 6 との 報 あ 60 
▲コロラド 州 外國人 土地 所有 權及 借地 權に關 する 憲法 修正案を 通過し 次の 總選擧 R 於て 一般 選 
擧 民の 投票に 依 6乙れ を决 する 事と なれ 6( 一九二 一年」 

▲アリゾナ州 外國人 土地 所有 權及 借地 權に關 する 憲法 修正案 上下 兩院を 通過せ しが 次の 總選擧 
に 於て 一般投票 ic 依 6 乙れ を决 する 事と なれ 6( 一九二 一年) 
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▲ルイジアナ 州 外國人 土地 所有 權及 借地 權に關 する 憲法 修正案を 通過し 次の 總選擧 に 於て 一般 
選擧 民の 投票に よ 6 これを 决 する 事と なれ 6( 一九二 一年) 

▲一ー ユー メキシコ 州 外國人 土地 所有 權及 借地 權に關 する 憲法 修正案を 提議し 次の 總選擧 に 於 
て 一般 選擧 民の 投票に 依り 乙れ を决 する 事と なれ 6( 一九二 一年) 

• 華州沙 市々 會 排日 市 令 制定と 訴訟 

シアトル 市會は 排日 協會 及在鄕 軍人 團の 排日 運動に 動か 3 れ當時 シアトル 市に 於て 發展 最も 顯著な 6 し 
ホテル 業、 グロ サリ J 業、 飮 食物 業、 レストラン ト 、靑物 市塲を 經營 する 日本人を 排斥す るを 以て 目的 
とせる 市 令の 制定を 試みた 6 しが 米國 市民と 外國 人との 間に 營業 に關 する 差別 的 市 令を 制定す る 乙とは 
合 衆 國及華 州 憲法の 保障に 抵觸 する もの あ 6 偶々 日本人 會及 同業者の 猛烈なる 反對 運動に 遭 a 遂に 其 目 
的を 達する を 得 ざ 6 しが 市會 は從來 古物商、 質屋、 桂庵、 球塲 等を 經營 せる 日本人に 營業 鑑札を 發 給す 
る 乙と を 拒み 排日 市 令 制定 不可能の 腹癒せに 不當 なる 差別待遇 ^ なせし を 以て 一九 一九 年 十月 當業 者は 
古物商 東鄕 デオン ク商會 の 名義を 以て シアトル 市々 長、 市會 議員、 警察署 長を 相手取ぅ 行政訴訟を 提起 
し 越えて 一九二 〇年 桂庵 業 鑑札 下 附拒絕 の 事件に 對 しても 前同樣 行政訴訟を 提起し 何れも 勝訴に 歸し營 
業を 持續 する に 至 6又シアトル市々會は質屋營業者は必ず米國市民にあらざれば其營業に從事する能は 
ずとの 市 令を 制定せ し ^ 以て 同市 令 施行 停止の 訴訟を 提起し 第一審に 於て 邦人の 勝訴と な 6 一九ニ ニ 年 
十月 二十四日 華 州 大審は 之を 覆へ せし ^ 以て 更らに 米國 大審院に 上吿 せらる、 に 至るべし。 

市會 議員 等は 斯 くの 如き 差別 的 法令を 制定して 到底 正當な る 日本人の 營業 權を剩 奪す る 乙との 不可能な 
る 事を 承知す る ものな n ども 市政々 爭の 激烈なる 際在鄕 軍人 團及 排日 協會員 等は 選擧 民の 意を 迎合し 政 
權を 離る、 を 欲せざる 事情よ 6 して 他日 行政訴訟 等の 提起 あ 6 たる 時は 到底 勝訴の 見込な きを 知 6 0 、 
不法なる 差別 的 取扱 a をな •るべ からざる 窮狀に 在 6 しを 思 ふと 同時に 此 種の 行政訴訟に よ 6 同胞の 
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勝利に 歸せし 今日に 於て は 類似の 差別 的 取扱 ひを 受く 可き 禍根を 一掃した る ものと 信ず。 

九、 日本人 會の 組織と 變遷史 

在米 日本人の 定住す る 者 漸次 增加 する k 至 6 社交 機關 として 同縣 出身者の 會を 組織し 又は 宗 敎的圑 体の 
組織せらる、もの ^> 61が漸次地方的色彩を離れたる全体の社交機關として各地に日本人會組織せらる 
、に 至 6 た. 〇而 して% 年 前の 日本人 會と 現今の 日本人 會の 組織は 多少 其 趣を 異にする に 至れ 60 

• 日本人 會 設立の 目的 

日本人 會 設立の 目的は 同胞 相扶け 在留民の 福利を 擁護す るに 在 6 しが 在留民の 社會狀 態の 變遷に 從 ひ 慈 
惠 、敎 育、 産業、 勞働 等に 關 する 邦人の 位置を 擁護し 社會 改善に 資する に 在りた る 所 近年 排日 問題 續發 
して 日米 人の 關係 益々 複雑と な 6 之れ が 緩和 矯正の 方法と して 多少 政治的 運動を 加味す るに 至 6 犬に し 
ては 日米 兩國の 親善を 計 6 地方に 於け る 日米 兩國 人の 融和 提携を なすを 以て 主なる 目的と する (L 至れ 6 

• 日本人 會の 組織 

日本人 會は 各地 同胞の 集合す る 地に 於て 會員 組織に 依 6 之れ を 組織し 會員以 外の 在留邦人 V) 對して も、 
上の 目的 遂行に 對して は 平等の 待遇を 與へ相 共に 提携し 日本人 會を 中心 どして 諸般の 協議を 進む る 事と 
なせ. 〇、 日本人 會は每 年 一回 若しくは 二回 總會を 開 $ 役員 或は 評議員 又は 參事員 等を 選擧し 臨機 相談を 
進075事抦に對しては評議員會又は參事員會に於て協議し役員之れを遂行するの組織な6、現在合衆 
國內に 於け る 六 個の 帝國 領事館 管轄 內に 在留す る 日本人を 在留 地域に 從つて 分ち 之れ を 統率す る 代表的 
日本人 會を 組織せ- 〇、 紐 育 市に 於て は 紐 育 日本人 會 、市 俄 古市に 於て 11 市 俄 古 日本人 會 、加州 &ス アン 
ゼルス 市に 於て は 南 加 中央 日本人 會 、桑 港に 於て は 在米 日本人 會 、オレゴン 州 •ホ ート ランド 市に 於て は 
央州 日本人 會 、シアトル 市に 於て は 米國 西北 部 聯絡 日本人 會ぁ 6、 加奈陀 晚香坡 市 R 於て は 加奈陀 日本 
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人會あ 6、 是 等の 日本人 會は其 所在地に ある 帝國 領事館の 管轄せ る 區域內 に 存在す る 幾多の 日本人 會 を 
代表す る 機關に して 紐 育 及び 市 俄 古に 於て は 只 各 一個の 日本人 會の 設立を 見る と雖も 加州 ロ ス アンゼ ル 
ス 市帝國 領事館 管轄 區內に 於て は 二十 一個の 地方 日本人 會 、加州 桑 港 帝國總 領事館 管轄 內に 於て は 四十 
個、 オレゴン 州ボ ート ランド 市帝國 領事館 管轄 區内 にあいて は 十 個、 シアトル 市帝國 領事館 管轄 內には 
十五 個、 英領 カナダ 晚香坡 市帝國 領事 舘管內 には 十二 個の 地方 日本人 會あ 6、 前記 五團 体 li 其 所在地の 
領事館 管轄 內に 存在す る 各地 方 日本人 會を以 て 組織し 代表者 會に 於て 役員 及び 評議員を 選擧し 通常 事務 
を 處理す 0 

米國 西北 部 聯絡 日本人 會は 左の 諸團 体を 以て 組織す (ワシントン 州 シアトル 市 所在) 


ワシントン 州 シァトル 市 北米 日本人 會  八！-! 
仝 ベル •ゥ ユー  ベル ヴユー 日本人 會  仝 
仝 ケント  ホワィト リヴァ ー 日本人 會  企 
企 才丨， ハン  オ丨パ ン日 本人 會  八 1 -一 

仝 タコマ 市  タコマ 日本人 會  仝 

仝 グリン レーキ グリン レ ーキ 日本人 會仝 
仝 ヤキマ  ヤキマ 日本人 會  仝 


ベリン グハ ム市  ベリン グハ ム 日本人 會 
スボケ —ン市 イン ランド、 エムパ イア 日本人 會 


タマ ス 

サウス パ ーク 

パスコ 
ヴエシ ヨシ 
フイ フ 


タマ ス 日本人 會 
サウス パ ーク 日本人 會 
パスコ 日本人 會 

ヴェシ ヨン 日本人 會 
フワ イフ 日本人 會 


モンタナ 州 ハーヴ ァー 北部 モンタナ 日本人 會 

以上の 諸團 体は 會員 組織に 依 6 經常 費は 會 費を 以て 支辨 する 組織に して 每年是 等諸團 体の 總會に 於て 米 
國西 北部 聯絡 日本人 會 協議 會 代表者を 選出し 每年 二回 開催 せらる、 協議會 R 出席せ しめ、 諸般の 協議を 
遂げ、 聯絡 日本人 會の 事務を 運用せ しむる 爲め に實行 委員 五名を 互選し 別に 會長會 計 各 一名を 選擧 す、 
書記は 實行 部の 傭骋 する 虞に して 聯絡 日本人 會の 事務は 役員 及實行 部員 之れ 5: 遂行す、 而し て經常 費 fi 
証明の 保証 料を 以て 之れ it 充當 す、 昨年度は 年額 金 七 千 一 百 〇一弗 七十 仙に して 本會に 隸屬 する 敎育調 


査會 、國 語讀本 編纂 委員 會 、歸化 訴訟 委員 會 、米 化 委員 會 等に 要する 諸經 費は 別に 寄附を 以て 之れ に 充 
當す〇 

• 代表的 日本人 會の 聯絡 

太平洋 沿岸 諸 州に 存在す る 南 加 中央 日本人 會 、在米 日本人 會 、央州 日本人 會 、米國 西北 部 聯絡 日本人 會 
及び 加奈陀 日本人 會は 一九 一四 牟 七月 太平洋 沿岸 日本人 會 協議會 なる ものを 組織し 在留 同胞に 關 する 共 
通 問題を 硏 究解决 せんが 爲に每 年 一回 順位 是等 諸團 体の 所在地に 大會を 開く、 而して 日米 兩國の 親善を 
計 6 在留 日本人に 關 する 百般の 諸問題を 硏 究解决 する を 以て 目的と す、 日本人 會は 常に 帝國 領事館と 提 
携して 各種の 問題に 對し 協議す るに 止まらず 米國 在留 日本人の 代表的 團体 として 絕 へず 米 國 官民との 交 
際を 怠らず 而して 絕ぇず 日本人の 權利 擁護に 努むる ものな 6、 一九二 〇年以 來 太平洋 沿岸 日本人 會 協議 
會に 加盟せ る 諸、 國体は 各 代表者を 定め 東京 市麴町 有樂 町ーノ 三に 米國 聯合 日本人 會 東京 支部なる ものを 
設置し 理事 會を 組織し 米國 と故國 との 聯絡 機關 となせ 60 

• 事業の 梗概 

各 日本人 會の 事業は 複雜 多端に して 例を 西北 部 聯絡 日本人 會に 採つ て 云は んに 在米 日本人の 間に 於け る 
諸問題に 對して 慈惠 、敎 育、 移民、 産業 其 他 在米邦人の 一切の 社會的 生活に 對 し共濟 誘導の 精神を 以て 
之に 臨み 又絕 へず 邦人の 經濟的 發展に 資せん が爲 めに 人口 及 事業 調査 t なし 邦人 事業 發展 推移の 狀况を 
詳か に U 風敎を 廓 正して 生活 狀 態を 向上せ しめんが 爲めに 敎會と 相 提携し、 又米國 在留 靑年 子女の 爲め 
には 敎 育の 獎勵を なし 國語學 校 或は 學生 俱樂部 等の 設立に 援助を 與 へ、 敎育 調査 會を設 置して 日本語 學 
校に 使用す る 敎科書 編纂 等に 關して も 亦 多大の 力を 用 ゐ 、英語 修得の 爲 め R は 之れ に 必要なる 機 關の設 
立に 力を 用， Q た 6、 之れ を對米 人の 關 係に 見れば 日米 經濟 上の 提携を 促進 せんが 爲めに 又兩國 貿易 發展 
の爲 めには 商業 會議 所と 隔意な き 協議を 遂げ 諸團 体に 邦人の 加入す るを 獎勵 し、 政治的 色彩を 帶 ベる 排 
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日運動に 對し ては 之れ を 中央た ると 地方た るとの 別な く 政治的に 正當 なる 主張を 披瀝し 議會 R 於て 排日 
案 提出の 塲 合の 如きは 絕ぇず 適當 なる 方策を 講じた 6、 例へ ば 米國 中央 議會に 於け る 諸 法律案 提出に 際 
し 又は 各 州々 議會に 於て 排日 的 法律案 提出の 塲 合の 如き 共に 適當 な/る 運動を なせ 6 米國 在留邦人の 權利 
に 關し て歸化 訴訟 或は 外人 土地 所有 權及び 借地 權 制限 R 關 する 法律 試 訴 或は 不法に 在留邦人の 職業 櫂を 
剝奪 する が 如き 立法に •« しては 米國 司法 機關 に據 6 正當 なる 主張を なせ.^ 

• 在米 帝國 領事 官 管轄 區域 

シァトル 領事 官管 轄區 

ワシントン _ 州 、モンタナ 州、 ァラ. スカ テリ トリ*-、 ァイダホ 州 中 「ク T トネ 「ボン ナ I」 
「ラタ IJr シヨ シヨ I ン J 「ネズ ベルス- 「ァイダホ」 「レム ハイ」 「ボァ r ス」 及 「カスタ I」 各 郡 

•ホ I トラ ンド 領事 官 管轄 區 

オレゴン 州、 ワイ ョ ミング 州、 ァィダホ 州 中 シァ ト， 領事 官の 管轄 R 屬せざ る 地域 
桑港總 領事 官 管轄 區 

コロラド 州、 ユ—夕 州、 ネヴァ ダ 州 及 カリフ オル ーー ァ州中 ロスァンゼルス 領事 官の 管轄に 屬せ 

ざ る 地域 

.ロスァンゼルス 領事 官 管轄 區 - 

カリフ オル-ー ァ州中 「ロスァンゼルス」 「オレンジ」 「サン、 デイ ゴ J  I イム ペリ. ァル」 『リヴァ*- 
サイド」 「サン、 パ I ナデ イノ」 「ヴヱ ンチユ ラ」 「サンタ， ハ*- バラ」 「サン ル*-- イ 」「 オビ ス •ホ」 各 
郡、 ァリゾナ州、 一ー ユ I  メキシコ 州 
シカゴ 領事 官 管轄 區 

インデァナ、イリノイス、ミシガン、ウイスコシシン、ミネソタ、ァイヲ 7 、ミゾジー、ケン 
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タッ キ I 、 北 ダコタ、 南 ダコタ、 ネブラスカ、 カン サス 、オハイオ、 テネシ r、 アラバマ、 ミ 
ッシ ッビ r、 アルカン サス 、ルイジアナ、 テキサス 及 オクラ ハマ 各 州 

紐 育 領事 官管 轄區 

メ—ン 、一ー ユ— ハン ブシヤ 、ヴア ..モント、 マサ チユ セット、 口  t ドア イラン ド、 コン ネチカ 
ット 、紐 育、 ニ ウジ r — セ r 、 ペン シル ヴヱー ーア 、デラウェア I 、 メリ r ランド、 •ウ ア J ジ ニ 
ア、 西ゲ ア—ジ ニア、 北 カロ リナ、 南 カロ リナ、 ジヨ I ジア、 フロリダ 各 州、 デ スト リク トコ 
ロ ムビア 及 •ホ I トリコ 島 

ホ ノル ヽ總 領事 官 管轄 區 
米 領布 哇郡島 
晚香坡 領事 官管 轄區 

英領 加奈陀 國中 ブリチ イシ ユ コロンビア、 アルバ タ ー、 サスカ チヱ ヮン、 マ-ー トバ各 州 及ユ— 

コンテ® N トリ- 

オ  タヮ  總 領事 官 管轄 區 

晚香坡 領事 官 管轄 ic 屬せざ る 地域 

十、 日本人 歸化 訴訟に 關サる 合衆國 大審院 判决 

前項に 於て 記載した る 小澤孝 雄、 山 下 宅 治、 河 野 兵 三郞三 氏 . R 對し 合衆國 大審院は 一九ニ ニ 年 十月 十三 
日 左の 判 决を 下せ 60 

_ 小 澤孝雄 歸化判 决譯文  (サゥ ザ ランド 判事) 

上吿 人は 日本 國に 於て 出生した る 日本人に して 一九. 一四 年 十月 十六 日 合衆國 市民た る 乙と 5: 許可せられ 


ん乙 とを 布哇 合衆國 裁判所に 請願した 6しが合衆國檢事は之に反對した6、上吿人は布哇居住の期間を 
合せ 通計 二十 年間 繼續 して 合 衆國に 居住し 加州 麥嶺ハ ィス ク丨ル を 卒業後 加州 大學に 約三ヶ 年間 在學し 
其 子女は 米 國の學 校に 入れて 敎 育し 家族は 基 弩敎會 員に して 其 家庭に 於て は 常に 英語を 使用したり、 故 
に 彼は 性格 及敎 育の 點ょ 6 見て 米國 市民た る 資格に 於て 完全なる ものと 認む 、然しながら 布哇合 衆國裁 
判 所は 小澤孝 雄は 日本 國 R 於て 出生した る 日本人な るが 故 R 改正 法律 第二 一六 九條の 規定に 依 6 歸 化し 
能は ざる ものと し 之を 拒絕せ 6、 依て 上吿 人は 之を 第 九 區巡廻 控訴院へ 上告した 6 しが 同 裁判所は 下の 
質疑を 具し 本院の 裁斷 ヒ求め /2 6  0 

一、  一九 〇六年 六月 二十 九日 制定の 外 國人歸 化に 就て 均一の 規定を 設 くる 事に 關 する 法律は 夫れ 自身 
完備せ る ものなる や 又は 同 法律は 合衆國 改正 法律 第二 一六 九條の 制限を 受 くる ものなる や。 

二、  日本 國に 於て 出生した る 日本人 種に 屬 する 者は 合 衆 國歸化 法律に 依 6 歸 化し 得る や。 

三、  若し 一九 〇六年 六月 二十 九日 制定の 法律は 合衆國 改正 法律 第二 一六 九條の 制限を 受け 且つ又 米國 
歸化は 自由 白人 (フ リ丨 ホワィト パ ーソ ン) 亞弗利 加 土人 及び 其 子孫に 限られた る もの とせば 日本 
國に 於て 出生した る 日本人 種に 屬 する 者は 或 場合 R 歸 化し 得る や。， 

推論の 爲め に是 等の 諸熙を 簡潔に す n ば 左の 如し。 

一、  一九 〇六年 六月 二十 九日 制定の 歸化 法は 合 衆衆國 改正 法律 第二 一六 九條の 制限を 受 くる ものなる 
や 0 

二、  果して 然 6 とせば 上告 人は 其條 項の 規定の 下に 『歸 化』 し 得る や 0 

判决 理由 2 ). 

第二 一六 九條は 改正 法律 第三 十 章 『歸 化』 目次の 下に 左の 規定 ある 法令の 一條な 60 
『本章の 規定は 自由 白人、 亞弗利 加 土人 及び 其 子孫の 外國 人に 之を 適用す』 

移民 歸化 局の 設置 及 合 衆 國內に 於け る 外 國人歸 化に 就て 均一の 規定を 設 くる 事に 關 する 法律と 稱 する 一 
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九 〇六年 六月 二十 九日 制定 法律は 全編 三十 ー ヶ條あ 6 主として 歸化 に關 する 手續 規定を 設けた る もの R 
して 同 法規 制定の 際に 於け る 諸般の 事情 ^ 考察す る も 何等 第二 一六 九條の 規定 又は 其 適用を 改訂すべき 
意志 あ 6 しを認 むる を 得ず、 本 法律案の 通過を 提議した る 下院 移民 及歸化 委員 會の 報告に 依れば 『歸化 
に 就て 詐欺 犯罪 行爲 あるは 歸化 法の 根本主義に 缺陷 あるが 爲めに 非らず して 其 手續に 關し 均一の 制度な 
きがため な 6 と 思考す、 本 委員 等は 歸化 取締に 關 する 主義に 就き 大要 下の 二 個の 提案^, 本案に 記入して 
通過を 希望す る ものな 6、 ( 一) 外國 人は 歸化 前に 自國語 又は 英語を 讀み 英語を 話し 且つ 之を 諒解す る こ 
と、 (二) 外國 人は 歸化 前に 合 衆國に 永住の 意志を 有する 乙と』 と あ 6 て 歸化手 續に關 する 乙との みに し 
て 毫も 根本主義に 改正を 加 ふべき 意志 あ 6 しを 見出す 能は ず。 

現行 歸化法 第二 十八 條は 明らかに 第三 十 章 二 一六 五、 二 一六 七、 二 一六 八、 ニー 七三 條を删 除し 其 規定 
事項は 新 規定を 以て 之に 代へ た 6、 第三 十 章 規定 諸條 項の 改訂せられ ざる ものは、 退役軍人に 關 する 二 
一六 六條 、本訴 關 係の 第二 一六 九條 、歸化 前に 滿 五ヶ 年間 住所を 要する 第二 一七 〇條 、敵國 外人の 歸化 
を 禁ずる 第二 一七 一條、 歸化 市民の 子女に 關 する 法律上の 特權 に關 する 第二 一七 二條 、海員の 歸化 R 關 
する 特別 規定 第二 一七 四條 とす Q 

第二 一六 九條の 規定は 何等 一九 〇六年 制定 法律に 抵觸 する 處な く、 双ながら 併 立 有効なる ものな 6、 夫 
故に 矛盾 法文の 爲め に删除 せらるべき ものに あら ざ るは 明白な 6、 然るに 上吿 人は 第二 一六 九條は 第三 
十 章の 諸 規定に S しての み 之を 適用すべき ものにして 一九 〇六 年の 法律を 制限す る ものと 解釋 する 乙と 
を 得ず との 主張を なし、 第二 一六 九條は 『本章の 諸條は 自由 白人なる 外國 人に 適用すべし J と ある 規定 ic 
從屬 する ものなる を 以て 第三 十 章の 非 改正 諸條 項に 規定せられ たる 階級に 對して のみ 之を 適用し、 其 他 
の 一般 外國 人に 關 する塲 合は 一九 〇 六 年 制定 法律の 規定 夫れ 自身に 依て 制限せられ たる 外は 毫も 之が 制 
限を受 くべき ものに 非らず とせ 60 

一九 〇六年 法律の 解釋が 如斯 なるとき 而 かも 第 四條の 一般的 序言に 『外國 人は 次の 方式に 依つ ての み 合 
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衆 國に歸 化し 得』 との 規定 あれば 人種 上の 差別な く歸 化の 特權 を附與 したる ものな 6 との 主張を なすと 
雖も此 文章は 明かに 歸 化の 可能 條件 に 關係 ある ものに あらず して 唯 •た 方式 即ち 手 續に關 する 規定な 6 何 
となれば 改正 法律 第二 一六 五條に ある 同一 規定の 序言 R も 亦 全く 之れ と 同一 文字を 使用し、 一七 九〇年 
制定せられ たる 最初の 歸化 法律に も 『自由 白人種に 屬 する 外 國 人は 次の 條 件に 依 6 ての み歸 化し 得』 と 
の 規定 あ 6 て 後年 亞弗利 加 土人 及 其 子孫 R 屬 する 外國 人を も 抱 括すべく 擴大 せられた る ものにして 是等 
の 規定は 改正 法律に も 反覆せられ た 6 故に 第二 一六 五條の 規定は 手續の 部類に 關 する もの、 みに して 同 
時に 根本の 部分は 別條 (ニー 六 九條) に ^ て 繼 承し 來 6 其 上 『如何なる 外 國人も J なる 語 R 代 ふるに 『一外 
國人 j なる 語を 以てし /2 る ものな 60 

一八 七〇 年よ 6 一九 〇六 年に 至る 凡ての 歸化 法に 規定せ る歸 化の 特 權に關 する 法文 上の 用語は 常に 同一 
に 非ら ざ 6 しも 歸化は 白人に のみ (一八 七〇 年に 亞弗利 加 土人 及 其 子孫を 加へ た 6) 限られたり、 若し 一 
九 〇六年 合 衆 國議會 が 斯 くも 多年 採用し 來 6 し 方針を 變更 する の 意志 あ 6 しなら ば 其 目的を 明瞭に し而 
して 其 立法の 精神 R 疑義を 生 ざ ぜる條 文を 以て 之を 說述 したる 筈な り、 從つて 第二 一六 九條の 規定は 第 
三十 章の 諸條 項に のみ 之を 適用すべき ものにして 第三 十 章 中 改正 又は 删 除せられ ざる 條 項に 限り 之を 適 
用すべし との 議論は 正當 なる 論據を 有する ものと 認 〇 るを 得ず、 第三 十 章 中 改正 又は 删除 せられざる 條 
項に 依り 歸 化の 特權を 有する 者は 退役軍人 及び 三ヶ年 以上 米國 蚣舶に 勤務した る 海員に 限られた る 次第 
なる が 彼等は 始めよ 6 他の 一般 外國 人に 附與 せられた るよ 6 も更ら に寬大 なる 歸 化の 特權 を附與 せられ 
たる ものにして 議會が 從 來寬大 なる 特権を 與 へたる 軍人と 海員に 限 6 故意に 人種 上の 制限を 存續 せしめ 
他の 一般 外國 人には 之を 取 去る と S ふが 如き 議論は 到底 之を 肯定す る 能は ざる ものな 6、 此の 如き 法の 
搆 成は 避くべからざる 事情 あるに あら ざれば 採用 せらるべき ものに あらず。 

改正 法律の 編 章を 分ち たる 主なる 目的は 便宜の 爲め にして 編 章の 句節の 關係 をして 其 指示す る 格別の 條 
項を 判 識せ しむる 爲 め其條 文の 内容を 簡單に 識別す る 簡易なる 恰當の 方法に 過 芝ず、 第二 一六 九 條の制 
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限を 蒙る 第三 十 章の 各條は 本來 一般 外國 人の 歸化に 關 する 全体を 包括す る ものな 6、 第二 一六 五條に 於 
ける 『外國 人 云々 J の 普遍的 文字は 同 章の 他の 條項に 於け る塲 合と 同一 意味に 於て 第二 一六 九條の 制限を 
受 くる ものにして、 法 中 『本章 J なる 槪括的 文字は 該條文 其 他を 明示す る 目的の 爲めに 特に 用， Q られ たる 
語に 過ぎず、 而か も其條 項は 其れ 自身 制限を 摘 示した る ものな 6、 而して 其條 文は 改正せられ て 一九 〇 
六 年 制定の 法律と な 6 しも 依然と しで 第二 一六 九 條は删 除せられ ずして 現存す、 故に 議會の 意志が 歸化 
制限 條 項を 改正 法律の 規定に 適用し 72 る ものに 非らず との 結論に 到達す るには 『本章 j なる 格段の 文字の ■ 
陝隘 なる 字義 的 解 釋を以 てす るょ 6 も 更に 有力なる 論 據を必 要と す 0 

本 裁判所の 職責は 議會の 意志に 對し 的確なる 解 釋を與 ふるに あ 6 先づ 議會の 意志を 探究す るには 成文 上 
の 用語に 對し眞 意義の 解釋 t なすに ある も 若し 如斯 推論が 立法 上の 全般の 方針と 明らかに 相杆 格して. 不 
合理なる 結果に 陷る ときは 他の 條件を も 考慮せ ざるべからず、 即ち 立法の 理由と 之を 招致した る歷 史的 
事實 とを 考察し 若し 必要なる ときは 立法の 目的を 沒却 せしめざる ためには 文字 上の 意味を 犧牲に しても 
其 立法の 精神と 目的と に 適合すべき 解釋を 與 へざる ベから ず、 (判例 引證) 議會は 委員 會の 討議、 推薦を 
も經 ず實に 重大なる 法令の 改正なる に 拘らず 其 改訂の 可否に 就て 5 へ 何等の 討論 i: も爲 3 ず而 かも 第二 
一六 九條は 緊要なる 目的の 爲め に當 然存續 すべき ものと 認むべ き 理由 ある ものなる に其條 項の 句す ら改 
訂せ ずして 從來 重要なる 意義を 有する ものと して 維持し 來 た-〇 し 法規を 根本的に 改正した る ものな 6 と 
解釋 すべし とは 上吿 人の 主張 なれ ども 我 政府 建 國の當 時ょ 6 常に 法制 上 又は 歷 史的 史實と して 存 續し且 
〇 多年 立法、 行政 並に 司法 上我國 家の 根本 組織 k 深く 印刻せられ たる 現行法規を 斯 くも 瞹眛に して 而か 
も 不用意なる 態度を 以て 其 効力を 失は しひる が 如き 改正を 加へ た 6 とは 竅ふ乙 と 能は ず、 故に 本官 等は 
一九 〇六年 制定 法律は 改正 法律 第二 一六 九條の 規定に 制限 せらろ、 ものと 判 斷す るの 外な きな 60 
判 决 理由 (二) 

次に 本官 等の 詮議すべき 乙とは 上吿 人は 果して 第二 一六 九條の 規定 R 依 6 歸 化の 資格 ある や 否やに あ 6 
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一七 九〇 年ょ 6 一  八 七 〇年に 至る 爻で歸 化 法の 條文は 『自由 白人』 (フ リー ホワィト パ ーソ ン) と稱 する 
類別に 抱 括 せらる、 外國 人に 非 ざれば 歸 化の 特權 t 拒みた るは 常に 一貫した る處な 6、 一八 七〇年 七月 
十四日 制定の 法律 第 七條の 規定に 依 6 歸化 法律は 亞弗利 加 土人 及 其 系統の 外國 人に も 亦 之を 擴張 適用せ 
らる 乙と、 なれ 6、 旣 R 前段に 於て 述べた るが 如く 改正 法律 第二 一六 九條は 歸 化の 特權を 前と 同一 種類 
の 人 令 即ち 外國 人に して 『自由 白人 及び 外國 人た る 4 アフリカ 土人 及 其 子 IS R 限定せ 6、 一八 七三 年 改正 
法律 第一 版に 於て は 『自由 白人に 屬 する 外國人 J なる 語は 删除 せられた る も 之れ 全く 法典 編纂 人の 誤りに 
して 一八 七 五 年の 法制に 依 6 之を 補修した 6 然らば 上吿 人は 現行法 律の 規定せ る 『自由 白人』 なる 語の 意 
昧に 包容 せらる、 ものなる や 否や 0 

上吿 人の 主張は 此 用語に 對し ては 一七 九〇 年始め て歸化 法律 k 制定した る 立法者の 意志 R 基き 之を 解釋 
せざる ベから ず、 即ち 其當 時の 立法者 |± 自由 白人なる 語を 其 當時米 國內に 居住した る 亞弗利 加 人種 及ィ 
ンデ アンを 除外 せんとす る 目的の ために 使用した る ものに 過ぎず と 云 ふ、 或は 其當 時の 立法者は 是 等の 
二人 種の みを 除外す る Z. とを 考へた 6 しや も 知れず 然しな •から 彼等の みが 立法の 目的な 6 と 云 ふは 立法 
の 肯定的 形式を 無視した る ものな 6、 法律の 規定は 黑 人と ィン デ アンを を 除外す と 云 ふの み R 非らず し 
て 其 上に 條文は 明らかに 唯 だ 自由 白人の みを 包括す とせ 6、 立法の 目的は 吾々 の 祖先が 知 6 得た る 白人 
と稱 する 人々 に 市民 權を享 有せし めんと したる ものにして 而 かも 此 階級に 屬せざ る 者には 之を 附與 せず 
と 云 ふに あ 6 き、 歸化法 立案者が 亞細亞 の 黄色人種を 念頭に 置か ざ6 しと 云 ふの みに ては 未だ 充分なら 
ず、 更らに 一步を 進め 若し 是 等の 人種を も 考慮した もとせば 法律の 條 文は 彼等に も 亦 此特權 を附與 した 
る 事を 確言せ ざるべからず、 ダ I トマ ウス 大學校 對ウ丨 ド ワ丨ド 事件に 對 する 憲法 解 釋の判 决 文中に 大 
審院長マ丨シヤル氏日く『此特種の事件は憲法原案起草議會の與6知らざ6し處にして之れが採否を决 
定 したる 一般 米 國人も 亦 毫も 與 6 知らず と 云 ふの みに ては 未だ 充分なら ず、 更に 進んで 若し 本件が 當時 
問題と な 6 しもの ならば 明らかに 之を 除外す るか 又は 特に 除外例を 設けた る 事 あるべき を 確言せ ざるべ 
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からず、 故に 成文 上の 或熙が 規定の 一般的 精神に 明白に 不合理に して 有害 且つ 抵觸 する にあらざる 以上 
恰も 除外例の 設定に 關し 憲法 解釋 者の 一致す る 如く 本件は 法規の 字句の 圈內に 限 局せられ 從つて 其 適用 
も 亦 其 字句の 範圍 を出づ るを 許 5 ず』 と、 若し 歸化法 立案者 •か 白人と 稱 する 階級 以外に 屬 すべき 者は 黑 
人と ィン デ アンの みな 6 と 思惟した 6 と假 想せば 彼等は 將來の 法制に 依て 何人が 此 法律上の 用語に 依て 
除外 せらる、 かを 豫 想すべき 充分なる 智識 ^ 有せ ざ 6 しこと を 立証す るに 留まる のみに して 白人なる 法 
律 上の 用語の 意味を 解釋 する に 當 6 立法者の 人類 學 上の 智識 程度を 詮議し 又は 該 法規に 依 6 歸 化を 拒ま 
る、 者は 黑 人と ィン デ アンの みな 6 と 思惟せ しや 否やを 探索す るの 必要な く、 要は 何人に 歸 化の 特權ヒ 
與 へたる かを 探究し 而して 之を 確め たると き當然 推論の 歸結は 其 他の 一切の 人々 は 除外せられ 7^2 る もの 
と認む るを 以て 足れ 6 とす 從て 次 R 來る 疑義は 『自由 白人』 なる 語は 何人を 指す ものなる やと 云 ふに あ 6 
元來 『自由 J なる 語は 當 時奴隸 制度の 存立した る 結果と して 白人 も 亦 奴隸の 地位に ある 者 あ 6 し 以て 之を 
を用ゐ たる 乙と 疑； 5 なし 然れ ども 旣 に 多年 此 制度は 改廢 せられて 實際 上の 意味な きを 以て 今日 之を 考慮 
する を 要せず 0 

『白人 J なる 語の 解釋に 就て は 裁判々 例 並に 人類 學 上の 見地ょ 6 演繹した る浩擀 なる 意見書を 提出せられ 
たりし が 本官 等は 是 等の 諸 黙に 就き 研究せられ たる 辯 護 土の 意見に つき 議論す るの 必要なしと 思惟す、 
裁判 ❖ 例に 依る も 全体を 通じて 其 窮極す る處は 人種に 關 する ものにして 個人 試驗に 依る ものに 非らざる 
乙とは 本官 等 も 同意す る處な 6、 唯單に 各個 人の 皮 ® の 色 R 依ての み 類別す る ことは 不可能に して 同一 
人種の 間に 於て すら 之を 識別す る 乙と 困難なる は アン グ&サ クソン 人種の 間に 於て すら も膚色 濃淡の 差 
あ 6 て 稍 も すれば 黄色人種の 色白 ろ きものょ 6 も 反つ て 色黑 きもの あり、 故に 色に 依て 之を 類別す ると 
きは 雜婚に 依 6 漸次 皮膚の 色相を 變じ 人種の 混合に 依て 起る 變化 の爲 めに 遂に 類別の 實際的 標準 境界を 
失 ふに 至るべし、 一八 七 八 年 支那 人歸化 事件に 於け る 巡 廻 控訴院 判事 ソ丨ャ 丨 氏の 判決を 始めと し 合 衆 
國及各 州 裁判所の 判例は 殆んど 一貫して 『白人』 なる 語は 俗に n 丨カシ アン 人種と 稱 する 人の みを 意味す 
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る ことを 主張せ 6、 ( 判 决例 引証) 是 等の 判决の 結論に 對し 本官 等は 異議を 挿む の 除 地な し、 而かの みな 
らず此 結論は 司法 並に 行政 部の 一致す る處 にして 又た 立法 部の 默認に 依て 善く 確立した る もの なれば 上 
吿 人ょ 6 提議せられ たるょ 6 も 今少しく 確乎たる 論據 なくん ば 本官 等は 今更 之を 動搖 せし むる の 自由を 
有せず、 『白人 j なる 語 •か コウ カシアンを 意味す ると 云 ふ 結論の 結果 或 人々 は歸 化を 許さ n 或 人 ♦は 之を 
拒絕 せらる 其 間 判然たる 區線を 劃す る 能は ずして 寧ろ 多少の 爭 論地帶 を存 す、 然れ ども 此爭論 地帶以 外 
には 一方に 或 人々 は 明らかに 歸 化し 得べ く 又 他方には 市民た 6 得ざる 者の 両者 あ 6、 即ち 此爭 論地帶 に 
當嵌 咬る 個 ♦別々 の 事件は 其 時に 於て 本 裁判所 •か 甞て 『一ー ユ オリヱ ン對 ダビ ツド ソン』 事件に 於て 與へた 
る 判決文 中に あるが 如く 『包含 及 除外 (法の) は 裁判上の 漸次 的 進行』 に 待つべき ものと す。 

本件 上告 人は 明らかに 『コ ーカシ アン J R 非らざる 人種に して 全然 歸 化し 能は ざる ものな 6、 多 數の合 衆 
國及各 州 裁判所は 斯く 判决し 之 n と反斅 の 判 决を與 へたる を 聞かず 而し て是 等の 判 决は多 數の學 術 的 引 
証 考察に 依つ て 維持せられ たる も茲に 之を 反覆 考察す るの 必要を 認めず、 依て 本官 等は 是 等の 判決は 正 
當なる ものと 思惟す。 

上吿 人の 爲めに 提出せられ たる 法律 意見書には 日本 民族の 文化に 就 S て 賞讃 せる 文章 あ 6 本官 等は 此議 
論に 對し C は 不同意を 表すべき 理由を 有せず と 雖も如 斯は本 係爭の 根本的 解決に 就て 採 量す るを 得ざる 
ものな 6、 本官 等は 議會の 意志を 探究して 之を 宣告す るの 外 何等の 權能を 有せず、 立法の 精神に 於ても 
亦 本官 等の 之を 解釋 する 塲 合に 當つて も 個人 資格の 缺點 又は 人種 上の 劣等なる 乙と を 念頭に 置いて 考察 
する ものに 非らざる は 勿論と す、 是 等の 乙とは 本件を 按ずる に當 6 毫末 も關 係す る處な し、 仍て本 裁判 
所に 提出せられ たる 質疑に 對し 左の 如く 判 决す〇 

一、  一九 〇六年 六月 廿 九日 制定の 法律は 夫 自身 完備したる ものに 非らず して 合衆國 改正 法律 第二 一六 
九條の 制限を 受 くる ものと す 0 

二、  否 ' 〇 
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三、 否。 

• 山 下 宅 治、 河 野 兵 三 郞對華 州 政務 長官 ヒンクル 事件 判 决譯文 

山 下、 河 野歸化 權上吿  サウ ザ ランド 事 
本件は 小、 澤 孝雄對 合衆國 事件に 關 する 質疑の 一に 該當 する ものな 6、 即ち 日本 國に 於て 出生した る 日本 
人種に 屬 する 上告 人は 合衆國 改正 法律 第二 一六 九條の 規定に 依 6 歸 化の 特權を 有せる や 否や。 

歸化 証は 一九 〇六年 改正 法律 第二 一六 九の 規定が 尙ほ 厳存して 有効な 6 と 認められた る 時 華 州 郡 裁判所 
に 依て 上吿人 両名に 對し發 給せられ たる ものな 6、 華 州 政務 長官は 上吿人 等が 提出した る 日本人 土地 保 
有 株式 會社 設立 願書を 詮衡 する に當 6 上告 人は 日本人 種に 屬し歸 化 申請の 時歸 化の 特權を 有せず 而かも 
合衆國 法律の 規定に 依 6 未だ 甞つて 歸 化の 特權を 有した る 乙と なき 者に して 彼等は 華 州 法律の 規定に 依 
6 前記の 株式 會 社を 組織し 其 新社團 法人の 全 重役と して 自ら 其 位置に 就く の 資格な き 者な 6 との 理由に 
依 6 之を 拒絶した ぅ、 茲に 於て 上告 人は 株式 會社 定欵 t 受理し 之を 認可すべく 被告人に# し 職務 執行 命 
令を 發給 せられん 事を 華 州 大審院に 訴願せ 6、 然 n ども 裁判所は 之を 拒絕 した 6 しが 爲め に上吿 人は 更 
に 本件 書類 全部を 本 大審院に 廻 付し 之を 詮議すべき 手續 t 採 6 本件を 審議す る 事と なれ 60 
小澤 孝雄對 合衆國 事件の 判决に 依り 本官 等は 上告 人は 歸 化の 特權を 有せず と認 ひ、 歸化 不能の 事實が 確 
定した ると き 上告 人に 市民 櫂 ^ 附與 したろ 華 州 郡 裁判所は 職權 以外の 乙と を 爲し たる 者に して 其 判決は 
之を 誤判と 認め 無効と す、 (判例 引証) 仍て華 州 大審院の 判決を 正 當と認 0。 

十 I 、 結  論 

日米 兩國の 平和と 親善を 謀 6 在米 同胞の 福利を 增 進して 彼我 通商 貿易の 發展に 資し、 以て 我が 民族 海外 
膨脹の 基礎を 確立せ むと する は 一日 も 吾人の 念頭を 去る 乙と 能は ざる 希望に して、 在米 同胞が 常に 一致 
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提携して 其社會 改善に 努め 日米 兩國 人の 親交を 厚 5 せんとす るは、 實に此 希望を 實現 せんとす る 努力の 
表徵に 外なら ず 0 

迫害と 侮辱を 蒙 6 米 大陸を 逐 はれた ろ 支那 人の 後を 壟； 3 移住した る 在米 日本人は、 其 移住の 初期に 於て 
長時間 低 賃銀に 甘んじ 山間 僻陬の 地に 群居し 劣等なる 勞働 移民と 看做 れた るは、 其當 時の 勞働 界の趨 
勢に 鑑み、 宴に 己む を 得ざる 境遇の 結果と す、 然るに 彼等は 忍耐力 行して 漸次 資を 積み、 產を 興し、 純 
勞働 生活を 去つ て 其 境遇と 技能に 最も 善く 適合せ る 農業、 又は 商業に 從事 する に 至 6 しは、 之を 過去 二 
十ヶ 年に 於け る 同胞 發展 消長の 事蹟に 照らし、 をの 推移 變遷の 跡、 實に 隔世の 感なき 能は ざる もの あ 6 
現今、 日本人 排斥の 聲 頗る 喧しく、 動もすれば 日米の 國交 上に 電大 問題を 誘致せ 1; とする 惧あれ ども、 
米國に 於け る 各國 移民 發展の 事蹟を 顧みれば、 槪ね 我が 邦人の 踏み 來 n る 徑路と 大差な く、 日本人 排斥 
の 原因と 理由とは 雜多な 6 と雖 も、 その 窮極す る處 は、 畢竟 經濟 上 の 理由と、 人種的 僻見に 基く ものと 
いふを 得べ し、 旣に 在米 日本人 變遷の 事實を 詳述せ る 章 ^ 於て 論ぜし が 如く、 純勞働 時代に 於て は、 米 
人勞働者階級の嫉妬排斥に遇ひ、經濟上の獨立をなし稍社會狀態改善せらる、に至るや、米人小資本家 
階級の 陷弈 排斥に 會 a 、 我が 國が 、國際 的 經濟競 爭塲裡 に 於て、 先進 國の壘 を 摩する に 至る や、 我が 國 
策を 非難して、 をの 底止す る處を 知らざる •か 如きは、 畢竟 乙れ 人類 自然 競爭の 原理に 職 由す るに 外なら 
ず、 我が 在留 日本人に 對 する 排斥は、 我等が 政治的に、 社會 的に、 其 他 萬 般の內 容外觀 に 於て、 米 人と 
對 等の 位置に 進む か、 或は 米 國 R 同化した る 日本 民族と して、 米國の 社會に 完全なる 一社 會 分子と して 
抱擁 せらる、 に 至る までは、 到底 其 跡を 絕つ ことな かるべし 〇我が 帝國 政府は、 勞働 移民の 米國 移住を 
禁 Ih し、 只管 排日 感情の 緩和に 努めむ とせし 事實は 、今ょ 6 之を 顧みて、 讓步の 度 過ぎた 6 し 4: 思は ず 
ん ば あらず、 一九 〇五年 加州 桑 港に 於け る 日本 學童 隔離 間 題は、 僅々 數百 名の 靑年 子女に 係は る 實に些 
少の 問題な 6 しに 拘 はらず、 日米 兩國當 局 者の 間に 於て 試みられた る 國際的 交渉は、 遂に 邦人の 轉航禁 
止と、 日米 紳士 協約の 締結と に 依 6、 非常に 高價な る 代償を 以て 之 t 緩和し、 最近 婦女子の 增加 著しき 
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ため 寫眞 結婚に 因る 婦人の 渡米に 反 對の聲 起る や、 我が 政府は 寫眞 結婚 婦人の 渡航を 禁止し、 加州に 於て 
排日 土地 法 制定 せらる、 や、 之が 緩和の 方法と して、 他の 一般 外國 人ょ 6 も 劣等に して 差別 的なる 支那 
人に 於け る塲 合と 同樣の 位置 境遇 R 陷 るべ $ 協約の 改締 をな むと する が 如き 噂 あるは、 吾人を して 忌 
憚な く 謂は しむれば、 之れ 實に 理由な き 過度の 讓步と 認めざる を 得ず、 何と なれば 之を 太平洋 沿岸 諸 州の 
排日 的 諸 法律の 制定と、 之に 關 する 對抗 訴訟の 經過に 依 6 考察す る も、 我が 帝國 政府の 政策は、 毫も 排 
日を 緩和し 在米邦人の 旣得權 利を 擁護す るに 足らず、 唯獨 6 明文の 上に 於け る 我 •か 日本 移民に 對 する 私 
權と 營業權 とを、 他の 歐州 移民と 對 等の 位置に 置くべし との 主張す らも、 之を 歐米 各國と 合衆國 との 間 
に 締結せられ たる 諸條 約に 對 照して 考ふれ ば、 如斯 抽象的 條 約の 改締を 以てして は、 只 一片の 空文に 終 
るの みならず、 當然 享有すべき 權 利を も 放棄せ ざ る 可らざる 境遇に 陷る七 なきやを 憂 ふるものな 60 
現在に 於て は 新 移民 渡航の 途杜絕 し、 加 ふるに 在留邦人の 妻子 呼 寄せす らも 嚴重 なる 取締 規定 あるが た 
めに、 在留邦人の 人口は 到底 今日 以上に 增殖 する 乙と なかるべく、 其救濟 策と しては、 將來 在留邦人は 
實 力を 涵養し、 經濟 上の 位置 ^ 鞏固に し、 米國の 社會に 融合して 民族的 發展 の途を 講ずる の 外途な かる 
べし 即ち 內國 法の 定む る範圍 内に 於て 其當 然の權 利を 主張し、 敎 育の 方針は 子女の 同化 敎育に 力を 致し 
經濟實 生活の 問題に 對して は 階級 的 共同 利益の 增 進を 遂げ 其 進路を 開發 する の 一途 あるの み也〇 往年 我 
が 勞働 者を 排斥した る 米 國勞働 組合が、 今日に 於て は 邦人 勞働 者を 迎へて 以て 其 組合員たら しめむ とす 
る 傾向 あるは、 彼等が 資本 階級に 割す る 經濟的 自衛 策ょ 6 來る 必然の 結果に てし、 彼等は 今日 遽かに 人 
種 的 僻見を 棄て た るに 非らず、 依然として 此 僻見を 固執す る もの なれ ども、 我が 勞働 階級を 抱 括 統一す 
る ことは、 彼等に 取りて 經濟上 最も 有利な 6 と 思考す るに 至 6 たる 結果と 謂は ざるべからず、 人種的 僻 
見は 人類 最強の 衡 動なる t 以て、 遽かに 之を 一掃す る 乙と 困難 なれ ども、 人類 生存 上に 於け る 共同 利益 
增 進の 急務は 此 感情 上の 衝動を 仰 ふること を 得べ し、 元来 米 國の產 業 組織は 短時間 高 賃銀を 基礎と して 
發 達せし ものにして、 之を 確立す る爲 めに 拂 ひた る 米 國社會 の 犧牲は 甚だ 大な る 4 の あ 6、 然るに 新來. 
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の外國 移民に 依 6 之れ を 覆へ 3 れんと する 時に、 彼等が 之を 排斥し 拒絕 する は 寧る 當然 事な 6 と 云は ざ 
るべ からず、 幸に 我が 邦人は 近年 這般の 事情を 了解し、 階級 的 共同 利益 增進 を自覺 して、 産業 組織の 基 
礎を 尊重す るに 至れる 結果、 露骨なる 人種的 僻見は 階級 的 共同 利益 增 進の 必要に 緩和せられ 遂に 現状を 
致せる ものと 云は ざるべからず、 是れに 由 6 て 是れを 觀れば 、今日 小 資本 階級の 農業 及 商業に 從事 する 
米 人は、 同業 階級の 日本人を 排斥す る も、 彼等は 早晩 階級 的團 結の 必要を 自覺し 必ず 我と 提携す るの 時 
あるを 信ず、 而 して 我が 邦人に 對 する 差別 的 法律の 制定の 如き も、 早 晚改廢 せらる、 の 時節 到來 する に 
至るべく、 人種的 僻見に 至 6 ては 容易に 消滅す る 乙と なかる べしと 雖も 之れ が 緩和は 如上 經濟的 利害 
の 一致、 宗敎及 道 德的觀 念の 啓發 R 依 6 之を 增 進す るを 得べ し。 

米國に 在留す る 同胞は、 在米 外國 人と しての 存在を 主張し、 我が 帝國を 背景と して 飽く迄 殖民 地 建設の 
野心を 包藏 する •か 如き 邪推を 米 人に 抱かし むる は、 日米 問題を 解決し、 兩國の 恒久的 平和と 親善を 謀 6 
國際的 情誼を 厚ぅ する の途に 非ざる べし、 即ち 在留 同胞は 永住 的 精神を 以て、 鄕 人と 與に社 會萬般 の 施 
設に對 し 常に 利害 消長 k 共に し、 人格 ある 一個の 人間と して 彼等と 共存す る/ 〇 とは、 毫も 米 人の 幸福、 
自由と 杆格 する ものに 非ざる 乙と を 覺 らしむ るに 至ら ば、 現今 排日の 口實 たる、 日本人は 不同化の 民族 
にして 米國 の社會 組織と 永 炭 相 害れ ずと 謂 ふが 如き 皮相の 觀は 、自ら 消滅す るに 至るべし 。二重 國籍と 
歸化權 の 解決は、 米國 同化の 形式的 鎖 鑛を破 6、 一切の 猜疑心と 差別 的 立法の 制定を 除去し、 階級 的經 
濟上の 提携と、 敎 育、 宗敎 、社交の 融和と 相俟って、 一層 精神的 結合を 促進し、 人種的 僻見を 緩和し 以 
て歐州 諸國の 移民が 米國に 同化した ると 同一 轍の 變調 進化を 見る に 至るべし と 信ず 0 
此方 針に して 謬 6 なから / I か、 在米邦人の 社會 改善 も 亦茲に 意を 用ゐ 、切磋 誘導し、 官民 提携 其實を 擧 
ぐれば、鑣て排日の聲1絕滅し、海外民族膨脹の基礎を確立し、我が國權の發揚を助け、大和民族の優 
秀 にして 堅忍 不拔 の大 精神を 有する ものなる 乙と を 立証し 得べき も、 些々 たる 排日 攻擊を 恐れ 退罌 卑屈 
の 政策に 出づる あらむ か、 在米邦人 三十 餘 年の 健 鬪史は 遂に 悲し 〇 べき 敗殘 の歷史 たるに 了ら む 0 
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